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第1章 開発の目的および概要 

 

1.1 処分システム工学確証技術高度化開発の背景、および目的 

 

1.1.1 開発の背景 

 

我が国において、これまでの原子力発電の利用に伴って放射性廃棄物が既に発生しており、そ

の処理・処分対策を着実に進める必要がある。高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）について

は、地層処分に向けた取組が行われており、処分技術の信頼性向上に関する基盤技術の開発が、

最終処分のサイト選定プロセスを考慮して段階的に実施されている。 

処分場の操業期間中におけるガラス固化体のオーバーパックへの封入・検査技術、オーバーパ

ックの周囲に設置される緩衝材の施工技術及び人工バリアのモニタリング技術等の要素技術につ

いて、必要となる基盤技術が整備されてきた。今後、さらなる処分技術の信頼性向上のためには

実際の深部地下環境での活用を通して、これらの工学的な要素技術の信頼性を高める必要がある。 

さらに、東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえ、操業期間中における自然災害である巨

大地震や巨大津波等の操業期間中の安全対策に関る基盤技術の整備も喫緊の課題となっている。 

本事業では、上記状況を踏まえ、平成 25 年度から 5 年程度の期間で処分場の操業期間中にお

ける人工バリアの製作・施工技術及びモニタリング技術等の工学技術を、地下研究施設を活用し

て確証していくとともに、自然災害に対する操業期間中の工学的対策に関する基盤技術の整備を

行う。 

 

1.1.2 開発の目的 

 

平成 25 年度に立案した 5 か年計画の 2 年目として、以下の研究開発を実施する。 

 

(1) 処分システム工学確証技術開発 

オーバーパック及び緩衝材の製作・施工技術に対して深部地下環境を考慮した長期健全性の

観点から工学的信頼性の向上を図るため、種々の判断指標の提示に向けた品質に係わる知見の

拡充、および健全性評価技術の構築に係わる検討を行う。また、これらの健全性を確認するモ

ニタリング技術の整備の一環として地下研究施設での適用性確認等を行う。 

 

 1) 人工バリア品質／健全性評価手法の構築－オーバーパック 

平成 24 年度までの遠隔操作技術高度化開発により、HLW 第 2 次取りまとめで提示された

板厚 190 mm の炭素鋼オーバーパックについて、現状の技術で実際に製作、検査が可能であ

ることを示した。さらに、人工バリア品質評価技術の開発では、溶接部と母材の耐食性は同

等であることを確認した。 

本開発では、実際の地下深部を想定した複合系でのオーバーパック溶接部の耐食性評価試

験を実施するとともに、材料の劣化予測方法の検討、非破壊検査による欠陥検出精度の向上
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に関する検討を実施する。上記の実施内容で得られる知見より、腐食評価と構造評価を合わ

せたオーバーパックの健全性評価手法を構築し、判断指標の具体化に資するものとする。 

平成 25 年度は、オーバーパックの健全性評価の方法論について整理し、全体計画を立案

した。腐食試験については、地上及び地下研究施設を活用した試験計画を立案し、地下研究

施設での試験孔の掘削や、試験に必要な溶接供試体や試験機器の一部について製作を実施し

た。また、材料劣化事象の一つである中性子照射による脆化量を予測するための、オーバー

パックの照射線量評価について検討を進めた。さらに、超音波探傷法による欠陥寸法測定誤

差について調査した。 

平成 26 年度は、腐食・構造評価を合わせた健全性評価手法について検討を進め、オーバ

ーパックの品質確保に必要な判断指標（腐食、材料劣化、欠陥）の観点から健全性評価モデ

ルを検討する。また、複雑系での溶接部の腐食挙動評価のため、地下研究施設および地上で

の溶接部耐食性評価試験を開始するとともに、耐食性におよぼす溶接組織の影響を評価する

ための知見を電気化学試験により取得する。材料の中性子照射脆化については、最新の計算

コードを用いてオーバーパックへのガラス固化体からの照射線量を取得するとともに、照射

脆化量予測のための方法論について検討する。さらに、超音波探傷法による欠陥寸法測定精

度向上に関する検討を実施する。 

 

 2) 人工バリア品質／健全性評価手法の構築－緩衝材 

緩衝材の製作・施工技術について実規模試験などを通してその実現性が示された一方、緩

衝材の初期の密度分布は膨潤しても均質化せず密度分布が残ることや、隙間を有する緩衝材

施工において湧水量によってはパイピングが発生し、ベントナイトの成分が流出することが

示されている。 

本開発では、処分環境（湧水量や水質等）を考慮した調査・検討を実施し、緩衝材施工法

の選定方法に定量的な評価を加える。さらに、緩衝材の性能劣化事象として懸念されるパイ

ピング／エロージョン現象に対しては、工学的対策の提示に向けた調査・検討を実施する。

また、上記実施内容で得られる知見を取りまとめ、多様な技術により構築される人工バリア

の品質／健全性評価に向け、人工バリア性能を満足する緩衝材指標の具体化に資するものと

する。 

平成 25 年度は、処分環境（湧水量や水質等）を想定した緩衝材施工法の選定方法を検討

した。また、パイピング／エロージョンに対する工学的対策に関する調査・検討では、岩盤

と緩衝材との隙間へのペレット充填効果、モンモリロナイト含有率の高い緩衝材ブロックの

パイピング／エロージョン挙動の評価を行い、人工バリア全体としての設計・施工仕様に関

する検討では、地下水マネジメントを調査した。また、地下研究施設を活用した試験計画を

策定し、試験孔と設備の一部を施工した。 

平成 26 年度は、塩水環境下における緩衝材の密度分布の残留現象、パイピング／エロー

ジョン現象を定量的に評価するとともに、平成 25 年度に検討したパイピング／エロージョ

ンに対する工学的対策の有効性を検討する。地下研究施設におけるパイピング／エロージョ

ン試験を開始し、工学規模室内試験との比較評価を実施し、小規模試験で得られた挙動の再

現性を確認する。人工バリア全体としての設計・施工仕様については、プラグの構築、止水
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性能等に資するデータを整備する。 

 

 3) モニタリング関連技術の整備 

地層処分のためのモニタリングについては、その目的を検討し、特に重点的な検討が必要

な性能確認モニタリングについて制約条件やパラメータの選定方法案を提示した。また、バ

リア機能を保持したモニタリングの実現のため地下研究施設における地中無線通信装置の性

能確認試験等を実施し、これらの成果や文献調査結果を反映した技術メニューの整備を実施

した。さらに、併せて制度的管理としての記録保存について媒体の開発や国内外の調査を行

い、基本的システム案を提示した。 

本整備では、技術的選択肢検討の基盤となるモニタリングの枠組みや結果の反映方法等に

関する検討を、国際研究等への参画とフィードバック等により実施する。また、モニタリン

グの技術的実現性の向上のため、バリア機能や処分場性能を保持したモニタリングシステム

の確立に向けた地中無線モニタリング技術の検討を、地下研究施設への反映を考慮して実施

する。 

上記で得られる知見より、セーフティーケースの信頼性強化に資するモニタリングの技術

選択肢の整備を行い、モニタリング計画の立案に資するものとする。 

また、併せて制度的管理としての記録保存についても動向の調査を実施する。 

平成 25 年度は、5 年間の検討計画を国際共同研究 MoDeRn に参画して得た成果等を参照

して立案した。これに基づき、モニタリング結果のバリア性能の確認への反映方法に関する

課題抽出を実施するとともに、研究開発成果や文献調査結果を反映する技術メニューの整備

方針を検討した。さらに、モニタリングの技術的実現性の向上のため、地中無線モニタリン

グ技術について地下研究施設における中継試験等を実施した。これらに加え、記録保存に関

し英国及び OECD/NEA における検討状況の調査を実施した。 

平成 26 年度は、モニタリングの枠組みの検討及び技術的実現性向上のための整備等を実

施する。具体的には、人工バリア品質／健全性評価手法の構築－緩衝材等との連携を図りつ

つモニタリング結果のバリア性能の確認への反映方法に関する検討を実施するとともに、自

然災害に対する操業期間中の安全対策に関る基盤技術の開発との連携による操業期間中の安

全性に関するモニタリングの検討、および回収技術、回収可能性に関する検討成果を参照し

た廃棄体の回収可能性に関連するモニタリングの検討を実施し、技術的課題を抽出する。ま

た、研究開発成果や文献調査結果を反映する技術メニューの整備を実施する。さらに、モニ

タリングの技術的実現性の向上のため、地中無線モニタリング技術について地下研究施設に

おける適用試験等を実施する。これらに加え、記録保存に関して引続き OECD/NEA におけ

る検討状況の調査を実施する。 

 

(2) 自然災害に対する操業期間中の安全対策に関る基盤技術の開発 

本開発では、東北地方太平洋沖地震を受け、事業主体が実施する地層処分施設の設計に反映

すべく、主に処分事業操業中の処分システムに対する地震・津波等の大規模な自然災害の影響

を検討し、安全確保のための対策技術を開発、提示する。 

平成 25 年度は、処分パネルにおける火災事象等を対象に、気流解析及び避難シミュレーシ
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ョン解析による安全確保対策の検討に向け、解析条件の設定や事前解析を実施した。人工バリ

アの限界性能等の調査試験については、ガラス固化体及びオーバーパックを対象とした火災影

響についての解析的検討、緩衝材の高温時熱特性試験及び津波被害を想定したガラス固化体の

腐食性に関する情報収集を実施した。状況把握・監視技術については、地層処分施設で想定さ

れる種々の異常状態や事故ごとに、状況把握手順を整理・体系化するとともに、その際に必要

となる技術の抽出と技術情報調査に着手した。 

平成 26 年度は、施設計画技術については、平成 25 年度の解析手法等を踏まえ、処分パネ

ルの解析モデルにおける気流解析の課題等を整理・把握するとともに火災等による異常時にお

ける煙等の流れや作業員の避難に関する情報を整理・検討する。また、地層処分施設全体につ

いての操業安全確保の観点からの技術要件の調査・検討に着手する。人工バリアの限界性能等

の調査試験については、緩衝材を介した火災影響の解析的検討を実施するとともに、高温履歴

を受けた人工バリア材料の力学的性質に関する検討、及び津波被害を想定したキャニスタの腐

食環境条件に係る検討に着手する。 

   



1-5 

 

1.2 本開発に係る背景および目的 

 

1.2.1 本開発の背景 

 

 平成 23 年 3 月の東北地方太平洋沖地震及び地震に伴う津波による福島第一原子力発電所事故

を契機に、国内では「設計上の想定を超える外部事象に対する頑健性の総合評価」や「シビアア

クシデントへの対応措置の実施」など、原子力関連施設について「想定外事象」に対する安全確

保に向けた様々な取り組みが続けられている。このような状況を踏まえ、地層処分についても「異

常状態や事故の発生を防止するための対策を実施するが、万が一、それらが発生したと想定し、

対策を検討しておく」ことが必要と考えられる。 

 このような背景を踏まえ、本開発は、平成 24 年度に「処分システムに関わる巨大地震、津波

等の対策技術の開発」として研究開発に着手したものである。平成 24 年度の実施内容や成果に

ついては後述するが、昨年度から「自然災害に対する操業期間中の安全対策に関る基盤技術の開

発」の新テーマ名のもと、5 年程度の期間で自然災害に対する操業期間中の工学的対策に関する

基盤技術の整備を行うものである。 

 

1.2.2 本開発の目的 

 

本開発では、地層処分システムに関わる巨大地震、津波等の対策技術を開発し、大規模な自然

災害に対する処分システムの安全性確保に資することを目的とする。 

 具体的な全体方針としては、主に処分施設閉鎖前までの処分事業操業中を想定して、地上／地

下施設を含む処分システム及び施工された人工バリアを対象として、巨大地震・津波に代表され

る大規模な自然災害を原因とするリスク事象、結果及びその影響を想定し、リスク低減に向けて

の技術開発課題を抽出し、抽出した技術開発課題に対して工学的視点で検討を行い、対策技術に

関わる技術調査や適用性確認試験等を実施する。  

 平成 26 年度としては、平成 24 年度に抽出した技術課題に対して 5 ヵ年で達成可能な調査及び

試験に係る研究・試験計画を踏まえ、技術開発課題に係る要素技術についての調査及び検討等を

実施するものである。技術課題の 1 つである「施設計画技術」では、昨年度において火災発生時

における評価手法の提示を行い、適用性について確認した。今年度は、評価手法に関わる通気解

析に着目し、地層処分システム施設へ実施するにあたっての適用性・課題等を把握するものであ

る。また、「人工バリアの限界性能等に係る調査試験」では、昨年度に引き続き異常状態・事故発

生時を想定した場合の人工バリアへの影響評価手法の提示、影響評価を行うにあたって必要とな

るデータの取得を実施するものである。 

 

1.2.3 本開発の前提 

 

 本開発では、主に処分施設閉鎖前までの処分事業操業中を想定して、その期間内における地上

／地下施設を含む処分システム及び施工された人工バリア等を対象とした安全性確保のための対

策技術を、技術調査や適用性確認試験等の実施により開発するものとする。すなわち、既往の研
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究開発成果[1][2][3]などに基づき、放射性廃棄物の地層処分施設が「サイト選定および安全審査」

の段階を経て、安全性を損なうおそれのある自然現象（地震や火山活動など）の著しい影響が及

ばない安定した地層を選んで建設されたことを前提とし、その後の「処分事業操業中」を対象に

巨大地震、津波等の大規模な自然災害に対する安全確保について検討するものである（図 

1.2.3-1）[3][4]。 

 

 

図 1.2.3-1 本開発の前提[3][4]に加筆 
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1.3 検討の基本方針 

 

1.3.1 リスクマネジメントとクライシスマネジメント 

 

 上述の背景・目的に基づき、本開発では「リスク事象の検討による状況設定」（「1.4 平成 24 年

度の成果」を参照）を経て、「リスク低減のための対策の開発」を行う。「リスク」とは「起こり

うる不確実性」という広義の意味があり[5]、東北地方太平洋沖地震及び地震に伴う津波による福

島第一原子力発電所事故を踏まえると、「原子力災害を起こさない、起こさないためにはどのよう

な事前対策を施すべきか」という観点だけでなく、「起きてしまったら、その影響を如何に緩和す

べきか、また、如何に復旧に導くか」という観点にも着目して、開発を行うべきと考える。 

 後者の「起きてしまったら」の観点は、一般防災における「クライシスマネジメント」の考え

方に他ならない[5][6][7]。一般に、「リスクマネジメント」は、平常時・異常時を問わず発生する

リスクの分析と対応が中心であるが、「クライシスマネジメント」は異常時に発生するリスクの分

析と対応が中心となる[6][7]（リスクマネジメントの詳細については「参考資料①：リスクマネジ

メントとは」を参照）。すなわち「クライシスマネジメント」は、異常状態や事故が発生した場合

でも、その被害を最小限に抑えることができるように、異常状態・事故の発生直後から事態が終

息するまでの対応のあり方を考えるものである。このため、「クライシスマネジメント」において

は「被害の程度」にとらわれず、いわゆる「想定外の事象」についても検討を行う[5]。 

なお、「クライシスマネジメント」の概念のもと、「被害の程度」を設定し（被害想定）、それに

対する復旧対策を事前に策定・運用するのが「事業継続計画（BCP）」である。BCP は、自然災

害や事故、テロなどの異常により通常業務を中断した場合に、可能な限り短い時間（期間）で組

織として最も重要な事業活動機能を再開できるように、事前に計画・準備を行うとともに、継続

的にメンテナンスを行うプロセスである[6]。最大の特徴は、「重要業務の再開に関連する部分の

みを対象とする」ところである。わが国では、1995 年の兵庫県南部地震以降、BCP に対する関

心が高まり、2011 年の東北地方太平洋沖地震を経た現在では、民間・自治体を問わずにあらゆる

組織で BCP が策定・運用され始めている。このような現状から、国の重要な施策である高レベル

放射性廃棄物の処分事業においても、万が一の事態が発生した場合の対応の一つとして、速やか

な事業再開に向けた BCP の策定・運用が必要と考えられる（BCP の詳細については「参考資料

②：事業継続計画」を参照）。 

 以上を踏まえ、国の基盤研究である本開発は、クライシスマネジメントに立脚し、異常状態や

事故の影響を緩和する対策を検討し、その対策に関わる工学的技術の開発を行うこととする。原

子力災害における最悪な状態は、「放射性物質が管理状態から逸脱し、それにより周辺住民が被ば

くする状態」と考えられる。地層処分事業における地上／地下施設についてもこれは同義であり、

本開発では「放射性物質が管理状態から逸脱する」ことをクライシスと捉え、この最悪状態を回

避、あるいはその影響を緩和するために異常状態や事故発生時の応急対策、恒久対策、対策のた

めの試験・解析を検討し、それらの対策を実現する技術について開発する。 
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1.3.2 検討方針 

 

1.2.3 で述べたように、放射性廃棄物の地層処分施設は、その安全性を損なうおそれのある自然

現象の著しい影響が及ばない安定した地層を選んで建設される。しかし、このような前提におい

ても大規模な自然事象が作用して処分システムに被害が生じる可能性は残る。本開発においては

、クライシスマネジメントの考え方に立脚し、自然事象に起因して処分システムに異常状態や事

故が「起こってしまった時にどのように対処するか」に注力するものとし、以下の方針のもとに

実施する。 

①異常状態・事故の発生を想定し、その後の対策に重きを置いた検討（クライシスマネジメン

トの考え方に立脚） 

  異常状態・事故の発生を防止するための対策を実施するが、万が一、それらが発生したと想

定して、公衆及び作業員の放射線安全を確保するための対策技術を開発する。また、放射線安

全の確保を前提としたうえで、異常状態・事故後の速やかな地層処分事業の継続（事業継続計

画：BCP）に資する対策技術についても検討する。 

②広範な事象を対象とした検討 

  工学的には発生の可能性が非常に小さい事象も、原則、検討対象から除外しないものとする

。すなわち、「発生確率が低い」、「放射線影響が小さい」などの理由で検討対象から外すと

いう方針はとらないものとする。 

③既往の研究成果の活用と重複の回避 

  起因事象の設定や異常事態・事故などの状況設定などについては、可能な限り既往の研究開

発成果を活用し、重複を回避する。 

 

 以上のように、本開発は「異常状態や事故が起こってしまった」ことを想定し、その後の対策

の検討に重きを置くことを研究開発の特徴の一つとしている。いわば事態が起こった「事後」に

ついてその影響緩和について検討することを特徴としている。このため、1.2.2「本開発の目的」

の中などで使用されている「リスク事象」や「リスク低減」などの「事前」をイメージしやすい

用語については、本報告では以下のように読み替えるものとする。 

 

 「リスク事象」 ：「異常状態や事故」 

 「リスク低減」 ：「異常状態や事故の影響緩和」 

 「リスク低減対策」 ：「異常状態や事故への対策」 
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1.4 平成 24 年度の成果概要[8] 

 

(1) 地層処分施設と類似した施設の調査 

地層処分施設と類似した既存の施設について文献調査を行った。地層処分施設は、大きく分

けると地上施設と地下施設から成る。地上施設については、高レベル放射性廃棄物やガラス固

化体を取扱う既存施設を調査した。地下施設については、地下構造物という共通性に着目して

トンネルや鉱山・炭鉱を調査した。また、海外の放射性廃棄物地層処分計画等についても調査

を行った。さらに、本開発は大規模な自然事象の影響を検討するものであるため、自然事象で

想定外の被害を受けた施設の調査も行った。これらの類似施設について、安全確保の考え方、

安全性を脅かす事象として取上げている自然事象、それらを起因事象として施設や設備で生じ

得る異常状態や事故及び安全確保のための対策などを調査し、本開発に反映する知見を整理し

た。 

 

(2) 検討対象の選定 

自然事象に対して安全確保を検討する対象は、処分サイトや地上/地下施設の設定、定置概

念などから多種多様な組合せが考えられる。本開発では、操業に関わる作業の相互関係や連続

性などに着目して、廃棄体の取扱いに関する一連の作業である「操業工程」（ガラス固化体の

受入・検査・一時仮置き、アクセス坑道を通しての廃棄体の搬送、などの 6 工程）に着目し、

立地条件や定置概念の違い等を必要に応じて考慮することとした。次に、それぞれの操業工程

に含まれる作業（ハンドリングフロー）を調査・設定し、本開発において自然災害に対する安

全確保を検討する具体的な作業を選定した。選定した検討対象は、地上については、ガラス固

化体やオーバーパックの吊上げ作業などの 4 作業、地下については、アクセス坑道を通しての

廃棄体搬送作業、オーバーパックや緩衝材の定置作業などの 6 作業である。 

 

(3) 状況設定 

類似施設の調査結果などに基づき、地層処分施設の操業安全を脅かす可能性がある自然事象

（起因事象：地震、津波・高潮、洪水・豪雨、竜巻、熱波、干ばつ、落雷、隕石衝突、及び地

下におけるガス噴出、ガス爆発、坑内火災、湧水、落盤・崩落、山はね、坑口からの水の流入

など）を選定した。これらの起因事象が検討対象に作用した場合に発生し得る異常状態と、異

常状態を起点とした被害の連鎖を検討し、被害の連鎖の帰着点である最終的な状況を抽出した。

最終的な状況は、「放射線安全に影響する最終的状況」と「操業継続に影響する最終的な状況」

の２つに分類した。前者については「検査室内の放射線量の増加、及び検査室内での放射性物

質の拡散」、「坑道内の放射線量の増加、及び坑道内での放射性物質の拡散」などの 7 状況を抽

出した。後者については「ガラス固化体またはオーバーパックの正常作業工程の中断」、「廃棄

体の回収困難」、「人工バリア機能の低下の可能性」などの 11 状況を抽出した。 

 

(4) 異常状態や事故への対策に関わる技術課題の抽出 

抽出した地上施設及び地下施設それぞれの最終的な状況に対し、応急対策、恒久対策、対策

のための試験・解析を「対策シート」（図 1.3.2-1）を作成して検討・抽出した。そして抽出し
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た種々の対策を整理・類型化し、対策に必要な技術を「技術課題」として抽出した。抽出した

技術課題は、「救援・救出技術」、「状況把握・監視技術」、「緊急遮へい技術」、「状況修復技術」、

「施設計画技術」、「外力低減技術」、「人工バリアの限界性能等の調査・試験」の 7 課題である

（図 1.3.2-2）。 

 

(5) 対策技術の調査と開発に関わる試験項目の抽出 

抽出した技術課題に関わる現況技術の調査に着手し、その調査結果に基づいて「救援・救出

技術」、「状況把握・監視技術」、「施設計画技術」、及び「人工バリアの限界性能等の調査・試

験」を技術開発課題の候補として選定した。これらについて概略の開発内容、方法、成果目標、

開発工程などを検討・整理して、年度展開を示した（表 1.3.2-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3.2-1 対策の検討・抽出方法[8] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3.2-2 平成 24 年度に抽出した技術課題[8] 

あり

あり

障害物の撤去

ガラス固化体の状況把握

応急的な放射線遮へい

ガラス固化体の捜索

別フローへ

避難指示対象区域の設定 ・破損したガラス固化体の水中で
の挙動解析

負傷者の救助、救出

・破損したガラス固化体から水への
核種浸出試験

ガラス固化体の
流出

なし

海水等への放射性
物質の浸出

・ガラス固化体が破損した時の放
射線量把握試験

応急的な
放射性物質の拡散防止対策

屋外への放射性
物質の拡散

・ガラス固化体の飛散試験（ガラス
固化体が破損した時の飛散物の

粒径や量の把握）
・放射線、放射性物質閉
じ込め対策（建屋の地下
構造化）なし

別フローへ
・一次貯水設備

最終的な状況 屋内外の放射線量の増加及び屋内外への放射性物質の拡散
廃棄体の状態 ガラス固化体の破損
施設の状態

搬入口等の破
損

屋外の放射線量・放射性物質計測 【異常状態を回避する
　　　　　　　　　抜本的対策】

・一般公衆との十分な離
れの確保

搬入口等の破損

異常状態の
シナリオ

・津波や洪水・大雨の流体力により搬入口等が破損する。
・破損した搬入口等から津波や漂流物、洪水が検査室内に流入する。
・ガラス固化体が流出する。
・流体力、漂流物等の衝突によりガラス固化体が破損する。

応急対策 対策のための試験・解析 恒久対策
異常状態

具体的な対策方法

応急対策

恒久対策

ク
ラ
イ
シ
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

①救援・救出技術
②状況把握・監視技術

③仮設（緊急）遮へい技術
④状況修復技術（遠隔，水中での作業が必要）

建屋・坑道（ガレキ）除去技術
ガラス固化体，オーバーパック，緩衝材
の撤去技術排水システム，排気システム

⑤施設計画技術（レイアウト，避難計画含む）

⑥外力低減技術
（免震・制振，防波堤・防水扉，耐熱構造，地下

化など）

②状況把握・監視技術

⑤施設計画技術（レイアウト，避難計画含

む）

防災 減災 事業継続クライシス事象への対策

対策のための
試験・解析

人工バリアの
限界性能等の
調査・試験

・落下衝突など
に対する力学
的性質

・火災による加
熱などに対す
る熱的性質

・海水付着など
による腐食性

・坑道冠水など
による緩衝材
の性能劣化

など

技 術 課 題
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表 1.3.2-1 技術開発課題の選定と年度展開の一例[8] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5 平成 25 年度の成果概要[9] 

 

(1) 5 年間の研究計画の立案 

 本開発では、平成 24 年度に平成 25 年度以降に取り組む技術開発課題の選定と年度展開を

提示したことを踏まえ、まず、平成 24 年度成果に基づき選定した「操業安全を考慮した施設

計画技術に係る調査・検討」、「人工バリアの限界性能等の調査・試験」、「状況把握・監視技術

に係る調査・検討」の 3 つの技術開発課題について、今後 5 年間の実施内容の概要と工程を示

すとともに、今年度の具体的な実施内容を示した。 

 加えて、「既存類似施設の保安に係わる法令等に基づくアプローチ」、及び「地層処分事業の

防災計画の視点からのアプローチ」の 2 つの新たな視点から地層処分事業の操業安全を検討し、

その結果から、「施設計画技術」の検討対象や検討内容・手法の妥当性を確認するとともに、

「地層処分事業の防災計画に係る調査・検討」を本開発の新規課題として抽出した。 

 最終的には、平成 24 年度成果に基づき選定した 3 つの技術開発課題に、上記の防災計画に

係る課題を加えた 4 つの実施内容についての 5 年間の研究計画と各年度の成果目標を示した。 

 

(2) 操業安全を考慮した施設計画技術に係る調査・検討 

 1) 海外の地層処分施設計画等における類似検討の文献調査と本検討への知見の反映 

火災事象に対する操業安全確保に係る類似検討事例として、海外の地層処分施設計画等を

対象に文献調査を行った結果、フランス（ANDRA）における火災時の煙の流れ方などに関

する解析的検討が本検討の参考になることが分かった。また、本課題の以降の検討（地下施

設の検討・設定や解析条件の検討・設定など）に反映することを目的に、「鉱山、トンネルに

おける建設中・供用中の安全対策」及び「原子力関連施設における安全対策」について文献

調査を行い、本検討に反映する知見を抽出した。 

 

 2) 気流解析と避難シミュレーション解析の条件設定 

地下施設における火災に対する安全性は、気流解析と避難シミュレーション解析で比較検

討することとし、これらの解析条件について国内外の既往の文献等に基づいて検討・設定し

調査
試験
項目

技術
課題の
カテゴリ

対象
事象

概略の調査
試験内容

調査・試験項目の選定理由
調査・試験成果目標と
成果がもたらす効果

調査・試験に
あたっての
留意事項 等

人工バ
リアの熱
的性質
の調査・
試験

人工バ
リアの限
界性能
等の調
査・試
験

地震と津波
の重畳など
に起因して
地上施設や
坑道内で火
災が発生し、
廃棄体が加
熱される状況

・火災環境の調査
検討と加熱条件や
解析モデルの設定
・人工バリア（ガラス
固化体、オーバー
パック、緩衝材）へ
の火災影響を解析
的に検討
・解析の信頼性を向
上するために、緩衝
材の熱特性の試験
データを取得

【地層処分の観点から】
・万が一火災が発生した場合を想定
し、人工バリアへの火災影響を把握
したい
・日本の人工バリア構成を対象に火
災影響を検討したデータが無い
【防災の観点から】
・地層処分施設において万が一火災
が発生した場合、安全性に対する公
衆の懸念が大きいと考えられる。火
災影響を事前に把握し、安全性の提
示や公衆の安心感の醸成に資する

【成果目標】
・加熱温度・加熱時間などが人工バリ
アに及ぼす影響の把握
・緩衝材の高温時熱特性の把握
【効果】
・緩衝材を介した「ガラス固化体
＋オーバーパック」への火災影
響などが把握できる
・火災に対する人工バリアの健全性・
頑健性を把握することで、万が一の
事故時の安全性を示すことができる

・適切な加熱条
件（温度・時間）
やガラス固化
体・緩衝材等の
熱特性を設定
するために、事
前に十分な調
査、検討が必要
・火災影響に対す
る健全性評価指
標の検討など
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た。 

解析対象となる地下施設については、「解析に反映する定置方式」、「処分パネルの形状と配

置」、「処分パネルの運用方法」、「処分パネルや坑道の形状・寸法」を設定した。また、気流

解析条件については、「地下施設における風速」、「地下施設における風況場」、「初期の坑内温

度と圧力」、「作業員数と配置」、「火災曲線」、「火災発生場所」、「数値解析手法」を設定した。

さらに、避難シミュレーション解析については、「避難速度」、「避難人数」、「避難開始時間」、

「避難開始位置」を設定した。 

 

 3) 気流解析と避難シミュレーションの適用性検討のための事前解析の実施 

地層処分施設の地下施設を想定した簡易モデルによる事前解析を行い、火災安全の検討へ

の 3 次元気流解析や避難シミュレーション解析の適用性と、本解析に向けての問題点や課題

の抽出を行った。 

気流解析の事前解析の結果、本検討で用いた 3 次元気流解析ソフトにより、平常時の通気

状態及び強制通気状態を処分パネル内の各所の風速に条件を設ける手法で表現できることや、

火災時の坑道内温度や一酸化炭素濃度の拡散状況を表現できることなどが分かった。一方で、

「解析モデルの最適化による計算負荷（計算時間）の低減」、「数値解析手法の整理と解の特

性に関する検討」、「処分パネルの通気方法の妥当性の検討」などの課題を抽出した。 

また、避難シミュレーション解析の事前解析の結果、気流解析の熱や煙の拡散状況に係る

解析結果を反映した避難シミュレーションが可能なこと、避難の状況を避難完了率などによ

り定量的に分析・評価できること、避難状況を 3D 図化して視覚的に確認できることなどが

分かった。 

 

(3) 人工バリアの限界性能等の調査・試験 

 1) 人工バリアの熱応力解析による火災影響の検討 

地層処分場の地上施設の特定セル内（オーバーパック収納・検査室内）に、非常用発電機

用のディーゼル燃料が流入して火災が発生するという一つのシナリオを設定し、これに基づ

いたモデルと条件で燃焼解析を実施した。また、燃焼解析の結果を境界条件として、①ガラ

ス固化体単体、②ガラス固化体+オーバーパックの 2 通りの廃棄体状態を対象とした伝熱解析

と応力解析を実施し、これらの人工バリアに対する火災影響を評価した。検討の結果、今回

設定した火災シナリオではガラス固化体、オーバーパックともに破損に至るような影響を受

けないことを確認した。 

 

 2) 緩衝材の加熱試験による高温時熱特性の把握 

緩衝材の高温時熱特性（熱伝導率・熱拡散率・比熱の関係）を把握するための試験を行っ

た。試験の結果、火災時を想定した高温時（試験温度 500℃と 1000℃）の熱特性（熱伝導率

と熱拡散率）は、常温（100℃以下）の値と比べ、同等もしくは若干高くなる傾向が得られた。

本試験で得られた 100℃以下の熱特性値は第２次取りまとめの試験値と整合性がみられ、ま

た、2 通りの試験方法で得られた高温時の熱特性値は同程度であったことから、次年度以降

に実施する緩衝材を介した火災影響の解析的検討においては、本試験で得られた熱特性値を
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使用する計画である。 

 

 3) 津波被害を想定したガラス固化体キャニスタの腐食特性に関する調査 

津波被害を受けて復旧までに数か月以上を要する状況を想定し、その間の応力腐食割れな

どによるガラス固化体キャニスタの破損などの評価に必要な情報を収集することを目的に文

献調査を行った。調査の結果、ガラス固化体キャニスタに使用されているステンレス鋼種に

ついては、種々の環境条件に対して腐食特性に関する情報・知見が整理されていることが分

かった。一方で、地層処分施設が津波被害を受けた場合にガラス固化体キャニスタが置かれ

る腐食環境の評価や、水の放射線分解による環境の酸化性の高まりを考慮した SCC 感受性の

腐食領域図での整理などの課題を抽出した。 

 

(4) 状況把握・監視技術に係る調査・検討 

平成 24 年度に検討・作成した異常状態や事故時の対策シート 15 枚について、状況把握・

監視に係る手順（行為）の観点から見直し・整理を行った。具体的には、対策シートの「応

急対策」の欄の横に「状況把握・監視手順（行為）」及び「必要な情報」の欄を設け、応急対

策のフロー中で状況把握・監視に関連する部分について、その手順と必要な情報を検討し、

整理した。 

次に、状況把握・監視に必要な技術として、放射線環境下に適用できる技術、及び大深度

地下に適用できる技術の調査を行い、上述の状況把握・監視手順に係る 15 枚の整理シートに

調査結果を加えて整理した。具体的には、手順の整理シートに、「状況把握・監視のために必

要な技術や機器」及び「技術の開発状況や適用事例」の欄を追加し、当該欄に技術調査結果

を記述して取りまとめた。 

最終的には、地層処分システムで考え得る多様な異常状態や事故時の状況把握・監視手順

と、その時に適用できる技術を 15 枚の整理シートに取りまとめた。 

 

 

1.6 平成 26 年度の開発の概要 

 

1.6.1 平成 26 年度の実施内容 

 

 1.2.2「本開発の目的」に記述した平成 25 年度の開発目標を達成するために、今年度は下記（1）

～（3）について調査・検討を行った。 

 

(1) 操業安全を考慮した技術要件の調査・検討 

 

事業継続性の確保も考慮したうえで、地層処分施設における安全対策に対して、自然災害全

般に対する安全対策（技術要件）について整理を行い、昨年度までに整理した技術開発課題、

対策技術がどこに該当するのか整理し、新たな安全対策（技術要件）について検討を行った。 
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(2) 火災事象に対する安全確保対策の検討 

 

平成 25 年度に実施した火災事象に対する評価手法を踏まえ、地層処分施設の立坑・処分坑

道等を考慮した地下処分施設を対象に通気解析を実施し、今後取り組むべき課題等の検討を行

った。国内の鉱山や類似施設で実績のある通気解析は 1 次元解析であり、本研究で提示してい

る通気解析は、3 次元解析である。坑道延長が長く、かつ坑道の分合流部が多いため通気の乱

れが発生しやすい地下処分施設に対してどのような解析手法が適しているか、また今後取り組

むべき課題の調査・検討を行った。また、地下処分施設の構造を考慮した解析を実施し、火災

事象等に対する作業員の安全性確保に向けた検討を行った。 

 

(3) 人工バリアの限界性能等の調査・試験 

 

昨年度取得した緩衝材の熱特性データを用いた地下施設における緩衝材を介した火災影響

の解析を行うとともに、津波被害を想定した腐食環境条件の設定に資する情報の収集・整理を

行った。また、昨年度地上施設火災解析の結果から必要と判断したガラス固化体キャニスタの

高温データ、及び地下施設で火災に被災した緩衝材の機械的特性データを取得した。 

 

 

1.6.2 平成 26 年度の成果概要 

 

(1) 本報告書の構成 

 以下に、本報告書全体の構成と各章の概要を示す。 

 

1 章 開発の目的および概要 

本報告書の導入として、処分システム工学確証技術開発の背景と目的、および本開発に係

る背景、目的、基本方針を述べるとともに、平成 24 年度及び平成 25 年度の成果と平成 26

年度の開発概要を示した。 

 

2 章 操業安全を考慮した技術要件の調査・検討のまとめ 

①操業期間中の安全確保と技術要件 

操業期間中の安全確保に対する実施主体（NUMO）の考え方を整理した上で、放射線安全

と一般労働安全の確保に向けた安全対策および各安全対策を確保する上での対象となる構成

要素の整理を図った。さらに、事業中の安全の確保に対する技術要件を整理した。 

②放射線安全の確保に向けた安全対策の動向 

技術要件の整理を受け、地層処分施設と同様にガラス固化体を扱う施設である再処理施

設・廃棄物管理施設、また、取り扱う廃棄物の種類がガラス固化体とは異なるが地下の施設

を有する原子力関連施設として第二種廃棄物埋設施設の関係法令法、および最新の情報とし

て福島第一原子力発電所の事故以降に施行された再処理施設、廃棄物管理施設、第二種廃棄

物埋設施設の新規制基準における放射線安全に関する考え方について調査・整理した。 
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③災害発生に着目した安全対策の必要技術 

地層処分施設の事業期間中の一般労働安全確保に関わる構成要素と技術要件との関係性に

ついて考察を加え、安全に係る必要技術を例示した。さらに、一般労働安全に係る必要技術

の検討にあたり、日常的に把握しておくべき事項と災害時の対応事項の双方の技術検討が必

要であると考えられることから、平常時と災害時の区分で検討の流れを模式図に示した。ま

た、災害の発生・拡大の防止の「防火対策」に着目し、まず地下坑道における火災等の状況

を検討の出発点に、安全確保までの流れを、模式図に示した。 

また、東北地方太平洋沖地震とそれに伴う津波による甚大な被害発生を契機に、原子力災

害からの公衆安全に係る防災計画が原子力発電所を抱える自治体において策定されつつある。

このことから、一般労働安全確保に資する情報として、原子力防災の現状として、原子力防

災に係る法令等を整理するとともに、原子力災害特有の対策や事業者から行政に対する対応

と初期対応段階における緊急防護措置について調査・整理を図った。 

④安全対策技術の考え方と評価方法に対する考察 

最新の知見などを踏まえて、はじめに安全対策技術の枠組みを構築している。構築した安

全対策技術の枠組みは、処分システムを物理的なスケールで区分して、整理したものである。

さらに、安全対策技術を選択する際に必要となる評価方法について、一般的な施設における

安全性の捉え方を踏まえ、安全性を客観的に判断する方法について検討を加えている。また、

これらの検討により構築した枠組みに対して、自然災害に対する安全対策技術の抽出と整理

を図った。 

 

3 章 火災事象に対する安全確保対策の検討のまとめ 

①通気解析に関る数値解析技術の検討 

流体の力学特性に着目し、その運動を司る物質の運動を表現する式を整理し、地層処分施

設で活用する数値解析技術（支配方程式、離散化法）について整理・検討を行った。 

支配方程式については、オイラーの微分方程式もしくはナビエ・ストークスの式が壁面付

近の渦を表現でき、坑道内の空気の流れを表現するのに適していると判断した。オイラーの

微分方程式とナビエ・ストークスの式を比較した場合、式の特性上、ナビエ・ストークスの

式は壁面付近の流れの表現も可能であり、分流・合流地点や切羽が存在する地下処分パネル

の局所的な検討にはナビエ・ストークスの式が適していると考えた。離散化法では、粗いメ

ッシュでも各種の保存則が成り立つ等を考え有限体積法を用いることとした。 

これら検討結果を踏まえ、支配方程式がナビエ・ストークスで、かつ有限体積法を用いる

ことができる解析ソフトとして「VENTMINE」を選定した。 

②地層処分施設の解析条件の設定 

地層処分施設の形状については、既往の資料から形状、寸法を設定し、形状等から通気用

の立坑が各パネルに整備が予定されているため、パネル毎に通気が独立していると仮定した。

そこで、解析の対象とするパネルを掘削中の坑道があり、作業員がいる建設中パネルを対象

とした。通気解析及び火災影響評価を行うにあたって必要な風量（風速）、坑内温度、酸素濃

度、二酸化炭素濃度の閾値を導き出すため、労働安全衛生規則、新版・ずい道等建設工事に

おける換気技術指針などを参考に整理した。 
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平成 25 年度の検討結果より、3 次元解析の膨大な計算格子数（140 万要素）が影響して計

算時間が 2 週間程度／1 ケースと長時間を必要とした。これを受けて、1 次元モデル化が可能

な部分について検討を行い、気流の乱れが小さい個所を 1 次元モデルとし、分合流部などの

気流の乱れが大きい個所を 3 次元モデルとし、モデル化を行った。 

③解析の実施 

 解析の実施にあたっては、建設中パネルに必要な風量を送った場合の連絡坑道、主要坑

道、処分坑道の通気状態を確認し、強制的に通気する必要がある箇所を確認した。 

 その結果、分岐部において検討した風速が確保できないこと、また処分坑道内へ空気が

ほとんど流れないことが分かった。そこで分岐部等において局所ファンの設置を想定し、通

気を強制的に誘導することとした。たとえば、建設完了の処分坑道では、全てダクトで繋い

で“一筆書き”の方法で通気すると仮定して解析することにより、必要な風量を抑えること

とした。また、建設途中の処分坑道では、入気口からダクトを繋いで通気を確保すると仮定

し、解析した。 

切羽付近での火災を想定し解析を行い、比重が軽い一酸化炭素が最も坑道上面で拡散しや

すいことを確認することを確認した。熱の拡散については、発火直後から坑道上面に熱が拡

がるという熱影響を確認した。 

 避難シミュレーションでは、処分坑道に 6 名ずつ作業員を配置して、搬送装置などの障

害物を想定した狭い通路を条件設定したところ、単位時間に通過する作業員の数が低下する

等の避難速度の低下や避難完了率の低下を確認した。 

 

4 章 人工バリアの限界性能等の調査・試験のまとめ 

①人工バリアの熱応力解析による火災影響の検討 

燃焼解析では、バッテリーパックの表面からエチレンが放出されると仮定し、発熱曲線を

設定した。しかしながら、解析結果による発熱量は、風速 2.0m/s と設定した場合でも 20MW

ほど下回った。原因は、昨年度のプールファイヤー（可燃性液体が流出し、平面上に燃え広

がること）でも見られたように、多量な燃料に対して局所的に酸素濃度が足りず、燃料が燃

焼することなく計算領域から流出したことによるものと考えられる。また、燃焼が一時的に

収まり換気によって十分な酸素が供給されると燃焼が活発化し、発熱量が目標曲線に近づい

てくることが確認できた。 

今回の解析では、流速が遅い場合は燃焼ガスが浮力によって天井に上がり、そこから広が

っていく。また、流速が速ければ、燃焼ガスが気流によって下流に流されることを確認した。 

伝熱解析分では、火災によるオーバーパックへの入熱は蓋上面からが主であるため、伝熱

解析ではオーバーパック蓋上部の温度上昇が顕著である解析結果となった。特に、蓋上部が

局所的に 1,000℃超となる部位が見られた。また、1,000℃超の最高温度到達時におけるオー

バーパックの胴部の温度は、上部近傍の領域を除くと 200℃以下であり、ガラスの温度上昇

は約 1.5℃にとどまった。 

応力解析では、温度分布に伴って生じる熱応力が胴部にもみられるが、火災後に初期温度

分布に戻ると、蓋部近傍を除いて初期応力分布に近い状態に戻ることがわかった。 
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②地上施設で火災発生を想定したガラス固化体キャニスタの特性データの取得 

今年度計測した SUS304L の降伏応力（0.2%耐力）、ヤング率、および線膨張係数のデータ

を平成 25 年度の火災解析に使用した SUS304L の材料データと比較した結果、ヤング率と線

膨張係数は、平成 25 年度の解析に使用した値、およびその線形外挿値に近いが、降伏応力に

ついては本年度の計測値の方が解析に用いた降伏応力よりも高いという結果であった。 

 

③地上施設に津波が流入した場合のガラス固化体キャニスタの腐食環境（温度）条件設定に関

する情報収集・整理 

津波の被害を受けることにより、ガラス固化体キャニスタ下部で海水の浸漬、ガラス固化

体キャニスタ上部で海洋性湿潤大気環境になる一方、放射線分解によって 50～80℃程度まで

加熱されるとともに酸化性が高まる可能性がある。海水および海洋性湿潤大気環境下でステ

ンレス鋼は、孔食、すきま腐食感受性を示す。さらに、材料、環境、応力の 3 条件が整った

場合に SCC が発生･進展する。30℃(室温)～80℃の温度域で海水相当濃度の塩化物の水溶液

環境および海塩付着があれば、SCC を起こし得ることが文献などで報告されている。また、

海水の方が空気よりも熱伝導性が良いため、海水に浸漬しているほうが温度の上昇が大きく、

温度解析の結果より没水部(海水中)では 300時間後に 60℃、600時間後に 70℃に到達するが、

非没水部(大気中)では 700 時間後に 60℃に到達し、その後の温度上昇も遅い。気相部での湿

潤大気 SCC 発生寿命は海水水没環境よりも低いが、気液界面の高濃度塩化物が高温・中湿度

状態でさらに濃縮して SCC 感受性が高まることが危惧される。 

これら文献で示された実験による結果は、試験機内の環境温度と試験片の表面温度が同一

であるが、実際の津波影響により災害では異なることが考えられる。 

津波腐食へ展開するためには、実機環境の解析結果に基づき、環境と試験片の温度差など

を考慮した塩水 SCC 感受性評価試験計画、放射線影響 SCC 感受性評価試験計画を立案し、

試験を実施した上で評価する必要がある。 

 

5 章 平成 26 年度のまとめ 

 2 章から 4 章までの調査・検討成果を取りまとめて示した。 

 

(2) 成果概要 

本報告書の第 2 章から第 4 章の検討成果の概要を示す。 
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火災発生時における安全確保対策検討の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然災害に対する地層処分施設の安全性の評価と安全対策技術の整理 

 

図 1.6.2-1 「2 章 操業安全を考慮した技術要件の調査・検討」成果概要 

火災

酸素濃度の低下、
熱放射による高温化

有害物質の発生

状況を
確認する

通気を
制御する

解析的に
通気を表現

する

避難行動

必要な保安
装備、設備、

配置

安全確保

災害時の気流
を予測する

検証する

状況を
確認する

凡例

平常時

災害発生時

シュミレーション技術

Ｒ/Ｓ＜1 もしくは Pf＝Pr（R－S）≦Pfa

災害を実証（発生）させることは難しいため、シュミレーション技術を用いて評価していくことが必要となる。
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（１）通気解析に関る数値解析技術の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支配方程式の整理結果 

 

 

          

 

 

 

 

 

1次元解析による温度の経事変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      2次元解析による温度変化         2次元解析による風速変化 

図 1.6.2-2 「3 章 火災事象に対する安全確保対策の検討」成果概要(1) 

  支配方程式式 特徴 活用上の留意点 
地層処分での適

用性 

運
動
方
程
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ポテンシャルの式 

 

流体の渦度も粘性
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簡易で活用しや

すいが、条件が多

く適用性は低い 
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流体の渦度は考慮

するが粘性は考慮

しない。 

ナビエ・ストークスの簡
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（２）地層処分施設の解析条件の設定 

 

 

 

 

 

 

 

建設中パネルと作業員の配置イメージ 

 

（３）解析の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解析手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       STEP1の解析結果             STEP2の解析結果 

 

図 1.6.2-3 「3 章 火災事象に対する安全確保対策の検討」成果概要(2) 

 STEP1：通気が確保されない

箇所の確認 

STEP2：通気が確保される場

合の条件の確認 

STEP3：火災発生時の影響の

確認 

STEP4：換気が停止した影響

の確認 

算出した風量を立坑へ送った場合に、各坑道

にどのように流れるか確認する 

 

STEP1 を踏まえ、通気を強制的に操作する場

合の条件整理、及びその時の風速、温度等の

確認 

STEP2 における条件下において、火災が発送

した場合の温度、ガス濃度等の影響の確認、

及び避難シミュレーションとの重ね合わせ 

STEP2 における条件下において、換気機能が

停止した場合の風速、温度等の影響の確認 
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STEP3 の解析結果（一酸化炭素の拡がり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   STEP3 の解析結果（避難シミュレーション解析結果） 

 

 

 

 

避難イメージ（合流部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難イメージ（狭隘部）         STEP4 の解析結果（換気停止） 

図 1.6.2-4 「3 章 火災事象に対する安全確保対策の検討」成果概要(3) 
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（1）地下施設で火災発生を想定した人工バリアの影響解析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地下施設の火災を想定し、ガラス固化体、オーバーパックへの影響を検討 

 

 

 

 

 

 

燃焼解析結果の一例 ⇒ 燃焼解析結果から伝熱応力解析の火災曲線を設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

 

図 1.6.2-5 「4 章 人工バリアの限界性能等の調査・試験」成果概要（1） 

風速 2.0m/s 時で堅孔に定置直後に火災が発生し

多場合でも、オーバーパックにより 1.5℃の上昇

にとどまり、キャニスタへの影響はない。 
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（2）高温時における緩衝材の力学的特性の把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

圧裂試験結果の一例 

 

 

 

 

 

 

 

一軸圧縮試験結果の一例 

 

（3）高温時におけるステンレスの機械特性の把握 

 

 

  引張試験イメージ 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

引張試験結果 

図 1.6.2-6 「4 章 人工バリアの限界性能等の調査・試験」成果概要（2）
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（3）高温時におけるステンレスの機械特性の把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸漬後モデルの概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       検討手順           ガラス固化体の温度解析 

 

 

 

 

 

海水浸漬部の SCC発生寿命解析予測 

図 1.6.2-7 「4 章 人工バリアの限界性能等の調査・試験」成果概要（3）
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第2章 操業安全を考慮した技術要件の調査・検討 

 

 

2.1 はじめに 

 

本検討は、自然災害に対する操業安全を考慮した技術要件の整理を行うものである。 

平成 24 年度は、地層処分施設と類似した既存の施設について文献調査を行い、地層処分施設の

操業安全を脅かす可能性がある地震・津波等を選定し、これらの起因事象が検討対象に作用した

場合に発生し得る異常状態と被害の連鎖を検討し、被害の連鎖の帰着点である最終的な状況を抽

出・整理した。抽出した最終的な状況に対し、応急対策、恒久対策、対策のための試験・解析を

検討・整理し、「施設計画技術」、「人工バリアの限界性能等の調査・試験」等を選定した。 

平成 25 年度は、選定した「施設計画技術」、「人工バリアの限界性能等の調査・試験」等につい

て情報を収集し、解析および検討を行った。「施設計画技術」では、国内外の地層処分施設計画等

における類似検討の文献調査を行い、それらの検討で適用されている基準等をまとめている。ま

た、地下施設における火災に対する安全性を検討するため、気流解析と避難シミュレーションに

基づいた各種検討（施設設定、パラメータ等条件設定）を行い、適用性について検討行った。さ

らに、「人工バリアの限界性能等の調査・試験」では、地上施設での火災を想定した人工バリアの

解析を行うとともに、次年度に実施する予定の地下火災を想定した時に必要となる緩衝材の熱特

性データを実験により取得した。 

昨年度より開発テーマ名が「自然災害に対する操業期間中の安全対策に関わる基盤技術の開発」

に変わり、検討対象が地震・津波から自然災害全般に拡大することになった。本年度は、事業継

続性の確保も考慮したうえで、地層処分施設における安全対策に対して、自然災害全般に対する

安全対策（技術要件）について整理を行い、昨年度までに整理した技術開発課題、対策技術がど

こに該当するのか整理し、新たな安全対策（技術要件）について検討を行った。 
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2.2 検討概要 

 

2.3 節では、事業期間中の安全確保に対する実施主体の考え方を整理した上で、放射線安全と一

般労働安全の確保に向けた安全対策および各安全対策を確保する上での対象となる構成要素の整

理を図った。さらに、事業中の安全の確保に対する技術要件を整理した。 

 

2.4 節では、2.3 節にて実施した技術要件の整理を受け、地層処分施設と同様にガラス固化体を

扱う施設である再処理施設・廃棄物管理施設の関連法令等に規定されている安全対策要求事項に

ついて、特に放射線安全に関する事項を対象に調査・整理した。また、取り扱う廃棄物の種類が

ガラス固化体とは異なるが、地下の施設を有する原子力関連施設として、第二種廃棄物埋設施設

の関係法令について調査・整理した。さらに、最新の情報として福島第一原子力発電所の事故以

降に施行された再処理施設、廃棄物管理施設、第二種廃棄物埋設施設の新規制基準における放射

線安全に関する考え方について調査を行った。また、具体的な線量基準等について放射線業務従

事者・周辺監視区域外の基準、管理区域基準、事業所内の運搬に係る基準を調査した。 

 

2.5 節では、2.3 節にて実施した技術要件の整理を受け、地層処分施設の事業期間中の一般労働

安全確保に関わる構成要素と技術要件との関係性について考察を加え、安全に係る必要技術を例

示した。また、東北地方太平洋沖地震とそれに伴う津波による甚大な被害発生を契機に、原子力

災害からの公衆安全に係る防災計画が原子力発電所を抱える自治体において策定されつつあるこ

とから、一般労働安全確保に資する情報として、原子力防災に係る法令等を整理するとともに、

原子力防災の現状を調査・整理した。 

 

2.6 節では、前節までの最新の知見などを踏まえて、はじめに安全対策技術の枠組みを構築して

いる。構築した安全対策技術の枠組みは、処分システムを物理的なスケールを区分として、整理

したものである。さらに、安全対策技術を選択する際に必要となる評価方法について、一般的な

施設における安全性の捉え方を踏まえ、安全性を客観的に判断する方法についてコメントを加え

ている。また、本検討により構築した枠組みに対し、自然災害に対する安全対策技術の抽出と整

理を図った。 
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2.3 事業期間中の安全確保と技術要件 

 

2.3.1 事業期間中の安全確保に対する実施主体の考え方 

 

原子力発電環境整備機構(以下、NUMO という)は、地層処分の安全性は、「閉鎖後長期の安全

確保」と「事業期間中の安全確保」によって達成できると考え、これらを安全の目標として設定

しているところである。 

事業期間中の安全性は、三つの安全確保策を確実に実施することで確保することとしている。 

・放射線安全の確保 

・一般労働安全の確保 

・周辺環境の保全 

 

NUMO は、サイト選定から事業廃止までの事業の各段階において、地域住民や作業従事者に

対して放射線安全および一般労働安全の確保を徹底することとしている。また、安全確保のため

の対策をより適切に実施するためには、事業期間中におけるさまざまなリスクを分析し、施設設

計や調査・工事計画さらには保安規定などに反映し、適切な対策を講じることが重要である。 

さらに、地層処分事業においては、坑道の掘削、掘削土の仮置きなど、大規模な土木工事を伴

うため、周辺環境へのさまざまな影響を回避・低減することも重要である。 

以上のことを考慮して、事業の各段階における安全確保策について、基本的な対策を述べる。 

 

放射線安全の確保については、原子炉等規制法などの関連する法律などを遵守し、地層処分施

設に起因する放射線被ばくから一般公衆および作業従事者などを防護するため、十分な対策を講

じることとしている。この際、国際放射線防護委員会の考え方(ALARA)に基づいて、放射線影響

の低減に努めることとしている。これに対し、処分施設の設計では、地層処分施設に起因する一

般公衆が受ける線量および作業従事者が受ける線量を合理的に達成可能な限り低く抑えるよう配

慮し、遮へい設備、放射線管理設備など必要な設備を設け、管理区域や周辺監視区域などの区域

管理を適正に行うこととしている。また、操業においても、原子力関連施設における安全確保策

をもとに対策を講じることとしており、例えば、ガラス固化体の受入、検査、封入のプロセスに

おいては、中間貯蔵施設における遠隔操作などの技術を適用するものとしている。一方、火災や

地震などの事象に対しては、二次的な事象として設備の破損などによる放射性物質の漏えいの可

能性が考えられる。火災に関しては発生防止策や影響緩和策、地震に関しては耐震設計と地震に

伴う事象（津波、大規模な斜面崩壊など）が発生した場合の対策などの検討などを行うこととし

ている。 

 

一般労働安全とは、放射線影響以外の災害に関して安全を確保を範囲とするものである。現地

で地質調査などを開始する精密調査地区選定段階から事業の廃止に至るまでの期間が一般労働安
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全を確保する対象期間となる。一般労働安全に関しては、建設工事における従来の考え方を適用

し、土木工事（トンネル工事など）や鉱山の操業などの安全対策の事例をもとに対策を検討して

安全を確保することとしている。地下施設における火災や爆発などの事象に関しても、坑道が長

大であることなどに留意して既設の長大トンネルや鉱山の例を参考に適切な対策を講じることと

している。 

 

地層処分の安全確保の目標には、放射性廃棄物が処分場閉鎖後の遠い将来にわたって人間とそ

の生活環境に影響を及ぼさないようにすることであるが、閉鎖完了までの事業期間中において地

域住民や作業従事者の安全を確保することも重要である。すなわち、NUMO が進める地層処分

事業における安全確保とは、「閉鎖後長期の安全確保」と「事業期間中の安全確保」の二つの目標

を達成することであり、もしこれらの間で対立する要件が存在する場合には、さまざまな施策を

導入することによりこれらを両立させる必要がある。ただし、ここで考慮する事業期間中の安全

確保は、作業従事者の安全を確保するといったいわゆる労働安全にとどまらず、建設や操業を効

率的に実施するために必要な措置なども含んでいる。 

 

工学的な対処は、設計変更や代替材料を用いることにより、その影響を低減するという対処方

法である。また、操業期間中の坑道の換気や排水が母岩に及ぼす影響を低減することを目的とし

て、坑道の掘削から廃棄物の定置・坑道の埋め戻しまでの時間を短くするという運用手法の変更

による対応も考えられる。スイスの Nagra では、岩盤の力学的影響を低減するために空洞を空

けておく期間をできるだけ少なくし、トンネルの掘削と廃棄体の定置を並行して実施するという

方法を検討している。 

 

 

2.3.2 安全対策と技術機能 

 

閉鎖までの事業期間においては、処分施設の建設や操業などに従事する作業者はもとより、周

辺地域の一般公衆の安全を確保する。この期間の安全確保の対象を「放射線安全」、「一般労働安

全」、「環境保全」に分類し、その要件が検討されている。 

処分施設は、地上施設、地下施設および操業システムから構成され、事業期間中の安全を確保

するためのさまざまな安全対策を有することになる。地上施設は、廃棄体受入・封入・検査施設

や人工バリアの製造施設などから構成され、地下施設は、アクセス坑道、主要坑道、処分坑道な

どの坑道群から構成される。一方、操業システムは、廃棄体の受け入れと人工バリアの施工にか

かわる一連の作業、設備から構成される。操業システムを地上・地下施設の一部と捉え、施設ご

とに技術要件を整理することもできるが、操業にかかわる作業の相互の関係や、工程計画の連続

性、および操業区画の設定などの観点から、廃棄体の取り扱いに関する作業を操業システムとし

て、総合的に安全対策を設定している。 



2-5 

(1) 放射線安全の確保に向けた安全対策 

 

 1) 放射線安全に対する安全対策の基本概念 

操業期間中は、輸送されてきた廃棄体の受け入れ・検査の工程、容器封入・検査の工程、

廃棄体の搬送定置作業の工程などにおいて、放射線安全上の対策を講じることになる。潜在

的な危険性としては、廃棄物からの外部放射線および廃棄物から漏えいした放射性物質の摂

取による地域住民および作業従事者の被ばくであり、そのための安全対策を講じることにな

る。放射線防護の考え方は、閉鎖までの操業期間中において放射性物質を限定された区域に

閉じ込めや施設外への放出を防止する「操業時閉じ込め」と廃棄物からの放射線による地域

住民および作業従事者の被ばくを合理的に低減する「放射線遮へい」としている。 

また、これらの放射線安全の対策に加え、操業期間中の放射線安全を確保する「放射線被

ばく管理」を併せて実施する（表 2.3.2-1）。 

表 2.3.2-1 放射線安全に関する基本的な安全対策 

安全対策  説明 

操業時 

閉じ込め 

廃棄体からの放射性物

質の漏えいの防止 

操業期間中において廃棄体からの放射性核種の漏え

いを防止すること 

施設外への放射性物質

の過大な放出の防止 

操業期間中において放射性物質取扱施設からの放射

性核種の過大な放出を防止すること（廃棄体受入時） 

放射線 

遮へい 
放射線の遮へい 

廃棄体からの外部放射線による空間線量率を遮へい

により低減すること 

放射線 

被ばく管理 

放射線管理区域の設定 放射線管理区域を設定すること 

モニタリング・被ばく

管理 

作業従事者の被ばく管理、管理区域および敷地周辺に

おいて放射線モニタリングを実施すること 

 

地層処分対象の廃棄物は、廃棄体受入時に表面汚染の有無などを確認し、廃棄体容器の密

閉性（閉じ込め）が確認されたものだけを受け入れることになる。そのため、通常時には放

射性物質の吸入・経口摂取のリスクを排除することができる。一方で、高い放射能を有して

いることから、確実な遮へい対策の実施、管理区域の設定、遠隔操作などによる放射線取り

扱い作業時間の短縮などにより作業従事者の被ばくのリスクを低減する。また、操業期間中

は、作業従事者の被ばく管理を実施し、施設内はもちろんのこと、敷地の境界などの野外に

おいても放射線モニタリングを実施することとしている。 
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 2) 異常事象に対する安全対策の考え方 

NUMO [1]は、「異常事象」について、通常の操業状態から逸脱させるような何らかの要因

が施設もしくは廃棄体に加えられた事象と定義している。例えば、地上、地下施設では廃棄

体の落下・転倒や衝突などを挙げている。また、「事故」について、異常が拡大して施設から

外に放射性物質が放出される事象と定義している。 

たとえば、地震、火災、津波、電源喪失などの異常事象の要因を起点として、操業中に廃

棄体が装置から逸脱し落下、転倒、あるいは搬送装置の逸走などにより施設壁面に衝突する

ような異常事象が発生し、さらに廃棄体が損傷するなどして漏えいした放射性物質が空気中

に放出されるという過程を経るものである。 

その場合の異常事象に対する安全対策の考え方は、廃棄体の落下・転倒・衝突などの異常

事象の発生防止対策を要因ごとに検討するとともに、異常が発生した場合に備えて放射性物

質の飛散などを防ぐためのフィルタなどの除染機能を有した機器を含む換気系設備などによ

る異常拡大防止対策を施した上で、万が一に事故にまで発展した場合は、除染などの事故の

影響緩和策を実施することを基本としている。 

 

 

図 2.3.2-1 地層処分の放射線防護上の事故と異常事象の要因の関係 

（出典：NUMO、2011）[1] 
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(2) 一般労働安全の確保に向けた安全対策 

 

 1) 一般労働安全に対する安全対策の基本概念 

一般労働安全とは、放射性物質の取り扱いを伴わない作業時の安全と定義し、一般労働安

全を確保する期間は、現地で地質調査などを開始する精密調査地区選定段階から事業の廃止

に至る閉鎖までの期間が対象となる。一般労働安全の安全対策は、労働災害対策と作業環境

対策を設定している。 

 

 2) 労働災害に対する安全対策 

労働災害対策においては、自然災害（地震、津波、土砂崩れなどを要因とする労働災害）

および人的災害（坑道内の落盤、水没、火災、爆発、酸素不足などを要因とする労働災害）

に対する安全対策を講じることとしている。施設の基本的な安全対策としては、以下の内容

があげられる。 

・災害の発生・拡大を防止する対策 

・災害時に労働者の人命が確保されるよう避難経路の確保 

 

たとえば、災害の発生・拡大の防止については、無支保での坑道掘削が可能な場合でも落

石による災害などを防止するため、坑壁を点検し確実に浮石を落とす。突発的な出水対策と

しては、十分な排水能力をもつ排水設備を準備する。また、火災や爆発防止対策としては、

可燃性ガスが発生する場合には、坑道内への火気の持ち込み禁止措置や自動警報装置の設置

を行うことが考えられる。 

また、発生の危険が予想される場合、あるいは発生した場合には、直ちに作業を中止し、

労働従事者を安全な場所に避難させる。避難を確実に行うため、サイレン、非常ベルなどの

警報設備や電話等の通話装置を適切に配置、あるいは携帯させる。これらの避難のための設

備や装置は、確実に稼動することを毎日点検する。また、所定の箇所に避難所をもうけ、呼

吸用保護具、食料・水などを配備することが考えられる。 

 

 3) 作業環境に対する安全対策 

地下あるいは地上施設の環境（温度、湿度、酸素濃度、粉じん濃度、ラドン濃度、照度、

騒音レベルなど）では、これらの環境が労働に適するように改善または維持することを作業

環境対策の安全対策として設定している。 

たとえば、作業環境の安全対策として、排気ガスや粉じんにより視界が著しく制限される

状態にある時には、換気量を増やし、水をまくなど、作業安全に行うために必要な視界を保

持するための措置を講ずる。坑道内には適切な照明を設置する。坑道内温度は、適切に管理

するとともに、定期的に測定することとしている。 
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2.3.3 安全対策と構成要素の関係 

 

基本的な安全対策を踏まえ、地層処分施設へ適用した場合の安全対策を表 2.3.3-1 に示す。 

「廃棄体からの放射性物質の漏えいの防止」に関しては、放射性物質を密封する機能、地震、

故障などの際に異常事象の発生防止の機能、廃棄体への衝撃を緩和する機能、施設からの放射性

物質の放出防止機能があげられる。 

「放射線遮へい」については、遠隔操作による廃棄体の取り扱いを基本とし、遮へい機能を持

たせることで、合理的に廃棄体からの放射線を遮へいする。 

「一般労働安全のうち作業環境」として、温度、湿度、酸素濃度、粉じん濃度などの管理の機能

を設け、サイトの環境に応じて作業環境の維持のための機能を追加し、災害の発生・拡大防止や

避難経路の確保を考慮することとしている。 

表 2.3.3-1 事業期間中の安全確保の安全対策と構成要素の関係 

（出典：NUMO、2011）[1] 

基本的な安全対策 安全対策 構成要素 

放
射
線
安
全 

操業時 

閉じ込め 

廃棄体から放射

性物質の漏えい

の防止 

廃棄体の密封 廃棄体 

搬送時の落下・転倒・衝突時の廃

棄体への衝撃の緩和 

オーバーパック 

廃棄体搬送機器・設備 

施設からの放射

性物質の過大な

放出の防止 

負圧管理および遠隔操作 廃棄体受入建屋 

放射線遮へい 
遮へい壁による放射線の遮へい 

廃棄体受入建屋 

廃棄体定置機器・設備 

搬送容器による放射線の遮へい  廃棄体搬送機器・設備 

放射線被

ばく管理 

管理区域の設定 放射線管理区域の設定 
廃棄体受入・封入・検査施設 

地下施設の一部 

被ばく管理・モ

ニタリング 

作業従事者の被ばく管理および放

射線取扱作業従事時間の制限、放

射線モニタリングの実施 

管理区域内（地上、地下） 

モニタリングポストの設置 施設屋外 

一
般
労
働
安
全 

作業環境の維持 

空洞の力学的安定性の確保 地下施設 

換気経路の確保 地上施設 

地下施設 
排水対策 

災害の発生・拡大の防止 
防火対策 

その他の災害防止対策 

災害時の避難経路の確保 避難経路の確保 
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2.3.4 事業期間中の安全に対する技術要件 

 

(1) 地上施設の技術要件 

 

地上施設では、ガラス固化体の受け入れ、地下への搬送、処分するための準備、地下施設の

作業支援などを行うものである。廃棄体受入・封入・検査施設、緩衝材の成型、加工に必要な

施設に加え、排気・排水処理施設、掘削土置き場など地下施設の建設、操業に必要となる一連

の施設で構成される。さらにサイトによっては、ガラス固化体を受け入れるための港湾施設や

専用道路も処分場の敷地内に設置する場合も考えられる。地上施設を構成する各施設の機能に

対応して技術要件を考慮することになる。 

一般的な施設に対する技術要件に加えて、放射線防護対策と放射線被ばく管理を適切に行う

ことを技術要件としている。理由としては、輸送中の廃棄体の振動などにより廃棄体の破損の

可能性を考慮すると、廃棄体などにより汚染する可能性があるためである。その他の地上施設

については、放射性物質を取り扱わないことから基本的に管理区域を設定する必要がない。 

 

(2) 地下施設の技術要件 

 

地下施設は、地上施設から廃棄体や建設資材などを搬送するためのアクセス坑道（立坑、斜

坑）や連絡坑道、廃棄体を定置するための処分坑道（処分孔）などで構成される。 

表 2.3.4-1 地下施設の技術要件 

（出典：NUMO、2011）[1] 

坑道 技術要件 

アクセス坑道 

連絡坑道 

・安全に建設・操業・閉鎖が実施できること 

・空洞の力学的安定性が確保されること 

・建設に必要な空間が確保できること 

・建設関連の物流経路が確保できること 

・地理、地形、地質等の設計上の前提となる条件を満たすこと 

・操業に必要な空間が確保できること 

・廃棄体を含む操業関連の物流経路が確保できること 

・閉鎖に必要な空間が確保できること 

・核種移行遅延性能に有意な影響を与えないように配慮がなされること 

処分坑道 

（処分孔） 

・安全に建設・操業・閉鎖が実施できること 

・空洞の力学的安定性が確保されること 

・建設に必要な空間が確保できること 

・建設関連の物流経路が確保できること 

・地理、地形、地質等の設計上の前提となる条件を満たすこと 

・操業に必要な空間が確保できること 

・廃棄体を含む操業関連の物流経路が確保できること 

・閉鎖後長期安全性を有すること 

・核種移行遅延性能に有意な影響を与えないように配慮がなされること 

・長期的に健全であること 

・人工バリアが安定するように埋め戻されること 
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 1) 地下施設レイアウト設計の技術要件 

地下施設レイアウト設計に対する技術要件は、候補母岩における地下施設建設可能領域内

へ廃棄体を適切に配置できることが挙げられる。このため、地下施設建設可能領域での処分

パネルの規模や配置などを検討するために、対象とする岩盤の規模や空間的な広がり、割れ

目の位置や長さ、幅、方向などの空間的な分布を考慮して地下施設レイアウトが設定される

ことになる。 

一般労働安全としては、施設内の作業従事者の安全を確保することを技術要件とし、空洞

の力学的安定性確保の観点から、主たる地圧の方向（最大主応力の方向）と坑道の方向の関

係を考慮する。また、酸素濃度、温度、湿度などの管理においては、平常時や何らかの異常

時においても、換気経路を確保することとし、かつ、風速が過大とならないよう、経路を設

計する。また、火災・事故防止対策と緊急時の避難経路の確保についても、地下施設レイア

ウトに関する技術要件とする。また、施工実現性の観点から、工期内に建設、操業、閉鎖が

できること、物流経路を確保すること、操業スケジュール変更に柔軟に対応できることなど

を考慮して坑道を適切に配置することになる。 

 

表 2.3.4-2 地下施設レイアウトに対する安全機能と技術要件 

分類 安全機能 技術要件 

一
般
労
働
安
全 

作業環境の維持 

空洞の力学的安定性

の確保 

主応力方向や割れ目に対

して空洞の力学的安定性

が確保されること 

酸素濃度の管理 

 
換気経路を確保し、かつ、

坑道内の風速が過大とな

らないこと 

※濃度が高くならないよ

うに換気の確保を行う 

温度・湿度の管理 

 

有毒ガス、ラドン等

の濃度管理 

湧水の管理 
湧水の排水経路を確保す

ること 

災害の発生・拡

大防止 

防火対策等の災害防

止対策の設置 

火災等の防災設備を設置

すること 

災害時の避難経

路確保 
避難経路の確保 

緊急時の避難経路を確保

すること 
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 2) 操業にかかわる技術要件 

作業環境の維持では、必要に応じて排水設備、換気設備などを設置するための空間が必要

となる。各坑道の利用目的にあわせた役割により、各坑道が所要の内空断面（形状、寸法、

断面積）を有していることと、建設・操業・閉鎖の各作業段階を通じて力学的安定性が確保

されていることが技術要件となっている。 

放射線安全では、廃棄体の取り扱いに関する廃棄体からの放射性物質の放出防止、放射線

遮へい、放射線管理の技術要件が設定されている。例えば、操業期間中の放射線管理区域の

設定や遠隔操作により廃棄体の定置や人工バリアの施工を実施することなどが技術要件とな

っている。 

 

表 2.3.4-3 坑道設計に対する安全機能と技術要件 

安全機能 技術要件 

一
般
労
働
安
全 

作業環境の 

維持 

空洞の力学的安定性 空洞の力学的安定性を確保すること 

換気路 

ダクトなど、換気設備の設置が可能である

こと 

換気に十分な面積を有していること 

給水路 給水のための設備の設置が可能であること 

排水路 
排水路および排水のための設備の設置が可

能であること 

給電・通信路 
給電・通信のための設備の設置が可能であ

ること 

放
射
線
安
全 

廃棄体からの

放射性物質の

放出防止 

廃棄体の破壊の防止 

[全工程] 

・廃棄体が密封されていること 

・フェールセーフ機構により異常時に廃棄

体の破損を防止すること 

・インターロック機構により、誤操作によ

る廃棄体の破損を防止すること 

放射線遮へい 
搬送容器による放射

線の遮へい 

[搬送工程] 

・搬送容器により放射線を遮へいすること 

[受入・封入および定置工程] 

・遠隔操作による作業を基本として、操業

設備に遮へい壁を設けること 

放射線管理 管理区域の設定 

[全工程] 

・基準となる放射線量を超える区域に対し

て、管理区域を設定すること 
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2.4 放射線安全の確保に向けた安全対策の動向 

 

2.3 にて実施した技術要件の整理を受け、国内類似原子力関連施設の放射線安全の確保に向け

た安全対策技術の動向を調査し、地層処分施設の事業期間中の安全確保に資する情報として整理

する。 

 

 

2.4.1 調査対象とする類似原子力関連施設 

 

類似の原子力関連施設として、地層処分施設と同様にガラス固化体を扱う施設である再処理施

設・廃棄物管理施設の関連法令等に規定されている安全対策要求事項について、特に放射線安全

に関する事項を対象に調査・整理する。また、取り扱う廃棄物の種類はガラス固化体とは異なる

が、地下の施設を有する原子力関連施設として、第二種廃棄物埋設施設の関係法令等も調査対象

とする。 

また、最新の情報として福島第一原子力発電所の事故以降に施行された再処理施設、廃棄物管

理施設、第二種廃棄物埋設施設の新規制基準における放射線安全に関する考え方について記述す

る。 

 

 

2.4.2 原子力関連施設における安全対策要求事項と放射線安全上の考慮事項 

 

(1) 再処理施設・廃棄物管理施設 

ガラス固化体を扱う国内の既設の施設として、再処理施設（ガラス固化施設、ガラス固化体

貯蔵施設を含む）、廃棄物管理施設（ガラス固化体受入、貯蔵施設）がある。これらの施設は、

主に再処理施設安全審査指針[2]に基づき安全審査を経て設計、建設、操業されている。現在

は新規制基準に基づき改めて規制当局による適合性の審査が行われているが、放射線安全確保

の基本的な考え方は再処理施設安全審査指針と変わらないことから、同指針を中心に調査する。 

 

 1) 再処理施設安全審査指針 

再処理施設安全審査指針（最新改訂：平成 22 年 12 月 20 日版より）[2]には、再処理施設

の事業許可申請段階で考慮すべき安全上の要求事項（基本的立地条件、遮へい・閉じ込め、

臨界、火災、地震その他の自然現象の考慮など）が記載されている。この指針に示されてい

る主な安全上の要求事項（指針項目）について表 2.4.2-1 に整理する。 

 再処理施設安全審査指針は原子力関連施設のための安全審査において重要と考えられる

基本事項をまとめたものであるから、全ての指針は放射線安全の確保を目的としたものであ

る。 
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表 2.4.2-1 再処理施設安全審査指針に示される主な安全上の要求事項 

指針項目 概要 

指針 1. 基本的立地条件 
事故誘因排除、災害拡大防止の観点より自然環境、社会環境に

係る事象を検討 

指針 2. 平常時の線量評価 
平常時、放射性物質の放出等で一般公衆線量が線量限度を超え

ないこと等の評価 

指針 3. 安全評価 
多重防護設計の適切さを確認の為、設計基準事象および立地評

価事故の評価を行う 

指針 4. 閉じ込めの機能 放射性物質を限定された区域に閉じ込める機能 

指針 5. 放射線遮蔽 
直接γ線・スカイシャインγ線による一般公衆の線量低減、放

射線業務従事者への遮蔽 

指針 6. 放射線被ばく管理 
作業環境における放射線被ばく管理、業務従事者個人被ばく管

理、管理区域区分 

指針 7. 放射性廃棄物の放出管理 気体、液体廃棄物の放出管理 

指針 8. 貯蔵等に対する考慮 貯蔵容量、冷却、一般公衆の線量低減のための遮蔽機能等 

指針 9. 放射線監視 
線量率、空気中放射性物質濃度等の測定（事故時も）、放出放

射性物質の測定算出 

指針 10,11 単一/複数ﾕﾆｯﾄ臨界安全 
技術的に見て想定されるいかなる場合でも適切な設計管理に

より臨界を防止 

指針 12. 臨界事故に対する考慮 臨界事故が発生した場合の適切な対策（警報、未臨界措置） 

指針 13. 地震に対する考慮 十分な強度・剛性及び耐力を有する構造、安定地盤への支持。 

指針 14. 地震以外の自然現象考慮 
津波、地滑り、陥没、台風、高潮、洪水、異常寒波、豪雪等お

よび異種自然現象の重畳 

指針 15. 火災・爆発に対する考慮 
不燃難燃性材料の使用、着火源排除、消火設備の設置、発生時

の閉じ込め機能 

指針 16. 電源喪失に対する考慮 
安全上重要な施設の安全機能確保のための外部電源系統、非常

用所内電源系統 

指針 17. 放射性物質移動への考慮 工程内・工程間移動に対する漏えい・臨界防止と遮蔽対策 

指針 18. 事故時に対する考慮 
安全対策、事故対策（制御室､放射線計測･防護具､照明､避難通

路､緊急時対策所など) 

指針 20. 準拠規格及び基準 
炉規制法、建築基準法、消防法、高圧ガス取締法等および規格･

基準への適合性 

指針 21. 検査、修理等の考慮 
安全上重要な施設の機能確認・維持のための試験検査、保守修

理 

                ：一般公衆       ：一般公衆及び放射線作業従事者 

指針 2、3 は、一般公衆を対象とした平常時及び設計基準事象（異常事象）における線量

評価により、施設の設計、運転方針、立地条件あるいは一般公衆との離間距離（敷地境界の

設定等）等の放射線安全対策の妥当性を評価することについて定めたものである。 

指針 4～9、17、18 は放射線安全を確保するための対策系について定めており、安全を確

保すべき対象者は一般公衆及び放射線作業従事者である。これらの安全対策系の指針とその

解説を以下に抜粋する。 
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「指針 4.閉じ込めの機能」の内容を以下に示す。 

指針 4. 閉じ込めの機能 

再処理施設は、以下の対策を講ずることにより、放射性物質を限定された区域に閉じ

込める機能を有する設計であること。 

1. 放射性物質を収納する系統及び機器は、放射性物質が漏洩し難い構造であること。ま

た、使用する化学製品等に対して適切な腐食対策が講じられていること。 

2. プルトニウムを含む溶液、粉末及び高レベル放射性液体廃棄物を内蔵する系統及び機

器は、原則として、セル等に収納されること。セル等は、液体状の放射性物質が漏え

いした場合に、その漏えいを検知し、漏えいの拡大を防止するとともに漏えいした放

射性物質を安全に移送及び処理することができる設計であること。 

3. プルトニウムを含む溶液及び高レベル放射性液体廃棄物を内蔵する系統及び機器、ウ

ランを非密封で大量に取り扱う系統及び機器、セル等並びにこれらを収納する構築物

は、以下の事項を満足する換気系統を有すること。 

(1). 換気系統は、放射性物質が漏えいし難く、かつ逆流し難い構造であること。 

(2). 換気系統により、プルトニウムを含む溶液及び高レベル放射性液体廃棄物を内蔵す

る系統及び機器、ウランを非密封で大量に取り扱う系統及び機器、セル等並びにこ

れらを収納する構築物は、原則として、常時負圧に保たれていること。また、それ

ぞれの気圧は、原則として、構築物、セル等、系統及び機器の準に低くすること。 

(3). 換気系統には、フィルタ、洗浄塔等の放射性物質を除去するための系統及び機器が

適切に設けられていること。 

 

＜解説＞ 

▪ 「放射性物質を収納する系統及び機器」とは、気体状、液体状及び固体状の全ての性状

の放射性物質を収納する系統及び機器をいう。 

▪ 「放射性物質が漏えいし難い構造」とは、放射性物質が収納されている系統及び機器か

ら、周辺環境又は雰囲気中に漏えいし難い構造をいい、放射性気体廃棄物又は放射

性液体廃棄物を計画的に放出する場合を含まない。 

▪ 「セル等」とは、コンクリートセル、グローブボックス及びこれらと同等の閉じ込めの

機能を有する施設をいう。 

▪ 「換気系統」には、給気口のフィルタ、逆止弁、ダクト、洗浄塔、フィルタ、排風機、

主排気筒等を含む。 

▪ 「放射性物質を除去するための系統及び機器が適切に設けられている」とは、次の原則

が満足されるよう、換気系統が設計されていることをいう。 

平常時においては、一般公衆の線量が合理的に達成できる限り低くなるように、放

射性物質を含む気体中の放射性物質の濃度をフィルタ、洗浄塔等によって低減させた

後、十分な拡散効果を有する排気筒から放出すること。このため、放射性物質を含む
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気体がこれらの低減効果を持つ系統及び機器を経ずに環境中へ放出されることがな

いよう、負圧維持、換気系統外への漏洩防止及び逆流防止の機能が確保されている必

要がある。ただし、核種によって、その放出に伴う一般公衆の線量が、合理的に達成

できる限り低いと判断される場合においては、この限りではない。また、同様に放出

による一般公衆の線量が合理的に達成できる限り低いと判断される場合においては、

主排気筒のみならず、局所的な排気筒からの放出も許容される。 

設計基準事象想定時においても可能な限り前述の負圧維持、換気系統外への漏洩防

止及び逆流防止の機能が確保されるよう設計されている必要がある。ただし、設計基

準事象想定時において、一部の換気系統について、これらの機能が損なわれることが

あっても、再処理施設全体としてみたときには、これらの機能が維持され、一般公衆

に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えないよう、十分な気体の閉じ込めの機能

が確保されていなければならない。 

 

「指針 5.放射線遮蔽」の内容を以下に示す。 

指針 5. 放射線遮蔽 

1. 再処理施設からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による一般公衆の線量が

十分に低くなるように、再処理施設に適切な遮蔽を設けること。 

2. 放射線業務従事者が立ち入る場所については、遮蔽設計の基準となる線量率を施設内

の区分に応じ適切に定めること。また、開口部又は配管等の貫通部があるものに対し

ては、必要に応じ、放射線漏洩防止措置が講じられていること。 

3. 遮蔽設計に当たっては、遮蔽計算に用いられる線減、遮蔽体の形状及び材質、計算誤

差等を考慮し、十分な安全裕度を見込むこと。 
 

＜解説＞ 

▪ 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による一般公衆の線量が「十分に低い」とは、

平常運転時においては、合理的に達成できる限り低いことを、設計基準自称を想定

した場合においては、一般公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えないこ

とをいう。 

▪ 遮蔽設計の基準となる線量率は、放射線業務従事者の立入時間等を考慮して適切に定め

ること。この際、放射線業務従事者の線量の低減にも留意する必要がある。 
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「指針 6.放射線被ばく管理」の内容を以下に示す。 

指針 6. 放射線被ばく管理 

1. 業環境における放射線被ばく管理 

(1). 放射線業務従事者の作業環境を監視、管理するため、線量率、空気中の放射性物質濃

度等の監視系統及び測定機器並びに線量率の異常な上昇に対する警報系統を設ける

こと。 

(2). 上記監視系統及び警報系統からの主要な情報は、適切な場所において集中して監視で

きる設計であること。 

2. 放射線業務従事者の個人被ばく管理 

   放射線業務従事者の個人被ばく管理のため、適切な外部被ばく管理機器及び内部被ば

く管理機器を備えること。 

3. 管理区域の区分 

   再処理施設の管理区域は、線量率、空気中の放射性物質濃度及び表面汚染密度の程度

に応じて適切に区分し、適切な出入管理等を行える設計であること。 

 

 

「指針 7.放射性廃棄物の放出管理」の内容を以下に示す。 

指針 7. 放射性廃棄物の放出管理 

1. 放射性気体廃棄物の放出管理 

(1). 再処理施設で発生する放射性気体廃棄物については、周辺環境に放出される排気中の放

射性物質の濃度及び量を合理的に達成できる限り低くするために、必要に応じて洗浄、

ろ過等の適切な処理を行える設計であること。 

(2). 放出される放射性気体廃棄物は、十分な拡散効果を有する排気筒から放出管理が行える

廃棄系統を通じて放出される設計であること。 

2. 放射性液体廃棄物の放出管理 

(1). 再処理施設で発生する放射性液体廃棄物については、海洋に放出される排水中の放射性

物質の濃度及び量を合理的に達成できる限り低くするために、必要に応じてろ過、蒸発、

イオン交換、凝集沈殿等の適切な処理が行える設計であること。 

(2). 放出される放射性液体廃棄物は、十分な拡散効果を有する放出口から放出管理が行える

排水設備を通じて放出される設計であること。 
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「指針 8.貯蔵等に対する考慮」の内容及び解説を以下に示す。 

指針 8. 貯蔵等に対する考慮 

 再処理施設における使用済燃料の貯蔵、製品貯蔵、放射性廃棄物の保管廃棄等の放射性

物質の貯蔵等は、適切な貯蔵容量及び冷却の機能を有するとともに一般公衆の線量が十分

に低くなるように、適切な遮蔽等の機能を有する施設で行う設計であること。 
 

＜解説＞ 

▪ 一般公衆の線量が「十分に低い」とは、平常運転時においては、合理的に達成できる限

り低いことを、設計基準事象を想定した場合においては、一般公衆に対して著しい放

射線被ばくのリスクを与えないことをいう。 

 

「指針 9.放射線監視」の内容及び解説を以下に示す。 

指針 9.放射線監視 

1. 再処理施設の主要な箇所においては、線量率、空気中の放射性物質濃度等の測定を行え

る設計であること。 

2. 再処理施設から放出される放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物については、その放

出状況、放射性物質の物理的あるいは化学的性状、放出管理の方法等を勘案し、適切

な測定対象核種、測定下限濃度及び計測頻度を定め、適切な試料採取方法及び計測方

法により、施設から環境に放出される放射性物質の濃度及び量の測定又は算出が可能

な設計であること。 

3. 環境における線量率、放射性物質濃度等を監視するため、適切な環境放射線モニタリン

グが実施できる設計であること。 

4. 上記 1、2 及び 3 に述べた施設内及び環境における放射線監視については、事故時にお

いても線量率、放射性物質濃度等に関する情報を得られるような設計であること。 
 

＜解説＞ 

▪ 具体的な環境放射線モニタリング計画の策定については、「環境放射線モニタリングに関

する指針」を参考とすること。 

▪ 環境放射線モニタリングの具体的な目標は、次のとおりとすること。 

(1). 一般公衆の線量を推定・評価すること。 

(2). 環境における放射性物質の蓄積傾向を把握すること。 

(3). 予期しない放射性物質の放出による周辺環境への影響の判断に資すること。 

 上記の解説中の「環境放射線モニタリングに関する指針」[3]においては、環境放射線モニタリ

ングの計画、測定、結果の評価等を行うにあたっての平常時、緊急時の基本的考え方がまとめら

れている。 
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「指針 17.放射性物質の移動に対する考慮」の内容を以下に示す。 

指針 17.放射性物質の移動に対する考慮 

 再処理施設においては、放射性物質の工程内及び工程間の移動に対して、移動する放射性

物質の形態、形状に応じて漏洩防止、臨界防止、放射線遮蔽のための措置等適切な対策が講

じられていること。 
 

＜解説＞ 

▪ 「適切な対策」には、設計上直接環境に放出することが想定されていない濃度の放射性物

質を含む溶液が、系統及び機器の単一故障又は誤動作若しくは運転員の単一誤操作を想

定しても、直接環境へ放出されることのない設計となっていることを含む。 

 

「指針 18.」の内容を以下に示す。 

指針 18.事故時に対する考慮 

 再処理施設においては、他の指針に述べる各種の安全対策の他、従事者による適切な事故対

策が可能となるよう、事故時に対応した以下の対策が講じられていること。 

1. 制御室等は、事故時にも、従事者が接近し又は留まり、事故対策操作が可能であるように、

不燃設計、換気設計、遮蔽設計等がなされているとともに、主要な警報系統を含む計測系

統及び通信系統が設けられていること。 

2. 適切な放射線計測器、放射線防護具等が確保されていること。 

3. 再処理施設は、通常の照明用電源喪失時においても、その機能を失うことのない照明を整

備し、かつ、単純、明確、永続性のある標識のついた安全避難通路を有する設計であるこ

と。 

4. 緊急時において、敷地内で制御室等以外の適切な場所から必要な対策を講ずることができ

る緊急時対策所が設置可能な設計であること。 
 

＜解説＞ 

▪ 「制御室等」とは、平常運転時において、従事者が施設の運転又は工程等の管理を行い、事

故時においては、従事者が適切な事故対策を講ずる場所であり、1 箇所である必要はない。 

▪ 緊急対策所は、次の機能を有する設計であること。 

(1). 緊急時において関係要員が必要な期間にわたり安全に滞在できる設計であること。 

(2). 事故状態を正確かつ速やかに把握するために必要な環境及び再処理施設の情報が収集で

きること。 

(3). 再処理施設内外の関連個所との連絡通信のため、少なくとも 1 つの専用回路を含む多重の

連絡回線を有することができる設計であること。 

▪ 緊急時対策所の設置は、TMI－2 号炉の事故の際に、制御室に人が集まり混乱をきたしたと

いわれることに鑑みて導入された。緊急時における「必要な対策」とは、事故時におけ

る再処理施設外との連絡等をいう。 
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 2) 再処理施設安全審査指針から新規制基準への変更点 

 再処理施設安全審査指針の考え方を基本とし、再処理施設に関する新規制基準として「再

処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」[4]、廃棄物管理施設に関する新規制基

準として「廃棄物管理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」[5]等が制定された。

新規制基準の例として表 2.4.2-2 に「再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」

の構成を示す。  

ほぼ全ての項目について、再処理施設安全指針よりも評価すべき事象や対策事項が増強さ

れ、「再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」[6]に具体的な設備要求

機能や評価手法が明示されている。また、安全上重要な施設については、重大事故発生時に

も対処可能な施設としての設計要求が成されている。 
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表 2.4.2-2 「再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」の構成と再処理施設安全審査指針との関係 

新規制基準 再処理施設安全審査指針 

(主な関連指針) 

新規制基準 再処理施設安全審査指針 

（主な関連指針） 条 見出し 条 見出し 

第一章 総則  第二十四条 監視設備 指針 9 

第一条 定義 （用語の定義） 第二十五条 保安電源設備 指針 16 

第二章 安全機能を有する施設  第二十六条 緊急時対策所 指針 18 

第二条 核燃料物質の臨界防止 指針 10、11、12 第二十七条 通信連絡設備 － （独立強化） 

第三条 遮蔽等 指針 5 第三章 重大事故等対処施設  

第四条 閉じ込めの機能 指針 4 第二十八条 重大事故等の拡大の防止等 指針 3 

第五条 火災等による損傷の防止 指針 15 第二十九条 火災等による損傷の防止 指針 15 

第六条 安全機能を有する施設の地盤 指針 1 第三十条 重大事故等対処施設の地盤 － （追加） 

第七条 地震による損傷の防止 指針 13 第三十一条 地震による損傷の防止 指針 13 

第八条 津波による損傷の防止 指針 14 第三十二条 津波による損傷の防止 指針 14 

第九条 外部からの衝撃による損傷の防止 指針 14 第三十三条 重大事故等対処設備 － （追加） 

第十条 再処理施設への人の不法な侵入等の防止 － （追加） 第三十四条 臨界事故の拡大を防止するための設備 指針 10、11、12 

第十一条 
溢水による損傷の防止 

－ （追加） 第三十五条 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処する

ための設備 

－ （追加） 

第十二条 
化学薬品の漏えいによる損傷の防止 

－ （独立強化） 第三十六条 放射線分解により発生する水素による爆発

に対処するための設備 

－ （追加） 

第十三条 
誤操作の防止 

－ （独立強化） 第三十七条 有機溶媒等による火災又は爆発に対処する

ための設備 

－ （独立強化） 

第十四条 安全避難通路等 指針 18 第三十八条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 － （独立強化） 

第十五条 安全機能を有する施設 指針 18、22 第三十九条 放射性物質の漏えいに対処するための設備 － （独立強化） 

第十六条 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事

故の拡大の防止 

指針 3 第四十条 工場等外への放射性物質等の放出を抑制す

るための設備 

－ （追加） 

第十七条 
使用済燃料の貯蔵施設等 

指針 8 第四十一条 重大事故等への対処に必要となる水の供給

設備 

－ （追加） 

第十八条 計測制御系統施設 － （独立強化） 第四十二条 電源設備 － （追加） 

第十九条 安全保護回路 － （独立強化） 第四十三条 計装設備 － （独立強化） 

第二十条 制御室等 指針 9、18 第四十四条 制御室 － （独立強化） 

第二十一条 廃棄施設 指針 7 第四十五条 監視測定設備 － （独立強化） 

第二十二条 保管廃棄施設 指針 8 第四十六条 緊急時対策所 － （独立強化） 

第二十三条 放射線管理施設 指針 6 第四十七条 通信連絡を行うために必要な設備 － （追加） 
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「廃棄物管理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」の構成を表 2.4.2-3 に示す。 

廃棄物管理施設は、輸送キャスクで運ばれたガラス固化体の受け入れ、検査、貯蔵設備等

で構成されており、再処理施設よりも地層処分場の地上施設に近い。取り扱う放射性物質は

主に固体の廃棄物（ガラス固化体）であることから、再処理施設の新規制基準とは異なり、

扱う放射性物質に起因する爆発事象や液体系の漏洩事象（溢水等）については同規則には規

定されていない。 

 

表 2.4.2-3 「廃棄物管理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」の構成 

条 見出し 

第一条 定義 

第二条 遮蔽等 

第三条 閉じ込めの機能 

第四条 火災等による損傷の防止 

第五条 廃棄物管理施設の地盤 

第六条 地震による損傷の防止 

第七条 津波による損傷の防止 

第八条 外部からの衝撃による損傷の防止 

第九条 廃棄物管理施設への人の不法な侵入等の防止 

第十条 核燃料物質の臨界防止 

第十一条 安全機能を有する施設 

第十二条 設計最大評価事故時の放射線障害の防止 

第十三条 処理施設 

第十四条 管理施設 

第十五条 計測制御系統施設 

第十六条 放射線管理施設 

第十七条 廃棄施設 

第十八条 予備電源 

第十九条 通信連絡設備等 

放射線安全に直接的に関連する事項 

 

(2) 第二種廃棄物埋設施設 

ガラス固化体ではないが、放射性固体廃棄物を地中に埋設する施設である第二種廃棄物埋設

施設の放射線安全の考え方は、地下施設を有する地層処分施設（第一種廃棄物埋設施設）の安

全の考え方の参考となり得る。関連する指針として、ここでは「第二種廃棄物埋設の事業に関

する安全審査の基本的考え方」[7]を調査した。また、第二種廃棄物埋設施設の新規制基準で

ある、「第二種廃棄物埋設施の位置、構造及び設備の基準に関する規則」[8] についても調査

した。 

 

 1) 第二種廃棄物埋設の事業に関する安全審査の基本的考え方 

「第二種廃棄物埋設の事業に関する安全審査の基本的考え方」[7]において、適用対象とな

る埋設方法は、①余裕深度処分、②ピット処分、③トレンチ処分である。このうち、ピット
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処分は浅地中（数 m～10m 程度）、余裕深度処分は 50m 以深の地下に人工的な構造物を構築

し、そこに廃棄物を埋設することから、地層処分の地下施設形態に近い。従って、余裕深度

処分とピット処分に関わる考え方を調査対象とする。 

また、これらの埋設事業は、その管理を段階的に軽減して最終的な処分とするという概念

（管理型処分）であり、安全審査の基本的考え方は「管理期間内」と「管理期間終了後」に

分けて整理されている。本調査では、隔離型処分である地層処分の操業中の安全対策に資す

るために関連動向を整理することが目的であるが、「管理期間内」の段階における安全の考え

方が地層処分施設における「操業期間中」に相当すると考えられるため、これを対象に調査

する。埋設方法及び各段階を表 2.4.2-4 にまとめる。なお、第二種廃棄物埋設事業における

埋戻し後の段階（放射性物質の漏出・移行を監視する段階）は、ここでは地層処分における

閉鎖後段階と位置づけて調査対象から除外する。 

 

表 2.4.2-4 「第二種廃棄物埋設の事業に関する安全審査の基本的考え方」の調査範囲 

第一種廃棄物 第二種廃棄物（管理型処分） 

地層処分 余裕深度処分 ピット処分 トレンチ処分 

操業中 

埋戻しまでの段階 第 1 段階 埋設段階 

人工バリアにより放射性物

質が人工バリアの外へ漏出

することを防止するととも

に、人工バリアから放射性

物質が漏出してないことを

監視する必要がある段階 

人工バリアにより放射性物

質が人工バリアの外へ漏出

することを防止するととも

に、人工バリアから放射性

物質が漏出してないことを

監視する必要がある段階 

放射性物質の生活環境への

移行を抑制するとともに、

放射性物質の廃棄物埋設地

からの生活環境への移行を

監視する必要がある段階 

閉鎖後 

埋戻し後の段階 第 2 段階 保全段階 

人工バリアと天然バリアに

より放射性物質の生活環境

への移行を抑制するととも

に、放射性物質の人工バリ

アからの漏出及び生活環境

への移行を監視する必要が

ある段階 

人工バリアと天然バリアに

より放射性物質の生活環境

への移行を抑制するととも

に、放射性物質の人工バリ

アからの漏出及び生活環境

への移行を監視する必要が

ある段階 

天然バリアにより放射性物

質の生活環境への移行を抑

制するとともに、特定の行

為の禁止又は制約をするた

めの措置を講じる必要があ

る段階 

第 3 段階 

主として天然バリアにより

放射性物質の生活環境への

移行を抑制するとともに、

特定の行為の禁止又は制約

をするための措置を講じる

必要がある段階 

 ※上記において、地層処分の「操業中」に該当すると考えられる部
分のうち、余裕深度処分とピット処分を調査範囲とする。 

 

第二種廃棄物埋設施設の安全審査の基本的考え方（平成 22年 8月 9日 原子力委員会決定）

は、「放射性廃棄物埋設施設の安全審査の基本的考え方」を基本に、廃棄物埋設施設の安全審

査経験、「放射性廃棄物処分の安全規制における共通的な重要事項について」における提言、

これに基づく「低レベル放射性廃棄物埋設に関する安全規制の考え方（中間報告）」及び「余
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裕深度処分の管理期間終了以後における安全評価に関する考え方」等を踏まえ、埋設事業の

安全確保の考え方について取りまとめたものである。表 2.4.2-5 に示すように立地条件、安

全対策、安全評価で構成しており、安全対策は「廃棄物埋設地」の設計及び管理期間内の安

全対策について言及している。 

安全評価については、管理期間内と管理期間終了以後に分けて記載している。基本的な考

え方を整理するとともに、操業期間中の放射線安全に直接・間接的に関連する事項を抽出し

た。操業中の放射線安全に関連する事項（Ⅳ.4-1(1)、4-2、4-3、Ⅴ.5-1、5-2）の内容とその

解説について、以下に記載する。 
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表 2.4.2-5 「第二種廃棄物埋設施設の事業に関する安全審査の基本的考え方」の構成 

及び操業期間中の放射線安全関連項目の抽出 

操業期間中の放射線安全に対する見出し 関連項目 

Ⅰ．適用対象 － 

Ⅱ．用語 － 

 

(1) 廃棄物埋設地 － 

(2) 廃棄物埋設施設 － 

(3) 段階管理 － 

(4) 人工バリア － 

(5) 天然バリア － 

Ⅲ．基本的立地条件  

Ⅳ．基本的安全対策  

 4-1 廃棄物埋設地の設計  

 (1) 閉じ込め ◎ 埋戻し又は第一段階 

(2) 移行抑制  

(3) 離隔  

(4) その他の考慮事項  

4-2 放射線の管理 ◎ 

 (1) 放射線防護 ◎ 

(2) 放射線被ばく管理 ◎ 

(3) 放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出管理 ◎ 

(4) 放射線監視 ◎ 

4-3 その他の管理期間内の安全対策  

 (1) 地震に対する設計上の考慮 ○ 

(2) 地震以外の自然現象に対する設計上の考慮 ○ 

(3) 湧水に対する考慮 ○ 地下特有 

(4) 火災・爆発に対する考慮 ○ 

(5) 電源喪失に対する考慮 ○ 

(6) 準拠規格及び基準  

Ⅴ．管理期間内に係る安全評価 ◎ 

 
5-1 平常時評価 ◎ 

5-2 事故時評価 ◎ 

Ⅵ．管理期間の終了  

Ⅶ．管理期間終了以後に係る安全評価  

 

(1) 評価シナリオ  

(2) 評価期間  

(3) 状態設定  

Ⅷ．品質保証  

 

8-1 管理期間終了までの品質保証  

8-2 モデル及びパラメータに係る品質保証  

8-3 管理期間終了以後に係る安全評価の更新  

◎：直接的に関連する事項   ○：間接的に関連する事項 

  



 

2-25 

なお、基本的考え方で使用される用語のうち、安全対策に係る施設関係の用語の意義は以

下の通りとされている。 

 

 廃棄物埋設地： 

放射性固体廃棄物を埋設するために又は人工バリアを設置するために土地を掘削した

場所、及び放射性固体廃棄物を埋設し、埋め戻した場所をいう。なお、人工バリアを設置

する場合は、その人工バリアを含む。 

 

 廃棄物埋設施設： 

廃棄物埋設地及びその附属施設をいい、附属施設としては、放射性固体廃棄物受入れ施

設、放射線管理施設、坑道等がある。 

 

 

 基本的安全対策（廃棄物埋設地の設計）の内容及び解説を以下に示す。 

Ⅳ. 基本的安全対策 

4-1 廃棄物埋設地の設計 

 廃棄物埋設地の設計に当たっては、処分方法に応じて、以下のような点を考慮し、現

状の技術で合理的に達成できる範囲において、公衆の受ける線量が低くできるよう設計

すること。 

(1). 閉じ込め 

  一定の期間、放射性物質を廃棄物埋設地の限定された区域に閉じ込める機能を有す

る設計であること。 
 

＜解説＞ 

本項でいう「一定の期間」とは、少なくとも、余裕深度処分を行う場合は埋戻し

までの段階、ピット処分を行う場合は第 1 段階までをいう。トレンチ処分を行う場

合は、閉じ込めは求めない。 
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基本的安全対策（廃棄物埋設地の設計）の内容及び解説を以下に示す。 

Ⅳ. 基本的安全対策 

4-2 放射線の管理 

(1). 放射線防護 

① 廃棄物埋設施設は、直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線等の散乱ガンマ線によ

り公衆の受ける線量が合理的に達成できる限り低くできるように放射線遮へいがな

されていること。 

② 放射性物質の飛散の可能性がある場合は、これにより公衆の受ける線量が合理的に達

成できる限り低くできるように対策が講じられていること。 

③ 廃棄物埋設施設においては、放射線業務従事者の作業条件を考慮して、適切な放射線

遮へい、換気等がなされていること。 
 

＜解説＞ 

放射性物質の飛散の可能性については、閉じ込めを要求しないトレンチ処分を行う場合

において、考慮しなければならない。 

 

(2). 放射線被ばく管理 

廃棄物埋設施設においては、放射線業務従事者の線量を十分に監視し、管理するため

の対策が講じられていること。 

(3). 放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出管理 

廃棄物埋設施設においては、廃棄物埋設地の附属施設から発生する放射性気体廃棄物

及び放射性液体廃棄物を適切に処理する等により、周辺環境に放出する放射性物質の濃

度等を合理的に達成できる限り低くできるようになっていること。 

(4). 放射線監視 

① 廃棄物埋設施設においては、廃棄物埋設地の付属施設から放出する放射性気体廃棄物

及び放射性液体廃棄物の放出の経路における放射性物質の濃度等を適切に監視する

ための対策が講じられていること。 

  また、放射性物質の放出量に応じて、周辺環境における放射線量、放射性物質の濃

度等を適切に監視するための対策が講じられていること。 

② 廃棄物埋設施設においては、一定の期間、廃棄物埋設地から地下水等に漏出し、生活

環境に移行する放射性物質の濃度等について、適切に監視するための対策が講じられ

ていること。 
 

＜解説＞ 

 余裕深度処分を行う場合においては、坑道及び処分空洞からの排気についても、適切

に監視するための対策を講ずる必要がある。 

本項でいう「一定の期間」とは、余裕深度処分を行う場合には埋め戻しまでの段階及
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び埋戻し後の段階、ピット処分を行う場合は第 1 段階及び第 2 段階、並びにトレンチ処

分を行う場合は埋設段階をいう。 

 

 

基本的安全対策（その他の管理期間内の安全対策）の関連内容及び解説を以下に示す。 

Ⅳ. 基本的安全対策 

4-3 その他の管理期間内の安全対策 

(1). 地震に対する設計上の考慮 

廃棄物埋設施設は、設計地震力に対して、適切な期間、安全上要求される機能を

損なわない設計であること。 

この設計地震力は、「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」[23]おける耐

震設計上の重要度分類に基づき、耐震クラスに応じて定めること。 
 

＜解説＞ 

本項でいう「適切な期間」とは、余裕深度処分を行う場合の廃棄物埋設地にあっ

ては埋め戻しまでの段階、ピット処分を行う場合の廃棄物埋設地にあっては第 1 段

階の期間とし、廃棄物埋設地の附属施設にあっては廃棄物埋設事業を適切に進める

うえで必要とされる期間とする。 

 また、「安全上要求される機能を損なわない」とは、廃棄物埋設地にあっては、

閉じ込め等が失われないものとする。 

廃棄体の取り扱い中の落下事故あるいは一時貯蔵時の転倒事故等を想定しても、

放射性固体廃棄物が容器に固型化されており容易に飛散する恐れが無い場合、含有

する放射性物質が飛散することがないように放射性固体廃棄物が封入されるよう廃

棄体が設計されている場合、あるいは取扱う放射性固体廃棄物の放射能濃度が公衆

の被ばくの観点から十分に低い場合には、耐震設計上の重要度分類の C クラスの施

設に対応するものとして定め、これに適合しない場合には、耐震設計上の重要度分

類の B クラスの施設に対応するものとする。 

また、遮へいを有する設備については、地震等に伴う破損によって、公衆に過大

な放射線被ばくを与える可能性がない場合には、耐震設計上の重要度分類の C クラ

スの施設に対応するものとして定め、これに適合しない場合には、耐震設計上の重

要度分類の B クラスの施設に対応するものとする。 

 

(2). 地震以外の自然現象に対する設計上の考慮 

廃棄物埋設施設は、敷地及びその周辺における過去の記録、現地調査等を参照し

て、予想される地震以外の自然現象を考慮して、適切な期間、安全上要求される機

能を損なわない設計であること。 
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＜解説＞ 

本項でいう「適切な期間」とは、余裕深度処分を行う場合の廃棄物埋設地にあっ

ては埋め戻しまでの段階、ピット処分を行う場合の廃棄物埋設地にあっては第 1 段

階の期間とし、廃棄物埋設地の附属施設にあっては廃棄物埋設事業を適切に進める

うえで必要とされる期間とする。 

また、「安全上要求される機能を損なわない」とは、廃棄物埋設地にあっては、閉

じ込め等が失われないものとする。 

 

(3). 湧水に対する考慮 

坑道及び処分空洞等の中で発生する湧水を適切に排水し、かつ、万一の突発的な

湧水時にも廃棄体からの放射性物質の漏出が課題とならないための適切な対策が講

じられていること。 
 

＜解説＞ 

余裕深度処分を行う場合においては、廃棄物埋設地において廃棄体を定置し、充

填剤を施工するまでの間、廃棄体と湧水との接触を防止すること、あるいは廃棄体

が水密性を有すること等の対策を講じるものとする。 

 

(4). 火災・爆発に対する考慮 

廃棄物埋設施設においては、火災・爆発の発生を防止し、かつ、万一の火災・爆

発時にも施設外への放射性物質の放出が過大とならないための適切な対策が講じら

れていること。 

 

(5). 電源喪失に対する考慮 

廃棄物埋設地の付属施設においては、外部電源系の機能喪失に対応した適切な対

策が講じられていること。 

 

管理期間内に係る安全評価の関連内容及び解説を以下に示す。 

Ⅴ. 管理期間内に係る安全評価 

5-1 平常時評価 

 平常時における公衆の受ける線量は、段階管理の計画、廃棄物埋設施設の設計、並び

に敷地及びその周辺の状況との関連において、合理的に達成できる限り低いものである

こと。 
 

＜解説＞ 

平常時における廃棄物埋設地からの放射性物質の漏出又は移行、廃棄物埋設地の附
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属施設からの放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出等に伴う公衆の受ける

線量が、法令に定める線量限度を超えないことはもとより、合理的に達成できる限り

低いことを段階管理の計画、設計、並びに敷地及びその周辺の状況との関連において

評価する。 

5-2 事故時評価 

 技術的にみて想定される異常事象が発生するとした場合、公衆に対し、過度の放射線

被ばくを及ぼさないこと。 
 

＜解説＞ 

(1). 廃棄物埋設地については、事業の長期性に鑑み、平常時評価において考慮した事象を

超えるような事象が仮に発生するとしても公衆に対し安全上支障がないことを確認

するため、廃棄物埋設地からの放射性物質の異常な漏出又は移行を科学技術的見地

から仮定して公衆の受ける線量を評価する。 

(2). 廃棄物埋設地の附属施設については、以下のような事故の発生の可能性を検討し、公

衆の被ばくの観点から重要と思われる事故を選定して公衆の受ける線量を評価す

る。 

① 誤操作による放射性固体廃棄物の落下等に伴う放射性物質の飛散 

② 配管等の破損、各種機器の故障等による放射性物質の漏出 

③ 火災等 

(3). 線量の評価に当たっては、事故発生後、その影響を緩和するための対策が講じられる

場合は異常を検知するまでの時間、作業に要する時間等を適切に考慮し、事故が収

束するまでの間に漏出若しくは移行し、又は放出された放射性物質等により発生す

るおそれのある公衆の受ける線量を評価する。 

(4). 「公衆に対して、過度の放射線被ばくを及ぼさないこと」とは、事故等の発生頻度の

兼ね合いを考慮して判断しようとするものであり、判断基準は、「公衆に対して著し

い放射線被ばくのリスクを与えないこと」とするが、その具体的な運用は以下によ

るものとする。 

ICRP の 1990 年勧告によれば、公衆の被ばくに対する年実効線量限度として、

1mSv を勧告しているが、特殊な状況においては、5 年間にわたる平均が年当たり

1mSv を超えなければ、単一年にこれよりも高い実効線量が許されることもありう

るとされている。これは平常時の放射線被ばくについての考え方であるが、これを

発生頻度が小さい「事故」の場合にも適用することとし、周辺公衆の実効線量の評

価値が発生事故当たり 5mSv を超えなければ「リスク」は小さいと判断する。 
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 2) 第二種廃棄物埋設の事業に関する新規制基準 

第二種廃棄物埋設施設に関しても、再処理施設や廃棄物管理施設と同様に新規制基準「第

二種廃棄物埋設施の位置、構造及び設備の基準に関する規則」[8]が制定された。同規則の構

成を表 2.4.2-6 に示す。 

 

表 2.4.2-6 「第二種廃棄物埋設施の位置、構造及び設備の基準に関する規則」の構成 

 

条 見出し 

第一条 適用範囲 

第二条 定義 

第三条 廃棄物埋設施設の地盤 

第四条 地震による損傷の防止 

第五条 津波による損傷の防止 

第六条 外部からの衝撃による損傷の防止 

第七条 火災等による損傷の防止 

第八条 遮蔽等 

第九条 異常時の放射線障害の防止等 

第十条 廃棄物埋設地 

第十一条 放射線管理施設 

第十二条 廃棄施設 

第十三条 地下水の水位等の監視設備 

第十四条 予備電源 

第十五条 通信連絡設備等 

放射線安全に直接的に関連する事項 

 

 

第十条（廃棄物埋設地）は、放射性物質の「閉じ込め」に相当する条文である。これらの

内容及びその解釈について以下に示す。 
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第八条（遮へい）に関する内容及び解釈を以下に示す。 

（遮蔽等） 

第八条 

廃棄物埋設施設は、当該廃棄物埋設施設からの直接ガンマ線及びスカイシャンガンマ

線による事業所周辺の線量を十分に低減できるよう、遮蔽その他適切な措置を講じたも

のでければならない。 
 

＜解釈＞ 

1. 第 1 項に規定する「線量を十分に低減できる」とは、平常時における廃棄物埋設施設

からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線により公衆の受ける線量が、廃棄物

埋設地からの放射性物質の漏出及び移行（第 10 条第 1 項）及び廃棄物埋設施設から

の環境への放射性物質の放出（第 12 条第 1 項）により公衆の受ける線量を含め、法

令に定める線量限度を超えないことはもとより、As Low As Reasonably Achievable

（ALARA）の考え方の下、合理的に達成できる限り十分低いものであること（「発電

用軽水型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について」（平成元年 3

月 27 日原子力安全委員会了承）を参考に、実効線量で 50μSv/／年以下を達成でき

るものであること。）。 

2. 廃棄物埋設施設は、放射線障害を防止する必要がある場合には、管理区域その他事業

所内の人が立ち入る場所における線量を低減できるよう、遮蔽その他適切な措置を講

じたものでなければならない。 
 

＜解釈＞ 

第 2 項に規定する「線量を低減できる」とは、次のことをいう。 

一. 管理区域においては、放射線業務従事者の受ける線量が、放射線業務従事者の線量

限度を超えないものであること。 

二. 管理区域以外の人が立ち入る場所に滞在する者の線量が、公衆の線量限度以下にな

るようにすること。 

3. 廃棄物埋設施設は、放射性物質の飛散防止のための措置を講じたものでなければなら

ない。 
 

＜解釈＞ 

第 1 項及び第 2 項については、ALARA の考え方の下、放射線業務従事者の作業性

等を考慮して、遮蔽、機器の配置、遠隔操作、放射性物質の漏えい防止、換気等、

所要の放射線防護上の措置を講じた設計がなされていること。 

 

4  第 3 項に規定する「飛散防止のための措置」は、放射性固体廃棄物の落下防止のため

に必要な措置を含む。 
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第九条の内容を以下に示す。 

（異常時の放射線障害の防止等） 

第九条 

 廃棄物埋設施設は、次に掲げる要件を満たすものでければならない。 

一. 埋設する放射性廃棄物の受入れの開始の日から廃止措置の開始の日の前日までの

間において、廃棄物埋設施設に異常が発生した場合においても事業所周辺の公衆

に放射線障害を及ぼさないものであること。 

二. 前号の期間中において、廃棄物埋設地の保全に関する措置を必要としない状態に移

行する見通しがあること。 

＜解釈＞ 

第 1 号に規定する「放射線障害を及ぼさないものであること」とは、事故・異常

時における公衆の受ける線量が、発生した事故・異常につき 5 mSv 以下であること

をいい、以下を考慮して設計されることが必要である。 

一. 埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から埋設終了までの間においては、 以下の

事故・異常発生可能性を検討し、廃棄物埋設施設に事故・異常が発生した場合に

おいても事業所周辺の公衆に放射線障害を及ぼさないものであること。 

① 誤操作による放射性固体廃棄物の落下等に伴う放射性物質の飛散 

② 配管等の破損、各種機器故障による放射性物質漏出 

③ 自然現象による影響 

④ 外部人為事象（故意によるものを除く。）、火災・爆発、電源喪失等による影響 
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第十条の内容を以下に示す。 

（廃棄物埋設地） 

第十条 

廃棄物埋設地は、廃棄物埋設地の外への放射性物質の異常な漏えいを防止する機能を

有するものでなければならない。 

2. ピット処分を行う場合の廃棄物埋設地は、外周仕切設備を設置する方法その他の方法

により、少なくとも埋設が終了するまでの期間、放射性物質を廃棄物埋設地の限定さ

れた区域に閉じ込める機能を有するものでなければならない。 

3. 廃棄物埋設地は、埋設した放射性廃棄物に含有される化学物質その他の化学物質によ

り安全性を損なわないものでなければならない。 
 

＜解釈＞ 

1. 第 1 項に規定する「廃棄物埋設地の外へ放射性物質の異常な漏えいを防止する」とは、 

次のことをいう。 

一. 埋設する放射性廃棄物の受入れ開始から廃止措置の開始までの間にあっては、平常

時における廃棄物埋設地からの放射性物質の漏出及び移行に伴う公衆の受ける線

量が、廃棄物埋設施設からの直接ガンマ線及びスカイシャンガンマ線（第 8 条第

1 項）並びに廃棄物埋設施設からの環境への放射性物質の放出（第 12 条第 1 項）

により公衆の受ける線量を含めて法令に定める線量限度を超えないことはもとよ

り、 ALARA の考え方の下、合理的に達成できる限り十分に低いものであること

（「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」（昭和 50 年 5 月 13

日原子力委員会決定）を参考に、実効線量で 50μSv/ ／年以下を達成できるもの

であること。）。 

二. 廃止措置の開始後にあっては、（省略） 

2. 第 1 項の「異常な漏えいを防止する機能」については、以下に留意して設計されてい

ることが必要である。 

一. 合理的に利用可能な最善の建設・施工技術よるものであること。 

二. 劣化・損傷に対する抵抗性を考慮すること。 

三. 劣化・損傷が生じた場合にも当該機能ができるだけ維持できる構成・仕様であるこ

と。 

四. 人工バリア及び天然バリアが有する機能については、その機能を構成する特性の一

つに過度に依存しないこと。 
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第十一条の内容を以下に示す。 

（放射線管理施設） 

第十一条 

 事業所には、次に掲げるところより放射線管理施設を設けなければならい。 

一. 放射線から放射線業務従事者を防護するため、線量を監視し、及び管理する設備を

設けること。 

二. 事業所及びその境界付近における放射性物質の濃度及び線量を監視し、及び測定す

る設備を設けること。 

三. 放射線から公衆及び放射線業務従事者を防護するため、必要な情報を適切な場所に

表示する設備を設けること。 
 

＜解釈＞ 

1. 第 11 条に規定する「放射線管理施設」とは、放射線被ばくを監視及び管理するため、

放射線業務従事者の出入管理、汚染管理、除染等を行う施設並びに放射線業務従事者

等の個人被ばく管理に必要な線量計等の機器をいう。 

2. 第 2 号に規定する「事業所及びその境界付近における放射性物質の濃度及び線量を監視

し、及び測定する」とは次のことをいう。 

一. 埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置までの間において、廃棄物埋設

施設からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による周辺環境における放 

射線量並びに操業に伴い周辺環境に放出される放射性物質の濃度等を監視及び測

定できる設備を有する設計であること。 

二. ピット処分を行う場合は、埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から埋設の終了ま

での間において、人工バリアから漏出する放射性物質の濃度等を監視及び測定で

きる設計であること。 

三. 埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置の開始までの間において、廃棄

物埋設地の外に漏出し生活環境に移行する放射性物質の濃度等を監視及び測定で

きる設計であること。 

四. 測定期間及び使用環境に適応して実用上必要な精度で監視及び測定ができる性能

を有する監視設備及び測定設備を用いること。 

3. 第 3 号に規定する「必要な情報を適切な場所に表示する」とは、管理区域における放

射線量、空気中の放射性物質の濃度及び床面等の放射性物質の表面密度を、管理区域

に立ち入る者が安全に認識できる場所に表示することをいう。 
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第十二条の内容を以下に示す。 

（廃棄施設） 

第十二条 

1. 廃棄物埋設施設には、周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の境界における水

中の放射性物質の濃度を十分に低減できるよう、必要に応じて、放射性廃棄物の埋設

に伴い発生する放射性廃棄物を処理する能力を有する廃棄施設（放射性廃棄物を保管

廃棄する施設を除く。）を設けなければならない。 

2. 廃棄物埋設施設には、十分な容量を有する放射性廃棄物を保管廃棄する施設を設けな

ければならない。 
 

＜解釈＞ 

1. 第１項については、廃棄物埋設施設の操業に伴い発生する放射性廃棄物の処理施設は、

平常時に周辺環境に対して放出される放射性物質の濃度について、 法令に定める限

度を超えないことはもとより、ALARA の考え方の下、合理的に達成できる限り十分

に低いものであること。また、その放出される放射性物質により公衆の受ける線量が、

平常時における廃棄物埋設施設からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線（第

8 条第 1 項）並びに廃棄物埋設地から漏出し、及び移行する放射性物質（第 10 条 第

1 項）による線量を含め 、法令に定める線量限度を超えないことはもとより、 

ALARA の考え方の下、合理的に達成できる限り十分低いものであること（「発電用

軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」（昭和 50 年 5 月 13 日原子力委員

会決定）[8]を参考に、実効線量で 50μSv/／年以下を達成できるものであること。）。 

2. 第 2 項については、放射性廃棄物の保管廃棄施設は、廃棄物埋設施設から発生する放

射性廃棄物を保管廃棄する容量が十分であるとともに、放射性物質による汚染の拡大

防止を考慮して設計されていること。 

3. 第 1 項及び第 2 項に規定する「保管廃棄する施設」とは、事業規則第 2 条第 1 項第 2

号トに規定する廃棄槽、廃液槽及び保管廃棄施設をいう。 
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(3) 原子力関連施設における線量限度等 

原子力関連施設においては、各施設での線量限度、濃度限度等が法令により定められている。

地層処分施設である第一種廃棄物埋設施設の限度量等は、「核燃料物質の加工の事業に関する

規則等の規定に基づき、線量限度等を定める告示」[10]に示されている。以下にその内容を整

理する。 

  

 1) 管理区域に係る線量等 

 管理区域に係る線量等は、上記告示の第二条に示されている（表 2.4.2-7 参照）。 

 

表 2.4.2-7 管理区域に係る線量等 

項目 数値 

外部放射線に係る線量 3 月間につき 1.3mSv 

空気中の放射性物質の濃度 
3 月間の平均濃度が放射線業務従事者に係る 

濃度限度*の 1/10 

放射性物質によって汚染された

物の表面の放射性物質の密度 

下記の表面密度限度の 1/10 

α線を放出する放射性物質：4 Bq/cm2 

α線を放出しない放射性物質：40 Bq/cm2 

* 放射線業務従事者に係る濃度限度：告示第七条、別表 1 参照 

 

原子力関連施設の管理区域においては、上記の線量等の基準に基づき遮へい、閉じ込め等

の対策や、放射線業務従事者の管理が行われる。管理区域での外部放射線に係る線量等の算

定方法は同告示の第十一条に示されている。 

管理区域の線量は、告示で定めるものは上記の表の通りであるが、安全審査時に事業者が

提出する事業許可申請書等においては、例えば再処理施設では 3 か月間に相当する労働時間

を 500 時間として管理区域外の基準線量率を 2.6μSv/hr 以下とし、管理区域内は放射線業

務従事者等の立入頻度、立入時間等を考慮した遮へい設計区分を設け、放射線業務従事者の

被ばく低減に留意した設計基準線量率を設定している。 

 

 2) 放射性物質の濃度限度 

表 2.4.2-7 における「放射線業務従事者に係る濃度限度」は告示の第七条に定められてお

り、放射線業務従事者の呼吸する空気中の放射性物質の濃度限度として、3 か月間の平均濃

度について放射性物質の種類が明確か否か、種類の数、等に応じて放射性物質毎の限度濃度

が告示の別表に定められている。なお外部放射線に被ばくするおそれがあり、かつ、空気中

の放射性物質を吸入摂取するおそれがある場合については、外部被ばくによる 1 年間の実効

線量（50mSv）に対する割合を考慮した濃度限度となる。 

一方、周辺監視区域外の濃度限度については告示の第九条に定められており、ここでは空
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気中及び水中の濃度限度が放射性物質の種類に応じて示されている。 

 3) 線量限度 

放射線の線量限度は、放射線業務従事者（第六条、第八条(緊急時)）及び周辺監視区域外

（第三条）について規定されている。それぞれの線量限度を表 2.4.2-8 にまとめる。告示に

示す周辺監視区域外の線量限度は表の通り実効線量で 1mSv/年であるが、安全審査指針や法

令解釈に示されるように、ALARA（As Low As Reasonably Achievable：合理的に達成でき

る限り十分低いものであること）の考え方に基づき、「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目

標値に関する指針」[9]を参考に、実効線量で 50μSv/年以下を達成できるように施設設計、

評価が行われている。 

なお、福島第一原子力発電所の事故対応にあたる作業従事者の実効線量は、「平成 23 年東

北地方太平洋沖地震の特にやむを得ない緊急の場合に係る実用発電用原子炉の設置、運転等

に関する規則の規定に基づく線量限度等を定める告示」[11]によって、一時的に 100mSv か

ら 250mSv に引き上げられたが、同告示は平成 23 年 12 月 16 日に廃止されている。 

 

 

表 2.4.2-8 放射線業務従事者及び周辺監視区域外の線量限度 

 実効線量 等価線量 

放

射

線

業

務

従

事

者 

通

常

時 

5 年間につき 100mSv 

1 年間につき 50mSv 

女子：上記に加え各 3 月間につき 5mSv 

妊娠中女子：上記に加え出産までの間に

つき内部被ばく 1mSv 

眼の水晶体：1 年間につき 150mSv 

皮膚：1 年間につき 500mSv 

妊娠中女子腹部表面：出産までの間につき

2mSv 

緊

急

時 

100mSv 

（女子*を除く） 

眼の水晶体：300mSv 

皮膚：1mSv 

周辺 

監視 

区域外 

1 年間につき 1mSv 

原子力規制委員会が認めた場合 

1 年間につき 5mSv 

眼の水晶体：1 年間につき 15mSv 

皮膚：1 年間につき 50mSv 

*妊娠不能と診断された者、妊娠の意思のない旨を書面で申し出た者を除く 
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(4) 原子力関連施設事業所内での放射性物質の運搬に係る線量基準等 

原子力関連施設の事業所内で放射性物質を運搬する際の、運搬物や運搬機器に係る安全上の

要求事項や線量当量率等が法令により定められている。地層処分施設の操業中は、地上施設か

ら地下施設の所定位置まで高レベル放射性廃棄物の長距離の運搬作業を伴うことから、運搬時

の基準を念頭において放射線安全の確保を考える必要がある。 

地層処分施設における放射性物質の運搬については、「核燃料物質又は核燃料物質によって

汚染された物の第一種廃棄物埋設の事業に関する規則」[12]第六十条に定められている。また、

運搬に係る線量当量率等は、「核燃料物質の加工の事業に関する規則第七条の六等の規定に基

づく核燃料物質等の工場又は事業所内の運搬に関する措置等に係る技術的細目等を定める告

示」[13]に示されている。この告示は、第一種廃棄物埋設施設だけでなく、類似施設である再

処理施設、廃棄物管理施設、第二種廃棄物埋設施設にも適用される。上記の規則、告示に示さ

れる運搬時の基準について、表 2.4.2-9 にまとめる。 

 

表 2.4.2-9 事業所内の放射性物質の運搬に係る主な基準等 

 基準の内容 

容器* 核燃料物質等は容器に封入すること 

容器の基準 

容器に外接する直方体の各辺が 10cm 以上 

・容易かつ安全に取り扱うことができること。 

・運搬中に予想される温度及び内圧の変化、振動等によりき裂、

破損等が生ずるおそれがないものであること 

線量当量率* 運搬物 表面： 2mSv、表面から 1m： 100μSv 

車両 
表面： 2mSv、表面から 1m： 100μSv 

(「表面」：開放型車両の場合、その外輪郭に接する垂直面) 

コンテナ 表面： 2mSv、表面から 1m： 100μSv 

表面汚染密度* 

運搬物 

下記の表面密度限度の 1/10 

α線を放出する放射性物質：4 Bq/cm2 

α線を放出しない放射性物質：40 Bq/cm2 

積載要領 運搬物の運搬機器への積付けは運搬中に移動・転倒・転落のないようにすること 

運搬要領* ・運搬経路への運搬従事者・運搬車両以外の立入りの制限 

・運搬車両の徐行、保安用車両の伴走（運搬行程が長い場合） 

・運搬物（コンテナに収納する場合はコンテナ）、運搬車両への標識取付 

 *管理区域内で行う運搬については、適用しない。 
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2.4.3 放射線安全の確保に係る調査結果のまとめ 

 

地層処分施設の操業中の放射線安全確保対策の検討に資するため、類似の原子力関連施設とし

て、地層処分施設と同様にガラス固化体を扱う施設である再処理施設・廃棄物管理施設および、

取り扱う廃棄物の種類はガラス固化体とは異なるが、地下の施設を有する原子力関連施設として、

第二種廃棄物埋設施設の関連法令・指針等に規定されている安全対策要求事項について、特に放

射線安全に関する事項を対象に調査・整理した。 

また、最新の情報として福島第一原子力発電所の事故以降に施行された再処理施設、廃棄物管

理施設、第二種廃棄物埋設施設の新規制基準における放射線安全に関する考え方についても調査

した。 

さらに、具体的な線量基準等について放射線業務従事者・周辺監視区域外の基準、管理区域基

準、事業所内の運搬に係る基準を調査した。 

基本的な放射線安全の確保に関する要求内容は、各施設の旧指針類等と新規制基準とで大きく

変わらず、放射性物質の閉じ込め、遮へい、放射線管理、及び操業中の安全評価（通常時、事故

時）について定められている。新規制基準では、さらに事故時の施設の要求事項、事故・異常事

象（自然現象含む）の評価の考え方等が強化されている。 

地層処分施設の操業中の放射線安全対策は、地上及び地下施設での閉じ込め・遮へい・放射線

管理対策、地上施設を介した周辺監視区域外への気体・液体放出管理方法、およびこれらの通常

時・事故時の安全評価手法については、今回調査した類似施設の法令・指針に定められた既設の

方法により対応可能と考えられる。一方、操業中の地下施設での放射性物質の漏洩や移行の管理・

監視あるいは放出管理については、地下処分場に特有のものであり先行類似施設である第二種廃

棄物埋設施設での検討事例等を参考に、今後開発すべき課題と考えられる。 
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2.5 災害発生に着目した安全対策の必要技術 

 

2.3 にて実施した技術要件の整理を受け、地層処分施設の事業期間中の一般労働安全確保に関わ

る構成要素と技術要件との関係性について考察を加え、安全に係る必要技術を例示する。また、

東北地方太平洋沖地震とそれに伴う津波による甚大な被害発生を契機に、原子力災害からの公衆

安全に係る防災計画が原子力発電所を抱える自治体において策定されつつあることから、公衆安

全に係る計画において求められている要素についても、一般労働安全確保に資する情報として調

査・整理する。 

 

 

2.5.1 一般労働安全に係る必要技術の確認 

 

 NUMO [1]は、一般労働安全に対する安全対策の考え方について、事業期間中の安全確保に関

する基本的な安全対策と処分施設の構成要素ごとの安全対策の関係を、「作業環境の維持」、「災害

発生・拡大の防止」、「災害の避難経路の確保」の 3 つの対策に区分し提示している（表 2.5.1-1）。 

 

表 2.5.1-1 事業期間中の安全確保の安全対策と構成要素の関係 

（表 2.3.3-1 を一部抜粋の上再掲） 

基本的な安全対策 安全対策 構成要素 

一
般
労
働
安
全 

作業環境の維持 

空洞の力学的安定性の確保* 

地上施設 

地下施設 

換気経路の確保 

排水対策 

災害の発生・拡大防止 
防火対策 

そのほかの災害防止対策 

災害時の避難経路の確保 避難経路の確保 

（＊地下施設でのみ考慮する安全対策） 

 

 一般労働安全の確保の重要性については、2.3 節にてすでに述べた通りである。ここでは、３つ

の対策区分について、検討中の技術要件との関係性について考察を加えた後、必要技術を例示す

ることとする。 

まず、表 2.5.1-1 に示された「安全対策」のうち、作業環境の維持における「排水対策」、「空

洞の力学的安定性の確保」については、施設設計や工法等のハード面に依存する部分が大きいた

め、本調査においては対象外とする。一方、「換気経路の確保」、災害の発生・拡大の防止におけ

る「防火対策」については、双方の関係性も深く、ここでの検討から二次的に派生する「そのほ

かの災害防災対策」、災害時の避難経路の確保における「避難経路の確保」にも関わってくる。 

 以上のことから、特に「基本的な安全対策」の中から、「災害の発生・拡大の防止」の「防火対

策」に着目し、これより派生する一般労働安全に係る必要技術の検討を例示する。 
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(1) 災害の発生と拡大の防止に資する安全確保技術の検討 

 1) 平常時と災害時に必要な対策技術 

一般労働安全に係る必要技術の検討にあたり、日常的に把握しておくべき事項と災害時の

対応事項の双方の技術検討が必要であると考えられることから、まず、平常時と災害時の区

分で検討の流れを模式図に示した（図 2.5.1-1）。 

 

平常時の
空気の流れ

机上で表現する

予測する

制御する

監視する

検

証

状
況
の
確
認

災害時の
空気の流れ

予測する

避難する

状
況
の
確
認

必要な保安装備、
設備の配置

制御する

監視する

検

証

 

図 2.5.1-1 一般労働安全対策の検討の流れ 

 

 

平常時においては、建設中や定置中などの操業期間中における通気を解析的に机上で表

現・予測・制御し、これらの状況を確認することが第一に考えられる。次に、この解析結果

を元にあらかじめ起こりうる事態が発生した際における空気の流れや有害ガス等の流れを予

測しておくことが考えられる。そして、予測結果に基づき、送風機等の換気施設を考慮した
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上で、どのような操作をすれば最適な換気となるか、気流の制御についての検討を行うこと

が考えられる。なお、これらの解析結果は、幌延深地層研究センター等のサイトを利用して

実地での検証を行うことが考えられる。 

また、これらの通気の状況は常に把握されている必要があることから、平常時・災害時と

もに監視が必要となる。 

なお、通気の制御による有害物質が発生するエリアの遮断等、直接的な対応を行うことも

考えられる。また、これらの対応に加えて、装備品や設備で一時的に身の安全を確保させな

がら作業従事者を避難させる為の方法についても検討が必要と考えられる。 

 

 2) 火災の発生・拡大防止対策 

前項を踏まえ、災害の発生・拡大の防止の「防火対策」に着目し、まず地下坑道における

火災等の状況を検討の出発点に、安全確保までの流れを、模式図に示す（図 2.5.1-2）。 

 

火災

酸素濃度の低下、
熱放射による高温化

有害物質の発生

状況を
確認する

通気を
制御する

解析的に
通気を表現

する

避難行動

必要な保安
装備、設備、

配置

安全確保

災害時の気流
を予測する

検証する

状況を
確認する

凡例

平常時

災害発生時

 

 

図 2.5.1-2 火災発生時における安全確保対策検討の流れ 

 

 

図に示すとおり、火災事象の一例として「酸素濃度の低下、熱放射による高温化」と「有

害物質の発生」が想定される。これらの事象各々に、拡大防止のための防災対策が連なって

いるが、大きくは「平常時」からの流れと「災害時の対応」の２つの流れとなる。 

火災時における作業員の安全の確保を行う為には、迅速で適切な避難の実現と、必要な保

安装備や設備の適正な配置等が必要である。 
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(2) 検討方法に関する一考察 

 

5.1.1 の検討を踏まえ、一般労働安全対策のうち「災害の発生・拡大防止」の防火対策に着

目した必要技術を検討するための各要素（「空気の流れの表現」、「通気の検証」、「災害時の状

況予測」、「通気の制御」、「状況の確認」）について、検討すべき項目と更に細分化したテーマ

を表 2.5.1-2 に例示する。 
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表 2.5.1-2 安全対策の必要技術の例示 

【一般労働安全対策 「災害の発生・拡大防止」の防火対策に着目した場合】 

要素 項目 検討テーマ 備考※ 

空
気
の
流
れ
の
表
現
（
平
常
時
・
災
害
時
） 

通気の表現 

(1) 
考慮すべき条件・必要なアウトプット項目
の設定 

 

(2) 
局所的、俯瞰的条件を踏まえた解析手法の
検討 

 

(3) 
常時、災害時等の場面を踏まえた解析手法
の検討 

 

(4) 
事前解析・リアルタイムシミュレーション
等の利用時期を踏まえた手法の検討 

 

既存解析の適用性 

及び組み合わせの
検討 

(5) 
解析手法・次元の違いによる結果への影響
確認 

 

(6) 
火災発生等の場面、着目する場所等を考慮
した解析の適用性確認 

 

通気網解析の検討
（全体系） 

(7) 地下処分施設全体系の通気の表現  

(8) 
温度や気圧等の変化を考慮した通気の表
現 

 

(9) 
火災発生や送風機の停止等の非定常流下
での通気の表現 

 

(10) 
坑道内温度や酸素濃度と通気量の影響把
握 

 

通気網解析の検討
（局所的） 

(11) 
送風機、ダクト、エアコン等の換気設備・
空調設備を考慮した通気の表現 

 

(12) 
風門の開閉や換気設備の操作を考慮した
通気の表現 

 

(13) 
坑道内の廃棄体の移動、掘削機の移動等 
通気断面に影響を与える際の表現 

 

(14) 有害物質の滞留と送風による変化の確認  

通
気
の

検
証 

類似施設による実
験 

(15) 
実証実験による解析技術【（8）～（15）の
結果等】の検証 

 

解析へのフィード
バック 

(16) 
解析技術へのフィードバック（予測技術の
高度化） 

 

災
害
時
の
状
況
予
測 

有毒ガスによる汚
染度 

(17) 
有毒ガスによる汚染濃度予測と必要換気
量の予測 

処分坑道で火災が発生した

場合の火災延焼シミュレー

ション（対策のための試

験・解析として抽出） 

火災時の予測 

(18) 
火災時の熱、有毒ガス、酸素濃度の広がり
に関する予測 

(19) 
火災時の電源喪失（送風機停止）における
予測 

 

(20) 坑道内の作業員の避難予測  

通
気
の
制
御 

通気の制御による
安全確保 

(21) 有毒ガスの排気制御技術  

(22) 
通気制御による作業員安全の確保（安全な
区域の創出） 

 

(23) 消火に有効な通気制御技術 
坑道内火災の消火（応急対

策として抽出） 

通気を補完する安全対策 (24) 作業員安全に必要な装備、設備、配置 

換気機能の代替設備を投入

可能な構造施設（恒久対策

として抽出） 

状
況
の
確
認 

平常時の状況 (25) 作業環境のモニタリング技術 坑道内の状況把握・監視機

能の代替設備を投入可能な

構造施設（恒久対策として

抽出） 

災害状況 
(26) 災害発生場所および災害種別の把握技術 

(27) 有毒ガス等の広がりのモニタリング技術 

被害状況 

(28) 作業員の安否および状況確認技術 

(29) 廃棄体の状況に関するモニタリング技術 

(30) 放射線安全に関する継続的監視技術 
※平成 24 年度地層処分技術調査等事業[14] 
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2.5.2 放射線安全の確保に係る原子力防災 

 

一般労働安全確保に資する情報として、原子力防災に係る法令等を整理するとともに、原子力

防災の現状を調査・整理する。 

 

(1) 原子力防災に係る法令等 

 1) 原子力防災の定義 

原子力防災の定義は、原子力災害対策特別措置法（第 27 条）に基づく、災害対策基本法（第

1 章第 2 条第 3 項）の読み換えにより以下の通り定義されている。 

 

原子力災害（原災法第 2 条第 1 号に規定する原子力災害をいう。）を未然に防止し、原子力災害

（原子力災害が生ずる蓋然性を含む。）が発生した場合における被害（被害が生ずる蓋然性を含

む。）の拡大を防ぎ、及び原子力災害の復旧を図ることをいう。 

 

 2) 関係法令及び防災計画の体系 

原子力防災に係る関係法令及び防災計画は、災害対策基本法や災害救助法に基づく災害全

般に係る法令に加えて、原子力災害の特性を鑑み原子力災害対策特別措置法や原子力災害対

策指針[16]が定められている（図 2.5.2-1）。 

なお、地層処分施設事業者についても、原子力災害対策特別措置法（第 2 条第 3 項）にお

いて「原子力事業者」として位置付けられており、原子力災害対策特別措置法（第 7 条）に

基づき原子力事業者防災業務計画を作成する必要がある。 

 

国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護

災害対策基本法
（昭和36年11月15日、法律第223号）

避難所設置、医療等

災害救助法
（昭和22年10月18日、法律第２２３号）

原子力災害から国民の生命、身体及び財産を保護

原子力災害対策特別措置法
（平成11年12月17日、法律第156号）

国全体の総合的な計画
平成9年原子力災害対策編を追加

防災基本計画
（中央防災会議）

原子力災害予防対策、緊急事態応急
対策及び原子力災害事後対策の円滑
な実施を確保するための指針

※防災指針の改訂版に相当

原子力災害対策指針
（原子力規制委員会）

防災業務計画
指定行政機関
指定公共機関等

地域防災計画
都道府県、市町村

原子力事業者
防災業務計画

関係省庁等のより詳細な役割分担や具体的な対応は「原子力災害対策マニュアル
（原子力防災会議）」に記載されている。

核原料物質、核燃料物質及び
原子炉の規制に関する法律

(昭和32年6月10日、法律第166号)

原子力損害の賠償に関する法律
(昭和36年6月17日、法律第147号)

原子力損害賠償補償契約に関する法律
(昭和36年6月17日、法律第148号)

関連法令

作成を規定

参照

原子力災害

災害全般

 

図 2.5.2-1 原子力防災に関する法令等 

（出典：JAEA-Review 2013-015[16]図 3-1 に加筆） 
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 3) 防災業務計画及び地域防災計画作成のための指針・マニュアル等 

  a. 原子力災害対策指針 

表 2.5.2-1 に示す原子力災害対策指針[15]は、原子力事業者、国、公共的団体等が原子力

災害対策に係る計画を策定や当該対策を実施するにあたって、科学的、客観的判断を支援

するために、専門的、技術的事項について定めるものである。 

 

表 2.5.2-1 原子力災害対策指針の構成 

 タイトル 

第 1 原子力災害 

（1） 原子力災害及び原子力事業者の責任 

（2） 放射性物質又は放射線の放出形態及び被ばくの経路 

（3） 原子力災害の特殊性 

（4） 放射線被ばくの防護措置の基本的考え方 

第 2 原子力災害事前対策 

（1） 原子力災害事前対策の基本的考え方 

（2） 緊急事態における防護措置実施の基本的考え方 

（3） 原子力災害対策重点区域 

（4） 原子力事業者が講ずべき原子力災害事前対策 

（5） 緊急時における住民等への情報提供の体制整備 

（6） 緊急時モニタリングの体制整備 

（7） 被ばく医療体制の整備 

（8） 平時からの住民等への情報提供 

（9） オフサイトセンター等の整備 

（10） 諸設備の整備 

（11） 防災関係資料の整備 

（12） 防災業務関係者等に対する教育及び訓練 

第 3 緊急事態応急対策 

（1） 緊急事態応急対策の基本的な考え方 

（2） 異常事態の把握及び緊急事態応急対策 

（3） 緊急時モニタリングの実施 

（4） 緊急時における住民等への情報提供 

（5） 防護措置 

（6） 核燃料物質等の輸送時の防災対策 

第 4 原子力災害中長期対策 

（1） 原子力災害中長期対策の基本的考え方 

（2） 発災後の復旧に向けた環境放射線モニタリング 

（3） 発災後の復旧に向けた個人線量推定 
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（4） 発災後の復旧に向けた健康評価 

（5） 除染措置 

（6） 緊急時被ばく状況から現存被ばく状況・計画的被ばく状況への移行の考え方 

第 5 東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故について 

（1） 特定原子力施設に係る原子力災害対策の取扱い 

（2） 原子力災害事前対策及び緊急事態応急対策における留意事項 

（3） 中長期対策について 

（4） 今後の検討課題について 

第 6 今後、原子力規制委員会で検討を行うべき課題 

第 7 結び 

 

 

  b. 原子力事業者防災業務計画 

原子力事業者防災業務計画は、原子力災害対策特別措置法に基づき原子力事業者が作成

すべき原子力事業者防災業務計画等に関する省令（第 2 条）（以下「省令」という。）によ

り記載すべき事項が示されている（表 2.5.2-2）。 

原子力事業者防災業務計画の目次構成の事例（リサイクル燃料貯蔵株式会社 リサイク

ル燃料備蓄センター（平成 25 年 3 月））[17]を表 2.5.2-3 に示す。 
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表 2.5.2-2 原子力災害対策特別措置法に基づき原子力事業者が作成すべき 

原子力事業者防災業務計画等に関する省令（第 2 条第 1 項） 

 

番号 原子力事業者防災業務計画に記載すべき事項 

1 原子力防災管理者、副原子力防災管理者及び原子力防災要員の職務に関すること。 

2 原子力防災管理者又は副原子力防災管理者が、旅行又は疾病その他の事故のためその職務

を行うことができない場合にその職務を代行する者に関すること 

3 原子力防災組織の編成に関すること。  

4 原子力防災要員の配置及び原子力防災要員に対する防災教育の実施に関すること。  

5 放射線測定設備その他防災のための設備の設置及び維持に関すること。  

6 原子力防災資機材の備付け及び保守点検に関すること。  

7 原子力災害対策特別措置法施行令第六条第四項 に規定する事象その他の事象による原子

力災害を想定した防災訓練の実施及びその評価に関すること。  

8 原子力施設に異常が発生し、又はそのおそれがある場合における原子力規制委員会との連

携に係る原子力事業者が行う措置（原子力緊急事態解除宣言をするまでの措置に限る。）

に関すること。  

9 特定事象が発生した場合における原子力防災管理者の内閣総理大臣及び原子力規制委員

会（事業所外運搬に係る特定事象の発生の場合にあっては、内閣総理大臣、原子力規制委

員会及び国土交通大臣）、所在都道府県知事、所在市町村長、関係周辺都道府県知事、警

察機関その他の関係機関への通報及びこれらの機関への当該特定事象の経過の連絡に関

すること。 

10 特定事象が発生した場合における原子力災害の発生又は拡大の防止のために行う応急措

置の実施及びその措置の概要についての報告に関すること。 

11 緊急事態応急対策の実施（原子力災害合同対策協議会への参加を含む。）に関すること。  

12 緊急事態応急対策が実施される場合における原子力防災要員の派遣、原子力防災資機材の

貸与その他必要な措置の実施に関すること。 

13 原子力災害事後対策の実施（原子力災害合同対策協議会への参加を含む。）に関すること。 

14 原子力災害事後対策が実施される場合における原子力防災要員の派遣、原子力防災資機

材の貸与その他必要な措置の実施に関すること。  

15 他の原子力事業者への協力に関すること。  

16 原子力事業所の主要な施設又は設備を明示した書類又は図面の整備に関すること。  

17 前各号に掲げるもののほか、原子力事業所における原子力災害の発生又は拡大の防止のた

め原子力防災組織が行うべき業務に関し必要な事項 

※省令には上記の他、原子力事業者のうち実用発電原子炉を扱う事業者のみが記載すべき事項が定められている。 
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表 2.5.2-3 原子力事業者防災業務計画の事例 

章／節 タイトル 省令の番号 

第 1 章 総則 

第 1 節 原子力事業者防災業務計画の目的 ― 

第 2 節 定義 ― 

第 3 節 原子力事業者防災業務計画の基本構想 ― 

第 4 節 原子力事業者防災業務計画の運用 ― 

第 5 節 原子力事業者防災業務計画の修正 ― 

第 2 章 原子力災害予防対策の実施 

第 1 節 防災体制 1、2、3 

第 2 節 原子力防災組織の運営 1,3 

第 3 節 放射線測定設備および原子力防災資機材の整備 5、6 

第 4 節 原子力災害対策活動で使用する資料の整備 6 

第 5 節 原子力災害対策活動で使用する施設および設備等の整備・点検 5、6 

第 6 節 防災教育の実施 4 

第 7 節 防災訓練の実施 7 

第 8 節 関係機関との連携 8 

第 9 節 備蓄センター周辺の方々を対象とした平常時の広報活動 17 

第 3 章 緊急事態応急対策等の実施 

第 1 節 通報および連絡 8、9 

第 2 節 応急措置の実施 10、 

第 3 節 緊急事態応急対策 11 

第 4 章 原子力災害事後対策 

第 1 節 備蓄センターの対策 17 

第 2 節 原子力防災要員の派遣等 13、14 

第 5 章 その他 

第 1 節 他の原子力事業者への協力 15 

図表集 16 
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  c. 地域防災計画（原子力災害対策編）作成マニュアル 

原子力災害対策特別措置法（第 28 条第１項）の規定により読み替えて適用する災害対策

基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 40 条及び第 42 条の規定により、都道府県及び市町

村には、防災基本計画及び原子力災害対策指針[15]に基づく地域防災計画（原子力災害対

策編）を作成することが求められている。 

また、原子力災害対策特別措置法（第 7 条第１項）によると原子力事業者防災業務計画

は、地域防災計画等に抵触するものであってはならないと定められている。 

原子力事業者防災業務計画作成の際の参考として、内閣府原子力防災担当が、都道府県

及び市町村の地域防災計画（原子力災害対策編）を作成の支援として公開している、地域

防災計画（原子力災害対策編）作成マニュアル（県分及び市町村分）[18][19]の整理を示す

（表 2.5.2-4）。 

 

表 2.5.2-4 地域防災地域防災計画（原子力災害対策編）作成マニュアルの構成 

タイトル 県分 市町村分 

第 1 章 総 則 

 計画の目的 ○ ○ 

 計画の性格 ○ ○ 

 計画の周知徹底 ○ ○ 

 計画の作成又は修正に際し遵守すべき指針 ○ ○ 

 計画の基礎とするべき災害の想定 ○ ○ 

 原子力災害対策を重点的に実施すべき区域を含む地域の範囲 ○ ○ 

 
原子力災害対策を重点的に実施すべき区域の区分等に応じた防護

措置の準備及び実施 
○ ○ 

 防災関係機関の事務又は業務の大綱 ○ ○ 

第 2 章 原子力災害事前対策 

 基本方針 ○ ○ 

 原子力事業者との防災業務計画に関する協議及び防災要員の現況

等の届出の受理 
○ ○ 

 立入検査と報告の徴収 ○ ○ 

 原子力防災専門官及び地方放射線モニタリング対策官との連携 ○ ○ 

 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え ○ ○ 

 情報の収集・連絡体制等の整備 ○ ○ 

 緊急事態応急体制の整備 ○ ○ 

 避難収容活動体制の整備 ○ ○ 

 飲食物の出荷制限、摂取制限等 ○ ― 

 緊急輸送活動体制の整備 ○ ○ 

 救助・救急、医療、消火及び防護資機材等の整備 ○ ○ 
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 住民等への的確な情報伝達体制の整備 ○ ○ 

 行政機関の業務継続計画の策定 ○ ○ 

 原子力防災等に関する住民等に対する知識の普及と啓発及び国際

的な情報発信 
○ ○ 

 防災業務関係者の人材育成 ○ ○ 

 防災訓練等の実施 ○ ○ 

 原子力施設上空の飛行規制 ○ ○ 

 核燃料物質等の運搬中の事故に対する対応 ○ ○ 

 災害復旧への備え ― ○ 

第３章 緊急事態応急対策 

 基本方針 ○ ○ 

 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保 ○ ○ 

 活動体制の確立 ○ ○ 

 屋内退避、避難収容等の防護活動 ○ ○ 

 治安の確保及び火災の予防 ○ ○ 

 飲食物の出荷制限、摂取制限等 ○ ○ 

 緊急輸送活動 ○ ○ 

 救助・救急、消火及び医療活動 ○ ○ 

 住民等への的確な情報伝達活動 ○ ○ 

 自発的支援の受入れ等 ○ ○ 

 行政機関の業務継続に係る措置 ○ ○ 

第４章 原子力災害中長期対策 

 基本方針 ○ ○ 

 緊急事態解除宣言後の対応 ○ ○ 

 原子力災害事後対策実施区域における避難区域等の設定 ○ ○ 

 放射性物質による環境汚染への対処 ○ ○ 

 各種制限措置等の解除 ○ ○ 

 環境放射線モニタリングの実施と結果の公表 ○ ○ 

 災害地域住民に係る記録等の作成 ○ ― 

 被災者等の生活再建等の支援 ○ ○ 

 風評被害等の影響の軽減 ○ ○ 

 被災中小企業等に対する支援 ○ ○ 

 心身の健康相談体制の整備 ○ ○ 

 物価の監視 ○ ― 

 復旧・復興事業からの暴力団排除 ○ ― 
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(2) 原子力防災対策 

 1) 原子力災害特有の対策 

原子力災害対策指針[15]によると、原子力災害の特性を以下の通り示している。 

・復旧・復興作業が極めて困難となることから、原子力災害そのものの発生又は拡大の防止

が極めて重要であること 

・放射性物質又は放射線による影響は、すぐに五感で感じることができないこと 

・平時から放射線についての基本的な知識と理解を必要とすること 

・原子力に関する専門的知識を有する機関の役割、当該機関による指示、助言等が極めて重

要であること 

・被ばくの影響は長時間経過した後に現れる可能性があるので、住民等に対して、事故発生

時から継続的に健康管理等を実施することが重要であること 

上記の特殊性を踏まえた、原子力災害特有の対策とその実施方法及び注意点を、

JAEA-Review2013-015[16]を元に整理した表 2.5.2-5 に示す。 

  

表 2.5.2-5 原子力災害特有の対策 

（出典：JAEA-Review2013-015,表 1-5[16]を元に整理） 

対策 実施方法 注意点 

避難 

及び 

一時移転 

環境へ放出された放射

性物資から距離をおく。 

・避難は緊急に実施するもの、一時移転は日常生活を継続

した場合の被ばくを低減するもの。 

・災害時要援護者への対応が必要。 

・避難者への肉体的・精神的影響が避けられない。 

屋内退避 

自宅やコンクリート建

物に入り、気密性を高め

（窓を閉め、エアコンや

換気扇を止め）、口及び

鼻をタオル等で保護す

る。 

・比較的容易に実施可能で、避難までの間の待機のため実

施。 

・避難又は一時移転が困難な場合に実施。 

・長期にわたる場合、避難への切替を検討する必要がある。 

・テレビやラジオ等による地方公共団体等からの情報に注

意する。 

安定ヨウ

素剤の服

用 

国等の指示に従って、適

切な時期に安定ヨウ素

剤（丸薬）を服用する。

（乳幼児にはシロップ） 

・ヨウ素以外の核種や外部被ばくに対する効果はない。 

・放射性ヨウ素吸入等の２４時間前から直後に服用しなけ

れば効果は低く、また、効果は服用から２４時間程度。 

・副作用や禁忌者等に関する注意が必要。 

飲食物の 

摂取制限 

基準以上の放射性物質

によって汚染された飲

料水や飲食物の摂取や

出荷の制限。 

・代替となる飲食物を提供する。 
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 2) 事業者から行政に対する対応 

事業者から行政に対する対応として、原子力災害対策特別措置法（第二章第十条）（表 

2.5.2-6）により「原子力防災管理者の通報義務等」が、原子力災害対策特別措置法施行令（第

４条）（表 2.5.2-7）により「通報義務等の基準、事象等」が定められている。 

 

表 2.5.2-6 原子力防災管理者の通報義務等 

原子力災害対策特別措置（第二章第十条）（抜粋） 

1．原子力防災管理者は、原子力事業所の区域の境界付近において政令で定める基準以上の放射

線量が政令で定めるところにより検出されたことその他の政令で定める事象の発生につい

て通報を受け、又は自ら発見したときは、直ちに、内閣府令・原子力規制委員会規則（事

業所外運搬に係る事象の発生の場合にあっては、内閣府令・原子力規制委員会規則・国土

交通省令）及び原子力事業者防災業務計画の定めるところにより、その旨を内閣総理大臣

及び原子力規制委員会、所在都道府県知事、所在市町村長並びに関係周辺都道府県知事（事

業所外運搬に係る事象の発生の場合にあっては、内閣総理大臣、原子力規制委員会及び国

土交通大臣並びに当該事象が発生した場所を管轄する都道府県知事及び市町村長）に通報

しなければならない。この場合において、所在都道府県知事及び関係周辺都道府県知事は、

関係周辺市町村長にその旨を通報するものとする。 

2．前項前段の規定により通報を受けた都道府県知事又は市町村長は、政令で定めるところによ

り、内閣総理大臣及び原子力規制委員会（事業所外運搬に係る事象の発生の場合にあって

は、内閣総理大臣、原子力規制委員会及び国土交通大臣。以下この項及び第十五条第一項

第一号において同じ。）に対し、その事態の把握のため専門的知識を有する職員の派遣を要

請することができる。この場合において、内閣総理大臣及び原子力規制委員会は、適任と

認める職員を派遣しなければならない。 
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表 2.5.2-7 通報義務等の基準、事象等 

原子力災害対策特別措置法施行令（第４条）（抜粋） 

1．法第十条第一項 の政令で定める基準は、一時間当たり五マイクロシーベルトの放射線量と

する。 

2．法第十条第一項 の規定による放射線量の検出は、法第十一条第一項 の規定により設置され

た放射線測定設備の一又は二以上について、それぞれ単位時間（二分以内のものに限る。）

ごとのガンマ線の放射線量を測定し一時間当たりの数値に換算して得た数値が、前項の放

射線量以上のものとなっているかどうかを点検することにより行うものとする。ただし、

当該数値が落雷の時に検出された場合その他原子力規制委員会規則で定める場合は、当該

数値は検出されなかったものとみなす。 

3．前項の定めるところにより検出された放射線量が法第十一条第一項 の規定により設置され

た放射線測定設備の全てについて第一項 の放射線量を下回っている場合において、当該放

射線測定設備の一又は二以上についての数値が一時間当たり一マイクロシーベルト以上で

あるときは、法第十条第一項 の規定による放射線量の検出は、前項の規定にかかわらず、

同項の定めるところにより検出された当該各放射線測定設備における放射線量と原子炉の

運転等のための施設の周辺において原子力規制委員会規則で定めるところにより測定した

中性子線の放射線量とを合計することにより行うものとする。 

4．法第十条第一項 の政令で定める事象は、次の各号のいずれかに掲げるものとする。 

（1）第一項に規定する基準以上の放射線量が第二項又は前項の定めるところにより検出された

こと。 

（2）当該原子力事業所における原子炉の運転等のための施設の排気筒、排水口その他これらに

類する場所において、当該原子力事業所の区域の境界付近に達した場合におけるその放

射能水準が第一項に規定する放射線量に相当するものとして原子力規制委員会規則で定

める基準以上の放射性物質が原子力規制委員会規則で定めるところにより検出されたこ

と。 

（3）当該原子力事業所の区域内の場所のうち原子炉の運転等のための施設の内部に設定され

た管理区域（その内部において業務に従事する者の被ばく放射線量の管理を行うべき区

域として原子力規制委員会規則で定める区域をいう。）外の場所（前号に規定する場所を

除く。）において、次に掲げる放射線量又は放射性物質が原子力規制委員会規則で定める

ところにより検出されたこと。  

・一時間当たり五十マイクロシーベルト以上の放射線量 

・当該場所におけるその放射能水準が一時間当たり五マイクロシーベルトの放射線量

に相当するものとして原子力規制委員会規則で定める基準以上の放射性物質 

（4）事業所外運搬に使用する容器から一メートル離れた場所において、一時間当たり百マイク

ロシーベルト以上の放射線量が原子力規制委員会規則・国土交通省令で定めるところに

より検出されたこと。 
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（5）前各号に掲げるもののほか、実用発電用原子炉（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規

制に関する法律第四十三条の四第一項 に規定する実用発電用原子炉をいう。第六条第四

項第四号において同じ。）の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却

材の漏えいが発生したことその他の原子炉の運転等のための施設又は事業所外運搬に使

用する容器の特性ごとに原子力緊急事態に至る可能性のある事象として原子力規制委員

会規則（事業所外運搬に係る事象にあっては、原子力規制委員会規則・国土交通省令）

で定めるもの 

（6）前各号に掲げるもののほか、第六条第四項第三号又は第四号に掲げる事象 

 

 3) 初期対応段階における緊急防護措置 

原子力災害対策指針[15]によると、緊急防護措置の実施基準として「Emergency Action 

Level（緊急事態区分及び緊急時活動レベル）、以後 EAL と表記）」及び「Operational 

Intervention Level（運用上の介入レベル）、以後 OIL と表記）」が示されている。 

EAL は、放射性物質の放出開始前から迅速な意思決定ができるよう、施設の状況に応じて

緊急事態の区分により実施する予防防護措置、OIL は、観測可能な指標に基づく緊急防護措

置を示している。 

EAL 及び OIL による防護措置実施の基準と、防護措置の実施フローを次頁以降に示す。 
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表 2.5.2-8 EAL（緊急事態区分及び緊急時活動レベル） 

（出典：原子力災害対策指針（平成 25 年 9 月 5 日全部改訂）[15]） 

区分 
沸騰水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉施設（原子炉容器内

に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。） 

措置の概要 

緊
急
事
態
区
分 

警
戒
事
態 

① 原子炉の運転中に原子炉保護回路の1チャンネルから原子炉停止信号が発信さ

れ、その状態が一定時間継続された場合において、当該原子炉停止信号が発信

された原因を特定できないこと。 

② 原子炉の運転中に保安規定で定められた数値を超える原子炉冷却材の漏えい

が起こり、定められた時間内に定められた措置を実施できないこと。 

③ 原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能が喪失すること。 

④ 原子炉の運転中に主復水器による当該原子炉から熱を除去する機能が喪失し

た場合において、当該原子炉から残留熱を除去する機能の一部が喪失するこ

と。 

⑤ 全ての非常用交流母線からの電気の供給が1系統のみとなった場合で当該母線

への電気の供給が1つの電源のみとなり、その状態が15分以上継続すること、

又は外部電源喪失が3時間以上継続すること。 

⑥ 原子炉の停止中に当該原子炉容器内の水位が水位低設定値まで低下するこ

と。 

⑦ 使用済燃料貯蔵槽の水位が一定の水位まで低下すること。 

⑧ 原子炉制御室その他の箇所からの原子炉の運転や制御に影響を及ぼす可能性

が生じること。 

⑨ 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業所外と

の通信のための設備の一部の機能が喪失すること。 

⑩ 重要区域において、火災又は溢水が発生し、原子力災害対策特別措置法に基

づき原子力事業者が作成すべき原子力事業者防災業務計画等に関する命令（平

成24年文部科学省・経済産業省令第4号）第2条第2項第8号に規定する安

全上重要な構築物、系統又は機器（以下「安全機器等」という。）の機能の一

部が喪失するおそれがあること。 

⑪ 燃料被覆管障壁もしくは原子炉冷却系障壁が喪失するおそれがあること、又

は、燃料被覆管障壁もしくは原子炉冷却系障壁が喪失すること。 

⑫ 当該原子炉施設等立地道府県において、震度6弱以上の地震が発生した場合。 

⑬ 当該原子炉施設等立地道府県において、大津波警報が発令された場合。 

⑭ 東海地震注意情報が発表された場合（浜岡原子力発電所のみ）。 

⑮ オンサイト統括補佐が警戒を必要と認める当該原子炉施設の重要な故障等が

発生した場合。 

⑯ 当該原子炉施設において新規制基準で定める設計基準を超える外部事象が発

生した場合（竜巻、洪水、台風、火山等）。 

⑰ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれが

あることを認知した場合など委員長又は委員長代行が警戒本部の設置が必

要と判断した場合。 

体制構築や

情報収集を行

い、住民防護の

ための準備を

開始する。 
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区分 
沸騰水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉施設（原子炉容器内

に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。） 

措置の概要 

緊
急
事
態
区
分 

施
設
敷
地
緊
急
事
態 

① 原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材の漏

えいが発生すること。 

② 原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能が喪失した場合において、

全ての非常用の炉心冷却装置（当該原子炉へ高圧で注水する系に限る。）によ

る注水ができないこと。 

③ 原子炉の運転中に主復水器による当該原子炉から熱を除去する機能が喪失し

た場合において、当該原子炉から残留熱を除去する全ての機能が喪失するこ

と。 

④ 全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が 30 分以上（原

子炉施設に設ける電源設備が実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構

造及び設備の基準に関する規則（平成25年原子力規制委員会規則第５号）第

57条第1項及び実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則

（平成25年原子力規制委員会規則第6号）第72条第1項の基準に適合しな

い場合には、5分以上）継続すること。 

⑤ 非常用直流母線が一となった場合において、当該直流母線に電気を供給する電

源が一となる状態が5分以上継続すること。 

⑥ 原子炉の停止中に当該原子炉容器内の水位が非常用炉心冷却装置（当該原子

炉へ低圧で注水する系に限る。）が作動する水位まで低下すること。 

⑦ 使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと又は当該貯蔵槽の水位を維持で

きていないおそれがある場合において、当該貯蔵槽の水位を測定できないこ

と。 

⑧ 原子炉制御室の環境が悪化し、原子炉の制御に支障が生じること、又は原子

炉若しくは使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合において、原子炉制御室

に設置する原子炉施設の状態を表示する装置若しくは原子炉施設の異常を表

示する警報装置の機能の一部が喪失すること。 

⑨ 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業所外と

の通信のための設備の全ての機能が喪失すること。 

⑩ 火災又は溢水が発生し、安全機器等の機能の一部が喪失すること。 

⑪ 原子炉格納容器内の圧力又は温度の上昇率が一定時間にわたって通常の運転

及び停止中において想定される上昇率を超えること。 

⑫ 原子炉の炉心（以下単に「炉心」という。）の損傷が発生していない場合にお

いて、炉心の損傷を防止するために原子炉格納容器圧力逃がし装置を使用す

ること。 

⑬ 燃料被覆管の障壁が喪失した場合において原子炉冷却系の障壁が喪失するお

それがあること、燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失するおそ

れがあること、又は燃料被覆管の障壁若しくは原子炉冷却系の障壁が喪失す

るおそれがある場合において原子炉格納容器の障壁が喪失すること。 

⑭ 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第10条に基づく通報の判断

基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された

場合（事業所外運搬に係る場合を除く。）。 

⑮ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれが

あること等放射性物質又は放射線が原子力事業所外へ放出され、又は放出さ

れるおそれがあり、原子力事業所周辺において、緊急事態に備えた防護措置

の準備及び防護措置の一部の実施を開始する必要がある事象が発生するこ

と。 

PAZ 内の住

民等の避難準

備、及び早期に

実施が必要な

住民避難、等の

防護措置を行

う。 
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区分 
沸騰水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉施設（原子炉容器内

に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。） 

措置の概要 

緊
急
事
態
区
分 

全
面
緊
急
事
態 

① 原子炉の非常停止が必要な場合において、制御棒の挿入により原子炉を停止

することができないこと又は停止したことを確認することができないこと。 

② 原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材の漏

えいが発生した場合において、全ての非常用の炉心冷却装置による当該原子炉

への注水ができないこと。 

③ 原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能が喪失した場合において、

全ての非常用の炉心冷却装置による当該原子炉への注水ができないこと。 

④ 原子炉格納容器内の圧力又は温度が当該格納容器の設計上の最高使用圧力又

は最高使用温度に達すること。 

⑤ 原子炉の運転中に主復水器による当該原子炉から熱を除去する機能が喪失し

た場合において、当該原子炉から残留熱を除去する全ての機能が喪失したとき

に、原子炉格納容器の圧力抑制機能が喪失すること。 

⑥  全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が1時間以上（原

子炉施設に設ける電源設備が実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造

及び設備の基準に関する規則第 57 条第 1 項及び実用発電用原子炉及びその附

属施設の技術基準に関する規則第 72 条第 4 項の基準に適合しない場合には、

30分以上）継続すること。 

⑦ 全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が５分以

上継続すること。 

⑧ 炉心の損傷の発生を示す原子炉格納容器内の放射線量を検知すること。 

⑨ 原子炉の停止中に当該原子炉容器内の水位が非常用炉心冷却装置（当該原子

炉へ低圧で注水する系に限る。）が作動する水位まで低下し、当該非常用炉心

冷却装置が作動しないこと。 

⑩ 使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部から上方 2 メートルの水

位まで低下すること、又は当該水位まで低下しているおそれがある場合におい

て、当該貯蔵槽の水位を測定できないこと。 

⑪ 原子炉制御室が使用できなくなることにより、原子炉制御室からの原子炉を

停止する機能及び冷温停止状態を維持する機能が喪失すること又は原子炉施

設に異常が発生した場合において、原子炉制御室に設置する原子炉施設の状態

を表示する装置若しくは原子炉施設の異常を表示する警報装置の全ての機能

が喪失すること。 

⑫ 燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失した場合において、原子炉

格納容器の障壁が喪失するおそれがあること。 

⑬ 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第15条に基づく緊急事態宣

言の判断基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検

出された場合（事業所外運搬に係る場合を除く。）。 

⑭その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすこと等放

射性物質又は放射線が異常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は放出さ

れるおそれがあり、原子力事業所周辺の住民の避難を開始する必要がある事

象が発生すること。 

PAZ 内の住

民避難等の防

護措置を行う

とともに、UPZ

及び必要に応

じてそれ以遠

の周辺地域に

おいて、放射性

物質放出後の

防護措置実施

に備えた準備

を開始する。放

射性物質放出

後は、計測され

る空間放射線

量率などに基

づく防護措置

を実施する。 

 

※上記の原子炉施設の他、原子力災害対策指針には、「加圧水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉施設（原子炉

容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。）」、「ナトリウム冷却型高速炉（規制法第2条第5項に規定する発電用原子

炉に限る。）に係る原子炉施設（原子炉容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。）」、「使用済燃料貯蔵槽内にのみ照

射済燃料集合体が存在する原子炉施設（照射済燃料集合体が十分な期間にわたり冷却されたものとして原子力規制委員会が定め

たものを除く。）」、「原子炉（1．～4．に掲げる原子炉を除く。）」のEALが示されている。 
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表 2.5.2-9 OIL（運用上の介入レベル） 

（出典：原子力災害対策指針（平成 25 年 9 月 5 日全部改訂）[15]） 

 基準の種類 基準の概要 初期設定値※１ 防護措置の概要 

緊
急
防
護
措
置 

OIL1 地表面からの放射線、再浮遊した
放射性物質の吸入、不注意な経口摂

取による被ばく影響を防止するた
め、住民等を数時間内に避難や屋内
退避等させるための基準 

500μSv/h 

（地上1mで計測した場合の空間放射
線量率（※2）） 

数時間内を目途に
区域を特定し、避難等

を実施。(移動が困難な
者の一時屋内退避を
含む） 

OIL4 不注意な経口摂取、皮膚汚染から
の外部被ばくを防止するため、除染
を講じるための基準 

β線：40,000cpm（※3） 

（皮膚から数 cm での検出器の計数率） 

避難基準に基づい
て避難した避難者等
をスクリーニングし

て、基準を超える際は
迅速に除染。 

β線：13,000cpm（※4）【1 ヶ月後の

値】 

（皮膚から数 cm での検出器の計数
率） 

早
期
防
護
措
置 

OIL2 地表面からの放射線、再浮遊した
放射性物質の吸入、不注意な経口摂
取による被ばく影響を防止するた

め、地域生産物（※5）の摂取を制
限するとともに、住民等を 1 週間
程度内に一時移転させるための基

準 

20μSv/h 

（地上1mで計測した場合の空間放射
線量率（※2）） 

1 日内を目途に区域
を特定し、地域生産物
の摂取を制限すると

ともに 1週間程度内に
一時移転を実施。 

飲
食
物
摂
取
制
限
※
９ 

飲食物に係る

スクリーニン
グ基準 

OIL6 による飲食物の摂取制限

を判断する準備として、飲食物中の
放射性核種濃度測定を実施すべき
地域を特定する際の基準 

0.5μSv/h（※6） 

（地上1mで計測した場合の空間放射
線量率（※2）） 

数日内を目途に飲

食物中の放射性核種
濃度を測定すべき区
域を特定。 

OIL6 経口摂取による被ばく影響を防
止するため、飲食物の摂取を制限す

る際の基準 

 

核種 

（※7） 

飲料水 

牛乳・乳
製品 

野菜類、穀
類、肉、卵、
魚、その他 

放射性ヨ
ウ素 

300Bq/kg 
2,000Bq/kg

（※8） 

放射性セ
シウム 

200Bq/kg 500Bq/kg 

プルトニ
ウム及び超
ウラン元素

のアルファ
核種 

１Bq/kg 10Bq/kg 

ウラン 20Bq/kg 100Bq/kg 
 

1 週間内を目途に飲
食物中の放射性核種

濃度の測定と分析を
行い、基準を超えるも
のにつき摂取制限を

迅速に実施。 

※1 「初期設定値」とは緊急事態当初に用いるOILの値であり、地上沈着した放射性核種組成が明確になった時点で必要な場
合にはOILの初期設定値は改定される。 

※2 本値は地上 1m で計測した場合の空間放射線量率である。実際の適用に当たっては、空間放射線量率計測機器の設置場所
における線量率と地上1mでの線量率との差異を考慮して、判断基準の値を補正する必要がある。 

※3 我が国において広く用いられているβ線の入射窓面積が20cm2 の検出器を利用した場合の計数率であり、表面汚染密度は
約120Bq/cm2 相当となる。 

他の計測器を使用して測定する場合には、この表面汚染密度より入射窓面積や検出効率を勘案した計数率を求める必要があ
る。 

※4 ※3と同様、表面汚染密度は約40Bq/cm2 相当となり、計測器の仕様が異なる場合には、計数率の換算が必要である。 

※5 「地域生産物」とは、放出された放射性物質により直接汚染される野外で生産された食品であって、数週間以内に消費さ
れるもの（例えば野菜、該当地域の牧草を食べた牛の乳）をいう。 

※6 実効性を考慮して、計測場所の自然放射線によるバックグラウンドによる寄与も含めた値とする。 

※7 その他の核種の設定の必要性も含めて今後検討する。その際、IAEAのGSG－2におけるOIL6値を参考として数値を設
定する。 

※8 根菜、芋類を除く野菜類が対象。 

※9 IAEAでは、OIL6に係る飲食物摂取制限が効果的かつ効率的に行われるよう、飲食物中の放射性核種濃度の測定が開始さ
れるまでの間に暫定的に飲食物摂取制限を行うとともに、広い範囲における飲食物のスクリーニング作業を実施する地域を
設定するための基準である OIL3、その測定のためのスクリーニング基準である OIL5 が設定されている。ただし、OIL3

については、IAEAの現在の出版物において空間放射線量率の測定結果と暫定的な飲食物摂取制限との関係が必ずしも明確
でないこと、また、OIL5については我が国において核種ごとの濃度測定が比較的容易に行えることから、放射性核種濃度
を測定すべき区域を特定するための基準である「飲食物に係るスクリーニング基準」を定める。 
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図 2.5.2-2 防護措置実施のフローの例 

（出典：原子力災害対策指針（平成 25 年 9 月 5 日全部改訂）[15]） 
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2.6 安全対策技術の考え方と評価方法に対する考察 

 

本節では、安全対策技術の枠組みを構築するとともに、安全対策技術を選択する際に必要とな

る評価方法について検討を加えた。 

 

2.6.1 安全対策技術の考え方（枠組み）の検討 

 

平成 24 年度の検討において、地震や津波を中心とした大規模な自然災害（以下「起因事象」と

いう）による外力が発生した場合、どのような異常状態や事故（クライシス状態）が生じるかが

検討されている（以下、この検討を「状況設定」という）。また、異常状態や事故への対応につい

て検討が加えられ、候補となる対策技術が抽出されている。 

一方で、本年度の検討では、操業期間中の安全確保のための安全要件と技術要件が抽出・整理

してきた。また、最新動向として、放射線安全と自然災害からの市民の避難計画策定の動向に調

査を行ってきた。  

 

これらの成果を踏まえ、操業時安全性の確保に向けた安全要件や技術要件と、安全対策技術と

の関係について整理を図った。検討結果を図 2.6.1-1 に示す 

 

自然災害に対する異常状態や事故（クライシス状態）は単独または重畳して生じ、最終的な安

全性の喪失は、熱的影響（T）、水理的影響（H）、力学的影響（M）、化学的影響（C）を分類とし

た状態に至るものと考えられる。従って、安全対策技術については、最終的な状態に対するもの

として整理していくことが適切であると考えられる。 

また、安全対策技術は、処分システムについて物理的なスケールを区分として、整理されるも

のと考えられる。また、個々の技術要件に対する安全対策技術は、区分されたスケールのそれぞ

れに存在しているものと考えられる。合わせて、各スケールで安全対策技術を重層的に選択する

ことにより、安全対策は多重化され、更なる安全性の確保に寄与していくものと考えられる。 

 

各スケールに属する安全対策技術は、以下のような特徴を持つものになると考えられる。 

 

・ファースケールの安全対策技術は、地層処分施設の立地環境に属するものであり、候補地

選定段階における 

・処分場スケールの安全対策技術は、候補地内でのレイアウトに属するものであり、候補地

選定段階で得られた情報を条件に、安全性を確保するための施設配置に属する対策が主た

るものになる。 

・坑道スケールの安全対策は、処分場が設置される立地条件とそれに適したレイアウトを条

件に、安全性を確保するための坑道のジオメトリーや坑道に付帯する設備に属する対策が

主たるものになる。 

・人工バリアスケールの安全対策は、立地環境とレイアウトおよび坑道および付帯設備の仕
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様を条件に、人工バリアの特性と付帯する設備に属する対策が主たるものになる。 

 

なお、安全対策技術の選択にあたっては、閉鎖後長期の安全性への影響について検討を加え、

整合を図っていくことも重要となる。「閉鎖後長期の安全確保」と「事業期間中の安全確保」のそ

れぞれの要件に基づいて処分場建設の計画・設計を行った場合、特別な措置なしでは各要件が両

立しない場合もある。 

例としては、処分場を建設・操業するために設置・使用する機材などの残置物が処分場の閉鎖

後にも残るために処分場の閉鎖後長期の安全性に有意な影響を及ぼす可能性があるというケース

や、操業中に地下空洞を空けた状態で長期間にわたって換気や排水を行うことにより母岩が影響

を受け、母岩の特性が変化するといったケースがある。このようなケースに対しては、科学的な

対処と工学的な対処の二種類の対処により要件の両立を図ることになる。「閉鎖後長期の安全確

保」と「事業期間中の安全確保」の要件を両立させるための方策の一つとしては、科学的な対処

により、残置物の及ぼす影響や操業期間中に地下環境が受ける擾乱の度合いを評価するものであ

る。この例としては、建設・操業中に設置された支保工（コンクリート、鋼材、有機系材料）が、

人工バリアの変質による水理学的特性の変化や、人工バリア・天然バリアによる核種の遅延効果

などに及ぼす影響を各種試験やシミュレーションなどにより科学的に評価するという方法が考え

られる。 

 

放射線安全

一般労働安全

環境影響

対策 対策 対策

ファースケール

処分場スケール
坑道スケール

EBSスケール
安全要件

自然災害

火災 津波 地震

Thermal Hydro Mechanical Chemical

閉鎖後長期の安全確保

技術要件

技術要件A

技術要件B

技術要件C

技術要件D

技術要件E

技術要件F

操業期間中の安全確保

台風

対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策

対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策

対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策

対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策

対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策

対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策

対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策 対策

立地の対策 レイアウトの対策 坑道設備の対策 EBSの対策

設計 施工 設計 施工 設計 施工 設計 施工

（生物圏）

対 策 の 多 重 化

対
策
の
整
合

自然災害に対する
処分システムの安全確保

 

図 2.6.1-1 処分システムの安全確保に向けた安全要件・技術要件と技術対策との枠組み 
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2.6.2 安全対策技術の評価方法に対する一考察 

 

本節では、一般的な施設を計画する際の安全性の考え方と、地層処分施設の安全性を確保する

ための考え方をまとめる。 

 

(1) 一般的な施設における安全性の捉え方 

安全な施設を工学的に計画することは、対象となる施設の耐用期間を想定し、その耐用期間

に対する安全性と使用性を十分に確保するように計画することになると考えられる。 

地層処分施設の長い供用期間には、地震荷重や風荷重だけではなく火災・爆発・無知・錯誤

などが原因となる外力も含めた様々な被害を受け、時には倒壊（破壊）する外力を受ける可能

性がある。外力は、その発生過程の不規則性と発生時期、継続する時間などに様々な変動があ

る中で、これらの外力の変動を考慮して計画している。しかし、経済性などを考慮した上で妥

当と考えられる外力レベルを設定しているため、極稀れに発生する（設定レベルを超過する）

外力を受けた結果として、施設が破壊すると考えらえる。このようなことは、耐力においても

材料の物性値の変動や製作精度の変動など、さまざまな不確定要因（uncertainty）による変

動性を有することから、外力と同様に施設を破壊する誘因になっているものと考えられる。 

 

これらを踏まえると、安全性を十分に確保した施設を計画することは、絶対に破壊しないも

のをつくるということではなく、破壊の危険性が許容される値（Acceptable Risk）の範囲内

において計画をすることが求められる。 

 

 1) 安全性を評価する際の基本的な考え方 

供用期間中に想定される様々な外力に対し、安全性や使用性を経済的に満足するように、

施設を計画していくことになる。一般に、施設の計画では、「施設に作用する外力」より「施

設が保有する耐力」が大きければ、安全であると評価することができる。すなわち、施設は、

数式 2.6.2-1 が成り立てば安全（safety）であると評価される。 

 

S（外力） ≦ R （耐力） 

 数式 2.6.2-1 

 

ＳとＲは同一次元の特性である必要がある。たとえば、Ｓが荷重ならＲは耐荷力、Ｓが曲

げモーメントならＲは抵抗曲げモーメント、Ｓが応答変位ならＲは限界変位、Ｓがひずみ

ならＲは限界ひずみとなる。 

 

もし、数式 2.6.2-1 が、Ｓ＞Ｒの関係の場合は、安全な状態ではないことを意味し、力学

的には「破壊」する状態、放射線安全の観点からは「被ばく」する状態を意味する。外力Ｓ

と耐力Ｒを明確に求めることができれば、比較的簡単に安全性を確認できるが、複雑なシス
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テム系であったり供用期間が長くなったりすると、外力Ｓ、耐力Ｒともに、様々な不確実性

を持つことになり、その判断には複雑さが増すことになる。 

 

不確実性が存在する中で、安全性を検討して照査する手法には、確定論的検討手法と確率論

的検討手法がある。どちらの検討手法とも、数式 2.6.2-1 を満たすことには変わりはないが、

確率論的検討手法では、外力Ｓや耐力Ｒに用いる変数を確率変数として扱うことに大きな相違

点がある。 

十分な説明性を持って不確実性を確定的に論じることができれば、確定論的検討手法によっ

て評価することが合理的である。しかし、外力Ｓや耐力Ｒには様々な不確実性を持つことにな

り、確定論的検討手法を用いて安全性を合理的に説明するのには限界があると考えられる。す

なわち、様々な不確実性のある中で、確定論的検討手法で安全性を示すと、リスクはゼロとな

り、それ以上の性能が必要としないとの印象を与えることになる。したがって、許容される安

全性について、安全でないリスクを確率として定量的に示すとともに、このリスクをステーク

ホルダーと共有して持つことが大切となる。これは、「常にリスクが存在することを明示」する

ことを志向するエネルギー基本計画（平成 26 年 4 月閣議決定）の考え方とも合致する。 

 

確率論的検討手法の長所と短所について以下にまとめる。 

 

（長所） 

・地震などによる外力は確率的現象である 

・設計自体に不確定性を適切に考慮する必要がある 

・個々の要素や部材の評価が構造物全体の安全性を評価をするのに適する 

 

（短所） 

・安全目標を確率で表現しにくい 

・安全性検討の全体のシナリオがみえにくい 

・不確定性の定量化が必要で困難な場合がある 
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 2)  安全率による評価 

不確実性を有する施設の安全性は、次式で、定義される安全率ｒを導入して照査している。 

施設の計画において外力 S は、供用期間中にそれ以上の外力が作用しないような値を設定

する。また、耐力 R は、経済性を含めて検討して外力を下回らないように設計する。したが

って、安全率ｒは、数式 2.6.2-2 となる。 

 

 

数式 2.6.2-2 

 

しかし、外力 S と耐力 R には多くの不確実性を起因する要因が存在するため、ＲminやＳ

maxを確定的な設定は現実と異なることになる。したがって、外力 S や耐力 R の確率分布を

考慮し、安全率を定義する方法が用いられることになる。なお、外力 S や耐力 R の確率分布

については、材料が持つ強度などのように品質管理によって推定できる確率密度と、地震な

どの自然現象のように推定が事実上困難な確率密度に分けることができる。 

 

 

(2) 安全性を客観的に判断する方法の検討 

 

安全性を客観的に判断するために目標となる値（以下、安全基準と呼ぶ）の設定が必要とな

る。安全基準の設定法を表 2.6.2-1 に示す。 

安全基準の設定には、以下の 4 つに分けることができる。 

 

① 事故統計に基づく方法 

② 現行の基準（手法）へのキャリプレーションに基づく方法 

③ 他の災害危険性との比較による方法 

④ 人的損失に対する危険性回避に要する投資効果による方法 

 

③および④の方法は、石油化学工業の安全評価、また原子力発電所・LNG 施設・ダムなど

の危険度評価（risk assessment）の分野で一般的に用いられている方法である。 
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表 2.6.2-1 安全水準の設定法[21] 
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また、表 2.6.2-2 は、客観的な判断を行う際に用いる評価方法についてまとめたものである。

評価法としては、この他にも効用理論に基づく方法、多目的問題解決法など多くの方法がある。 

 

表 2.6.2-2 設計代替案の評価[21] 
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 1) 現行基準とのキャリブレーションに基づく方法 

許容破壊確率（ ）、許容安全性指標（ ）を設定する最も一般的な方法は、現行の基準

に従って構築された同種の施設で、ほぼ同じ条件を有する実在の施設の破壊確率を算定し、

この値をもとに許容破壊確率（ ）あるいは許容安全性指標（ ）を決定する方法である。 

この方法は、現行の基準に従って構築されている施設が有する信頼度が、社会的にも十分

に容認され、経済性と安全性についてもある程度まで均衡がとれていることを前提として適

用される方法である。 

実在する施設の許容破壊確率（ ）について具体的な検討されている。表 2.6.2-3 は、ア

メリカを中心とした設計基準に対するキャリブレーションの結果から得られた安全性指標

の値、また実際に設定されている許容安全性指標（ ）を示したものである。これらの値は、

外力の組合せ、計画に用いられた部材の種類、寸法、破壊モード（曲げ、圧縮、せん断など）

によって変化するものであるが、一般の建物や道路橋などの施設では、 許容安全性指標（ ）

を 2.0~3.5 、許容破壊確率（ ）2.27×10-2～2.33×10-4の範囲の数値に設定している。 

 

表 2.6.2-3 施設の許容破壊確率[21] 

 

原子力発電所施設の中で最も重要な構造物であるコンクリート製の原子炉格納容器に対す

る 1 つの試案は、許容破壊確率（ ）を 10-5～10-7、許容安全性指標（ ）を 4.27～5.20 と

しており、アメリカにおける一般の建築構造物に対する許容破壊確率と比べて 2 桁ほどその

値を小さくし、安全側に設定しようとしている。 

海洋構造物の許容安全性指標（ ）は約 2.5 と一般の建築・土木構造物に対する許容値と

ほぼ同じか、あるいはわずかに小さい値になっている。これは、海洋構造物は厳しい環境の
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中に建設されるものもあるが、以下の要因が関係していると考えられる。 

 

・その耐用期間が 20 年と短いこと 

・施設の目的が石油掘削などの産業活動のための専用施設として利用され、従業員たちもその

危険性（トロール船の乗組員と同じ程度の危険度の負担）を承知していること 

・環境汚染を除けば第三者に危害を与えることがほとんどないこと 

・事故に備えて待機船などを含めた緊急配備計画が整備されていること など 

 

土質・基礎関係の構造物の許容破壊確率については適切な資料はないが、その設定のため

には Meyerhof による図 2.6.2-1、Whitman、Baecher による図 2.6.2-2 などが参考となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6.2-1 Meyerhof による土質・基礎構造物の年超過確率[21] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6.2-2 Whitman らによる土質・基礎構造物の年超過確率[21] 
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 2) 他の災害危険性との比較による方法 

人類は、地震・台風などの自然災や人為による災害に出会う可能性を、大小にかかわらず

常に持っていると考えるべきである。 

また、新しい施設の構築に対して住民が期待することは、直接あるいは間接的に、経済的

あるいは文化的に、より良い生活を営めるようになることであり、より多くの便益を享受す

ることにある。しかし、施設の建設に伴って相当の危険性を住民が負担することがわかれば、

建設そのものの是非が人々の議論の対象となる。その場合には、建設に伴って生ずる新たな

災害の危険性は、他の自然災害あるいは人為災害による危険性と比べて十分に小さく、社会

的に容認されうる程度のものであることが求められる。この考え方は、石油化学工業の安全

評価や原子力発電所などの重要構造物の危険度評価で用いられている。新たな施設に伴う災

害の危険性の水準を、他の災害危険性との比較から設定しようとする方法である。CIRIA の

レポート[22]では、この方法による基準を社会的な基準(social criteria)と呼んでおり、この

考え方に沿って、施設の破壊によって生ずる資源が損失する可能性、破壊予知の難易などを

考慮し、施設の許容破壊確率の算定式を示している。 

アメリカ原子力規制委員会(U.S. NRC)は、原子力発電所施設の安全基準の目標を表 

2.6.2-4 のように示している。 

 

表 2.6.2-4 原子力発電所施設の安全基準の目標(U.S. NRC) 

 目 標 内 容 

定
性
的
な
目
標 

① 
一般公衆個人は、原子力発電所施設の操業によって、生命や健康に対して余分

な危険性を負うことがないよう、保護されねばならない。 

② 

原子力発電所施設の操業によって生命や健康に及ぼす危険性は、他の発電方式

による危険性と同等かそれ以下でなければならないし、またその他の災害危険性

に余分の危険性を負わせてはいけない。 

定
量
的
な
目
標 

① 

原子力発電所施設の近隣住民が、原子炉の事故によって死亡する危険性は、ア

メリカ市民が普通にさらされているその他の事故によって死亡する危険性の合

計の 0.1%を超えてはならない（一般公衆個人の危険性）。 

② 

原子力発電所施設の近隣住民が、施設の操業が原因によりガンで死亡する危険

性は、その他の原因によりガンで死亡する危険性の合計の 0.1%を超えてはなら

ない（社会的危険性）。 

②  
便益－費用の関係は、1 人当たり 1 レム減少するための基準として 1,000 ドル

とする（利益－費用の基準）。 

③  
大規模の炉心融解に至るような事故の発生する確率は、1 年間に 1 炉心当たり

通常 1 万分の l 以下でなければならない（施設性能の基準）。 

 

上記の目標のうち、①、②は社会的な基準、③は表 2.6.2-5 に示した方法のうち 4 番目の

人的損失に対する危険回避に要する投資効果による方法に対する基準である。④は施設外部
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への放射能漏えいに至る過程の重大局面として設定されたものである。（さらに、これに続く

ものとして構造部材の安全基準として、に示されるように、設計示方書としてその安全性を

照査、保証するようになっている。） 

また、原子力発電所施設の建設に伴う危険性と、他の災害による危険性とを比較した結果

の一例をに示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6.2-3 災害、自然災害、人為災害による死亡者数とその発生頻度[21] 

 

施設の信頼性設計を実施する際の危険度評価は、想定される複数の原因を考慮して求めら

れるもので、危険度評価の実施により災害に伴う死亡者数とその発生頻度を算定した上で、

施設の許容破壊確率をどの程度の値としておけばよいのかということは非常に多くの議論が

必要である。 

一方で、施設の計画において上記のような危険性を直接的に取り入れることができる許容

破壊確率の算定式が提案されている。CIRIA では、社会的な基準を満足するものとして、構

造物の許容破壊確率を与える式として次式を提案している。 

 

数式 2.6.2-3 

：耐用期間中の構造物の許容破壊確率（原因は特定しないもの） 

：構造物の耐用期間（年） 

：社会的基準係数(social criterion factor)、表 2.6.2-5 の値 

：破壊時に構造物の中あるいは近くにいて、被災するかも知れない人間の平均的な数

（単位:人）。 の評価は図 2.6.2-4 によれば良い。 
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表 2.6.2-5 社会的基準係数[21] 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6.2-4 の評価法[21] 

 

また、数式 2.6.2-3 から求められる許容破壊確率は、種々の原因によるものをすべて含ん

だ値であるので、CIRIA のレポートにおける許容破壊確率は、この値をさらに 0.1～0.25 倍

としている。 

さらに、地層処分施設における安全評価の分野では、目的変数を最大の線量と設定し、説
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明変数（パラメータ）の重要度と影響度を以下のように設定しているところである（第 2 次

取りまとめ第Ⅲ分冊）。 

 

重要度とは、設定したパラメータの変動範囲内での線量の変動量 

影響度とは、重要度／パラメータの変動率 

 

操業安全性の確保に向けて安全対策技術を選択する際においても、この影響度を着目する

ことにより、安全対策技術の効果を客観的に評価できるものと期待される。 
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2.6.3 自然災害に対する安全対策技術の整理 

 

安全性を客観的に評価していくための手法について前項にて整理してきた。本項では、この手

法の導入を前提に、必要となる技術の抽出と整理を行う。 

自然災害に対する安全対策技術は、着目するスケールに分類して整理され、分類したスケール

において技術要件に対応した安全対策技術を選択することにより、多重化した安全性を確保する

ことが可能となる。すなわち、安全対策技術の選択によって、処分システムなどの各スケールで

有する性能が定量化されることになる。 

一方で、自然災害に対する安全性を評価するためには、シミュレーション技術が必要となる。

これは、自然災害は再現することができないため、机上の検討で評価をしていく必要があるから

である。また、このシミュレーション技術によって、各スケールの応答が導きだされることにな

る。なお、シミュレーション技術には、放射線安全と一般労働安全に対応するツールが求められ

ることになる。 

以上の安全対策の枠組みについて概念を図 2.6.3-1 に示す。 

 

シュミレーション技術

Ｒ/Ｓ＜1 もしくは Pf＝Pr（R－S）≦Pfa

災害を実証（発生）させることは難しいため、シュミレーション技術を用いて評価していくことが必要となる。

人工バリア
の応答

人工バリア
の性能

S；性能R；応答

EBSの安全性の評価

ファースケール

処分場スケール
坑道スケール

EBSスケール

処分坑道の安全性の評価

処分坑道
の性能

処分坑道
の応答

処分システムの安全性の評価 処分場の安全性の評価

処分場
の性能

処分場
の応答

処分システ
ムの性能

処分システ
ムの応答

対策 対策

対策 対策
対策 対策

対策 対策

対策 対策

対策 対策

対策 対策

対策 対策

Ｒ/Ｓ＜1 もしくは

Pf＝Pr（R－S）≦Pfa

Ｒ/Ｓ＜1 もしくは

Pf＝Pr（R－S）≦Pfa

Ｒ/Ｓ＜1 もしくは

Pf＝Pr（R－S）≦Pfa

Ｒ/Ｓ＜1 もしくは

Pf＝Pr（R－S）≦Pfa

自然災害

火災 津波 地震

Thermal Hydro Mechanical Chemical

台風

自然災害に対する
処分システムの安全確保

S；性能R；応答 S；性能R；応答 S；性能R；応答

放射線安全

一般労働安全

環境影響

安全要件 技術要件

技術要件A

技術要件B

技術要件C

技術要件D

技術要件E

技術要件F

放射線安全 一般労働安全 放射線安全 一般労働安全 放射線安全 一般労働安全 放射線安全 一般労働安全

 

図 2.6.3-1 自然災害に対する地層処分施設の安全性の評価と安全対策技術の整理 

 

 

また、前項までの検討および昨年度までの検討成果を踏まえ、操業期間中の安全対策技術にす

いて、安全機能と上記スケールにて整理した結果を表 2.6.3-1 に示す。 

一方、事業を遠隔に進めるための手法として PDCA サイクル手法がある。PDCA サイクル
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（PDCA cycle、plan-do-check-act cycle）は、事業活動を円滑に進める手法の一つである。Plan

（計画）→ Do（実行）→ Check（評価）→ Action（改善）の 4 つの段階を繰り返して進めるこ

とにより、継続的に品質を改善していく手法である。この考え方は、ISO 9001、ISO 14001、ISO 

27001、JIS Q 15001 などの管理システムや、反復型開発などに広く反映されているとともに、

労働安全衛生においてもPDCAサイクルを活用してリスクアセスメントを行うことで継続的にリ

スクの低減を図っていくことができる。地層処分における事業期間中の安全性の確保においても、

PDCA サイクルを廻せるように準備していくことが必要であると考えられる。 
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表 2.6.3-1 各スケールにおける操業期間中の安全対策技術の整理 

分類 安全機能 技術要件 
ファー 

スケール 

処分場 

スケール 

坑道 

スケール 

人工バリア 

スケール 

一
般
労
働
安
全

 

作業環境の 

維持 

空洞の力学的安定

性の確保 

主応力方向や割れ目に対して空洞の力

学的安定性が確保されること 

空洞の力学的安定性を確保すること 

応力の異方性や

割れ目の少ない

岩盤の選定 

応力方向・割れ目

を考慮した坑道

レイアウト 

支保設計 － 

酸素濃度の管理 

換気経路を確保し、かつ、坑道内の風

速が過大とならないこと 

ダクト等の換気設備の設置など換気に

十分な坑道面積を有していること 

－ 
換気路（レイアウ

ト）の確保 
換気設計 － 

温度・湿度の管理 
換気経路を確保し、かつ、坑道内の風

速が過大とならないこと 

地温の低い候補

地の選定 

換気路（レイアウ

ト）の確保 
換気設計 － 

湧水の管理 

湧水の排水経路を確保すること 

排水路および排水のための設備の設置

が可能であること 

湧水の少ない候

補地の選定 

排水路（レイアウ

ト）の確保 
排水設計 － 

インフラ設備の管

理 

給水・給電・通信のための設備の設置

が可能であること 
－ 

インフラ敷設路

（レイアウト）の

確保 

給水・給電・通信

（状況把握含む）

設備設計 

－ 

災害の 

発生・拡大防止 

防火対策等の災害

防止対策の設置 
火災等の防災設備を設置すること － 

防火区画（レイア

ウト）の確保 
防災設備設計 

人工バリアの 

限界特性の把握 

災害時の 

避難経路確保 
避難経路の確保 緊急時の避難経路を確保すること － 

避難経路（レイア

ウト）の確保 

避難経路設計 

救援・救出設備設

計 

人工バリアの 

限界特性の把握 

放
射
線
安
全

 

廃棄体からの放

射性物質の放出

防止 

廃棄体の破壊の防

止 

廃棄体が密封されていること 

フェールセーフ機構により異常時に廃

棄体の破損を防止すること 

インターロック機構により、誤操作に

よる廃棄体の破損を防止すること 

－ 
搬送路（レイアウ

ト）の確保 

搬送定置設備の

設計 

廃棄体の限界特

性の把握 

放射線遮へい 
搬送容器による放

射線の遮へい 

搬送容器により放射線を遮へいするこ

と 

遠隔操作による作業を基本として、操

業設備に遮へい壁を設けること 

－ － 

遮へい容器の設

計 

遠隔操作の設計 

遮へい容器の設

計 

放射線管理 管理区域の設定 
被ばく量を適切に抑えられる区域を設

定すること 
－ 管理区域の設定 

遮へい壁・扉の設

計 

遮へい容器の設

計 
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2.7 まとめ 

 

本調査・検討では、事業継続性の確保も考慮したうえで、地層処分施設における安全対策に対

して、自然災害全般に対する安全対策（技術要件）について整理を行い、昨年度までに整理した

技術開発課題、対策技術が安全対策のどこに該当するのか整理し、新たな安全対策（技術要件）

について検討を行った。 

 

2.3 節では、事業期間中の安全確保に対する実施主体の考え方を整理した上で、放射線安全と一

般労働安全の確保に向けた安全対策および各安全対策を確保する上での対象となる構成要素の整

理を図った。さらに、事業中の安全の確保に対する技術要件を整理した。 

 

2.4 節では、第 3 章にて実施した技術要件の整理を受け、地層処分施設と同様にガラス固化体

を扱う施設である再処理施設・廃棄物管理施設、また、取り扱う廃棄物の種類がガラス固化体と

は異なるが地下の施設を有する原子力関連施設として第二種廃棄物埋設施設の関係法令法、およ

び最新の情報として福島第一原子力発電所の事故以降に施行された再処理施設、廃棄物管理施設、

第二種廃棄物埋設施設の新規制基準における放射線安全に関する考え方について調査・整理した。 

地層処分施設の操業中の放射線安全対策は、地上及び地下施設での閉じ込め・遮へい・放射線

管理対策、地上施設を介した周辺監視区域外への気体・液体放出管理方法、およびこれらの通常

時・事故時の安全評価手法については、今回調査した類似施設の法令・指針に定められた既設の

方法により対応可能と考えられる。一方、操業中の地下施設での放射性物質の漏洩や移行の管理・

監視あるいは放出管理については、地下処分場に特有のものであり先行類似施設である第二種廃

棄物埋設施設での検討事例等を参考に、今後開発すべき課題と考えられる。 

 

2.5 節では、第 2.3 節にて実施した技術要件の整理を受け、地層処分施設の事業期間中の一般労

働安全確保に関わる構成要素と技術要件との関係性について考察を加え、安全に係る必要技術を

例示した。さらに、一般労働安全に係る必要技術の検討にあたり、日常的に把握しておくべき事

項と災害時の対応事項の双方の技術検討が必要であると考えられることから、平常時と災害時の

区分で検討の流れを模式図に示した。また、災害の発生・拡大の防止の「防火対策」に着目し、

まず地下坑道における火災等の状況を検討の出発点に、安全確保までの流れを、模式図に示した。 

また、東北地方太平洋沖地震とそれに伴う津波による甚大な被害発生を契機に、原子力災害か

らの公衆安全に係る防災計画が原子力発電所を抱える自治体において策定されつつある。このこ

とから、一般労働安全確保に資する情報として、原子力防災の現状として、原子力防災に係る法

令等を整理するとともに、原子力災害特有の対策や、事業者から行政に対する対応と初期対応段

階における緊急防護措置について調査・整理を図った。 

 

2.6 節では、前章までの最新の知見などを踏まえて、はじめに安全対策技術の枠組みを構築して

いる。構築した安全対策技術の枠組みは、処分システムを物理的なスケールを区分として、整理

したものである。さらに、安全対策技術を選択する際に必要となる評価方法について、一般的な
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施設における安全性の捉え方を踏まえ、安全性を客観的に判断する方法について検討を加えてい

る。また、これらの検討により構築した枠組みに対して、自然災害に対する安全対策技術の抽出

と整理を図った。 

 

今後、事業期間中の操業安全の確保に向けた安全対策技術について、先行類似施設での検討事

例などを参考にしつつ、客観的な判断を加えることにより、技術調査や研究開発を効率的かつ効

果的に進めていく一助になるものと考えらえる。 
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第3章 火災事象に対する安全確保対策の検討 
 
3.1 はじめに 
 
本検討は、自然災害に対する操業安全を考慮した火災事象等に対する安全確保対策の検討を行

うものである。 
平成 24 年度は、地層処分施設と類似した既存の施設について文献調査を行い、地層処分施設

の操業安全を脅かす可能性がある地震・津波等を選定し、これらの起因事象が検討対象に作用し

た場合に発生し得る異常状態と被害の連鎖を検討し、被害の連鎖の帰着点である最終的な状況を

抽出・整理した。抽出した最終的な状況に対し、応急対策、恒久対策、対策のための試験・解析

を検討・整理し、「施設計画技術」、「人工バリアの限界性能等の調査・試験」等を選定した。 
平成 25 年度は、国内外の地層処分施設計画等における類似検討の文献調査を行い、それらの

検討で適用されている基準等をまとめた。次に地下施設における火災に対する安全性を検討する

ため、通気解析と避難シミュレーションに基づいた各種検討（施設設定、パラメータ等条件設定）

を行い、その考え方や条件設定上の課題を整理した。さらに、通気解析と避難シミュレーション

の適用性検討のための事前解析を実施し、本解析に向けた課題の抽出を行った。適用性について

検討行った。さらに、「人工バリアの限界性能等の調査・試験」では、地上施設での火災を想定し

た人工バリアの解析を行うとともに、次年度に実施する予定の地下火災を想定した時に必要とな

る緩衝材の熱特性データを実験により取得した。 
本年度は、平成 25 年度の事前解析の結果を踏まえて、立坑・処分坑道等を含めた地下処分施設

を対象とした三次元解析実施時の計算負荷の低減や、換気設備の特性および坑道の形状を考慮し

た風量等を検討した。なお、本検討では通気解析と避難シミュレーションの本解析を実施し、火

災事象等に対する作業員の安全性確保に向けた検討を行った。
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3.2 検討概要 
 通気解析を検討する前に、対象となる物質の物理的な基本事項について整理する。 
 
3.2.1 検討の流れ 
 
 今年度の検討項目および検討の流れは以下の通りである。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図 3.2.1-1 検討の流れ 

 

１．通気解析に関る数値解析技術の検討 

 ・物質の状態変化における特性 
 ・流れの運動を支配する方程式の整理 
 ・支配方程式の地層処分施設への適用性 
 ・離散化法の整理 
 ・離散化法の地層処分施設への適用性 
 ・解析ソフトの選定 

２．地層処分施設の解析条件の設定 

 ・地層処分施設のモデル化 
 ・解析対象、設定条件の検討 

３．解析の実施 

 ・解析手順の検討 
 ・通気が確保されない箇所の確認（STEP1） 
 ・通気が確保された場合の条件の確認（STEP2） 
 ・火災発生時の影響の確認（STEP3） 
 ・換気が停止した影響の確認（STEP4） 
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3.3 通気解析に関る数値解析技術の検討 
 
 本検討で用いた通気解析は熱流体解析の 1 つであり、計算の結果得られる物理量は、風速、圧

力、温度、酸素濃度、二酸化炭素濃度、一酸化炭素濃度である。熱流体解析も流れ解析の 1 つで

あり、流れを表現するために実現象に対して様々な仮定を設け、その仮定のもとで流れを支配す

る方程式（支配方程式）を導出し、パラメータを与えて支配方程式を解く。支配方程式で得られ

る解は、ある 1 点の物理量であるため、計算対象領域全体の物理量を求めるためには、計算対象

領域全体を有限個の格子状に切り、各計算格子の物理量を算出し、それらを一定の法則のもとで

つなぎ合わせて、計算対象領域全体の物理量を算出する。物理量の算出には、連続の方程式、運

動方程式を用い、流れの速度が増すことによって流れに圧縮性の効果が入ってくると、この他に

状態方程式や粘性係数を決める式（補助式という）が必要となってくる。 
 本節では、流体の力学特性に着目し、その運動を司る物質の運動を表現する式を整理し、地層

処分施設で活用する数値解析技術について検討する。 
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3.3.1 物質の状態変化における特性 

  

(1) 物質の三態 
物質には気体・液体・固体という 3 つの状態がある。これらは温度や圧力を変化させるこ

とにより、固体から液体、液体から気体、というように状態が変化する（状態変化）。また、

気体・液体・固体のそれぞれの物質を分子レベルで見ると、分子間の距離は気体・液体・固体

の順に長く、分子の運動も気体・液体・固体の順に激しい。「流れ」を力学的に検討する場合

には、空気や水の流れを検討することが多く、液体あるいは気体もしくはその双方を扱う。な

お、土石流のように液体の中に固体が含まれる場合を対象として「流れ」を力学的に検討する

場合は、液体の粘性や固体同士の摩擦力を考慮し、計算上は液体として扱う。 
 
 1) 気体 

 気体の分子運動は不規則である。分子間の距離が液体や固体に比べて長いため、分子同士

が離れている場合に働く引力や、近づいた場合に働く斥力は、その影響が小さいものと考え

られ通常無視する。 
 2) 液体 

分子の集合状態は密であり、分子運動は気体ほど不規則ではない。また近い距離にある分

子同士は、おおよその配列を保ちながら運動する。 
 3) 固体 

分子の集合状態は規則的である。分子間の力が強く作用しており、気体や液体のような激

しい分子運動はせずに、分子は決まった位置の周りを微小に振動している。 

 
(2) 物質の状態変化と性質の変化 
 

 物質に状態変化が起こると、その性質が変化する。物質の状態変化は、物質の「質量」「体

積」「密度」で確認することができる。質量は、物質がもともと持っている量であり状態変化

による変化はない。体積は、物質そものの大きさであり、これは分子間の距離が離れているほ

ど大きくなる。このため、体積は温度が高くなるほど大きくなり、圧力が低くなるほど大きく

なる。密度は、物質の混み具合を表したものであり、通常は単位体積あたりの質量を指す。密

度は、温度が高くなるほど小さくなり、圧力が低くなるほど小さくなる。 
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(3) 物質の圧縮性・非圧縮性 
 

物質は温度・圧力の変化により状態が変化し、性質（体積・密度）が変化する。この性質の

変化のうち、圧力の変化による性質の変化を圧縮性・非圧縮性として表される。圧縮性は、圧

力を受けたときに体積が減少する性質で、非圧縮性は圧力による体積変化がない性質を指す。 

 
(4) 流体を数式で表すための基本的な物理量 

 
前項までで示したように、物質は温度・圧力で状態が決まり、気体⇒液体⇒固体のような状

態変化は、体積・密度の変化で表現できる（質量は不変）。なお、密度が単位体積あたりの質

量を指すため、一般的には体積の変化は密度の変化として考える。 

以上より、流体そのものを表す基本的な物理量（流体としての形を保持するための物理量）

は、温度、圧力、密度となる。 

 

 1) 温度 
物質を構成する分子の運動エネルギーの統計値（℃）のことで、熱さや冷たさ度合いを表

したものである。物質は温度が高くなると膨張する（体積が増加する）性質があり、容積一

定のもとでは圧力が高くなる。逆に、圧力の変化でも物質の状態が変化するため、温度は一

定の圧力（標準気圧）のもとでの物質の状態により定義されている。基準となっている物質

は、純粋な水であり、標準気圧のもとで氷（固体）が液体になる温度を 0℃、液体が気体に

変化し始める温度を 100℃と設定されている。 

 

 2) 圧力 
圧力とは、物質を構成する分子の運動量の大きさであり、一般的には単位面積あたりにか

かる力(N/m2)で表現される。ある点での圧力は、その点を含む任意の面(圧力が掛かる面）の

方向には依存しない値として表される。流体を力学的に検討する際には、流体が流れている

状態で物質そのものが持っている圧力が静圧、流れの運動エネルギーに相当する圧力が動圧

とされ、動圧はρq2/2（ρ：密度、q：流速）と表すことができる。密度や流速が上がると動圧

も大きくなる。 

 

 3) 密度 
単位体積当りの質量(kg/m3)を表す。数値計算では流れ場全体の密度を同一と仮定し、時間

変化による密度変化はないものとして扱う。 
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(5) 状態方程式 
 

温度（T）、圧力（P）、密度（ρ）のうち、どれかひとつの物理量が決定されれば、他のふた

つの量が決定されるように、温度、圧力、密度を関係付ける式が状態方程式である。状態方程

式は、圧力を温度と密度の関係式で表すものが一般的であり、温度と密度の関係を「一定」ま

たは「温度と密度の間に関係式を与える」等の条件を付けて、圧力を求めることができる式で

ある。状態方程式で最も有名なものは、理想気体の状態方程式であり、気体の流れを力学的に

解く上では、計算対象とする気体を理想気体と仮定し、その状態方程式を用いて計算するのが

一般的である。理想気体とは、物質の分子間力がなく、分子自体の体積をゼロとし、かつ温度

や圧力の変化による体積変化を考慮しない（体積・密度＝一定）、という仮想的な気体である。

なお実在する気体（実在気体）は温度や圧力の変化により体積や状態が変化するが、気体の分

子間力や分子自身の体積の影響がでるような状態とは低温・高圧状態であり、人が活動できる

ような常温・常圧程度であれば実在気体でも理想気体とみなすことができる。 

 
 1) 理想気体の状態方程式 

 理想気体の状態方程式は次式で表される。 
 

pV=nRT 

数式 3.3.1-1 

pV/nRT=1（一定） 

数式 3.3.1-2 

 

ここでnは気体の物質量(mol)であり、理想気体の状態方程式の中ではn=1として扱われる。

Rは気体定数(gas constant, 単位質量当り)で, 気体の種類に関係なくR＝8.3143J／K ・ molの

値をとる。これに分子量Mを掛けると一般気体定数R0となる。 

 

R0=MR= 8314.:4((m2/s2/K)=1.986(cal/K/mol)  

数式 3.3.1-3 

 

気体定数R0をアボガドロ数N=(6.022×1023)で割ると、ボルツマン定数kになる。ボルツマン

定数とは、分子1個当りの気体定数である。 

 

k=R0/N=1.38066×10-23(J/K)  

数式 3.3.1-4 
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3.3.2 流れの運動を支配する方程式の整理 
 

(1) 基本事項の整理[1]  
 1) 位置 

ある点Pの位置を表すために座標を用いる。座標は、デカルト座標(x,y,z), 円柱座標(r,θ,z), 球

座標(r,θ,φ), 一般座標(ξ,η,ζ)などがある。各座標に沿う実際の長さの単位は(m) である。 

 

 2) 速度 
物質には気体流体の要素が各瞬間に占める位置が単位時間に変化する割合である。ある流

体要素を意識して、それが運動していく途中での速度を考えるよりは、空間分布を重視して、

ある点P(x,y,z)における流体の速度(u,v,w)を用いた方が便利である。なおこの表現方法をオイ

ラー（Euler）表示と呼ぶ。 

 

 3) 流線 
ある時刻での速度ベクトルの分布を空間に描き、それらの速度ベクトルの接線を結んで出

来る曲線。定義式は下記の通り。 
    

数式 3.3.2-1 

ここで、s は流線に沿う長さで、V は速度の大きさ（V2=u2+v2+w2）である。 
 
 4) 流管 

流線に取り囲まれた管を指す。流管の側壁を流線は突き抜けない。なお、流線および流管

は定常流では変化しないが、非定常流では変化する。 
 

 5) 定常流と非定常流 
流れの様子が時間とともに変化するか否かを表現するとき「定常流」「非定常流」という言

葉を用いる。定常流とは、流れの様子が時間とともに変化しない流れを指し、たとえば、速

度の関数は場所のみで表される流れである。また、非定常流とは、空間の任意の場所で物理

量が時々刻々と変化する流れを指し、たとえば、速度の関数は場所と時刻で表される流れで

ある。 
 

 6) 速度歪み 
点 P(x,y)の x 方向の速度成分 u を考える。点 P から少し離れた点 Q(x+δx,y+δy)では速

度変化δu は下記のように表せる。 

    

数式 3.3.2-2 
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ここで、右辺各項の意味は次のとおり。 

 第1項：単位時間当たりの伸びの割合 

 第2項：せん断変形 

 第3項：回転 

速度分布の歪みとして、α=δv/δx、β=δu/δyが存在するとき、その中で(α+β)/2がせん断変形

で、(α－β)/2が回転である。せん断と回転は別の種類の変形で、せん断には粘性応力が生じる

が、回転には生じない。なお、粘性応力は、伸びやせん断変形などの速度分布の歪みに比例

する。この比例定数が粘性係数である。これを無次元したときに現れるパラメータがレイ

ノルズ数(Reynolds number) である。レイノルズ数が大きくなると流れは乱流になる。 

 
(2) 支配方程式の整理[1] [2][3] 
 1) 連続の方程式[1]  

流れの運動を数式で表すために、流れを途切れの無い連続体と仮定する。連続体であるの

で、流れが途中で無くなったり、急に発生したりしない。この仮定を数式化したものが「連

続の方程式」と呼ばれ、流管の場合の連続の方程式は、以下の式で表される。 

 

rVA=一定  

数式 3.3.2-3 

ここで、rは密度、V は流管内の流体の速度、A は流管の断面積である。連続の方程式は、

物質の移動（流体であれば流れ）を連続体として解くために必要な式であり、2)で示す支配

方程式を導出するために重要な式である。ちなみに、連続体とみなすことができない流れを

希薄流(rarefied gas flow) と呼ぶ。これを支配するパラメータはクヌーセン数である。また、

希薄流を計算するにはボルツマン方程式を解くことになる[2]。 

 

 2) 流れを表現する支配方程式（運動方程式）[2][3] 
①  ポテンシャルの式 
流れの運動方程式はニュートンの運動の第２法則、つまり、質量（m）×加速度（a）=力

（F）で表される。ポテンシャルの式は、ある質点のみの運動を表す式であり、一軸方向の

みの運動方程式であるため、渦や粘性は考慮できない[2]。またこの式は、ある質点の力（F）
を増加させれば、加速度（a）が増加し続ける、すなわち速度が無限に増加し続けることを

指し、厳密には成り立たない（速度は光速を越えない：相対性理論）[3]。しかし、扱う速度

が光速未満であれば、ポテンシャルの式は成り立ち、②以降に示す連続する質点の流れを表

す式を導出する上での大きな条件のひとつとなる。 

  

数式3.3.2-4 
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 ニュートンの運動方程式を条件として導出される式は、解析力学（幾何学）、流体力学、

量子力学に適用される[2],[3]。気体や液体の流れを表す式は、流体力学の分野で用いられる式

であり、オイラーの微分方程式、もしくはナビエ・ストークスの式が用いられる。以降、オ

イラーの微分方程式とナビエ・ストークスの式の違いを示す。 
 

②  流体力学のオイラーの微分方程式[2] 
流れを一軸方向のみで見た場合の運動方程式は 

  

数式 3.3.2-5 
 

である。ここで、u は速度、p は圧力である。左辺の括弧の中の第 1 項は時間的に変化が

ある非定常項、第 2 項は対流を表す対流項である。また、右辺第 1 項のρX は重力、右辺第

2 項は圧力勾配項である。流体を流すためには、この圧力勾配項が必要である。 

 
③ ナビエ・ストークスの式[2] 
ナビエ・ストークスの式は、粘性を持つ流体（粘性流体）にも活用できる流れを表す支配

方程式であり、粘性流体では、右辺の圧力項の次に粘性項が加わる。 

  

数式 3.3.2-6 
 

なお、vは分子動粘性係数で、Δuは速度uの差分を表す。 

 
ⅰ) 流体のもつエネルギーの整理（静止流体と運動している流体のもつエネルギー） 

静止流体のエネルギーは熱力学の第一法則より、 
dQ=dei+pdv=dei+pd(1/ρ) 

数式 3.3.2-7 

ここで、v は比容積で密度の逆数（v=1/ρ）である。 
この式の解釈は、外から加えられた熱量 dQ（左辺）は、内部エネルギーの増加 dei(右辺第

1 項）と、膨張するときの外部への仕事 pdv(右辺第 2 項）に使われる。 

 

ⅱ) 運動している流体のもつエネルギー 
一般的に流体は単位面積あたり、 

 

数式 3.3.2-8 
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のエネルギーE を持つ。 
ある流管に入口（1）と出口（2）があり、その途中で仕事 W がなされ、また、熱量 Q が

加えられると、入口・出口でのエネルギーの差は、 

E2-E1=Q+W 

数式 3.3.2-9 

となる。 
 

ⅲ) 力学的エネルギー保存則[1]  
前述までで、流れを途切れの無い連続体として扱うための連続の式、物質の運動を扱うた

めの運動方程式を示した。ここでは、流体のもつエネルギーに着目したエネルギーの式を整

理する。エネルギーは単位質量当たり、下記の（ア）から（エ）が挙げられ、これらのエネ

ルギーが保存される（総和が一定である）として考えられる。 
 

(ア) 運動エネルギー：(1/2)V2 

(イ) 位置エネルギー：gh（g:重力加速度、h：基準面からの高さ） 

(ウ) 圧力エネルギー：p/ρ 

(エ) 内部エネルギー：ei（物質内部に蓄えられる熱的エネルギー） 
 

たとえば、分子の運動が活発化するとそれにつれて温度が上昇する。また、分子間の距離

が離れることにより気体は膨張する。気体が膨張すれば分子の位置が変わるため（イ）の位

置エネルギーが変わる。なお、本検討のような常温・常圧下では、温度変化による気体の分

子の位置エネルギーの変化は微小であるため、一般的には非圧縮性流体と仮定し、この位置

エネルギーは変化しないものとして扱う。 

 
力学的エネルギー保存則を用いた流体の支配方程式での密度が変化する流れに対する一般

化されたベルヌーイの式は、 
  

数式 3.3.2-10 

である。ここでΩは体積ポテンシャルで、体積力 との関係は、 

 

数式 3.3.2-11 
である。 

一般化されたベルヌーイの式は、密度が一定の場合には以下のように簡略化される。 

  

数式 3.3.2-12 
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右辺の一定値は流線毎に違う値を取って良い。また、鉛直方向(y 方向) に重力が働く場合

にはΩ= gyとなるので 

 

 

数式 3.3.2-13 

である。この式の意味は、流体の運動エネルギー、圧力エネルギー、重力のポテンシャルエ

ネルギーの和は一定であるということである。つまり、例えば、圧力が上がれば速度は減少

する可能性がある。また、高さy 増加しても、速度がV が減少する可能性がある。 

 

3) 流れを表現する支配方程式（運動方程式）の整理[3] 
流体力学の運動方程式は簡易なものから順に、 
 

 ポテンシャルの式：渦度も粘性も考慮しない 

 ベルヌーイの式：渦度も粘性も考慮しない 

 オイラーの微分方程式：渦度は考慮するが粘性は考慮しない 

 ナビエ・ストークスの式：渦度も粘性も考慮する 
 

となる。流体に運動方程式を適用して解く際には、求めたい物理量と、それらの物理量を算

出する際に着目する仮定や精度を明確にした上で方程式を適用し、物理量を整理することが

重要である[3]。 
本検討では、地下処分施設が断面積に比べて坑道が長い形状であり坑道壁面の影響を無視

できないこと、定常流および非定常流を扱うため局所的に渦が発生しやすいことを考慮し、

オイラーの方程式もしくはナビエ・ストークスの式を用いることが適切と考えた。 
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3.3.3 支配方程式の地層処分施設への適用性 
 
 前節までの検討結果を踏まえ、支配方程式の地層処分施設への適用性をまとめる。 
 
(1) ポテンシャルの式 

質点系のみを検討する式であり、広い空間の中を移動する 1 質点が一軸方向に移動する様

子を表現した式である。極めて簡易で容易に理解できる式ではあるが、管路・煙突等の細長い

形状のものには適用できず、地層処分施設の地下施設での適用性は低い。 
 
(2) オイラーの微分方程式 

流体の渦を表現できる式であり、流体の運動を表現する上では良く用いられる式である。式

に粘性項がなく流体の粘性は表現できないため、管路・煙突等の壁面、管路・煙突等の内部に

ある物体の表面の分子の運動は表現できない。地層処分施設での適用性を考えると、壁面等の

表面の空気の流れを局所的に見る場合は、次に示すナビエ・ストークスの式が適していると考

えられるが、単に施設内の風量や風速を平均的に求める場合には適用可能である。 
 
(3) ナビエ・ストークスの式 

流体の渦・粘性を表現できる式であり、オイラーの微分方程式とともに流体の運動を表現す

る上では良く用いられる式である。ナビエ・ストークスの式は、閉空間・開空間の空気の流れ

を表現する汎用ソフトにも用いられており、流体力学の分野では一般的な式である。上述のオ

イラーの微分方程式で示したように、壁面等の表面の空気の流れを局所的に見る場合にも適用

できるため、地層処分施設での適用性を考えると、壁面付近の風速の検討など局所的な検討に

も適しており汎用性が高いと考えられる。 
 
(4) ベルヌーイの式 

流体の渦・粘性は表現できないが、オイラーの微分方程式、ナビエ・ストークスの式と比較

すると式自体が簡易で分かりやすく、流体力学の基礎的な式として多くの技術者が学ぶ式であ

るため、流体力学分野では最もポピュラーな式である。特に高い位置から低い位置へ流れる、

水の流れを表現するのに適しており、長大な河川流の解析に良く用いられる。なお、河川流の

解析であっても河床の複雑な流れや、河川表面の波は表現できない。地層処分施設での適用性

を考えると、全体の風量を求めるのに適している。なお風量から坑内の断面平均風速を求める

ことができるが、壁面等の局所的な風速を求めることはできない。 
 
本検討は、地層処分施設の地下施設の風量、風速、温度、圧力の変化を定常・非定常流（火

災時）で検討するものである。当検討の中で、壁面付近の風速等の状況を検討する場合がある

ことも考慮し、流体の表現が理論的に最も再現できると思われるナビエ・ストークスの式を用

いることとした。 
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表 3.3.3-1 支配方程式の地層処分施設への適用性のまとめ 

  支配方程式式 特徴 活用上の留意点 
地層処分での

適用性 

運
動
方
程
式 

ポテンシャルの式 

 

流体の渦度も粘性

も考慮しない。 

管や煙突等では活用不

可。質点系のみの検討に

は活用できる（ただし制

約条件は多い） 

理論式としては

簡易で活用しや

すいが、条件が

多く適用性は低

い 

オイラーの微分方程式 

 

流体の渦度は考慮

するが粘性は考慮

しない。 

ナビエ・ストークスの簡

易版として活用される

が、流路の中に移動する

物体がある場合、その表

面の速度を数値解的に

表現できない（境界条件

を設定できない） 

ナビエ・ストー

クスの簡易版と

して活用できる 

ナビエ・ストークスの式 

 

流体の渦度も粘性

も考慮する。 

流体力学の数値解析で

は最も良く用いられる。

オイラーの式と違い、流

路内に移動する物体が

ある場合でも、その表面

の速度を数値解的に表

現できる（境界条件を設

定できる） 

流体に対して最

も一般的であ

り、適用性は高

い 

ベルヌーイの式 

 

扱う流体は非圧

縮、非粘性、定常

流とする。渦度、

粘性も考慮しな

い。 

流体の運動エネルギー、

圧力エネルギー、重力の

ポテンシャルエネルギ

ーの和が一定であるた

め、圧力が上昇すれば速

度が減少する可能性が

ある。 

複雑な形状の地

層処分施設で

は、流体が非定

常流となる部分

が複数箇所あ

り、その部分へ

の適用性は低

い。 
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3.3.4 離散化法の整理 
 
 前項までで示した支配方程式により、空間の力学的な現象を、数式を用いて説明する方法につ

いて述べた。これらの支配方程式は、ある質点での値などを導くことは可能であるが、空間的に

拡がりをもった領域での物理量が解けるものではない（計算機は無限の空間に対して計算できな

い）。空間内で連続的に分布しているある物理量を保存則等の基礎的原理に基づいて（支配方程

式により）解くとともに、その時間的な発展を計算機で解くためには微分・積分演算や偏微積分

方程式を活用する。この手法を離散化（数値モデル化）と呼ぶ。 

 
(1) 有限要素法 

計算対象領域を細かい計算格子（要素）に区分し、各要素における支配方程式を要素間の補

間関数で近似し、比較的簡単に複雑な微分方程式を解く手法である。具体的には、支配方程式

に重み関数の積を施しそれを領域内で積分した後、弱形式化された偏微分方程式を補間して連

立一次方程式を解くものである。 
 
(2) 有限体積法 

計算対象領域を細かい計算格子（要素）に区分し、各要素に対して積分系の物理量の支配方

程式を適用する手法。具体的には、考えている格子点を中心とした微小領域内で支配方程式を

積分し、その境界の値を隣接する格子点を利用して積分式を離散化する。 
 
(3) 有限差分法 

計算対象領域を規則的な計算格子（要素）に区分し、支配方程式を変形して計算する手法。

解として求まるのは基本的に格子点上の値である。なお領域の形状が複雑である場合、非常に

細かい領域に区分することになり計算負荷がかかるため、領域に沿った形状で計算することは

難しい。 
 
(4) 境界要素法 

計算対象領域の境界を線要素に分割し、支配方程式を変形して計算する手法。解析的に求ま

るのは、基本的には線要素と線要素の交点の値である。数学的には難解であるが、領域の形状

が複雑でも対応できる。また領域形状が変形するような問題にも対応可能である。ただし、線

要素を自由に分割することから要素の対象性を用いた簡易な行列計算を設定できず計算負荷

が高いこと、また地震等の波形など解の形がある程度分かっている問題に適用するものである

ことから、活用分野は限られている。 
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3.3.5 離散化法の地層処分施設への適用性 
 

前項で 4 つの離散化法について、特徴と対応可能な計算領域について述べた。次表に離散化法

の地層処分施設への適用性をまとめたものを表 3.3.5-1 に示す。 

 

表 3.3.5-1 離散化法の地層処分施設への適用性のまとめ 

離
散
化
法 

特徴 活用上の留意点 活用される 
分野 

有
限
要
素
法 

計算対象領域を細かい計算格子
（要素）に区分し、各要素におけ
る支配方程式を要素間の補間関
数で近似し、比較的簡単に複雑な
微分方程式を解く手法。 

長所は形状的な制約がほとんど無
く，同一の解析精度を得るのに相
対的に少ない分割数で良いが、計
算プログラムがシンプルではな
く、CPU 等への負荷が大きいこ
とが難点である。 

湖沼・氾濫水、
複雑な領域の
流体、構造物の
応力・変形解析
等、広く適用さ
れる 

有
限
体
積
法 

計算対象領域を細かい計算格子
（要素）に区分し、各要素に対し
て積分系の物理量の支配方程式
を適用する手法。 

形状の制約が少なく，粗いメッシ
ュでも各種の保存則が成り立つ点
が長所であるが，数値拡散（発散）
を生じやすいことが難点である。
積分形であるため特性が大きく変
化する様な領域でも矛盾のない解
が得られる。 

流体全般に広
く適用される 

有
限
差
分
法 

計算対象領域を規則的な計算格
子（要素）に区分し、支配方程式
を変形して計算する手法。解とし
て求まるのは基本的に格子点上
の値である。 

高次精度化が容易であるが、解析
領域の形状に制約が大きいことが
難点である。 

河川流、氾濫
水、土石流のよ
うな流れの速
い流体に適用
される 

境
界
要
素
法 

計算対象領域の境界を線要素
に分割し、支配方程式を変形し
て計算する手法。解析的に求ま
るのは、基本的には線要素と線
要素の交点の値である。 

無限空間を含む領域の解析には特
に有効であり、波動問題の解析に
広く応用されているが、波動の問
題の場合は扱う領域のサイズ・伝
播速度・周波数によって取扱う問
題の特性が変わる可能性があるこ
とが難点と言える。 

海の波、地震の
波動のような、
周期性を持つ
波に対して適
用される 
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3.3.6 解析ソフトの選定 
 

前項までの検討を踏まえ、三次元通気解析での使用実績が多く支配方程式としてナビエ・スト

ークスを用いている「VENTMINE」を選定した。VENTMINE は、流れ解析に用いる流体力学

方程式を、2 次及び 3 次精度スキームをもとに計算するソフトウエアであり、壁の熱伝導や輻射、

移流を考慮することにより、複雑な流体力学的シミュレーション手法の導入もできる。また、一

次元モデルと三次元モデルの 2 つの次元を組み合わせた解析が可能であることも特徴のひとつで

ある。 

表 3.3.6-1、表 3.3.6-2 に特徴および利用実績等を示す。 
 

 

表 3.3.6-1 解析ソフトの特徴 

項目 名称 
支配方程式 Navier-Stokes の式 
離散化法 有限体積法 

解析モデル 
組み合わせ次元でのモデル化が可能 
（※境界条件の設定も比較的簡易） 

対象流体 非圧縮流体、混合流体 

 
 
 
 

表 3.3.6-2 利用分野・利用実績 

項目 内  容 
利用分野 通気（閉空間・開空間）、河川流・土石流、地すべり、管路流 
利用実績 原子力関連施設、プラント、自動車工場、食品加工場、地下鉄など多数 
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 表 3.3.6-3 に VENTMINE の適用可能性を整理する。また、入力条件と得られる結果を表 
3.3.6-4 に示す。 
 

表 3.3.6-3 VENTMINE における各再現状況の適用可能性 

番号 空間種別 場所 
現象と適用可能性 

火災 通気 

1 

閉空間 

ビルの中 ○ ○ 

2 家屋 ○ ○ 

3 地下鉄の駅 ○ ○ 

4 鉄道の車内 ○ ○ 

5 坑 道 ○ ○ 

6 長大トンネル ○ ○ 

7 上下水道 － ○ 

8 

開空間 

公園 ○ ○ 

9 立体駐車場 ○ ○ 

10 トンネル ○ ○ 

11 ビル街 ○ ○ 

12 山間部 ○ － 

13 橋 梁 － － 

 
 

表 3.3.6-4 VENTMINE の入力条件と得られる結果 

入力条件 得られる結果 
計算対象領域の圧力 風速分布 

温度分布 
圧力分布 
 
（以下は火災のみ） 
一酸化炭素濃度 
二酸化炭素濃度 
酸素濃度 

計算対象領域の温度 
外気温 
平均モル質量 
摩擦係数 
密度 
粘性 
プランドル数 
（必要に応じて）風量もしくは風速 
（火災の場合）火災曲線 
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(1)  解析ソフト（VENTMINE）の特徴 

本検討では、解析次元により計算結果や計算時間がどのように変化するのか比較する。比較

に用いるモデルは直線かつ上下左右が対象のものとし、解析次元は 1 次元、2 次元、3 次元を

比較する。 
 
 

 

図 3.3.6-1 次元の比較に用いるモデル図 
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 1) 解析モデル 
解析モデルは、直径 5m、高さ 200m の円筒形とし、1 次元、2 次元、3 次元でモデル化し

た。計算格子の多少の影響を確認するため、要素数が少ないものと多いものの 2 種類、合計 6
パターン作成した。計算格子図を図 3.3.6-2 に示す。 

 
図 3.3.6-2(1),(2)は、1 次元解析用の計算格子を示したものである。 
1 次元解析は、一軸方向のみの影響を表現する解析（たとえば x 軸方向のみ）であり、上下

左右対称の円筒形のモデルで 1 次元解析を行うには、一軸方向のみに区分した計算格子を用

いる。なお、円筒形であるため計算格子は円の中心から判断面 5 度分のみを示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図 3.3.6-2 1 次元解析用の計算格子図 

200m 

400 分割 

(1)  1 次元 400 分割 

200m 
800 分割 

(2)  1 次元 800 分割 

x x 
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図 3.3.6-3(1),(2)は、2 次元解析用の計算格子を示したものである。 
2 次元解析は、二軸方向の影響を表現する解析（たとえば x,y 軸方向）であり、上下左右対

称の円筒形モデルでは、二軸方向に区分した計算格子を用いる。なお、2 次元解析用の計算格

子も 1 次元解析用の計算格子と同様に判断面 5 度分のみを示す。2 次元モデルは、乱流の卓越

状況を見ることを目的に、特に密要素では壁面付近の計算格子を細分した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

図 3.3.6-3 2 次元解析用の計算格子図 

0.5m 

2.5m 

図 4.1.1-1  1 次元 400 分割 

2.5m, 29 分割 
200m, 

400 分割 

 

0.25m 

200m 

800 分割 

2.5m, 35 分割 

(1)  2 次元  29×400 分割 (2)  2 次元  35×800 分割 

0.50m 

x 

y 

x 

y 
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図 3.3.6-4(1),(2)は、3 次元解析用の計算格子を示したものである。 
3 次元解析は、三軸方向の影響を表現する解析（たとえば x,y,z 軸方向）である、上下左右

対称の円筒形モデルでは、三軸方向に区分した計算格子を用いる。3 次元解析用の計算格子は、

1 次元解析、2 次元解析とは異なり、円の中心から外側に向かって、三軸の影響が出るよう計

算格子を区分する。なお、3 次元解析のモデル化も 2 次元解析と同様に、壁面付近の乱流の卓

越状況を疎要素、密要素で比較できるよう計算格子の細分化を行った。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 3.3.6-4 3 次元解析用の計算格子図 

(1)  3 次元 25600 要素 (2)  3 次元 716800 要素 

200m, 

400 分割 

 

200m, 

800 分割 

 

64 要素 
896 要素 x 

y 

z 

x 

y 

z 
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 2) 解析条件 
 

坑道の初期条件は下記の通り設定した。なお、表 3.3.6-5 空気の属性情報の空気の属性

情報は一般的な空気の物性値を用いた。坑道の初期条件は以下の検討を踏まえて決定した。 
 

表 3.3.6-5 空気の属性情報 

平均モル質量 0.02897 kg/mol 
摩擦係数 1.4 
密度 1.293 kg/m3 
粘性 1.86×10-5kg/(m・s) 
プランドル数 0.708（流体の動粘性度と温度拡散率の比） 

 
 
 

  a. 坑道の圧力 
立坑上面の圧力は 101,300pa と設定した。気圧は標高が 100m 下がるごとに 1,000pa

上昇するため、深度 200m になる坑道底面は 103,300pa と設定した。 
 

  b. 温度 
立坑上面の地表温度を 297.15K と設定し、標高が 100m 下がるごとに温度が 3K 上昇す

ることを利用して、深度 200m になる坑道底面を 303.15K と設定した。 
 
 

表 3.3.6-6 圧力と温度の初期条件 

項目 立坑底面 立坑上面 
圧力 103,300pa 101,300pa 
温度 303.15K 297.15K 
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 3) 解析結果 
 
  a. 解析時間の比較 

下表は、1 次元、2 次元、3 次元解析のそれぞれにかかった時間を比較したものである。

なお、解析時間の大小は計算機の性能に左右されるため、比較は 1 次元解析に用いた計算

要素数との割合で示す。 
 
 

表 3.3.6-7 計算にかかる時間の比較（疎要素：高さ方向 400 分割） 

 要素数 要素数割合 計算時間割合 

1 次元 400 1 1 

2 次元 11,600 29 42 

3 次元 25,600 64 347 

 

 

表 3.3.6-8 計算にかかる時間の比較（密要素：高さ方向 800 分割） 

 要素数 要素数割合 計算時間割合 

1 次元 800 1 1 

2 次元 28,000 35 48 

3 次元 716,800 115.5 362 
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  b.  1 次元解析結果 

 
坑道の高さに対する風速、温度、圧力の変化を表 3.3.6-9 示したものである。解析結果

では、疎要素、密要素ともに 1 次元解析特有の線形分布の結果を見ることができる。なお、

解析結果には要素数の差による有意な差は見られない。 
 

 

表 3.3.6-9 風速、温度、圧力の変化 

坑道高さ 

(m) 

風速(m/s) 温度 (K) 圧力 (Pa) 

疎要素 疎要素 密要素 密要素 密要素 密要素 

0 4.54649 302.996 102,297 

10 4.55009 302.897 102,181 

20 4.55376 302.799 102,065 

30 4.55743 302.7 101,950 

40 4.56108 302.602 101,834 

50 4.56474 302.503 101,719 

60 4.56839 302.404 101,603 

70 4.57203 302.305 101,488 

80 4.57567 302.206 101,373 

90 4.5793 302.106 101,258 

100 4.58293 302.007 101,143 

110 4.58655 301.907 101,028 

120 4.59016 301.807 100,913 

130 4.59378 301.708 100,798 

140 4.59738 301.607 100,683 

150 4.60099 301.507 100,569 

160 4.60459 301.407 100,454 

170 4.60818 301.306 100,340 

180 4.61177 301.105 100,225 

190 4.61536 301.01 100,111 

200 4.61876 302.996 100,003 
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風速の経時的な変化を示す。風速は t=270s 以降でほぼ一定となった。風速は坑道高さ

に関わらずほとんど一定であった。 
圧力、温度、風速の収束時間は、圧力が t=30s 後、温度が t=180 秒後、風速が t=270 秒

後とそれぞれ収束までの時間が違う。これは圧力、温度、風速を求める順番が、圧力変化

を求めた後、温度、風速と求めていくことが影響していると考えられる 
坑道高さに対する温度の経時的な変化を示す。温度変化は t=180s 以降ほぼ一定となり、

坑道高さが高いほど温度は下がる傾向にある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.3.6-5 坑道高さに対する温度の経時変化（密要素：800 分割） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.3.6-6 坑道高さに対する風速の経時変化（密要素：800 分割） 
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坑道高さに対する圧力の経時的な変化を図 3.3.6-7 に示す。圧力の変化は 30 秒時点で収

束しており、温度や風速と比較して収束する計算速度が速い。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.3.6-7 坑道高さに対する圧力の経時変化（密要素：800 分割） 
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  c. 2 次元解析結果 
2 次元解析も 1 次元解析と同様に、円筒形であり円の中心から外側に向けて対象である

ため、計算格子のどの部分を取っても数学的に等価である。 
まず、疎要素（29×400 要素）と密要素（35×800 要素）の圧力変化、温度変化、風速

変化のコンター図を図 3.3.6-8、図 3.3.6-9 示す。風速変化のコンター図を見ると、坑道底

面部での乱流の卓越状況は密要素のほうが表現できている。このため 2 次元解析では要素

の疎密度により結果が変わることがわかった。 
次に、圧力変化、温度変化、風速変化の経時的な変化を図 3.3.6-10、図 3.3.6-11 示す。

1 次元解析と同様に、圧力の経時変化が最も早く収束し、続いて温度変化、風速変化とな

っている。これは、圧力、温度、風速を求める順番が、圧力変化を求めた後、温度、風速

と求めていくことが影響していると考えられる。 
 

 
図 3.3.6-8 坑道高さに対する圧力、温度の変化（2 次元解析） 

 
 
 
 
 
 

a 11600要素 b 28000要素

圧力変化図

a 11600要素 b 28000要素

温度変化図
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図 3.3.6-9 坑道高さに対する風速の変化（2 次元解析） 

 

a 11600要素 b 28000要素

風速変化図
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30s 60s 120s 210s 330s 114350s  

図 3.3.6-10 圧力の経時変化（密要素：35×800 要素） 

       

30s 60s 120s 210s 330s 114350s  

図 3.3.6-11 温度の経時変化（密要素：35×800 要素）



 
 

 

 
図 3.3.6-12 風速の経時変化（密要：35×800 要素）

3-30 
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  d. 3 次元解析結果 
3 次元解析も 2 次元解析および 1 次元解析と同様に、円筒形であり円の中心から外側に

向けて対象であり円筒の判断面の結果は数学的に等価である。 
まず、疎要素（25,600 要素）と密要素（716,800 要素）の圧力変化、温度変化、風速変

化のコンター図を示す。風速変化のコンター図を見ると、2 次元の結果と同様に、坑道底

面部での乱流が卓越している状況は密要素が表現できている。このため 3 次元解析も 2 次

元解析と同様に要素の疎密度により結果が変わることがわかった。 
次に、圧力変化、温度変化、速度変化の経時的な変化をそれぞれ示す。1 次元解析、2

次元解析と同様に、圧力変化の経時変化が最も早く収束し、続いて温度変化、風速変化と

なっている。これは、圧力、温度、風速を求める順番が、圧力変化を求めた後、温度、風

速と求めていくことが影響していると考えられる。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.3.6-13 坑道高さに対する圧力、温度の変化（3 次元解析） 
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図 3.3.6-14 坑道高さに対する風速の変化（3 次元解析） 

風速変化図 
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30s 60s 120s 210s 330s 114350s  

図 3.3.6-15 圧力の経時変化（密要素：716800 要素） 

       

30s 60s 120s 210s 330s 114350s  

図 3.3.6-16 温度の経時変化（密要素：716800 要素）
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図 3.3.6-17 風速の経時変化（密要素：716800）
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  e. 1 次元、2 次元、3 次元解析結果の比較 
1 次元、2 次元、3 次元の解析結果を比較するため、坑内の速度分布を比較した。1 次元

解析が軸方向に１要素を重ねたものであるため、境界の影響を考慮して、2 次元、3 次元

の解析結果も断面内のある 1 要素を取り出し、その速度変化を同軸上にプロットした。結

果、2 次元と 3 次元は同値（小数点以下 3 桁目）であり、1 次元のみ 0.01～0.015m/s 程度

の違いが出たが、本検討においては有意な差ではない。 
以上より、坑内全体の平滑化された風速変化を確認するのであれば、1 次元解析を用い

て計算負荷を低減させ、坑内の風速分布等の詳細な検討には 2 次元、3 次元解析を用いる

必要があることが分かった。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3.3.6-18 1 次元、2 次元、3 次元解析の風速変化の比較 

速度

（m/s） 

坑道高さ（m） 
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図 3.3.6-19、図 3.3.6-20 は、1 次元、2 次元、3 次元解析の坑道断面の風速を、坑道底

面から 50ｍ、100m、150ｍ地点で比較したものである。2 次元解析および 3 次元解析の結

果は、完全円筒形のシンプルモデルであるため同じとなることを確認した。また、疎要素

よりも密要素のほうが坑道壁面付近（x 軸の 0 もしくは 5m 地点）の風速の立ち上がりや、

坑道のほぼ中心となる部分（x 軸の 2～3m 付近）の風速の立ち上がりを良く表現できてお

り、乱流状態を表現するには 2 次元もしくは 3 次元の、ある程度密な要素に区分した解析

が必要であることが分かった。 
 
以上の検討より、坑道全体の平滑化された風速等を検討するには 1 次元解析で十分であ

るが、坑道断面内の風速等を検討するには、2 次元解析、3 次元解析が必要であり、要素

を密にすると解析精度が高くなることを確認した。なお、今回の検討では円筒形のモデル

を用い、数学的に等価なモデルであったため、2 次元解析と 3 次元解析が同値であったが、

非対象形のモデルを検討する場合は、3 次元解析が有用であると言える。 
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図 3.3.6-19 1 次元、2 次元、3 次元解析の坑道断面の風速変化の比較（疎要素） 
 
 
 
 

 
 

図 3.3.6-20 1 次元、2 次元、3 次元解析の坑道断面の風速変化の比較（密要素） 
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3.4 地層処分施設の解析条件の設定 
 
本節では、地下施設の通気解析の実施に向けた施設の形状、寸法、解析対象範囲、風速等の条

件設定の考え方を整理する。 
 

3.4.1 地層処分施設のモデル化 
 
地下処分施設は規模が大きく、実際に建設した施設がないため、既存の資料[4][5]から施設形

状・寸法を設定した。 
 本検討対象は、軟岩系岩盤の竪置き方式であり、平成 25 年度は同検討対象から簡易モデルを作

成したが、本年度は詳細モデルを作成し、検討を行うこととした。 
 モデル化の検討に用いた図を図 3.4.1-1～図 3.4.1-4 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.4.1-1 処分場レイアウト図（軟岩系岩盤、竪置き方式）[5] 
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図 3.4.1-2 処分場レイアウト図（軟岩系岩盤、竪置き方式、その 1）[5] 
 

 処分坑道と主要坑道の接合部には R（坑道の曲線部）をつけず、角度 135°のみ考慮 
 主要坑道の R は考慮し、通気の曲がり方を確認する 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.4.1-3 形状定義で考慮すべき事項の整理 
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図 3.4.1-4 軟岩系岩盤における各坑道断面[5] 
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3.4.2 解析対象、設定条件の検討 
 
 図 3.4.2-1 を踏まえ、地層処分場の配置イメージを図 3.4.2-2 に示す。地下の地層処分場では、

定置中パネル、埋め戻し中パネル、建設中パネルの３つのパネルが、並行して作業を進めている。

また、各パネルには、通気用の立坑が 2 本以上整備することが考えられている。軟岩系岩盤の竪

置き方式のパネルでは、50 本の処分坑道を予定しており、建設中パネルでは 13 本の処分坑道を

同時に掘削する予定である[4]。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.4.2-1 地層処分場のパネル配置[5] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.4.2-2 地層処分場のパネル配置イメージ 

定置中パネル 

埋戻しパネル 



 

3-42 
 

(1) 解析対象パネルの選定 
定置中パネル、埋め戻し中パネル、建設中パネルには、通気用の立坑が各 2 本以上考えら

れているため、各パネルの通気が独立して確保されていると考えた。また、建設中パネルは、

掘削中の 13 本の処分坑道に空気を送る必要があり、作業員も他のパネルと比べて多く配置さ

れている。 
以上より、本検討では通気が複雑となる建設中パネルを対象としてモデル化を行い、通気解

析および避難シミュレーションに活用することとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.4.2-3 建設中パネルのイメージ図 
 
 
(2) 建設中パネルのモデル化 

（1）で、解析対象を建設中パネルに設定した。本項では、建設中パネルの形状を定義する

上で考慮すべき事項を整理する。 
 主要坑道の北側に建設される連絡坑道（破線）は、定置作業で使用する坑道のため対象外

とした。 
 建設中パネル：13 本の処分坑道は貫通し、13 本が延長の半分の約 400m を掘削中と仮定

した。 
 
 



 

3-43 
 

(3) 坑道条件の検討に用いた資料の整理 
本解析上、作業員の安全を考慮した坑道条件を検討する上で満たすべき基準は、坑内温度、

酸素濃度、二酸化炭素濃度、作業員一人当たりの呼気に対する風量、作業員の呼気に対する風

量である。本検討では、作業員 1 人当たりの呼気に対する風量から必要な風量を確認し、風

速を設定することとした。なお、掘削方法、車両の有無などの作業条件、有毒ガス発生などに

よる環境条件によって満たすべき風量が異なることに留意する必要があるが、今回の解析にお

いては、除外することとした。 
 
新版・ずい道等建設工事における換気技術指針[7]（以降、新版・[7]指針とよぶ）は、ずい

道工事を行う作業員にとって快適な作業環境を保持するための方法等を示したものであり、換

気の基準値を包括した上で成り立つ基準である。このため、当該基準をもとに風量と風速の検

討を行った。 
 

 1) 所要風量の算定条件 
新版・換気技術指針[7]によると、作業員 1 人当たりに必要な所要風量（Qp）は 3m3/min

である（鉱山法も同様である）。また、この値は工事状況に係らず最低限確保しなければなら

ないもの、とされており、施工中の所要風量（Qa）は工事の諸条件を踏まえて設定する、と

なっている。 
 
 

【新版・換気技術指針[7]】p141 
トンネル内作業員に対する所要風量 Qp は、作業員に必要な適度の空通気等を考慮する

と、最低 1 人あたり 3m3/min とされている。これは、現場の工事状況の如何に関らず、

最低限確保しなければならないものである。したがって、トンネル内作業員に対する所

要風量は、前記の工事の諸条件から必要とされる風量とは別個に考えることが望ましい。 
 
 

工事の諸条件を踏まえた施工中の所要風量（Qp）は、新版・換気技術指針[7]で次のよう

に示されている。 
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【新版・換気技術指針[7]】p141 

〔所要風量〕 
Qa=Qp＋Qmax(m3/min) ・・・・・・・・・・・・・・・（2.3.27） 

ただし、Qp    ：トンネル内作業員に対する風量：Qp=q・M（m3/min） 
          q    ：作業員 1 人当たりの風量（3m3/(min・人)） 
     M  ：トンネル内での作業員の最大人数（人） 
    Qmax ：以下の Q1～Q6 のうちの最大量 
     Q1  ：地山から発生する有毒ガスの希釈・拡散の風量（m3/min） 
     Q2  ：発破の後ガスに対する風量（m3/min） 
     Q3  ：工事用機械や工事用車両の排出ガスに対する風量（m3/min） 
     Q4  ：工事で発生する粉じんに対する風量（m3/min） 
     Q5  ：発熱源に対する風量（m3/min） 
     Q6  ：坑内風速から求めた送気量（m3/min） 

 
 

本検討では、工事内容が不明であること、サイトが決定されていないことを踏まえて、

発破によるガス・粉塵、車両の排出ガス・発熱量、吹き付け作業の粉塵、温熱対策、高温

岩盤の掘削に対する所要風量は考慮しないこととし、作業員 1 人あたりの呼気から風量を

設定する。 
なお、可燃性ガスの湧出量が不確定の場合は、坑内風速 0.5m/s 以上を確保する（新版・

換気技術指針[7]、p101）。 
 

  a. 建設中パネルの風量設定 
本項では、前節で検討を行った必要風量を設定する。対象とするモデルは、建設中パネ

ルのモデルのみで、建設中の処分坑道の坑内の作業員は、で示した坑内作業人数を参考に

して処分坑道に 6 名／1 本とし、建設完了の主要坑道および処分坑道には、作業員は配置

しないと仮定した。 
 
以上より、坑道内の作業員数は、6 名×13 本＝78 名となる。なお、その内訳は図 3.4.2-4

の坑内作業人員「掘削」より、トンネル世話役 1 名、トンネル特殊工 4 名、トンネル作業

員 1 名であり、配置は均等配置と仮定する。 
 
必要風量は、作業員 1 人あたりの必要呼気量を担保することと、坑道条件を満たすため

に必要な風速を担保することが設定の要件となる。まず、作業員 1 人あたりの必要風量は

3.0m3/min であることから、坑口からの入気量は、3.0m3/min×78 名=234m3/min 以上確

保する必要がある。このときの風速は、トンネルの断面積（21m2）を考慮すれば、ある断
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面を通過する平均風速は 0.18m/s と、坑道条件で設定した 0.5m/s を下回る。各坑道の風

速 0.5m/s をすれば、前述に設定した作業員の必要呼気量を確保することができる。した

がって、各坑道の風速下限値を 0.5m/s と設定した。建設中の処分坑道が 0.5m/s×13 本

=6.5m/s、その他の主要坑道で 0.5m/s であるため、7.0m/s の風速を担保する風量が必要で

ある。これに断面積（21m2）をかけて必要風量を求めると、8,820m3/min である。以上の

検討結果を表 3.4.2-1 にまとめる。なお、北側主要坑道につながっている処分坑道につい

ては、図 3.5.3-3、図 3.5.3-4 に示したように一連に通気する（以下一筆書きという）方法

と仮定し、最小限の風量とした。 

 
図 3.4.2-4 建設中パネルと作業員の配置イメージ図 

 

表 3.4.2-1 坑道内の作業員数および風速、風量の設定 
 

No. 大項目 設定項目 値 

1 作業員数 

建設完了の処分坑道 0 名 

建設途中の処分坑道 
78 名／13 本 
（6 名／1 本） 

主要坑道 0 名 
連絡坑道 0 名 

2 トンネル断面積 21m2 

3 坑口からの入気量 
作業員 1 人当たりの必要風

量から算定 
234m3/min 
（3.0m3/min×78 名） 

4 No.3÷No.2 で求めた風速 0.18m/s（＜0.5m/s） 

5 
坑道条件の最低値で

ある 0.5m/s 以上で通

風させる場合 

建設中処分坑道の風速 
6.5m/s 
（0.5m/s×13 本） 

主要坑道の風速 0.5m/s 以上 
入気口の風速 7.0m/s 

6 No.5 から求めた必要風量 
8,820m3/min 
（7.0m/s×21m2×60 秒） 
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 2) 坑内温度の閾値の設定 
坑内温度の閾値は、労働安全衛生規則に定められている 37°以下とした。 
 

 
 【労働安全衛生規則】第五章 温度及び湿度 
  第六百十一条 
  事業者は坑内における温度を三十七度以下としなければならない 
 
 
 3) 酸素濃度、二酸化炭素濃度の閾値の設定 

酸素濃度、二酸化炭素濃度の閾値は、それぞれ労働安全衛生規則に定められている値を用

いて、酸素濃度を 19％以上、二酸化炭素濃度は 1.5％未満とした。 
 

 
 【労働安全衛生規則】第三篇 衛生基準 第一章 有害な作業環境 
  第五百八十三条 
  事業者は、坑内の作業場における炭酸ガス濃度を一．五パーセント以下としなければならな   
  い 
  第五百八十五条 
  事業者は、次の場所には、関係者以外のものが立ち入ることを禁止し、かつその旨を見やす

い箇所に表示しなければならない 
  四 炭酸ガス濃度が一・五パーセントを超える場所、酸素濃度が十八パーセントに満たない

場所又は硫化水素濃度が百分の十を超える場所 
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各項目の検討結果を表 3.4.2-2 にまとめる。 
 

表 3.4.2-2 設定条件一覧 

坑道条件 値 備考 

坑内温度 37℃以下 

労働安全衛生規則 

第五章 温度及び湿度 

第六百十一条 

事業者は坑内における温度を三十七度以下としなけれ

ばならない 

酸素濃度 19％以上 労働安全衛生規則 第三篇 

衛生基準 第一章 有害な作業環境 

第五百八十三条 

事業者は、坑内の作業場における炭酸ガス濃度を一．

五パーセント以下としなければならない 
第五百八十五条 

事業者は、次の場所には、関係者以外のものが立ち入

ることを禁止し、かつその旨を見やすい箇所に表示し

なければならない 
四 炭酸ガス濃度が一・五パーセントを超える場所、

酸素濃度が十八パーセントに満たない場所又は硫

化水素濃度が百分の十を超える場所 

二酸化炭素濃度 1.5%未満 

風量 

（風速） 

8,820m3/min 以上 

（0.5m/s 以上） 

新版・換気技術指針[7]p101 

可燃性ガスの湧出が想定される場所であって、その湧

出量が不確定の場合は坑内風速 0.5m/s 以上を確保する 

 



 

3-48 
 

3.5 解析の実施 
 
トンネルや鉱山等における通気解析では、多くの解析事例が発表されているものの、そのほと

んどがベルヌーイ式（1 次元解析）である。3.3 節での検討結果を踏まえ、通気の乱れを理論的に

再現可能なナビエストークス式（3 次元解析）による解析事例はなく、処分坑道を含めた地層処

分施設規模の通気解析を行うのは、国内で初めてである。そのため、条件設定、モデル化、解析

手法、通気の解析など様々な検討過程において課題や新しい知見が抽出されると予想される。 
以上より、本解析では、地層処分施設の坑道内を既存の解析ソフトを用いて流れる空気の風速・

風量、熱等の分布がどのように表現できるか、また、解析を行うにあたってどのような新しい知

見や課題が抽出できるかを把握することを目的とする。 
 

 
3.5.1 解析手順の検討 
 
 平成 25 年度の検討では、処分坑道等を含まない簡易なモデルを用いて解析を実施した結果、

計算負荷が大きく計算ケースを増やすことが困難であった。また、立坑や掘削中の処分坑道等も

なかったことから、地下の地層処分施設における通気の特性を把握するとともに、計算負荷を抑

える手法についても検討する必要がある。 

 したがって、本節では 

図 3.5.1-1 に示す手順により解析を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 3.5.1-1 解析手順 

STEP1：通気が確保されない

箇所の確認 

STEP2：通気が確保される場

合の条件の確認 

STEP3：火災発生時の影響の

確認 

STEP4：換気が停止した影響

の確認 

算出した風量を立坑へ送った場合に、各坑道

にどのように流れるか確認する 
 

STEP1 を踏まえ、通気を強制的に操作する場

合の条件整理、及びその時の風速、温度等の

確認 

STEP2 における条件下において、火災が発送

した場合の温度、ガス濃度等の影響の確認、

及び避難シミュレーションとの重ね合わせ 

STEP2 における条件下において、換気機能が

停止した場合の風速、温度等の影響の確認 
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3.5.2 通気が確保されない箇所の確認（STEP1）  
 
(1) STEP1 の解析の概要 

前項で設定した風量（8,820m3/min）を満たす 3 次元の通気解析を実施する。本項は、パ

ネル全体の風況場を確認する。風況場から、1 次元モデルが適用可能と判断できる場所と通

気が確保できない箇所を確認する。 
これらの結果を踏まえて、STEP2 以降の検討に用いる解析モデルの次元の組み合わせを決

定する。 
 

 
図 3.5.2-1 3 次元解析による風況場の確認 

 
 

(2) 各ポイントにおける風速の確認（その 1） 
 1) 風速分布の確認 

STEP1 は、建設中パネルおよび建設中パネルに繋がる連絡坑道を全て 3 次元でモデル化

し、算出した必要風量等の条件を用いた通気解析を実施する。STEP1 の目的は、①建設中パ

ネル全体の風速を把握する、②各処分坑道の空気の流入状況を確認する、ことを第 1 段階と

し、最終的に、③定常かつ一様流れの場所を特定した上で 1 次元解析が可能な範囲を設定す

る、ことである。 
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 2) 数値拡散の確認とその対応 
1)の検討結果を踏まえて、分流部分に仮想の壁を設けた計算を実施した。結果、解析が収

束せず発散した。この原因を詳細に検討するには、計算対象領域全体ではなく局所的に分割

して検討を重ねる必要がある。一方で、計算格子の多さが何らかの影響を与えているとも考

えられたため、計算格子を疎に設定し解析を実施した結果、解析は収束した。 
 

 3) 解析結果 
以降、解析結果（風速分布）を示す。 

 
 
 

 

 
図 3.5.2-2 全体の風速分布図 
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図 3.5.2-3 Zoom1 の風速分布図 
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図 3.5.2-4 Zoom2 の風速分布図 
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図 3.5.2-5 Zoom3 の風速分布図
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図 3.5.2-6 Zoom4 の風速分布図
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図 3.5.2-7 Zoom5 の風速分布図
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図 3.5.2-8 Zoom6 の風速分布図 
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 4) 解析結果の考察 
 

本解析の結果について、傾向として以下の内容が確認できた。 
① 建設中パネルの主要坑道の風速が連絡坑道の風速よりも遅い 
② 建設中パネルの周囲の主要坑道に空気が流れる 
③ 処分坑道内にほとんど空気が流れない 
④ 入気側の風速が排気側の風速よりも早い 

 
建設中パネルの風速が連絡坑道の風速よりも遅い理由は、分岐部において空気が分散され

るためである。これは、②の主要坑道に空気が流れていることからも判断できる。また、1
本目の処分坑道には、空気が比較的流れているが、2 本目、3 本目になるにつれて流れにく

くなることが確認できた。また、各ポイントの確認結果を表 3.5.2-1 に示す。 
 

表 3.5.2-1 STEP1 の解析結果 

 
本検討では、建設中パネルから立坑までの連絡坑道が長く、計算時間に要する結果となっ

た。そこで、建設中パネルから立坑までの連絡坑道を 500ｍとした解析結果を参考資料とし

て添付する。 

ポイント 解 析 結 果 

Zoom1 入気口と排気口の立坑に繋がる部分は、入気側が排気側と比較して

高い風速分布を示した。 
Zoom2 

Zoom3 
分流部分において風速が遅くなっているのを確認した。これは、分

岐部により坑道の断面変化から乱流が発生し、速度が低下したよう

に見られる。 

Zoom4 
南側主要坑道に主に空気が流れている状態であるものの、分岐の確

度が 135 度と緩やかなため、西側主要坑道にも空気が流れているの

を確認した。 

Zoom5 

北側主要坑道では、処分坑道との接続後に風速が上がることを確認

した。各坑道の通気が合流し、風量が増えることにより、風速が速

くなったと考えられる。また、北側主要坑道の風速が上がることに

より、2 番目以降の処分坑道の気流がより乱されていることが確認

できる。 

Zoom6 
Zoom5の風速分布と逆に1番目の処分坑道に空気が流れていること

を確認した。処分坑道に空気が流入するときに、処分坑道内に空気

がぶつかり渦をまく現象を確認した。 
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3.5.3 通気が確保された場合の条件の確認（STEP2） 
 
(1) STEP2 の解析の概要 

STEP2 のモデル化は、STEP1 の結果を考慮して図 3.5.3-2 のように設定した。図の赤線部

分は 1 次元モデルを行った部分で、青線部分が 3 次元モデル化した部分である。建設完了の

処分坑道は一筆書きの 1 次元モデルとし、建設途中の処分坑道は作業員の避難を考慮して 3
次元モデルとした。 
一筆書きのダクト部分は、形状を定義せず、より簡易にモデル化する手法として「セルポロ

シティ」を設定した。この手法の利点は、形状変更することなく 2 種類の気流を干渉させる

ことなく解析できることである。なお欠点は、隣の処分坑道へ流す管路をによる気流の乱れを

再現できないところである（図 3.5.3-2）。 
今回の解析において処分施設全体にかかわる気流の流れに影響を与えるものではないので、

「セルポロシティ」を設定することによる問題は軽微であると判断した。 
※セルポロシティとは、計算格子の一部を「透過要素」として設定するモデル化の手法の一

つであり、今回の解析ではこの透過要素に流入する空気の一部を、境界条件を用いて透過させ

る手法を取った。 
 
 
 

 
 

図 3.5.3-1 菱刈鉱山の切羽付近の様子 
 

 

ダクト 
切羽 
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図 3.5.3-2 ファン・ダクト設置と組み合わせ次元のイメージ図 

 

 

図 3.5.3-3 一筆書きの通気の概念図 
 

 
図 3.5.3-4 風門の設置と建設中処分坑道の切羽へ向けた通気方法の概念図 



 

3-60 
 

(2) 風速分布の確認 
図 3.5.3-5 に建設中パネル全体の風速分布を示す。全体的な傾向は STEP1 の 3 次元モデル

と同様であり、入排気口から建設中パネルに繋がる連絡坑道で風速が高く、かつ入気口側より

も排気口側の風速が高い。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.5.3-5 建設中パネル全体の風速分布図 
 

 
 

風速（m/s） 
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(3) 建設完了の処分坑道への空気の流入出状況の確認 
建設完了の処分坑道への空気の流入出、図 3.5.3-6 において確認できるものの、1 次元モデ

ル化した部分への一筆書きの空気の流れは十分には表現できなかった。なお北側主要坑道との

接合部分の空気の流入出状況も同様であった（図 3.5.3-7）。原因は、モデル化と繰り返し計

算回数の検討不足が考えられ、当解析の適用性に関する今後の課題である。 
 
 

 
 

 
図 3.5.3-6 建設完了の処分坑道への空気の流入出状況（南側主要坑道との接合部） 

風速（m/s） 

空気が処分坑道に流
入している様子がわ
かる 



 

3-62 
 

 
 

 
 

図 3.5.3-7 建設完了の処分坑道への空気の流入出状況（北側主要坑道との接合部） 

風速（m/s） 

風速（m/s） 

空気が主要坑道に流入し

ている様子がわかる 
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(4) 建設途中の処分坑道への空気の流入出状況の確認 
建設完了の処分坑道から建設途中の処分坑道へ繋がる部分には、前述したようにセルポロシ

ティにより風門を設置し、一筆書きで流れてきた空気を集めて建設途中の処分坑道へ流した。

なお、風門は図 3.5.3-8 の A 点のセルポロシティを活用して設置した。A 点では北側から流

れてきた空気と南側の主要坑道を通って流れてくる空気が合流する部分であり、局所的には風

速が大きくなる。風門のセルポロシティを通過した空気は 3 次元的な流れを見せながら通過

する。 
建設途中の処分坑道の切羽付近では、ダクトを通して流した空気が切羽付近で流れているこ

とが確認できる。一方で、一筆書き部分と同様に、1 次元モデル化した部分への空気の流れは

表現できず、当解析の適用性に関する今後の課題である。 
 

 

 
 
 

 
図 3.5.3-8 建設完了の処分坑道から風門を通過して建設途中の処分坑道へ空気が流れる様子 

A 点 

風速（m/s） 

風速（m/s） 

風門付近で局所的に風速

が高くなる様子を表現 
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図 3.5.3-9 建設途中の処分坑道の切羽付近の空気の流出状況 

 

風速（m/s） 

風速（m/s） 

ダクトを設置した切羽付

近で風速が高くなる 



 

3-65 
 

3.5.4 火災発生時の影響の確認（STEP3） 
 
(1) STEP3 の解析の概要 

本検討では、STEP2 の検討結果を用いて火災時の熱・煙の拡散状況を確認する。発火点を

図の A 点とし、発火点付近の空気の流れ、熱の拡散、一酸化炭素濃度・二酸化炭素濃度・酸

素濃度のそれぞれの経時変化を確認する。なお STEP3 では避難シミュレーションを行い、処

分坑道内の作業員の避難や、同じ作業員配置条件下で火災時の作業員安全を確認する。 
 
 
 

 
図 3.5.4-1 発火点の設定 
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(2) 発火地点および火災曲線の設定 
STEP6 は STEP4 と同じモデルを用い、図 3.5.4-2 に発火点を設定して解析を行った。発

火点の設定は、本解析の結果を作業員の避難状況の確認に用いる避難シミュレーションに活用

することを想定し、作業員が配置されている建設途中の処分坑道（7 本目）の切羽に設定した。 
火災曲線は図 3.5.4-3 に示す標準化際曲線を用いた。地層処分の地下施設を対象に本検討と

同様の検討を行っているのは、フランスの ANDRA 社であり、ANDRA 社の検討では、施設

内の機械類が液体燃料漏れをおこし、何らかの理由でその液体燃料に引火したとして、火災シ

ナリオを想定している[5]。なお、用いられている火災曲線については、比較・検討はされて

おらず、CETu 標準火災曲線を用いた検討を行っている。 
本検討においても、施設や使用する機械類の詳細が未定なため ANDRA 社の事例に倣い、

同様の火災曲線を用いることとした。 
 

 
図 3.5.4-2 発火地点（図 3.5.2-9 再掲） 

 

 
図 3.5.4-3 火災曲線の設定（CETu 標準火災曲線）[5]  
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(3) 解析結果の整理 
火災の解析は、時間経過に伴い熱・煙（一酸化炭素、二酸化炭素、酸素濃度）が変化する非

定常解析であり、これらの結果は発火から 60 秒、120 秒、180 秒、360 秒、540 秒、900 秒

（定常状態）の経時変化で表現する。 
 

 1) 風速分布 
図 3.5.4-4、 

図 3.5.4-5 に建設途中の処分坑道の風速分布を示す。なお、この風速分布は風速が定常状

態になったときのものである。7 本目の処分坑道および主要坑道との接合部付近に熱の影響

による風速分布が見られるが、隣接する建設途中の処分坑道やその他の坑道には影響がない

ことが見える。これは、建設途中の処分坑道の長さが 500ｍ弱と長く、なおかつ坑道間距離

が各処分坑道の影響を受けないよう取られているためである。 
これを踏まえ、以降の熱・煙拡散の計算結果は建設途中の処分坑道（7 本目）のみを示す。 
 

 

 
 

図 3.5.4-4 建設途中の処分坑道の風速分布（切羽付近） 
 

 

 
 

風速（m/s） 

風速（m/s） 
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図 3.5.4-5 建設途中の処分坑道の風速分布（主要坑道との接合部付近） 
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 2) 熱・煙の拡散状況 
  a. 熱の拡散状況の確認 

図 3.5.4-6 に火災による熱の拡散状況を経時的に表した結果を示す。発火直後から坑道

上面に熱が拡がり、その後も 900 秒まで高温域が拡がり続ける様子が見える。 
 

 

 
図 3.5.4-6 熱の拡散状況の経時変化 
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  b. 煙の拡散状況の確認（一酸化炭素濃度） 

図 3.5.4-7 に一酸化炭素濃度の経時変化を示す。熱の変化と同様に発火直後から 120 秒

後までは坑道上面に一酸化炭素濃度の高い部分が拡がるが、360 秒後以降は坑道底面部分

にも同様な拡がりが見え、かつ坑道中心部分の拡散が早くなっていることが分かる。これ

は一酸化炭素等の空気の構成要素は、熱の拡散と比較して、より風速の影響を受けている

ためと考えられる。 

 
 

図 3.5.4-7 煙の拡散状況の経時変化（一酸化炭素濃度） 
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  c. 煙の拡散状況の確認（二酸化炭素濃度） 
図 3.5.4-8 に二酸化炭素濃度の経時変化を示す。発火直後から 60 秒後までは熱や一酸化

炭素濃度の変化と同様に坑道上面に濃度の高い部分が拡がるが、120 秒後以降は坑道底面

部分に拡がり、かつ坑道中心部分の拡散が早くなっていることが分かる。一酸化炭素濃度

と二酸化炭素濃度の拡がり状況を比較すると、二酸化炭素濃度のほうが坑道底面に拡がり

やすいことが分かる。これは二酸化炭素のほうが一酸化炭素よりも比重が重いために出る

現象である※。 
※空気の比重を 1 とした場合、二酸化炭素の比重は 1.53、一酸化炭素の比重は 0.967 で

あり、二酸化炭素は空気より重く一酸化炭素は空気より軽い。 
 

 
 

図 3.5.4-8 煙の拡散状況の経時変化（二酸化炭素濃度） 
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  d. 煙の拡散状況の確認（酸素濃度） 

図 3.5.4-9 に酸素濃度の経時変化を示す。発火直後から 120 秒後までは熱や一酸化炭素

濃度の変化と同様に坑道上面に濃度の高い部分が拡がるが、180 秒後以降は一酸化炭素濃

度や二酸化炭素の拡散と同様に坑道底面部分に拡がり、かつ坑道中心部分の拡散が早くな

っていることが分かる。一酸化炭素濃度、二酸化炭素濃度、酸素濃度の拡がり状況を比較

すると、二酸化炭素濃度が坑道底面に最も拡がりやすく、一酸化炭素が坑道上面に最も拡

がりやすい。酸素濃度は二酸化炭素と酸素濃度のほぼ中間の拡がりを見せる。これは、酸

素の比重が 1.14 とその他 2 つの間の比重であることに依存する※。 
 
 

 
 

図 3.5.4-9 煙の拡散状況の経時変化（酸素濃度） 
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(4) 避難シミュレーションによる作業員の避難の様子と通気解析結果との重ね合わせ 
 1) 避難シミュレーション 

歩行者シミュレーションなどの交通シミュレーションは、駅構内や大学構内の計画の中で

多く使われている。東北地方太平洋沖地震を経験して、日本全国の避難計画を見直すという

流れの中で、交通シミュレーションを応用した避難シミュレーションの開発とこれを用いた

避難計画が各所で進められている。 
本検討の避難シミュレーション解析では、これまでに上記に示したような事例から、ドバ

イの都市計画やオリンピック、ワールドカップといった国際大会の交通計画まで、様々な交

通問題に利用されているミクロシミュレーションソフト「VISSIM（VISWALK）」を活用す

る[6]。また、同ソフトは過年度の施設計画に係る調査・検討にも用いられている。 
シミュレーションの対象エリアとしては、これまでの解析同様に建設パネル内とするが、

以下に今回実施する避難シミュレーションのその他の設定条件について整理する。具体的に

は、「避難速度」、「避難人数」、「避難開始時間」、「避難開始位置」・「検討ケース」を条件設定

の対象とする。 
 

  a. 避難速度 
今回の対象者としては、過年度と同様に建設中パネル内で作業する作業員とする。 
そのため、避難速度について、過年度と同様に本検討では避難者の速度として、「時速 5

㎞（分速 83m）」の避難速度を設定する。 
 
 
  b. 避難人数 

これまでに整理したように、各処分坑道で作業している作業員は、1 本あたり 6 名であ

る。そのため本検討の避難人数は、全 13 本の処分坑道を対象としているため、6 人/本 × 
13 本=78 人とする。 
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  c. 避難開始時間 
避難開始時間は、火災が発生する処分坑道（13 本のうち、中心の 7 本目）については発

火直後に避難開始するように設定する。 
その他の処分坑道については、図 3.5.4-10 処分坑道内における避難開始の様子 にあ

るように伝達していくことを想定し、中心から離れる毎に 15 秒毎、避難開始が遅れるよ

うな設定とする。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.5.4-10 処分坑道内における避難開始の様子 

 
 

火災が発生した

中心の処分坑道

中心の処分坑道から

徐々に避難開始

（15秒おき）

スタート直近の信号に

より、避難開始時間を

設定
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  d. 避難開始位置 
避難開始位置は、各処分坑道の切羽からとする。 

 
  e. 検討ケース 

今回の通気解析は 1 ケースであるが、避難シミュレーションでは、通気解析と重ねた分

析を行うとともに、坑道内の避難に影響しうる施設の有無について影響評価が可能かを検

証するため、主要坑道内に門扉を 1 箇所設置したケース・していないケースの 2 ケースを

設定する。 
門扉の設定条件としては、避難者一人が通過できる幅とし、門扉通過の抵抗力として避

難速度が 1/5（1km/h）となるように設定する。 
なお、通気解析の重ね合わせについては、2 ケースともに実施する。 

 
 
これまでに整理した設定条件について、表 3.5.4-1 に整理して示す。 

 

表 3.5.4-1 各種設定条件 

番号 項目 設定条件 
ⅰ 避難速度 時速 5.0 km/h（分速 83m /min） 
ⅱ 避難人数 78 人 （処分坑道あたり 6 人） 

ⅲ 避難開始時間 
火災発生した処分坑道（中心）：火災発生直後 
その他の処分坑道      ：中心の処分坑道から離れる毎に 15

秒避難開始が遅れる。 
ⅳ 避難開始位置 各処分坑道の切羽部分から避難 
ⅴ 検討ケース 主要坑道内１箇所設定したケース／していないケース 
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 2) 通気解析と避難シミュレーションとの重ね合わせ 
今回の通気解析と重ね合わせた避難シミュレーションの検討結果は、以下のとおりである。 

  a. 通気解析との重ねあわせからみる避難結果 
通気解析結果を重ね合わせて避難の状況を確認した。分析結果はより他の条件が入らな

いようにするために門扉がないケースを対象として避難完了率を分析結果として図 
3.5.4-11 に示す。 
最終的な避難完了率は、約 92％であり、全ての作業員が避難できなかった。これは、火

災が発生した処分坑道の作業員（6 名）が発火と同時に避難を開始したが、煙に巻き込ま

れて避難ができなかったためである（図 3.5.4-12）。 
また、避難完了率の時間的変化（伸び率）を解析すると、避難が完了し始めた数分間に

比べ、その後数分間の避難完了率の伸び率は低いことがわかる。 
これは、火災が発生した処分坑道よりも上流部にある処分坑道（6 本）においては、避難開始時

間が遅い処分坑道ほど、避難距離が短くなることで、各処分坑道の作業員が合流・集団化したた

めに高い伸び率を示した。その一方で、火災が発生した処分坑道よりも下流部にある処分坑道（6
本）においては、避難距離が長い処分坑道ほど、避難開始時間を遅く設定したため、処分坑道単

位で避難者が孤立するために避難完了率の伸び率が低くなる（図 3.5.4-13、 
図 3.5.4-14）。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 3.5.4-11 避難完了率（門扉なしケース） 
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門扉なし

火災上流部の処分坑道内の作業員

が集団避難したため、

避難完了の伸び率が高い

火災下流部の処分坑道内の作業員が遠

ければ遠いほど、遅くなってしまうため

避難完了の伸び率が低い

火災が発生した処分坑道の作業員が

全員避難できなかったため、

避難完了率は、100％を下回った
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図 3.5.4-12 火災が発生した処分坑道における避難の様子 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.5.4-13 各箇所における避難の様子 

■火災発生よりも上流部の処分坑道の様子

■火災発生よりも下流部の処分坑道の様子

主要坑道に合流

火災上流部では、避難開始時間の違いによって、避

難者が集団化 （距離が近いほどスタートが遅くなるため）

一方、火災下流部では、より下流部の（避難距離が

長い） 処分坑道の避難が遅れ、孤立
（距離が遠いほどスタートが遅くなるため）
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  b. 支障物の有無による避難状況の差異 
避難状況の検討の可能性を検討するため、作業員の避難に支障が起こり得る門扉を主要

坑道内 1 箇所に設置して門扉なしのケースと比較した。 
比較の結果、門扉なしに比べ門扉ありのケースでは避難完了率の伸び率は鈍化した。（ 

図 3.5.4-14）これは、門扉により容量の低下（一人しか通過できない箇所が存在する）や速度低

下が発生したことにより避難遅れが生じたためである（ 
図 3.5.4-15）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3.5.4-14 門扉の有無に関する避難完了率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3.5.4-15 門扉部分における避難の様子 
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避難シミュレーションはこれまで行ってきたとおり、一定の避難の様子の再現が可能であることがわかった。 
その他さまざまな地下施設等の避難再現の適用可能性について整理した表 3.5.4-2 に示すとおり、様々な避難の様子が再現可能である。 

 
表 3.5.4-2 避難シミュレーションにおける各再現状況の適用（再現）可能性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1

熱や煙による通行不可の状況

○

通行不可になる時間の根拠は
気流解析の結果を用いて設定
が必要

2

支障物や速度が違うエリアを通行する
ために速度が一時的に低下する状況
（階段や坂道を登る時など）

○

坂道や支障物など各低下速度
をどの値にするかは事例などを
用いての設定が必要

3

扉など幅員が狭隘になる箇所で多くの
人が集中し容量が低下する状況

○

幅員などは事例や設計図を用
いての設定が必要

4

扉を開くためなどのために一旦停止す
る状況

○

停止時間などに設定根拠が必
要

5

一部作業員が怪我などをして速度の遅
い人が一部いる状況

○

既存研究などから各種属性の
設定根拠が必要

6

長距離移動したために速度が低下して
いる状況（疲労している状況）

○

既存事例などから速度低下す
る距離などの設定根拠が必要

7

作業員が道に迷う状況

○

迷走する避難者の割合などの
根拠が必要
但し、迷走率など明確な既存
資料はない可能性が高いた
め、率を変えるなどの比較検討
が必要

8

作業員が一斉に避難開始する様子

○

避難開始時間の設定根拠が
必要（避難計画など）

9

煙などをみて、作業員が経路を変更し
たシェルターなどに避難する様子

○

煙の到達時間を気流解析など
を基に設定が必要
視認性や判断距離などについ
て既存研究などから設定が必
要

備考番号 再現状況 可能性 イメージ図

壁

避

避

避

壁

壁などを設定し幅員減少を表現

避

避

通行可能な時間

時間経過

避

避

通行不可能な時間

通行不可能な条件になる時間で赤信号と
することで、通行が不可能となる。

速度の遅い
ゾーン

避

矢印が太いほど、速度が速い

坂道などを例に一時的に速度を下げるエリア
を設定し、速度がさがる様子を再現

避

矢印が太いほど、速度が速い

属性（怪我あり/なし）ごとに速度設定が可能

避

ケガ

壁

避 避避

壁

扉の前で一時停止を設定し、表現

速度の遅い
ゾーン

遠

速度を下げるエリアを設定し、速度がさがる様子を再現

近
近距離移動のため

変化なし

人の属性ごとに設定可能。そのため、スタート位置別などに
設定が可能

避

避難者のルートなどを設定することで表現

●●％ ●●％

状況により最短（時間）経路で選択させることも可能

避

避

避難開始

避

避

避難開始時間を信号で制御することで表現可能

避

避

避

避

避

避

ある時間で経路選択を変更させることで表現

避煙
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3.5.5 換気が停止した影響の確認（STEP4） 

 

(1) STEP4 の解析の概要 

本検討では、STEP2 と同じメッシュ・境界条件のもと、換気機能を停止させ自然通気にしたと

きの風況場の経時変化を確認する。ここではまず、自然通気により坑内の通気を確認し、各所の風

速がどれくらいになるのかを確認する。 

 

 

 

図 3.5.5-1 自然通気による風況場の確認 
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(2) 風速分布の確認 

STEP5 は STEP4 と同条件のモデルを用いて、施設内の全ての換気機能が停止したと仮定し、

自然通気による風況場の経時変化を確認した。 

換気機能の停止による坑内の気流の変化は、換気機能停止後 120 秒、180 秒、360 秒、540 秒

720 秒とした。図 3.5.5-2～図 3.5.5-7 に全体の通気の変化（風速の変化）を示す。 

全体的に、時間の経過に伴い徐々に風速が下がる様子が確認できる。換気機能を停止した場合で

も、圧力差や温度差による風速の変化を解析的に表現できていると言える。一方で、換気機能停止

から 720 秒後には施設全体の風速が 0.5m/s を下回り、弱風で定常状態となる。数値的な妥当性に

ついては本検討の対象外であり割愛するが、今後、実規模の実験による検証が必要と考えられる。 

 

 

 
 

図 3.5.5-2 STEP5 の全体概要図（図 3.5.2-8 再掲） 
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図 3.5.5-3 換気機能停止から 120 秒後の風速分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.5-4 換気機能停止から 180 秒後の風速分布 

風速（m/s） 

風速（m/s） 
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図 3.5.5-5 換気機能停止から 360 秒後の風速分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.5-6 換気機能停止から 540 秒後の風速分布 

風速（m/s） 

風速（m/s） 
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図 3.5.5-7 換気機能停止から 720 秒後の風速分布 

風速（m/s） 
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(3) 立坑部分の風速分布の確認 

図 3.5.5-8 に立坑部分の風速分布の経時変化を示す。全体的に、立坑の坑口付近の風速が立坑底

部の風速よりも高い傾向にある。換気停止から 120 秒から 720 秒後まで順次全体的に風速が低下

し、入気口よりも排気口のほうが風速の高い状態を保っていることが確認できる。換気機能を停止

した場合でも、空気の流れにはその状態を保とうとする慣性の力が働き、風速ベクトルが入気から

排気に向かっていることから排気口側の風速が保たれることが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

(1) 120 秒   (2) 180 秒   (3) 380 秒    (4) 540 秒   (5) 720 秒 

 

図 3.5.5-8 立坑部分の風速分布（経時変化）

入気口 

排気口 

風速（m/s） 

慣性の力により、排気口付近

の風速が保たれている 
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3.6 まとめ 

 

 本章では、平成25年度の事前解析の結果を踏まえて、立坑・処分坑道等を含めた地下処分施設を対象

とした三次元解析実施時の計算負荷の低減や、換気設備の特性および坑道の形状を考慮した風量等を検

討した。また、通気解析と避難シミュレーションの本解析を実施し、火災事象等に対する作業員の安全

性確保に向けた検討を行った。 

本年度の調査・検討項目は以下３項目である。 

①通気解析に関る数値解析技術の検討 

②地層処分施設の解析条件の設定 

③解析の実施 

以下に、それぞれの実施項目に関するまとめを述べる。 

 

3.6.1 通気解析に関る数値解析技術の検討 

流体の力学特性に着目し、その運動を司る物質の運動を表現する式を整理し、地層処分施設で活用

する数値解析技術（支配方程式、離散化法）について整理・検討を行った。 

本検討の気流解析では、地下施設の風量、風速、温度、圧力の変化を定常流・非定常流（火災時）

で検討することを考慮し、支配方程式については、オイラーの微分方程式もしくはナビエ・ストーク

スの式が壁面付近の渦を表現でき、坑道内の空気の流れを表現するのに適していると判断した。オイ

ラーの微分方程式とナビエ・ストークスの式を比較した場合、式の特性上、ナビエ・ストークスの式

は壁面付近の流れの表現も可能であり、分流・合流地点や切羽が存在する地下処分パネルの局所的な

検討にはナビエ・ストークスの式が適していると考えた。 

離散化法では、以下の利点を考え有限体積法を用いることとした。 

a. 形状の制約が少なく粗いメッシュでも各種の保存則が成り立つ 

b. 積分形であるため特性が大きく変化する様な領域でも矛盾のない解が得られる 

c. 流れを力学的に扱う 

以上を踏まえ、支配方程式がナビエ・ストークスで、かつ有限体積法を用いることができる解析

ソフトとして「VENTMINE」を選定した。 

有限体積法は、数値拡散（発散）を生じやすく、本解析的検討においても解を算出するのに多大な

時間・労力を要した。今後、コンピュータの処理速度の向上に伴い計算速度は速くなっていくことに

なるが、地下処分施設の規模は大きく、精度を良くするためには、格子数を緻密に整備する必要がる。

また、地下処分施設は日々建設をすすめているため、形状が変わるとともに火災の発生場所も特定で

きるものでないため、多くのパターンの解析をする必要が出てくる。したがって、求める結果により

支配方程式や離散化などの組み合わせを適切に判断し、計算速度の負担軽減を図る必要がある。 
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3.6.2 地層処分施設の解析条件の設定 

地層処分施設の形状については、既往の資料から形状、寸法を設定し、形状等から通気用の立坑が

各パネルに整備が予定されているため、パネル毎に通気が独立していると仮定し、解析の対象とする

パネルを建設中パネル、定置中パネル、埋戻しパネルから 1 つに絞り込むこととした。解析の対象と

なるパネルについては、掘削中の坑道があり、作業員がいる建設中パネルを対象とした。通気解析及

び火災影響評価を行うにあたって必要な風量（風速）、坑内温度、酸素濃度、二酸化炭素濃度の閾値を

導き出すため、労働安全衛生規則、新版・ずい道等建設工事における換気技術指針などを参考に整理

した。また、換気技術指針による風速 0.5m/s を確保することにより、処分坑道にいると仮定した作

業員の必要呼気量を確保できることを確認し、建設中パネルに必要な風量を算出した。 

平成 25 年度の検討結果より、3 次元解析の膨大な計算格子数が影響して計算時間が 2 週間程度／1

ケースと長時間を必要とした。これを受けて、1 次元モデル化が可能な部分について検討を行い、気

流の乱れが小さい個所を 1次元モデルとし、分合流部などの気流の乱れが大きい個所を 3 次元モデル

とし、モデル化を行った。 

 

3.6.3 解析の実施 

解析の実施にあたっては、建設中パネルに必要な風量を送った場合の連絡坑道、主要坑道、処分坑

道の通気状態を確認し、強制的に通気する必要がある箇所を確認した。 

その結果、分岐部において検討した風速が確保できないこと、また処分坑道内へ空気がほとんど流

れないことが分かった。そこで分岐部等において局所ファンの設置を想定し、通気を強制的に誘導す

ることた。たとえば、建設完了の処分坑道では、全てダクトで繋いで“一筆書き”の方法で通気する

と仮定して解析することにより、必要な風量を抑えることとした。また、建設途中の処分坑道では、

入気口からダクトを繋いで通気を確保すると仮定し、解析した。 

建設途中の処分坑道 13 本の真ん中にあたる 7 本目の処分坑道の切羽付近で、CETu 標準火災曲線

に則った火災を発生させ、火災時の熱・煙の拡散状況を確認した。一酸化炭素濃度、二酸化炭素濃度、

酸素濃度の拡散分布では、比重の違いにより、比重が軽い一酸化炭素が最も坑道上面で拡散しやすい

ことを確認することが出来た。熱の拡散については、発火直後から坑道上面に熱が拡がるという熱影

響を確認した。 

発火から 900 秒後で定常状態となったが、熱・煙とも処分坑道内に収まった。処分坑道が 500m 程

度と長く、火災曲線も長時間の火災を想定していないためと考えられる。 

建設途中の処分坑道 13 本の切羽付近に、6 名ずつ作業員を配置し、7 本目の処分坑道で火災が発生

した直後から、隣接する坑道の作業員が順次避難を開始するという避難シミュレーションを実施した。

また、搬送装置などの障害物を想定した狭い通路を通過する場合を再現するため、扉を設けて解析し

たところ、単位時間に通過する作業員の数が低下することに伴う避難速度の低下や避難完了率の低下

を解析で確認した。 
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今回の解析では、鉱山等を参考に坑道換気を前提に 13 本の切羽に適切な風量を送るため、主要坑

道、連絡坑道等の風速が大きくなる結果となった。火災等により風上側に作業員が退避する場合は、

風速が大きくなると障害となるため、安全確保の観点からは課題が残る結果となった。また、多くの

風量を送るため設備や維持するための電力等については、考慮していないため検討が必要と考える。 

 

3.6.4 3 次元解析実施における対処事例 

 

3.4 節の考えに基づいたモデル・計算格子、初期条件を基に解析ソフトを用いて 3 次元通気解析を

実施した結果、解析が途中で止まり解が出なかった。解析が止まった部分を確認すると、建設中パネ

ルの南西端の連絡坑道との接合部が原因であった。これについては、分流のベクトルが南側主要坑道

と、西側主要坑道で変わるにも係らず、互いに隣接する要素のベクトルが影響し収束しないためと考

えた。 

そこで、当該分流部分に仮想の壁を設けることにより計算することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3.6.5-1 分流部分で起こった解析エラーへの対応

北側連絡
 

南側連絡
 

北側主要
坑道 

東側主要坑道 

南側主要坑道 南側連絡
坑道 

西側主要
坑道 

仮想の壁の設置 
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＜参考資料＞ 

STEP1（その 2） 

本解析では、②の課題以外に、④計算格子が荒く結果が疎に見える、⑤分流部分に仮想の壁を設け

て意図的に分流させている、ことが課題と考えられる。 

 

 そこで、形状定義を変更することで解決に近づけそうな④、⑤の解決を試み、以下のような形状定

義を行い、さらに解析的検討を続けた。 

 

 計算対象領域を狭くするため、建設中パネルと繋がる連絡坑道の長さを 500m とする 

 課題となった分流部分を 135°の斜角で結合し曲率は考慮しないものとする 
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参考資料 図 1 形状定義とモデル化 

 

西側主要坑道 
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東側主要坑道 

南側連絡坑道 
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処分坑道 

南側主要坑道 
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参考資料 図 2 に建設中パネル全体の風速分布を示す。なお、示した風速分布は坑道底面から 1.5m

高さの縦断面である。 

全体的に、入排気口から建設中パネルに繋がる連絡坑道で風速が高く、かつ入気口側よりも排気口

側の風速が高い。まず連絡坑道の風速が高い理由は、分岐がなく坑道内の風量が分岐後の処分坑道よ

りも多いためと考えられる。次に、入気口側よりも排気口側の風速が高い理由は、建設中パネル内温

度と地表温度の違いによる浮力効果で排気口から立坑にかけて風速が早くなる現象（煙突効果と呼ぶ）

が影響していると考えられる。 

しかし、下図の区間 A と区間 B は同じ坑道断面で分流・合流もないにも関らず、風速が 3 倍以上

違い、全体を俯瞰的に見ると、正しい解を得たとは言いがたい。そこで、(2)以降で詳細な縦断面図お

よび横断面図を確認する。なお、STEP3 の目的であるSTEP4 の検討のための解析次元の検討も合わ

せて行うこととする。 

 

 

 

参考資料 図 2 建設中パネル全体の風速分布図 

 

風速（m/s） 

区間A 

区間B 
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(2)では、(1)で示した建設中パネル全体の風速分布から、代表的な地点の風速を確認する。参考資料 

図 3 に風速確認場所を示す。風速確認場所（9 点）の着目点は以下の通りである。なお、No.9 の排気

口付近以外の地点については、各坑道内の代表的な風速を確認する目的に従い、接合部から坑道直径

の 20 倍（20D）、すなわち 100m 以上離れた地点の風速を確認できるよう留意する。 

 

 入気口から建設中パネルに入るまでの北側連絡坑道の風速（No.1） 

 北側連絡坑道から建設中パネルの西側主要坑道内に分岐した後の風速（No.2） 

 北側主要坑道の風速のうち建設完了の処分坑道を通過した後の風速（No.3） 

 建設完了の処分坑道内の風速（No.4） 

 建設中の処分坑道内の風速（No.5） 

 南側主要坑道の風速のうち建設完了の処分坑道および建設中の処分坑道を通過した後の

風速（No.6） 

 建設中パネルの南側から連絡坑道へ続く合流部（No.7） 

 排気口へ続く南側連絡行動内の風速（No.8） 

 排気口付近の風速（No.9） 

 

 

 

 

参考資料 図 3 STEP3 の風速確認地点（図 3.5.2-3 に地点No.を加筆） 

 次頁以降に、各No の風速分布を示す。 
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 1) No.1 の風速分布 

参考資料 図 4 にNo.1 の風速分布を示す。この結果は、全体の風速が定常状態になったときの

結果であり、結果として取り出した部分は入気口および建設中パネルとの接合部から各 150m 離

した中間の 200m 部分の風速である。坑道壁面の風速と比較して坑道内部の風速が高いものの、

空気の流れる方向での場所的な変化はない。本検討では、この部分の空気の流れについて、壁面付

近の空気の乱れ（渦）を確認することは目的としておらず、3 次元モデル化の必要性は低いと考え

られる。このため、STEP4 以降では、当該部分を 1次元モデル化して検討する。 

 

 

 
 

 

参考資料 図 4 No.1 の風速分布 

風速（m/s） 
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 2) No.2 の風速分布 

参考資料 図5にNo.2の風速分布を示す。No.1と同様に定常状態になったときの結果であり、

結果として取り出した部分は、連絡坑道から主要坑道に分岐した地点および北側主要坑道に繋がる

地点から各 300m 離した中間の 226m 部分の風速である。坑道全体の風速が一様であり、3 次元モ

デル化の必要性は低い。このためSTEP4 以降では当該部分を 1 次元モデル化して検討する。 

 

参考資料 図 5 No.2 の風速分布 

風速（m/s） 
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 3) No.3 の風速分布 

参考資料 図6にNo.3の風速分布を示す。No.1と同様に定常状態になったときの結果であり、

結果として取り出した部分は、建設完了の処分坑道の東の端から主要坑道に合流した地点から

400m 区間の風速である。坑道の風速が西側から東側に向けて変化しており、一様となる部分は、

建設完了の処分坑道の東の端から主要坑道に合流した地点から 300m 離れたところであった。こ

のためSTEP4 以降では、非一様の 300ｍ区間は 3次元モデルを用いることとし、その他の一様部

分については 1 次元モデルを用いて検討する。 

 

 

 

参考資料 図 6 No.3 の風速分布 

風速（m/s） 
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 4) No.4 およびNo.5 の風速分布 

参考資料 図 7 にNo.4 およびNo.5 の風速分布を示す。なお、No.1 と同様に定常状態になった

ときの結果である。建設完了の処分坑道も建設途中の処分坑道も空気の流入はほとんどなく、風速

分布は一様であった。このため当該部分は 1 次元モデル化して解くものとする。 

処分坑道内は、掘削後に地中から可燃性ガスが突出する可能性があり、作業員がいない場合であ

っても空気を流す必要があると考えられている。このため、建設完了の処分坑道は 13 本の処分坑

道同士をダクトでつなげて空気を流すと仮定し、建設途中の処分坑道には作業員がいることを想定

して切羽付近にあまねく新鮮な空気を送るためにダクトを設置すると仮定して、STEP4 以降の解

析を行う。 

 

 

 

参考資料 図 7 No.4, No.5 の風速分布 

風速（m/s） 
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 5) No.6 の風速分布 

参考資料 図 8 にNo.6 の風速分布を示す。なお、No.1 と同様に定常状態になったときの結果

である。結果として示した部分は、建設途中の処分坑道の西側から数えて 8 本目との接合部から

400m までである。処分坑道との接合部付近は非一様であり、STEP4 以降の解析では 3 次元モデ

ル化が必要と考えられるが、13 本目の最後の処分坑道との接合部以降はほぼ一様であり、1 次元

モデル化が可能と考えられる。 

 

 

参考資料 図 8 No.6 の風速分布 

風速（m/s） 
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 6) No.7 の風速分布 

参考資料 図 9 にNo.7 の風速分布を示す。なお、No.1 と同様に定常状態になったときの結果

である。結果として示した部分は、主要坑道と連絡坑道の接合部であり、風速が高くなると予測し

ていたが、風速はほとんど上がらなかった。原因については不明であるが、各主要坑道を空気が流

れた後、ほとんど風速が上がっていないことを考慮すれば、合流部で風速が低いままであることも

推察できる。今後の課題として、実規模実験を行い検証する必要があると考える。 

 

 
 

 

参考資料 図 9 No.7 の風速分布 

風速（m/s） 
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 7) No.8 の風速分布 

参考資料 図 10 にNo.8 の風速分布を示す。なお、No.1 と同様に定常状態になったときの結果

である。結果として示した部分は、(1)が主要坑道から南側連絡坑道に接合したNo.7 の合流部から

100m 西側の地点から始まり 200m 西側の区間まで（No.8 東側）を示したものであり、(2)は連絡

坑道が曲がる点から 100m の区間（No.8 西側）を示したものである。(1)の区間については、風速

は一様でありSTEP4 以降では 1 次元モデルを用いることが可能と考える。一方で(2)は非一様で

あるため 3 次元モデル化が必要と考えられる。 

 

 

(1) No.8 東側                (2) No.8 西側 

 

参考資料 図 10 No.8 の風速分布 

風速（m/s） 
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 8) No.9 の風速分布 

参考資料 図 11 にNo.9 の風速分布を示す。なお、No.1 と同様に定常状態になったときの結果

である。結果として示した部分は、排気口付近 100m を示したものである。No.1 と同様に、坑道

壁面の風速と比較して坑道内部の風速が高いものの、空気の流れる方向での場所的な変化はない。

本検討では、この部分の空気の流れについて、壁面付近の空気の乱れ（渦）を確認することは目的

としておらず、3 次元モデル化の必要性は低いと考えられる。STEP4 以降では当該部分を 1 次元

モデル化して解析を行うことが可能であるが、排気口付近の立坑内で煙突効果が確認されることを

考慮して立坑との接合部付近は 3 次元モデル化することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 図 11 No.9 の風速分布 

風速（m/s） 
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 9) 横断面図による各No.の風速分布の確認 

本モデルは、連絡坑道が長く分流部分で壁を設けたモデルの改良モデルとして作成し、解析をお

こなったものである。しかし、風速分布を俯瞰的に見たところ、風速の変化が大きく解が出たか否

か疑問が残る。そこで、解析結果をさらに検討するため、各No.の横断面図を確認することとした。
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No.1 No.2 

 
 

No.3 No.4, No.5 

  

No.6 No.7 

  
No.8（西側） 凡例 

参考資料 図 12 No.9 の断面風速分布 
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参考資料 図 12 より、断面の中心が側面と比較して風速が早いことがわかる。ただし、処分坑

道内のNo.4 およびNo.5 は空気がほとんど入っておらず、風速はほぼゼロである。 

 

参考資料 図 13 は、全体の風速分布図に断面図を合わせて示したものである。No.1 および

No.8(西側)の入気および排気の連絡坑道がその他の主要坑道・処分坑道よりも風速が大きい。一方

で合流部分であるNo.7 の風速は、合流前のNo.6 よりも低く、解が正しいとは言えない。また、

No.7 とNo.8 の間には分岐・合流がないにもかかわらず、風速が大きく違っていた。このような

結果は、解析が収束していない状態で起こりうるものである。 

本解析では、入排気口の風量の絶対値が等しくなり、また各計算格子の風速値の差分に変化がな

くなったとき、解析は収束していると考えたが、全体の風量および風速の収支のバランスが取れた

としても、局所的に見ると解析が収束していない場合があると考えられる。 

 

 

 

 

参考資料 図 13 縦断面と横断面の風速分布 
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第4章 人工バリアの限界性能等に関するデータ取得 

 

4.1 はじめに 

 

本章では、平成 24 年度に選定した技術開発課題のうちの「人工バリアの限界性能等の調査・

試験」について述べる。 

「人工バリアの限界性能等の調査・試験」については、平成 24 年度に、異常状態や事故時の

「熱的性質」の把握、およびガラス固化体キャニスタの「腐食性」の把握、が優先課題に選定さ

れた。 

これを受けて、昨年度は地上施設における火災時の人工バリアの熱応力解析を行い、ガラス固

化体キャニスタやオーバーパックの温度履歴や応力履歴について検討した。また、今年度に予定

している緩衝材を介した火災影響の検討に向けて、緩衝材の高温時の熱特性を把握するための加

熱試験を行い、データを取得した。さらに、津波被害を想定し、海水の付着等による塩分の影響

を受けたガラス固化体キャニスタの腐食性について、文献等調査を行った。 

今年度は、昨年度取得した緩衝材の熱特性データを用いた地下施設における緩衝材を介した火

災影響の解析を行うとともに、津波被害を想定した腐食環境条件の設定に資する情報の収集・整

理を行う。また、昨年度地上施設火災解析の結果から必要と判断したガラス固化体キャニスタの

高温データ、及び地下施設で火災に被災した緩衝材の機械的特性データを取得する。 

 

4.1.1 既往の研究成果 

 

平成 24 年度、平成 25 年度の研究成果は報告書[1][2]にて参照することができるが、その概要

は以下のとおりである。 

平成 24 年度は、地層処分施設と類似した既存の施設について文献調査を行い、それらの施設

で想定している異常状態や事故などについて知見をまとめた。また、地層処分の操業工程ごとに

求められる安全機能や操業継続に必要となる機能について検討し、その結果に基づき、本開発に

おいて自然災害に対する安全確保を検討する具体的な作業の選定を行った。 

次に、類似施設の調査結果などに基づき、地層処分施設の操業安全を脅かす可能性がある自然

災害を選定し、これらの起因事象が検討対象に作用した場合に発生し得る異常状態と被害の連鎖

を検討し、被害の連鎖の帰着点である最終的な状況を整理した。このようにして整理した最終的

な状況に対し、応急対策、恒久対策、対策のための試験・解析を検討・抽出した。そして抽出し

た種々の対策等を整理・類型化して、対策等に必要な技術を「7 つの技術課題」として抽出した。 

さらに、抽出した 7 つの技術課題に関わる現況技術の調査に着手し、その調査結果に基づいて

「救援・救出技術」、「状況把握・監視技術」、「施設計画技術」、および「人工バリアの限界性能等

の調査・試験」の 4 つを「技術開発課題」に選定し、概略の開発内容・方法・成果目標・開発工

程などを検討・整理して、年度展開を示した。 

平成 25 年度は、人工バリアの熱応力解析による火災影響の検討を行った。地上施設での火災



 4-2 

時に人工バリアが火炎で加熱される状況を想定した熱応力解析を行い、ガラス固化体キャニスタ

やオーバーパックの温度履歴や応力履歴のデータを取得した。また、ガラス固化体キャニスタの

He ガス内圧上昇の影響を評価するための解析的手法について調査・整理を行った。 

解析的な検討においては材料物性値を適切に設定することが必要である。緩衝材については、

100℃未満の熱特性についてはデータ取得事例があるが、火災などによる高温履歴を想定した熱

特性データは取得・蓄積されていないことから、地下施設における火災事故を想定した解析的検

討に資するため、緩衝材の高温時の熱特性を取得した。 

また、津波被害を想定したガラス固化体キャニスタの腐食性に関して調査した。放射性廃棄物

を扱う施設におけるガラス固化体キャニスタの海水の影響を想定した腐食性、および放射性物質

を内包した条件での腐食性について調査した。 

 

 

4.1.2 今年度の実施内容 

 

(1) 背景 

地層処分事業操業中の異常状態や事故の影響を緩和するためには、その時の人工バリアの状

況を適格に評価し、人工バリアの状況に応じた適切な対策を施す必要がある。人工バリアの限

界性能等に関するデータ取得項目は、このような観点から選定した技術開発課題である。 

表 4.1.2-1 に、人工バリア構成と各種外力に対する限界性能等の把握に向けた調査・試験の

概略を示す。同表には、本開発において試験項目として取り上げる優先度の評価結果も示して

いる。今年度は昨年度に引き続き、表 4.1.2-1 で優先度が高いと評価した人工バリアの熱的性

質及び津波被害を想定したガラス固化体キャニスタの腐食性に関する調査・検討を実施する。

具体的には、人工バリアの火災影響について、解析的な検討および解析に必要な物性データの

取得試験を行うとともに、ガラス固化体キャニスタの津波に対する腐食性の調査を行う。 
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表 4.1.2-1 人工バリア構成と各種外力に対する限界性能等の把握に向けた調査・試験の概略 

人工バリアの

状態 
項目 

ガラス固化体 
ガラス固化体＋オーバ

ーパック 
ガラス固化体＋オーバーパック

＋緩衝材 
PEM 

①力学的性質の

調査・試験 
優先度○：海外の詳細

な実験データが有り、

評価可能と考えられる 

優先度○：他の研究開

発成果を確認後、必要

な検討に取り組む 

優先度○： 

同左 
優 先 度 ○：

同左 

②熱的性質の調

査・試験 
優先度○：右記の検討

の基礎データになるこ

とから、それらの検討

に合わせて着手する 

優先度◎：日本の「オ

ーバーパック＋ガラス

固化体」についての火

災影響の検討事例が

見あたらない  

優先度◎：「ガラス固化体＋オー

バーパック＋緩衝材」の火災影

響の検討、及び高温条件での緩

衝材の熱特性の実験データがな

い  

優 先 度 ◎：

同左  

③ｷｬﾆｽﾀ・ｵｰﾊﾞｰ

ﾊﾟｯｸの腐食性の

調査・試験 

優先度◎：ｷｬﾆｽﾀの過

酷な塩分環境に対する

耐食性の網羅的・体系

的な調査・整理が必要 

優先度△：炭素鋼オー

バーパックの耐食性は

多くの研究が為されて

おり、評価可能と考え

られる  

  

④坑道冠水等に

よる緩衝材の性

能 劣 化 調 査 ・ 試

験 

  優先度△：事故等による浸水を

受けた緩衝材は、交換を基本に

するのがよいと考えられる 

優 先 度 △：

同左 

※優先度 ◎：速やかに着手するのが良いと考えられる項目 ○：優先項目終了後に、必要な検討に着手するのが良いと

考えられる項目 △：本開発での優先度は高くないと考えられる項目 

      平成 26 年度(今年度)実施範囲 

 

(2) 実施概要 

前項の背景を受けて、今年度実施する項目は以下の 4 項目である。 

① 地下施設で火災発生を想定した人工バリアの影響解析 

② 地下施設で火災発生を想定した緩衝材のデータ取得 

③ 地上施設で火災発生を想定したキャニスタの特性データの取得 

④ 地上施設に津波が流入した場合のキャニスタの腐食環境（温度）条件設定に関する情報収

集・整理 

 

 1)  地下施設で火災発生を想定した人工バリアの影響解析 

地下施設での火災時に人工バリアが火炎で加熱される状況を想定した熱応力解析を行い、

ガラス固化体キャニスタやオーバーパックの温度履歴や応力履歴のデータを取得する。今年

度は、人工バリアの状態として「ガラス固化体キャニスタ＋オーバーパック＋緩衝材」（表 

4.1.2-1 の赤線内）を対象に解析を行い、ガラス固化体キャニスタやオーバーパックに対する

緩衝材の火災影響緩和効果を整理する。 

 

 2)  地下施設で火災発生を想定した緩衝材のデータ取得 

解析的な検討においては、材料物性値を適切に設定することが信頼性を向上するうえで重
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要である。人工バリアの構成要素の一つであるオーバーパックについては、わが国では材質

のリファレンスは炭素鋼としており、その熱特性は高温時も含めて把握されている。 

一方、もう一つの構成要素である緩衝材については、100℃未満の熱特性や常温での力学

的特性についてはデータ取得事例があるが、火災などによる高温履歴を想定したデータは取

得・蓄積されていないのが現状である。 

緩衝材の高温時の熱特性は昨年度取得したが、力学的性質については取得された事例が無

く、火災時（および火災後）の操業安全性を評価するために必要な緩衝材の力学的性質の取

得実験を行う。 

 

 3)  地上施設で火災発生を想定したキャニスタの特性データの取得 

平成 25 年度の地上施設の火災解析結果より、条件によってガラス固化体キャニスタの温

度が 700℃を超えることがわかった。キャニスタの材料であるSUS304Lと類似したSUS304

の物性値は、日本機械学会の規格 JSME（2012 年版）等で 650℃までは示されているが、そ

れ以上の高温データが取得されていないことから、平成 25 年度は 650℃以上の物性値を外

挿して解析を実施した。 

今年度は解析精度を向上させるため SUS304L を対象とした高温の機械的特性データを実

験により取得する。 

 

 4) 地上施設に津波が流入した場合のキャニスタの腐食環境（温度）条件設定に関する情報収集・

整理 

操業中に津波により地層処分施設に海水が流入することを想定した場合、ガラス固化体キ

ャニスタが塩分の影響を強く受ける環境に曝される状況が考えられる。 

ステンレス鋼に対する一般的な海洋環境下における腐食性については既往の研究例があり、

知見も得られているが、放射性廃棄物を扱う施設における津波被害を想定した過酷な塩分環

境条件における腐食性については、さらに調査・検討の必要性があると考えられる。 

津波によるガラス固化体キャニスタ（SUS304L 等）の腐食性に関して、①海水に対する

腐食性、②放射線環境下での腐食性、に着目した平成 25 年度の文献調査により、①につい

てはすきま腐食・微生物腐食・加工履歴による SCC 発生、②については水の放射線分解に

よる酸化性の高まりが前述の腐食を促進させる可能性について指摘された。 

また、固化ガラスの崩壊熱による温度上昇は海水に浸漬したガラス固化体キャニスタ表面

の気液界面での海塩析出による高温・高濃度塩化物溶液環境をもたらす可能性があり、この

ような条件での温度分布を解析によって求め、SCC が発生する腐食環境の成立性を評価する

ことが優先課題として挙げられた。 

今年度は、崩壊熱による腐食環境（温度）条件について情報を収集・整理する。 

 

4.2 地下施設で火災発生を想定した人工バリアの影響解析 

 

地下施設での火災時に人工バリアが火炎で加熱される状況を想定した熱応力解析を行い、緩衝

材を介したガラス固化体キャニスタやオーバーパックの温度履歴や応力履歴について検討した。 
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4.2.1 解析対象及び検討フロー 

 

今年度は、人工バリアの状態として「ガラス固化体キャニスタ＋オーバーパック＋緩衝材」を

対象に解析を行った。ガラス固化体キャニスタ[3]およびオーバーパック[4]の仕様をそれぞれ図 

4.2.1-1、図 4.2.1-2 に示す。また、今年度の解析ケースを表 4.2.1-1 に示す。表 4.2.1-1 の解析

ケースについて、図 4.2.1-3 に示す手順に従い解析を実施した。 

 

図 4.2.1-1 ガラス固化体キャニスタの寸法（日本原燃(株)仕様）[3] 
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図 4.2.1-2 オーバーパックの寸法 [4] 

（資源エネルギー庁 地層処分技術調査等事業の検討仕様） 
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表 4.2.1-1 今年度の解析ケース 

 

解析 

ケー

ス

NO. 

解析対象モデル 

換気 

風量 

[m/s] 

緩衝材 

施工状況 

燃焼解析 

ケース数 

伝熱解析 

ケース数 

応力解析 

ケース数 

1A 

ガラス固化体キ
ャニスタ+オー
バーパック+緩

衝材 

0.5 

部分施工 

(オーバーパック露
出) 

１ １ １ 

1B 

ガラス固化体キ
ャニスタ+オー
バーパック+緩

衝材 

2.0 １ １ １ 

2 

ガラス固化体キ
ャニスタ+オー
バーパック+緩

衝材 

2.0 完全施工 １ － － 

 

 

 

図 4.2.1-3 人工バリアの熱応力解析 検討フロー 
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4.2.2 火災シナリオの検討 

 

火災は、複数の事象が重なった結果であり、着火の原因、規模、位置や燃料の種類、分配、ま

た、火災の種類（気体の組成や流れ方など）、火の広がり方、最大発熱量、総発熱量、換気状態、

消火システム、消火活動などによって大きく変わる[5]。火災燃焼解析の条件（シナリオ）は電気

機械のバッテリーパックによる火災を検討した。条件設定によりオーバーパックにとって、さら

に厳しい状況となるシナリオを想定することもできるが、地下施設での火災解析の課題を把握す

るため、搬送・定置装置上でバッテリーパックが燃えた場合の影響について解析を行うこととし

た。なお、火災中にバッテリー電解液の一部が漏れてオーバーパックの処分孔に入り込む状態、

消火システムによって噴射する水によって漏れた電解液がより大きく広がった場合等については、

今後のシナリオ設定の課題として提示することとした。 

 

 

(1) 被災前提条件 

① 火災発生の起因事象となる自然災害 

地層処分施設の地下施設／処分坑道において、高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体キャ

ニスタを収納したオーバーパック（以下、オーバーパックという））の処分孔への搬送・定置

作業が電気を動力とした搬送・定置装置によって行われるとする。搬送・定置作業中に地震

が起因事象となり火災が発生するものとする（本項の（2）参照）。 

② 燃料 

オーバーパックの搬送・定置装置は Li-ion 電池から供給される 1300kWh の電力で動くと

仮定し、その電池（電解液、ハウジング材など）が燃焼するものとする。 

③ 定置方式 

人工バリアの定置方式には、処分孔竪置き方式と処分坑道横置き方式がある。竪置き方式

は処分坑道の全通換気により横置き方式に比べて供給酸素量が圧倒的に多い（図 4.2.2-1）

ため、火災影響評価上厳しい条件となる処分孔竪置き方式とする。 

④ 緩衝材施工方式 

処分孔竪置き方式における緩衝材施工方式にはブロック、ペレット、原位置締固め方式等

がある（図 4.2.2-2[6]）。ペレット方式は施工中にオーバーパックが剥き出しの状態になり、

火災の影響を受けやすいことから、ペレット方式とする。 

⑤ 火災発生時の人工バリアの状態 

ケース１：オーバーパックは処分孔内に定置済、緩衝材は未施工（オーバーパック下部緩衝

材は施工済）の状態で、オーバーパックが剥き出しで定置された状態とする。オ

ーバーパック搬送・定置装置がその処分孔から数メートルほど離れている。 

ケース２：オーバーパック、緩衝材ともに処分孔内に定置施工済、オーバーパックは完全に

緩衝材中に埋設された状態とする。オーバーパック搬送・定置装置がその処分孔

から数メートルほど離れている。 
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     処分坑道横置き方式              処分孔竪置き方式 

図 4.2.2-1 人工バリアの定置方式と供給酸素量の概念 

 

 

 

 

図 4.2.2-2 主な緩衝材の施工方式[6] 

 

 

 

(2) 火災シナリオの設定 

地下施設は図 4.2.2-3 に示すように、主にアクセス坑道、各パネルへの連絡坑道、主要坑道、

及び各パネル内の処分坑道からなる。地下施設では、パネル毎に建設、定置、埋め戻しの三段

階で作業が進められる[6]。本検討において、定置方式は処分孔竪置き方式とし、火災は定置

作業中に発生すると仮定する。 
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図 4.2.2-3 地下施設レイアウト例（高レベル放射性廃棄物処分場）[6] 

 

 

定置深度は地下 500m と仮定する。雰囲気温度は深度によって上昇するので、数式 4.2.2-1 

[2] により 30℃と設定する。 

 

(数式 4.2.2-1) 

 

同様に圧力も深度に比例して上がる[2]。深度 500m の坑道における雰囲気圧力は数式

4.2.2-2 により 5kPa と算出される。但し、火災への影響が小さいため、この圧力差を無視し

て燃焼解析は地上圧力 p0=101.3kPa で実施する。 

p = p0 +  

(数式 4.2.2-2) 

 

地下施設の岩盤は軟岩系であると仮定する。坑道は 500mm のコンクリートによって補強さ

れる（図 4.2.2-4）[7]。 

 

 

 

 

 

 

 

 

a) 主要・連絡坑道              b) 処分坑道（竪置き方式） 

図 4.2.2-4 坑道形状（軟岩系岩盤）[7] 
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図 4.2.2-5 専有面積（処分孔竪置き方式）[7] 

 

 

深さ 500m において、廃棄物からの発熱量を考慮して空洞の力学的安定性を確保するため

に処分坑道間の距離は坑道直径の 2.6 倍以上、処分孔の間隔は孔直径の 3 倍以上が必要とされ

ている（図 4.2.2-5）[7]。地層処分場設計のための地質環境基本特性[8]及び第 2 次取りまと

め[9]では、坑道間の距離は 13m、処分孔間の距離は 6.66m となっている。 

オーバーパック、緩衝材の定置手順は緩衝材の方式（ブロック、ペレット、現地締固め等）

によって異なるが、本検討ではオーバーパックに対する火災の影響をより厳しい条件で評価す

るため、オーバーパック搬送・定置装置によりオーバーパックを処分孔に定置した後、緩衝材

搬送・定置装置によって緩衝材をオーバーパック周囲及び上部に定置するものとする。この手

順を前提として、火災発生に至るシナリオを以下の通り設定した。 

 

＜ケース 1：緩衝材未施工で火災＞ 

・オーバーパック搬送・定置装置でオーバーパックを定置する。 

・オーバーパック搬送・定置装置が、処分孔から離れていく。 

・数メートルほど搬送・定置装置が移動したところで地震が発生する。 

・地震の影響で搬送・定置装置のバッテリーパックに落盤、覆工コンクリート等が落下して

損傷を与え、ショート等何らかの原因で火災が発生する。 

 

＜ケース 2：緩衝材完全施工で火災＞ 

・オーバーパック搬送・定置装置でオーバーパックを定置する。 

・緩衝材搬送・定置装置で緩衝材を定置する。 

・緩衝材定置完了した処分孔より奥側の処分孔に別のオーバーパックを定置するため、オー
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バーパック搬送・定置装置が、緩衝材定置済処分孔の上を通過、処分孔から離れていく。 

・数メートルほど搬送・定置装置が移動したところ地震が発生する。 

・地震の影響で搬送・定置装置のバッテリーパックに落盤、覆工コンクリート等が落下して

損傷を与え、ショート等何らかの原因で火災が発生する。 

 

4.2.3 解析コードの選定 

 

(1) 燃焼解析用の解析コードの選定 

燃焼解析は米国の国立標準技術研究所 NIST[10]が開発して管理している解析ソフトウェア

Fire Dynamics Simulator (FDS)[11]を用いた。本シミュレータは火災安全性評価ツールとし

て世界中で使用されている。 

FDS の特徴とは、以下に示すものである。また、一つの総括反応を伴う燃料の酸化として

計算し、流れ場、温度分布、熱流束などの解析結果が得られる。 

 

①火災に多い低速乱流に適応できるラージ・エディー・シミュレーション（LES）が可能

である。 

②爆轟のような、流速が音速まで上がる現象を FDS で解析することは困難だが、一般的

な火災（プールファイヤー、建屋や車両火災など）は解析が可能である。 

ここでは FDS を用いてバッテリーパックの火災を解析する。Li-ion 電池の火災では、

バッテリーに使われる材料などの詳細が不明のため、文献に基づいたバッテリーパックの

発熱量を概算し、その熱がバッテリーパックの表面から放出されると仮定した。発熱量の

概算にあたっては、Li-ion 電池の電解質の候補となるエチレンを燃料と仮定し、その燃焼

反応から求める。 

 

(2) 伝熱解析、応力解析用の解析コードの選定 

ガラス固化体キャニスタ＋オーバーパック+緩衝材の伝熱解析およびガラス固化体キャニ

スタ+オーバーパックの応力解析には、構造解析一般で広く用いられている汎用 FEM コード

ABAQUS（Ver.6.12-1）を用いることとした。なお、後述するオーバーパックの火災解析にお

いて算入するオーバーパック蓋部の溶接残留応力についても、別途 ABAQUS を用いて解析さ

れており[12]、ビードオンプレート溶接試験体や蓋部模擬試験体における溶接残留応力計測値

との比較などによりその妥当性は検証済みである[13][14]。 

 

4.2.4 解析モデルの作成 

 

(1) 解析モデル（燃焼解析） 

図 4.2.4-1 に燃焼解析した坑道の詳細寸法を示す。坑道の幅は 5m、高さ 5m、長さ 50m で

ある。天井は半径 2.5m の丸い形である。処分孔は直径 2.22m、深さ 4.13m である。オーバ

ーパックは高さ 1.75m、直径 0.82m である。解析に用いるソフトヴェア FDS の解析精度を上
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げるため直交格子を用いることとし、処分孔とともにオーバーパックも直方体で近似する。な

お、面積が同じとなるように、上下の面の底辺長さより求める。 

 

 a：底辺長さ 

d：直径 

 

処分孔の底辺は 1967mm、オーバーパックの底辺は 727mm となる。但し、格子のセルを

揃えるために、処分孔の底辺長さは 2000mm、オーバーパックの底辺長さは 800mm とした

（格子サイズは 100mm）。 

FDS は物体（壁、容器など）の熱容量や熱伝導を計算するツールが提供されている。この

ツールは、熱容量、熱伝導率、厚さなどを考慮して、表面および裏面の温度を計算できる。こ

のツールを利用するために、円筒型のオーバーパックを図 4.2.4-2b に示す 3 枚の平面を用い

てガラス固化体キャニスタやオーバーパックを模擬した。縦平面は、輻射や対流による熱伝達

を受けて、それぞれ幅方向、長さ方向の熱伝導を計算する。 

 

 

図 4.2.7-15 に示す燃焼解析結果により、定置装置から 2.5m 下流の床への熱流束が最大に

なると把握したため、定置装置から 1.5m～3.5m 下流に定置穴を設置した。 

定置装置は付録 A を参考に長さ 9m(=7.8m+バッテリーパック 1.2m)、幅 3.3m、高さ 2.8m

とした。定置装置のバッテリー寸法は長さ 1.2m×幅 3.3m×高さ 1.2m と仮定した。バッテリ

ーの燃焼有効面積（気流に接触する面、図 4.2.4-3 参照）は 2×(1.2×1.2)+3.3×1.2+1.2×

3.3=10.8m2とした。 
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図 4.2.4-1 燃焼解析の計算領域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         (a) 実形状[4]                 (b) 解析モデル 

図 4.2.4-2 オーバーパックの数値解析での再現 
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図 4.2.4-3 バッテリー燃焼有効面積について 

 

 

(2) 解析モデル（伝熱解析／応力解析） 

解析対象となるガラス固化体キャニスタ及びオーバーパックの形状を図 4.2.4-4 に示す。こ

れらのモデル化においては、燃焼解析の結果得られるモデル表面からの入熱分布の非対称性を

模擬することを想定し、360 度全周モデルを作成した。伝熱解析では、燃焼解析の結果得られ

るオーバーパック外面からの熱流束の時刻歴データを伝熱解析の境界条件として外面に与え

ることとした。図 4.2.4-5 に伝熱解析に用いた FEM モデル図を示す。図中の赤線は、ガラス

固化体キャニスタ内のガラス上面位置を表している。応力解析においては、4.2.7 項の伝熱解

析結果で後述する通り、ガラス固化体キャニスタの温度上昇は僅かであり、ガラス固化体キャ

ニスタの応力変化は軽微と考えられるため、オーバーパックのみのモデルで解析を行った。 

 

1.2m 

1.2m 

3.3m 
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(a) ガラス固化体キャニスタ[3]     (b) オーバーパック[4] 

（日本原燃(株)仕様）      （資源エネルギー庁 地層処分 

技術調査等事業の検討仕様） 

図 4.2.4-4 解析に用いたガラス固化体、オーバーパック形状図 

 

 

        

(a) モデル全体図        (b) １／２断面図 

図 4.2.4-5 伝熱解析用 FEM モデル 
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4.2.5 解析条件の設定 

 

(1) 解析条件（燃焼解析） 

オーバーパック定置装置は電動式とし、モータの電力は 1300kWh の電池から供給されると

仮定した。Larsson ら[15]の研究によれば、Li-ion 電池の全発熱量は 28～75kJ/Wh と仮定で

きる。従って、定置装置の全発熱量は(28～75kJ/Wh)*1300kWh = 36～98GJ となる。又、最

大の発熱率は 110～490W/Wh と報告されるため、定置装置の場合、最大発熱率は 143～

637MW となるが、Li-ion 電池が一度に燃えるのではないため、100MW を超えないと仮定し

た。Ingason[16]は様々な火災について発熱量の時系列データを調査し、表 4.2.5-1 に示す定

数を用いた数式 4.2.5-1～数式 4.2.5-3 によって発熱率 HRR(t)の時間による変化を表現できる

としている。そこで、トンネル火災でよく適応される ZTV-ING や RABT の曲線[17]の火災の

立ち上がり時間（約 5 分）と同じになる曲線係数セット「nr4」を用いてバッテリーからの全

発熱量 Etot=100GJ の発熱率曲線を作成した（図 4.2.5-1）。 

 

 

 (数式 4.2.5-1) 

但し、 

   

(数式 4.2.5-2) 

 

 (数式 4.2.5-3) 

 

上式における各量の単位は発熱率 HRR 及び最大発熱率 HRRmaxは[MW]、全発熱量 Etotは

[MJ]、時間 t は[sec]である。定数η=10／7 とされている。 

バッテリーの燃焼有効面積は、10.8m2 であることから１㎡当たりの最大発熱率は

9259.3kW と算出される。FDS は発熱曲線を最大発熱率で規格した時系列データとして与え

た（表 4.2.5-2）。 

坑道は換気が 0.5m/s（ケース 1A）又は、2m/s（ケース 1B,ケース 2）の流速で左から入っ

て、定置装置や処分孔上を通って右から出る（図 4.2.4-1）。入ってくる空気は圧力 101.3kPa,

温度 30℃である（第 4.2.2 節）。 
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表 4.2.5-1 発熱曲線（数式 4.2.5-1～3）における定数（Ingason[16]による） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.5-1 オーバーパック定置装置火災における発熱率（数式 4.2.5-1 による） 

 

 

 

表 4.2.5-2 発熱曲線の近似（図 4.2.5-1；放出量は 100MW の倍数） 

時刻  

[sec] 

放出量 

[MW] 

時刻  

[sec] 

放出量 

[MW] 

時刻  

[sec] 

放出量 

[MW] 

80 0.0 105 5.0 120 10.0 

150 24.0 210 0.570 270 8.3 

315 93.0 360 98.0 405 100.0 

660 100.0 765 94.0 855 86.0 

1215 40.0 1290 33.0 1455 20.0 

1650 11.0 1860 5.6 2055 3.0 

2250 1.6 2445 0.8 2850 0.0 

 

 

Etot = 100GJ 

HRRmax = 100MW 

火災立ち上がり時間 
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(2) 解析条件（伝熱解析／応力解析） 

FDS を用いた燃焼解析結果のうち、オーバーパック外面からの熱流束の時刻歴データ（火

災発生から 3,000 秒まで）を伝熱解析における熱境界条件として用いた。燃焼解析で得られた

オーバーパック外面の熱流束の時刻歴データは、4.2.7 項で後述する。火災発生から 3,000

秒以降については、雰囲気温度が 60℃から 7,000 秒（火災発生から 10,000 秒）かけて 30℃

に戻ると仮定して伝熱解析を行った。また、伝熱解析における初期状態は、ガラス固化体の発

熱を考慮し、雰囲気温度を 30℃として行った定常伝熱解析の結果得られた温度分布を用いた。 

応力解析については、上述した伝熱解析結果を熱荷重として与え、次項で詳述する物性値を

用いた弾塑性解析を実施した。また、オーバーパックの応力解析においては、最初のステップ

でオーバーパック蓋部溶接において生じる残留応力分布を初期応力として与え、その後火災に

よる入熱を考慮した解析を行った。 

図 4.2.5-2 にオーバーパックの応力解析においてオーバーパックに与えた初期残留応力分

布[18]を示す。 

 

 

 [MPa] 

 

 

図 4.2.5-2 応力解析時にオーバーパックに与えた初期残留応力分布[18] 
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4.2.6 構成要素の物性値の設定 

 

(1) 物性値の設定（燃焼解析） 

燃焼解析に用いた物性値を表 4.2.6-1 に示す。緩衝材の熱拡散率（表 4.2.6-2）は種類（ブ

ロック、ペレット）、状態（乾燥、飽和度 85%）、温度によって変わることが、平成 25 年度の

実験でわかっている。オーバーパックに対する一番厳しい条件での健全性を確認するため、各

温度の最大値の熱拡散率を用いることとした。 

表 4.2.6-1 燃焼解析に用いた物性値 

 

 

 

 

 

 

 

*）表 4.2.6-3 による。 

参考文献：岩盤[8]、コンクリート[19][20]、緩衝材[21][22][23]、オーバーパック搬送・定置装置[24][25] 

 

表 4.2.6-2 緩衝材の熱拡散率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.6-1 緩衝材の熱拡散率 
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(2) 物性値の設定（伝熱解析／応力解析） 

 1)  伝熱解析 

ガラス固化体キャニスタおよびオーバーパックの伝熱解析に用いたガラス、キャニスタ

（SUS304L）、オーバーパック（SF340A）および空気の熱物性値を表 4.2.6-3 に示す。 

 

表 4.2.6-3 伝熱解析に用いた熱物性値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2)  応力解析 

伝熱解析結果で後述する通り、ガラス固化体キャニスタの温度上昇は僅かであり、応力変

化は軽微と考えられるため、オーバーパックのみのモデルで解析を行った。オーバーパック

の応力解析に用いた SF340A の物性値[13]を図 4.2.6-2～図 4.2.6-4 に示す。SF340A のポア

ソン比は 0.3 で一定とした。 

 

項目 単位
温度
（℃）

値
温度
（℃）

値
温度
（℃）

値
温度
（℃）

値
温度
（℃）

値
温度
（℃）

値

ふく射率 - - 0.9 - - - 0.45 - - - 0.56 -

26.85 1.10E-03 26.85 2.61E-05 26.85 1.60E-02 26.85 2.61E-08 20.00 4.98E-02 -

126.85 1.24E-03 126.85 3.31E-05 126.85 1.65E-02 126.85 3.31E-08 100.00 4.96E-02 -

226.85 1.37E-03 226.85 3.95E-05 326.85 1.90E-02 226.85 3.95E-08 200.00 4.84E-02 -

326.85 1.49E-03 326.85 4.56E-05 526.85 2.25E-02 326.85 4.56E-08 400.00 4.32E-02 -

- - 426.85 5.13E-05 726.85 2.57E-02 426.85 5.13E-08 600.00 3.86E-02 -

- - 526.85 5.69E-05 - - 526.85 5.69E-08 800.00 3.24E-02 -

- - - - - - - - 1400.00 3.24E-02 -

- - 1.00E+02 - - 1.00E+02 - - 26.85 2.73E-03

- - - - - - 126.85 6.63E-03

- - - - - - 226.85 7.88E-03

- - - - - - 326.85 8.65E-03

- - - - - - 426.85 9.08E-03

- - - - - - 526.85 9.40E-03

26.85 0.73 26.85 1.007 26.85 0.499 26.85 1.007 20.00 0.463 -

126.85 0.89 126.85 1.015 126.85 0.511 126.85 1.015 100.00 0.479 -

226.85 1.02 226.85 1.031 326.85 0.556 226.85 1.031 200.00 0.504 -

326.85 1.12 326.85 1.052 526.85 0.62 326.85 1.052 300.00 0.538 -

- - 426.85 1.076 726.85 0.644 426.85 1.076 400.00 0.584 -

- - 526.85 1.099 - - 526.85 1.099 500.00 0.638 -

- - - - - - - - 600.00 0.713 -

- - - - - - - - 700.00 0.875 -

- - - - - - - - 730.00 0.964 -

- - - - - - - - 735.00 2.117 -

- - - - - - - - 765.00 0.975 -

- - - - - - - - 800.00 0.9 -

- - - - - - - - 900.00 0.653 -

- - - - - - - - 1400.00 0.653 -

発熱量 kJ/s・m3 - 3.67 - - - - - - - - -

20.00 2.23E+03 26.85 1.176 26.85 7.92E+03 26.85 1.176 20.00 7.84E+03 -

- - 126.85 0.882 126.85 7.89E+03 126.85 0.882 - - - -

- - 226.85 0.705 326.85 7.81E+03 226.85 0.705 - - - -

- - 326.85 0.589 526.85 7.73E+03 326.85 0.589 - - - -

- - 426.85 0.504 726.85 7.64E+03 426.85 0.504 - - - -

- - 526.85 0.441 - - 526.85 0.441 - - - -

　：　日本機械学会：伝熱工学資料 改訂第4版

　：　原環センター：平成13年度 高レベル放射性廃棄物処分事業推進調査－遠隔操作技術高度化調査－（1/2）
　　　　（熱伝導率：800℃までの実験値、比熱：900℃までの実験値）

または、原環センター：平成14年度　地層処分技術調査等 遠隔操作技術高度化調査（1/2）
　　　　（熱伝導率：800℃より高温の外挿方法、比熱：900℃より高温の外挿方法）

　：　安全側の評価となるよう溶接入熱がガラス固化体に伝わりやすいように十分大きい値を設定

　：　垂直円筒の熱伝達率の計算式から計算

　：　核燃料サイクル開発機構：第2次取りまとめ　分冊２

　：　一般的な値を使用（ガラス：ホウケイ酸ガラス、OP：炭素鋼（代表値））

比熱

密度

熱伝達率 kJ/s・m2・K

キャニスター
（SUS)

キャニスター／OP間
空気層

OP
(SF340A)

OP外側
空気層

kg/m3

熱伝導率 kW/m・K

kJ/kg・K

キャニスター内
上部空気層

ガラス
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図 4.2.6-2 応力解析に用いた物性値（ヤング率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.6-3 応力解析に用いた物性値（線膨張係数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.6-4 応力解析に用いた物性値（応力－ひずみデータ） 
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4.2.7 解析結果 

 

(1) 解析結果（燃焼解析） 

入熱を考慮したオーバーパックやキャニスタの応力解析に必要な熱流束を求めるために燃

焼解析を実施した。 

 

 1) 緩衝材設置前（ケース１A：風速 0.5m/s） 

トンネル工事では可燃性ガスの湧出が想定され、その湧出量が不確定の場合、換気の風速

を約 0.5m/s 以上確保することになっており、その条件下で解析を行った。 

解析の結果、図 4.2.7-1 に示す発熱量が得られた。発熱量の立ち上がりは風速 2.0m/s（図 

4.2.7-7）と同じだが、最大の発熱量が Li-ion 電池の火災で想定した半分の 50MW にとどま

り、その状態が約 800 秒間続く結果となった。理由としては酸素の供給が少なく、燃焼しき

れずに燃料となるエチレンが下流側へ流出していると考えられる。その 900 秒後からは発熱

量が下がり始まり、1200 秒以降は著しく減る。 

図 4.2.7-1 に示す時刻①～④については発熱量、ガス温度及びガス流速の分布の詳細を示

す（図 4.2.7-2～図 4.2.7-5）。 

 

表 4.2.7-1 緩衝材設置前の解析結果（ケース 1A） 

時 間 解 析 結 果 

150 秒後 

（図 4.2.7-2） 

坑道の天井付近に沿って下流、上流の方向へ高温域が広がってい
き、左側の流入口近辺でも 200℃程度まで上がる。発熱は定置装置
の下流のみではなく、定置装置の上でも見られる。流速分布をみて
も、流入口近辺でガスの流れが 2～3m/s 程度となるところが現れて
いる。計算領域を上流側の方向に 10m ほど広げても、分布を広げ
た分だけ左のほうに拡大し、逆流が広範囲に及ぶことがわかる（本
章は拡大した計算領域の結果のみ示す）。 

275 秒後 

（図 4.2.7-3） 

火炎（発熱の高い面）がオーバーパックの定置孔の下流までに下
がっており（図 4.2.7-3a）、定置孔内の温度が 700℃程度まで上が
ってしまう。但し、定置孔の下流は発熱の領域や高温領域は天井の
近い領域に限られており、ケース１B のように坑道の全断面に広が
らない。 

500 秒後 火災は火炎が定置装置の約 5m下流で安定しており（図 4.2.7-4）、
そこから下流の発熱分布や温度分布は図 4.2.7-3 と変わらない。火
災が終わるところは火炎が再び定置装置に戻る最中に定置孔を通
る（図 4.2.7-5）。そのときは可燃ガスが孔内でも燃えてしまい、孔
内の温度上昇を起こす。 

 

オーバーパックへの熱流束は上記の火災特徴によって影響を受ける。図 4.2.7-6 に示すよ

うに全ての計測点において、275 秒後および 1,600 秒後に二つのはっきりしたピークが現れ

ている。図 4.2.7-3 および図 4.2.7-5 で確認できるように、その時点では炎が処分孔内で存

在している状態である。 
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図 4.2.7-1 熱流束の時間による変化（ケース 1A） 

（フレーム①：150 秒；②：275 秒；③：500 秒；④：1,615 秒） 

 

 

 

 

① ② ③ ④ 
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a) 発熱量（kW/m3） 

 

 

 

 

b) ガス温度（℃） 

 

 

 

 

c) ガス流速（m/s） 

図 4.2.7-2 解析結果（ケース 1A）：時刻 150 秒 

 

 

 

 

 

 

a) 発熱量（kW/m3） 

 

 

 

 

b) ガス温度（℃） 

 

 

 

 

c) ガス流速（m/s） 

図 4.2.7-3 解析結果（ケース 1A）：時刻 275 秒
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a) 発熱量（kW/m3） 

 

 

 

 

b) ガス温度（℃） 

 

 

 

 

c) ガス流速（m/s） 

図 4.2.7-4 解析結果（ケース 1A）：時刻 500 秒 

 

 

 

 

 

 

a) 発熱量（kW/m3） 

 

 

 

 

b) ガス温度（℃） 

 

 

 

 

c) ガス流速（m/s） 

図 4.2.7-5 解析結果（ケース 1A）：時刻 1615 秒 
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図 4.2.7-6 オーバーパックへの熱流束（ケース 1A） 
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 2)  緩衝材設置前（ケース１B） 

トンネル内で火災が発生した場合、煙の逆流を抑える風速が約 2.0m/s となっており、そ

の条件のもとでの解析を行った。坑道（計算領域）内の発熱量、又は、坑道（計算領域）か

らの熱損失量を図 4.2.7-7 に示す。発熱量（HRR）はおよそ 200～1,000 秒の間で激しい変

化を示す。その期間中には発熱量が約 500 秒において平均で 80MW の最大値を持つ。輻射

による熱損失はそれより早い段階で最大となることは、周囲の壁が加熱されてから一部の熱

が坑道に返されるためと思われる。対流による熱損失、つまり、計算領域から出て行くガス

が持っている熱エネルギーは約 700 秒にて最大となる。 

第 4.2.3 節で述べたように、電池からの発熱はエチレン燃料の放出によって模擬している。

図 4.2.7-8～図 4.2.7-11 においてエチレンの燃焼による発熱量、ガス温度及びガス流の速度

を示す。また、それらの瞬時分布の時刻を図 4.2.7-7 において①から④までのマーカーで示

す。 

 

表 4.2.7-2 緩衝材設置前の解析結果（ケース 1B） 

時 間 解 析 結 果 

① 200 秒後 

（図 4.2.7-8） 

火災による発熱率が立ち上がる最中であり、エチレンの燃焼反応が定

置孔の下流までに広がっている。ガス温度は高温領域が発熱する範囲に

限られている。 

② 800 秒後 

（図 4.2.7-9） 

エチレンの反応は下流側の計算領域の境界まで続いている。局所的な

酸素不足が原因であると思われる。ガス温度は高温領域がバッテリーか

ら下流に向かって広がっている。定置孔内のガス温度も上がっている。 

③ 1,200 秒後 

（図 4.2.7-10） 

完全燃焼によって発熱の領域が定置装置より下流の数メートルに限

られている。ガス温度の高温領域も縮小している。但し、バッテリーの

真上の壁近傍はバッテリーより上流でも高温となっている。これは輻射

による加熱と思われる。 

④ 1,700 秒後 

（図 4.2.7-11） 

可燃物が燃えきるに連れて発熱とともにガス温度も下がる。バッテリ

ーの真上の壁温も 1200 秒の状態と比べて下がっている。 

 

オーバーパックへの熱流束を図 4.2.7-12 に示す。頭部の熱流束（図 4.2.7-12 の zp）が側

面より高いことがわかる。また、側面は周方向のどの高さ（h=5, 85, 165cm）においても１

kW/m2 以内である。高さ方向の熱流束分布は加熱期間中（400～600 秒）に高くなるほど大

きくなる（同じ周方向の位置①～⑧における熱流束 q は、(h=165cm) > (h=85cm) > (h=5cm)

と言える)。火災の発熱が弱くなっていく期間中（1,200～1,800 秒）は、加熱中に熱流束が

高かったところが逆に低くなる結果となった。なお、頭部（zp）の熱流束分布は、1,000～

1,200 秒の後半において最大の 8.3kW となる。 
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図 4.2.7-7 熱流束の時間による変化（ケース 1B） 

（フレーム①：200 秒；②：800 秒；③：1200 秒；④：1700 秒） 

 

 

① ② ③ ④ 
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a) 発熱量（kW/m3） 

 

 

 

 

b) ガス温度（℃） 

 

 

 

 

c) ガス流速（m/s） 

図 4.2.7-8 解析結果（ケース 1B）：時刻 200 秒 

 

 

 

 

 

 

 

 

a) 発熱量（kW/m3） 

 

 

 

 

b) ガス温度（℃） 

 

 

 

 

c) ガス流速（m/s） 

図 4.2.7-9 解析結果（ケース 1B）：時刻 800 秒 
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a) 発熱量（kW/m3） 

 

 

 

 

b) ガス温度（℃） 

 

 

 

 

c) ガス流速（m/s） 

図 4.2.7-10 解析結果（ケース 1B）：時刻 1200 秒 

 

 

 

 

 

 

 

 

a) 発熱量（kW/m3） 

 

 

 

 

b) ガス温度（℃） 

 

 

 

 

c) ガス流速（m/s） 

図 4.2.7-11 解析結果（ケース 1B）：時刻 1700 秒 

>1000 

>1000 

>10 

500 0 

500 0 

5 0 

>1000 

>1000 

>10 

500 0 

500 0 

5 0 



 4-31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.7-12 オーバーパックへの熱流束（ケース 1B） 

 

オーバーパック頭部（zp） 

周方向の熱流束変化幅が１kW/m2以内 

周方向の熱流束変化幅が１kW/m2以内 
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 3)  緩衝材設置後（ケース２：風速 2.0m/s） 

ケース２は火災の熱が間接的に緩衝材などを通ってオーバーパックへ伝わるため、先ず火災によ

る坑道の床への熱流束を求めた。FDS を用いて図 4.2.7-13 に示すように定置装置の下流 10m の

範囲内で 1m×1m の面積（パネル）毎に熱流束の時間による変化を解析した。図 4.2.7-14 は時

系列データの例としてパネル 3-3 における熱流束を示す。時間による変化が激しいことから、定

量的な評価を行うために時系列データを積分し、総熱流速を算出した（表 4.2.7-3 の「総熱流束」

=ガスから床への熱流束 - 床からガスへの熱流束）。5 枚ある幅方向のパネル毎の熱流束を算出し、

それを図化したものを 

 

図 4.2.7-15 に示す。床への入熱は定置装置から 1.5～3.5m の範囲内で一番大きく、坑道

の側面側のパネルより中央のパネルの入熱が大きいことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.7-13 定置装置下流における床への熱流束評価について（パネル番号の定義） 

 

伝熱解析を実施するため、燃焼解析（FDS）で求めた熱流束データを多項式で近似した結果を 

 

図 4.2.7-16 に示す。1,500 秒過ぎてから熱流束が負となりのは、加熱された床が反対にガ

スを加熱することを意味する。この結果、表 4.2.7-3 に整理した熱流束の最小値も負となっ

ている。 

発熱量や熱損失の時間による変化はケース１B（図 4.2.7-7）と基本的には変わらない。瞬

時の発熱量、ガス温度やガス流速（図 4.2.7-17～図 4.2.7-20）はケース１B（図 4.2.7-8～

図 4.2.7-11）と異なるように見えるが、変化が激しいことにより瞬時的な分布が影響を受け

ていると考えられる。 

緩衝材定置済み（完全施工）の状態で床から連続的に入熱を受けた場合に、オーバーパッ

10m 
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クが初めて温度の上昇が見られる時間を評価する方法として、一次元非定常伝導方程式（数

式 4.2.7-1）を分析した。 

 

（数式 4.2.7-1） 

 

 

上式中のκ（=熱伝導／｛密度＊熱容量｝）は熱拡散率[m2/s]を意味する。初期条件は t=0

のとき岩盤の温度 T(z)がどこでも雰囲気温度 T0と等しく（T=T0）、深さ座標 z は地上が z=0

とする。 本解析に限って数式 4.2.2-1 と異なり、z→∞において T(z)=T0 とする。表面 z=0

における境界条件を熱流束とした場合、厳密解は z における熱流束 qs(z)が数式 4.2.7-2、z に

おける温度 T(z)は数式 4.2.7-3 による[22]。 

 

                         

   （数式 4.2.7-2） 

 

但し、単位は熱流束 q[kW/m2]、座標 z[m]、時間 t[sec]である。 

 

 

           

 （数式 4.2.7-3） 

 

 

熱伝導率 k の単位は[W/m K]であり、温度上昇は深さや時間との複雑な関係で成り立って

いる。緩衝材の物性値（熱伝導率、熱容量）は温度によって変わるが、熱拡散率はほぼ一定

である[21]。ここでは、表 4.2.6-1 の燃焼解析に用いた熱拡散率に近い 20℃における物性値

を用いて、時間を 10, 48, 72 及び 120 時間において、深さ z における温度を図 4.2.7-21 に

示す。また図 4.2.7-22 は、数式 4.2.7-3 の温度分布の深さ z と時間 t との関係を示す。図 

4.2.7-21 に示すように、設定している最大熱流束 100kW/m2が 48 時間続いても、深さ 1.7m

（オーバーパック上部相当）における温度が 30℃のままであると分かる。Li-ion 電池で想定

した火災は約 40 分で消えるため、緩衝材中にあるオーバーパックは火災の影響を受けない

と判断できる。 
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図 4.2.7-14 パネル 3-3 における熱流束の時間による変化 

 

 

 

表 4.2.7-3 定置設置装置の下流床への全総熱流速及び熱流速（HRR） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 *)総熱流束＝ガスから床への熱流束から床からガスへの熱流束を引いた量の積分値。 
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図 4.2.7-15 定置装置下流の床における熱流束 [kW/m2] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.7-16 定置装置から 2.5m 下流における床への熱流束（近似曲線） 

（フレーム①：200 秒；②：800 秒；③：1200 秒；④：1700 秒） 

① 

② 

③ 

④ 
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a) 発熱量（kW/m3） 

 

 

 

 

b) ガス温度（℃） 

 

 

 

 

 

c) ガス流速（m/s） 

図 4.2.7-17 解析結果（ケース 2）：時刻 200 秒 

 

 

 

 

 

 

 

 

a) 発熱量（kW/m3） 

 

 

 

 

b) ガス温度（℃） 

 

 

 

 

c) ガス流速（m/s） 

図 4.2.7-18 解析結果（ケース 2）：時刻 800 秒 
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a) 発熱量（kW/m3） 

 

 

 

 

b) ガス温度（℃） 

 

 

 

 

c) ガス流速（m/s） 

図 4.2.7-19 解析結果（ケース 2）：時刻 1200 秒 

 

 

 

 

 

 

 

a) 発熱量（kW/m3） 

 

 

 

 

b) ガス温度（℃） 

 

 

 

 

c) ガス流速（m/s） 

図 4.2.7-20 解析結果（ケース 2）：時刻 1700 秒 
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図 4.2.7-21 床から 100kW/m2の入熱が続いた場合の深さ方向 z における 

温度変化について（数式 4.2.7-3 を図化） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.7-22 地下（緩衝材内）における入熱による温度履歴（熱流束 100kW/m2） 

 

ｵｰﾊﾞｰﾊﾟｯｸ上部
相 当 （ 深 さ
1.7m） 
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(2) 解析結果（伝熱解析／応力解析） 

前述した通り、伝熱解析では図 4.2.7-12 に示す燃焼解析の結果得られたオーバーパック表

面の熱流束時刻歴を与え、非定常熱伝導解析によりガラス固化体キャニスタおよびオーバーパ

ックの温度時刻歴を解析した。 

 

 1)  緩衝材設置前（ケース１A：換気 0.5m/s） 

図 4.2.7-71～図 4.2.7-75 に伝熱解析の結果得られた温度分布図を示す。温度分布は、火

災発生前の初期温度分布、火災発生後オーバーパックの温度が最高温度に到達した時刻

（1,620 秒）、後述する応力解析でオーバーパックの等価応力が最大に達した時刻（1,680 秒）、

燃焼解析で算出しオーバーパックへ入熱時刻歴を定義した最終時刻（3,000 秒）、および伝熱

解析において雰囲気温度が 30℃に戻ると仮定した時刻（10,000 秒）について示した。また、

図 4.2.7-28～図 4.2.7-30 にガラス固化体キャニスタの温度分布図を示す。 

応力解析は、伝熱解析で得られたオーバーパックの温度時刻歴を熱荷重として与え、応力

やひずみの時刻変化を計算した。応力解析においては、伝熱解析結果を見て分かる通り、ガ

ラス固化体キャニスタの温度変化が僅かであり、応力変化も軽微であると推測されることか

ら、オーバーパックのみのモデルを用いて解析を行った。図 4.2.7-31～図 4.2.7-70 に応力

解析の結果得られた応力分布および塑性ひずみ分布図を示す。オーバーパックには、初期応

力として蓋部の溶接残留応力が軸対称に分布しているが、火炎からの非対称の熱荷重でどの

ように応力分布が変化するかを示すため、相当応力の他に円筒座標系における応力成分（半

径方向、周方向、軸方向）についても図示した。また、応力変化を具体的に把握するため、

残留応力の発生源である塑性ひずみについても、相当塑性ひずみの他、成分毎の塑性ひずみ

についても図示した。 

 

       (a) オーバーパック全体           (b) 1/2 断面図 

図 4.2.7-23 初期温度分布図（火災前）（単位：℃） 
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       (a) オーバーパック全体           (b) 1/2 断面図 

図 4.2.7-24 火災発生後最高温度到達時（1,620 秒）の温度分布図（単位：℃） 

 

 

 

 

 

 

 

       (a) オーバーパック全体           (b) 1/2 断面図 

図 4.2.7-25 火災発生後等価応力最大時（1,680 秒）の温度分布図（単位：℃） 
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     (a) オーバーパック全体           (b) 1/2 断面図 

図 4.2.7-26 火災発生後 3,000 秒経過時の温度分布図（単位：℃） 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b) 1/2 断面図 

図 4.2.7-27 火災発生後 10,000 秒経過時の温度分布図（単位：℃） 
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     (a) ガラス固化体キャニスタ全体           (b) 1/2 断面図 

図 4.2.7-28 初期温度分布図（火災前）（単位：℃） 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) ガラス固化体キャニスタ全体           (b) 1/2 断面図 

図 4.2.7-29 火災発生後 3,000 秒経過時の温度分布図（単位：℃） 
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     (a) ガラス固化体キャニスタ全体           (b) 1/2 断面図 

図 4.2.7-30 火災発生後 10,000 秒経過時の温度分布図（単位：℃） 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b) 1/2 断面図 

図 4.2.7-31 初期相当応力分布図（単位：MPa） 

422.3MPa 
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     (a) オーバーパック全体           (b) 1/2 断面図 

図 4.2.7-32 火災発生後最高温度到達時（1,620 秒）の相当応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b) 1/2 断面図 

図 4.2.7-33 火災発生後等価応力最大時（1,680 秒）の相当応力分布図（単位：MPa） 

426.5MPa 
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     (a) オーバーパック全体           (b) 1/2 断面図 

図 4.2.7-34 火災発生後 3,000 秒経過時の相当応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b) 1/2 断面図 

図 4.2.7-35 火災発生後 10,000 秒経過時の相当応力分布図（単位：MPa） 

418.0MPa 
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     (a) オーバーパック全体           (b) 1/2 断面図 

図 4.2.7-36 初期半径方向応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b) 1/2 断面図 

図 4.2.7-37 火災発生後最高温度到達時（1,620 秒）の半径方向応力分布図（単位：MPa） 
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     (a) オーバーパック全体           (b) 1/2 断面図 

図 4.2.7-38 火災発生後等価応力最大時（1,680 秒）の半径方向応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-39 火災発生後 3,000 秒経過時の半径方向応力分布図（単位：MPa） 



 4-48 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-40 火災発生後 10,000 秒経過時の半径方向応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-41 初期周方向応力分布図（単位：MPa） 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-42 火災発生後最高温度到達時（1,620 秒）の周方向応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-43 火災発生後等価応力最大時（1,680 秒）の周方向応力分布図（単位：MPa） 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-44 火災発生後 3,000 秒経過時の周方向応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-45 火災発生後 10,000 秒経過時の周方向応力分布図（単位：MPa） 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-46 初期軸方向応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-47 火災発生後最高温度到達時（1,620 秒）の軸方向応力分布図（単位：MPa） 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-48 火災発生後等価応力最大時（1,680 秒）の軸方向応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-49 火災発生後 3,000 秒経過時の軸方向応力分布図（単位：MPa） 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-50 火災発生後 10,000 秒経過時の軸方向応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-51 初期相当塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-52 火災発生後最高温度到達時（1,620 秒）の相当塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-53 火災発生後等価応力最大時（1,680 秒）の相当塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-54 火災発生後 3,000 秒経過時の相当塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-55 火災発生後 10,000 秒経過時の相当塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-56 初期半径方向塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-57 火災発生後最高温度到達時（1,620 秒）の半径方向塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-58 火災発生後等価応力最大時（1,680 秒）の半径方向塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-59 火災発生後 3,000 秒経過時の半径方向塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-60 火災発生後 10,000 秒経過時の半径方向塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-61 初期周方向塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-62 火災発生後最高温度到達時（1,620 秒）の周方向塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-63 火災発生後等価応力最大時（1,680 秒）の周方向塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-64 火災発生後 3,000 秒経過時の周方向塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-65 火災発生後 10,000 秒経過時の周方向塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-66 初期軸方向塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-67 火災発生後最高温度到達時（1,620 秒）の軸方向塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-68 火災発生後等価応力最大時（1,680 秒）の軸方向塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-69 火災発生後 3,000 秒経過時の軸方向塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-70 火災発生後 10,000 秒経過時の軸方向塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 2)  緩衝材設置前（ケース１B：換気 2.0m/s） 

図 4.2.7-71～図 4.2.7-75 に伝熱解析の結果得られた温度分布図を示す。温度分布は、火

災発生前の初期温度分布、後述する応力解析でオーバーパックの等価応力が最大に達した時

刻（600 秒）、火災発生後オーバーパックの温度が最高温度に到達した時刻（1,440 秒）、燃

焼解析で算出しオーバーパックへ入熱時刻歴を定義した最終時刻（3,000 秒）、および伝熱解

析において雰囲気温度が 30℃に戻ると仮定した時刻（10,000 秒）について示した。また、

図 4.2.7-76～図 4.2.7-78 にガラス固化体キャニスタの温度分布図を示す。 

応力解析は、伝熱解析で得られたオーバーパックの温度時刻歴を熱荷重として与え、応力

やひずみの時刻変化を計算した。応力解析においては、伝熱解析結果を見て分かる通り、ガ

ラス固化体キャニスタの温度変化は僅かであるため、応力変化も軽微であると推測されるこ

とから、オーバーパックのみのモデルを用いて解析を行った。図 4.2.7-79～図 4.2.7-118 に

応力解析の結果得られた応力分布および塑性ひずみ分布図を示す。オーバーパックには、初

期応力として蓋部の溶接残留応力が軸対称に分布しているが、火炎からの非対称の熱荷重で

どのように応力分布が変化するかを示すため、相当応力の他に円筒座標系における応力成分

（半径方向、周方向、軸方向）についても図示した。また、応力変化についての理解を深め

るため、残留応力の発生源である塑性ひずみについても、相当塑性ひずみの他、成分毎の塑

性ひずみについても図示した。 
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   (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-71 初期温度分布図（火災前）（単位：℃） 

 

 

 

 

 

 

   

(a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-72 火災発生後等価応力最大時（600 秒）の温度分布図（単位：℃） 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-73 火災発生後最高温度到達時（1,440 秒）の温度分布図（単位：℃） 

 

 

 

 

 

     

(a) オーバーパック全体          (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-74 火災発生後 3,000 秒経過時の温度分布図（単位：℃） 
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   (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-75 火災発生後 10,000 秒経過時の温度分布図（単位：℃） 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (a) ガラス固化体キャニスタ全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-76 初期温度分布図（火災前）（単位：℃） 
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   (a) ガラス固化体キャニスタ全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-77 火災発生後 3,000 秒経過時の温度分布図（単位：℃） 

 

 

 

 

 

 

   (a) ガラス固化体キャニスタ全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-78 火災発生後 10,000 秒経過時の温度分布図（単位：℃） 
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(a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-79 初期相当応力分布（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

   (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-80 火災発生後等価応力最大時（600 秒）の相当応力分布図（単位：MPa） 

422.3MPa 

437.9MPa 
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      (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-81 火災発生後最高温度到達時（1,440 秒）の相当応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-82 火災発生後 3,000 秒経過時の相当応力分布図（単位：MPa） 

431.7MPa 

421.8MPa 
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   (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-83 火災発生後 10,000 秒経過時の相当応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

   (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-84 初期半径方向応力分布図（単位：MPa） 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-85 火災発生後等価応力最大時（600 秒）の半径方向応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-86 火災発生後最高温度到達時（1,440 秒）の半径方向応力分布図（単位：MPa） 
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   (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-87 火災発生後 3,000 秒経過時の半径方向応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

   (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-88 火災発生後 10,000 秒経過時の半径方向応力分布図（単位：MPa） 
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   (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-89 初期周方向応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-90 火災発生後等価応力最大時（600 秒）の周方向応力分布図（単位：MPa） 



 4-74 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-91 火災発生後最高温度到達時（1,440 秒）の周方向応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

   (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-92 火災発生後 3,000 秒経過時の周方向応力分布図（単位：MPa） 
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    (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-93 火災発生後 10,000 秒経過時の周方向応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

    (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-94 初期軸方向応力分布図（単位：MPa） 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-95 火災発生後等価応力最大時（600 秒）の軸方向応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-96 火災発生後最高温度到達時（1,440 秒）の軸方向応力分布図（単位：MPa） 
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   (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-97 火災発生後 3,000 秒経過時の軸方向応力分布図（単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

   (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-98 火災発生後 10,000 秒経過時の軸方向応力分布図（単位：MPa） 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-99 初期相当塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-100 火災発生後等価応力最大時（600 秒）の相当塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-101 火災発生後最高温度到達時（1,440 秒）の相当塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-102 火災発生後 3,000 秒経過時の相当塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-103 火災発生後 10,000 秒経過時の相当塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-104 初期半径方向塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-105 火災発生後等価応力最大時（600 秒）の半径方向塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-106 火災発生後最高温度到達大時（1,440 秒）の半径方向塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-107 火災発生後 3,000 秒経過時の半径方向塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-108 火災発生後 10,000 秒経過時の半径方向塑性ひずみ分布図 
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   (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-109 初期周方向塑性ひずみ応力分布 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-110 火災発生後等価応力最大時（600 秒）の周方向塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-111 火災発生後最高温度到達時（1,440 秒）の周方向塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-112 火災発生後 3,000 秒経過時の周方向塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-113 火災発生後 10,000 秒経過時の周方向塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-114 初期軸方向塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-115 火災発生後等価応力最大時（600 秒）の軸方向塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-116 火災発生後最高温度到達時（1,440 秒）の軸方向塑性ひずみ分布図 
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     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-117 火災発生後 3,000 秒経過時の軸方向塑性ひずみ分布図 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) オーバーパック全体           (b)  1/2 断面図 

図 4.2.7-118 火災発生後 10,000 秒経過時の軸方向塑性ひずみ分布図 
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 3)  緩衝材設置後（ケース 2：換気 2.0m/s） 

ケース 2 の燃焼解析結果において述べたとおり、オーバーパックは火災の影響をほとんど

受けず、温度変動はおよびそれに伴う応力変動は微小であると考えられるため、本検討にお

いては伝熱解析および応力解析は実施しないこととした。 

 

 

4.2.8 考察と今後の課題 

 

(1) 考察 

（燃焼解析） 

解析手法は電池火災の詳細が不明のため、バッテリーパックの表面からエチレンが放出され

るとした。放出量は完全燃焼の場合、発熱曲線に合った量と設定した。目標の発熱曲線と解析

結果として求めた発熱量は図 4.2.8-1（ケース 1A）及び図 4.2.8-2（ケース 1B）で比較した

ものである。時系列データは火災の初期段階及び 1,000 秒以降の消える段階において、よく一

致している。但し、200～1000 秒の間では発熱量が大きな変動を示しながら、目標曲線を

50MW（ケース 1A） 、20MW（ケース 1B）ほど下回る。この間の発熱は、定置装置から右

へ 10ｍ以遠まで続いている（図 4.2.7-9、図 4.2.7-18）。原因は昨年度のプールファイヤーで

も見られたように、多量な燃料に対して局所的に酸素濃度が足りず、燃料が燃焼することなく

計算領域から流出したことによるものと考えられる。また、燃焼が一時的に収まり換気によっ

て十分な酸素が供給されると燃焼が活発化し、発熱量が目標曲線に近づいてくると推測できる。 

ケース 1A は熱が発生する領域、又は、ガスの高温領域が天井近辺に限られることが目立つ。

ケース 1B の場合は炎が坑道の全断面に広がっていた。この違いは、風速が大きくなることに

より坑道内の気流が大きく乱れるためである。図 4.2.8-3 は坑道内の 4 点におけるガス流速の

時間による変化を示す。定置装置上の気流は流速の平均が負、つまり、流れが右から左に向い

ていると分かる。流れが右から左に向いているために、可燃ガスが上流に流れ込んで燃えてし

まうため、定置装置の前でもガスの温度が上がる原因となる。物理現象は図 4.2.8-4 の概念図

のように、流速が遅い場合は燃焼ガスが浮力によって天井に上がり、そこから広がっていく。

一方、流速が速ければ、燃焼ガスが気流によって下流に流されてしまう。 
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図 4.2.8-1 Li-ion 電池の火災における発熱量(ケース 1A) 

（解析結果との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.8-2 Li-ion 電池の火災における発熱量(ケース 1B) 

（解析結果との比較） 

  ｴﾁﾚﾝ完全燃焼曲線 

  ケース１A 

  ｴﾁﾚﾝ完全燃焼曲線 

  ケース１B 
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図 4.2.8-3 ガス流速（坑道方向成分）の時間による変化（ケース 1b） 

（正方向：左から右へ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

a) 換気が弱い（流速が遅い）場合 

 

  

 

 

 

b) 換気が強い（流速が速い）場合 

図 4.2.8-4 換気の火災（燃焼ガスの広がり）への影響について 

低流速 

高流速 
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（伝熱・応力解析分） 

本年度実施した解析ケースでは、火災によるオーバーパックへの入熱は蓋上面からが主であ

るため、伝熱解析ではオーバーパック蓋上部の温度上昇が顕著である解析結果となった。特に

ケース1Aにおいては、蓋上部が局所的に1,000℃超となる部位が見られた（図 4.2.7-73参照）。 

また、1,000℃超の最高温度到達時におけるオーバーパックの胴部の温度は、上部近傍の領

域を除くと 200℃以下であり、入熱量が大きいケース 1B においてもガラスの温度上昇は約

1.5℃にとどまった（図 4.2.7-78 参照）。 

ケース 1B の応力解析では、図 4.2.7-80 や図 4.2.7-81 において見られるように、温度分布

に伴って生じる熱応力が胴部にも見られるが、図 4.2.7-83 のように火災後に初期温度分布に

戻ると、蓋部近傍を除いて初期応力分布に近い状態に戻ることがわかる。初期状態と比べて最

も応力分布に変化が見られた蓋部近傍は、火災前は溶接部近傍だけが溶接収縮していることで

蓋外周部が圧縮応力場になっていたものが、火災の入熱による蓋部の温度上昇が胴部に比べて

著しく大きく、蓋部全体に周方向圧縮塑性ひずみが入ることで（図 4.2.7-111 参照）、蓋部の

圧縮応力が大きく緩和された（図 4.2.7-93 参照）ことが主因と思われる。オーバーパックへ

の入熱量がケース 1B に比べて小さいケース 1A では、塑性ひずみの変動はほとんど見られず、

火災前後の応力変動も軽微である結果となった。 

また、本年度の検討では溶接部に溶接残留応力を初期応力として導入しているため、図 

4.2.7-79 に示すように、溶接のルート部において 422MPa 程度の等価応力が生じている。こ

れは、溶接金属部の収縮ひずみが蓋外周部に拘束され、大きな周方向引張応力が生じているこ

とが主たる原因となっているが（図 4.2.7-89 参照）、蓋外周部は火災の入熱により熱膨張する

ため、溶接ルート部の周方向引張応力が大きくなり（図 4.2.7-90 および図 4.2.7-91 参照）、

図 4.2.7-80 に示すように、等価応力は 438MPa 程度まで上昇することが分かった。 

 

(2) 今後の課題 

（燃焼解析） 

地下施設での搬送・定置作業は電動機械の検討が進んでいるため、電池による火災を検討し

た。但し、本解析は適用した仮定が小規模で行われた燃焼実験結果から概算した条件に基づい

た。燃焼実験は容量 100Wh の電池で行われ、その結果を自動車用 10kWh のバッテリーパッ

クへの概算としている。但し、ここでは定置装置用の電池容量が 1300kWh の規模であり、自

動車の 130 倍、実験で使われた電池の容量を 4 桁ほど超えてしまう。従って、電池火災にお

ける発熱量は予測精度に疑問が残る。より大規模の試験で取得されたデータを用いて、本解析

に用いた条件の妥当性を確認する必要がある。 

ディーゼルエンジンを原動力とする機械によるトンネル火災が研究されている。Hansen ら

によれば、ディーゼルエンジン機械の発熱量は 100MJ 程度である[26]。今回の電池火災は発

熱量が 100GJ と概算され、ディーゼルエンジン機械を 3 桁ほど上回った。従って、定置装置

の設計を進めることに当って、電動式及びディーゼルエンジン式の火災による発熱量について

より精度の高い調査・検討が必要と考える。 
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（伝熱・応力解析分） 

平成 25 年度および本年度の火災解析において、オーバーパックおよびガラス固化体キャニ

スタが地上施設および地下施設で火災に遭うことを想定した伝熱解析と応力解析を行った。こ

れらにより火災解析手法としては、以下の手法が整備された。 

①FDS を用いた燃焼解析によるオーバーパックへの熱流束分布の時刻歴変化の算出 

②熱流束分布時刻歴データをオーバーパックに与えた伝熱解析 

③伝熱解析結果を用いた応力解析 

 

今後は、以下の項目が課題と考えられる。 

 ガラス固化体キャニスタ内のガス圧を考慮した応力解析 

 溶接残留応力低減処理を施したオーバーパックが火災に遭った時の応力解析 

 ガラス固化体キャニスタおよびオーバーパックの健全性評価手法の検討 

 



 4-93 

4.3 地下施設における火災発生を想定した緩衝材の特性データの取得 

  

地層処分施設における火災事故を想定し、緩衝材を介したオーバーパックやガラス固化体キャ

ニスタの温度履歴に対する解析的検討の実施および解析結果の信頼性を向上するために、緩衝材

の高温時の力学的性質を取得したものである。 

 

4.3.1 試験目的 

 

解析的な検討においては、使用する材料の物性値を適切に設定することが信頼性を向上する上

で重要である。 

人工バリアの構成要素の一つである緩衝材について、第 2 次取りまとめ[9]では、常温（20℃

前後）での力学的性質に対する様々なデータが取得され、具体的には、以下に示す試験から緩衝

材の力学的性質の取得より、処分場の設計に用いられている。 

 

・圧裂試験 

・一軸圧縮試験 

・1 次元圧密試験 

・圧密非排水三軸圧縮試験 

・圧密非排水三軸クリープ試験 

・動的三軸試験 

・液状化試験 

 

しかし、火災のような高温に曝された緩衝材の力学的性質について取得された事例がないため、

火災時（および火災後）の操業安全性を解析的に評価するために必要となる、力学的性質に対す

るデータの取得・蓄積を目的とする（ 

表 4.3.1-1）。 

 

表 4.3.1-1 人工バリア材料の力学特性取得状況 

人工バリア構成 候補材質 
常温 

（20℃前後） 

高温（火災時等） 

例えば 1,000℃ 

ガラス固化体 ガラス 既知 未知 

ガラス固化体 
キャニスタ 

ステンレス鋼 既知 未知 

オーバーパック 炭素鋼 既知 未知 

緩衝材 ベントナイト＋ケイ砂 既知 未知 

H26 年度の試験実施により取得したデータ 

 ・引張強度 

・圧縮強度，ヤング係数，ポアソン比 

・膨潤応力，圧密降伏応力，圧縮指数，膨潤指数 
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(1) 既往の力学特性の取得状況 

 1) 圧裂試験 

  a. 試験条件 

高治ら[27]は、乾燥密度とケイ砂混合率をパラメータとし、試験手順などは岩石の引張

強さ試験方法（JIS M 0303）に基本的に準拠して試験が行われている。試験におけるベン

トナイトの含水比は約 7％（自然含水比）、ひずみ速度は約 1% min-1、供試体のサイズは、

乾燥密度 1.4, 1.6, 1.8Mg m-3 の仕様は直径 49mm、高さ 49mm、乾燥密度 2.0Mg m-3 の

仕様は直径 30mm、高さ 30mm とし、同条件に対して 3 本の試験を実施している。 

 

  b. 試験結果 

試験より得られた乾燥密度ρd [Mg m-3]と引張強度σt [MPa]の関係を図 4.3.1-1 に示す。

乾燥密度が大きく、ケイ砂混合率が小さいほど引張強度は大きくなる傾向が得られている。

また、有効粘土密度ρe [Mg m-3]と引張強度σt [MPa]の関係で整理することにより、圧縮

ベントナイトの引張強度は、有効粘土密度との関係において 1 本の指数曲線によって表現

できることも明らかにされている。 

 

 

図 4.3.1-1 ケイ砂混合率ごとの密度と引張強度の関係[27] 

 

 2) 一軸圧縮試験 

  a. 試験条件 

高治ら[27]は、乾燥密度 1.6Mg m-3 の 30wt%ケイ砂混合体および乾燥密度 1.6,1.8Mg 

m-3 のベントナイト単体について、供試体の含水比を自然含水比相当（6.81%）からほぼ

飽和状態（22.53％）までの試験水準に対し、一軸圧縮試験を行っている。供試体サイズ

は直径 30mm、高さ 60mm、ひずみ速度は 0.1mm min-1 (ひずみ速度約 0.17% min-1)とし

ている。また、試験方法、手順などは基本的に地盤工学会基準 JGS T 511 に準拠している。 

  b. 試験結果 

試験の結果から得られた、含水比ω [%]と一軸圧縮強度 qu [MPa]の関係を図 4.3.1-2、

含水比ω [%]と弾性係数 E50 [MPa]の関係を図 4.3.1-3 に示す。一軸圧縮強度と弾性係数
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は、含水比が高い程低下するが、一軸圧縮強度は飽和に近づくにつれて減少の割合は小さ

くなるのに対し、弾性係数は減少の割合がほぼ一定でことを明らかにしている。 

 

図 4.3.1-2 一軸圧縮強度の含水比依存性[9] 

 

 

図 4.3.1-3 弾性係数の含水比依存性[9] 

 3) 一次元圧密試験 

  a. 試験条件 

並河ら[28]は、一次元圧密試験は、乾燥密度 1.6Mg m-3 の 30wt%ケイ砂混合体および

乾燥密度 1.6Mgm-3 と 1.8Mg m-3 のベントナイト単体について実施している。供試体寸法

は直径 60mm、高さ 20mm で、同条件に対して 3 本の試験が実施されている。試験は、

供試体の給水、飽和により発生する膨潤応力がほぼ一定になった時点を初期条件とし、

19.6MPa まで 8 段階で荷重を載荷し、その後、初期膨潤応力相当まで 4 段階で除荷し、

再び 19.6MPa まで 4 段階で載荷している。また、各段階の載荷応力は対数軸上で載荷応

力の間隔が等しくなるよう設定している。各載荷段階での圧密終了は 3t 法により判断し
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ている。なお、試験方法、手順などは基本的に地盤工学会基準 JGS T 411 に準拠してい

るが、上記載荷応力などについて若干の変更が行われている。 

 

  b. 試験結果 

試験結果の一例として、圧密応力と間隙比の関係（e-logP 曲線）を図 4.3.1-4 に示す。

膨潤応力および図より求められた圧密降伏応力、圧縮指数、膨潤指数を表 4.3.1-2 に示す。

圧密降伏応力は Casagrande の方法（地盤工学会、1996）により求めているが、圧密降伏

応力はそれぞれの仕様における膨潤応力より若干大きい値となり、圧密初期の段階では過

圧密状態にあることが明らかにされている。膨潤指数は 19.6MPa における点と膨潤圧相

当まで除荷した点とを結んだ傾きにより求めている。乾燥密度 1.6Mg m-3 のケイ砂混合体

とベントナイト単体では、初期間隙比、圧密降伏応力は異なるが、圧縮指数、膨潤指数に

大きな差は見られなかいことが明らかにされている。 

 

 

図 4.3.1-4 一次元圧密試験結果[9] 

 

表 4.3.1-2 膨潤応力，圧密降伏応力，圧縮指数，膨潤指数一覧 
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4.3.2 試験方法 

 

(1) 試験方法および取得特性 

図 4.3.2-1 に実施フローを示す。 

試験に用いる試験体について、加熱実験炉を用いて所定の温度に曝して作成した後、加熱後

の緩衝材に対して試験室温度（約 20℃）で力学的性質の取得を行った。 

 

 

 

※冷間試験：加熱後の緩衝材に対して試験室温度で性質取得を行う試験 

 

図 4.3.2-1 実施フロー 

 

試験体作成 

力学特性取得実験（冷間試験※） 

試験体の加熱 

試験体作成 

圧裂試験 一軸圧縮試験 1 次元圧密試験 

試験計画 

ＳＴＡＲＴ 

取得特性の整理 

ＥＮＤ 
（解析への情報展開） 
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(2) 試験対象材料 

試験に用いた材料の基本的な仕様を表 4.3.2-1 のとおりとする。 

 

表 4.3.2-1 試験対象材料の仕様 

材料 材料構成 乾燥密度 飽和度 含水比 

緩衝材 

ベントナイト 70％ 

(クニゲルＶ1) 

＋ 

ケイ砂 30％ 

(3 号ケイ砂 15％，5 号ケイ砂 15％) 

1.6Mg/m3 60% 16% 

 

 

(3) 試験体の加熱方法 

加熱実験炉等（図 4.3.2-2）を用いて、500℃程度及び 1000℃程度に試験体の加熱を行い、

試験体を作成した。なお、入熱条件としては ISO834[29]の標準火災温度曲線相当（図 4.3.2-3）

とした。 

 

図 4.3.2-2 加熱実験炉の例 

 

図 4.3.2-3 ISO834 の標準火災温度曲線 
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(4) 取得特性 

取得した力学的性質は、力学解析に必要となる特性（引張強度、圧縮強度、ヤング係数、ポ

アソン比）とした。 

前述したように、常温における力学的性質についてはデータを取得した事例はあるが、本開

発において取得するデータの連続性、および 100℃を境として性質が変わる可能性（非線形性

の可能性）などを考慮し、100℃以下における熱特性および 100℃以上における熱特性を取得

した。 

 

(5) 力学的性質の取得方法 

力学的性質の取得は、第 2 次取りまとめで採用されている試験方法に準拠して実施する。

なお、試験に用いる試験体は、各試験において 3 体／加熱水準とする。また、力学性質取得

試験において取得した物性値については、力学解析で用いることを念頭に整理を行った。 

 

・圧裂試験：「岩石の引張強さ試験方法」（JIS M 0303）に準拠  

 

供試体寸法： 直径 50mm，高さ 50mm 

載荷速度： 荷重を加えて破壊するまでの時間を 1～15 分間 

計測項目： 荷重，変位 

取得データ： 引張強度 

  

・一軸圧縮試験：地盤工学会基準「土の一軸圧縮試験方法」（JGS T 511）に準拠 

 

供試体寸法：直径 50mm，高さ 100mm 

載荷速度： 1％/min 

計測項目：荷重，変位，横変位 

取得データ：圧縮強度，ヤング係数，ポアソン比 

 

なお、横変位については、クリップケージを用いて計測した。使用したクリップゲージの図

面を図 4.3.2-4 に示す。 



 4-100 

 

 

図 4.3.2-4 クリップゲージ図 

 

・1 次元圧密試験：地盤工学会基準「土の段階載荷による圧密試験方法」（JGS T 411）に準拠  

供試体寸法：直径 30mm，高さ 20mm 

圧密・膨潤終了判定：経時変化をプロットして収束を確認 

計測項目：時間，荷重，変位 

取得データ：膨潤応力，圧密降伏応力，圧縮指数，膨潤指数 

 

試験手順 

1)試験体を圧密容器にセットする。 

2)変形を拘束した状態で、試験体下部から注水し、膨潤応力を測定する。 

3)膨潤応力の経時変化より、収束を確認する。 

 

(6) 試験ケースおよび数量 

上記の内容をまとめて、緩衝材の力学的性質の取得に向けた本作業の試験ケースの概要を表 

4.3.2-2、表 4.3.2-3 に示す。また、試験ケース名を表 4.3.2-2 に示す。 

 

表 4.3.2-2 緩衝材の力学的性質の取得に向けた試験ケース数 

パラメータ ケース数 摘要 

加熱温度 3 20, 500, 1,000℃ 

試験項目 3 圧裂試験、一軸圧縮試験、1 次元圧密試験 

試験体数：加熱温度 3 種類×試験項目 3 種類×試験当たりの試験体 3 体＝27 体 

加熱に供する試験体数：加熱温度 2×試験種類 3 種類×試験当たりの試験体 3 体＝18 体 
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 表 4.3.2-3 試験数量 

試験項目 加熱条件 試験数 

圧裂試験 

20℃ 3 

9 500℃ 3 

1000℃ 3 

一軸圧縮試験 

20℃ 3 

9 500℃ 3 

1000℃ 3 

1 次元圧密試験 

20℃ 3 

9 500℃ 3 

1000℃ 3 
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表 4.3.2-4 試験ケース名一覧 

試験ケース名※ 試験水準 摘要 

加熱条件 試験方法 

圧裂-20-1 20℃ 圧裂試験 引張強度 

圧裂-20-2 20℃ 圧裂試験 引張強度 

圧裂-20-3 20℃ 圧裂試験 引張強度 

圧裂-500-1 500℃ 圧裂試験 引張強度 

圧裂-500-2 500℃ 圧裂試験 引張強度 

圧裂-500-3 500℃ 圧裂試験 引張強度 

圧裂-1000-1 1000℃ 圧裂試験 引張強度 

圧裂-1000-2 1000℃ 圧裂試験 引張強度 

圧裂-1000-3 1000℃ 圧裂試験 引張強度 

一軸-20-1 20℃ 一軸圧縮試験 一軸圧縮強度、ヤング係数、ポアソン比 

一軸-20-2 20℃ 一軸圧縮試験 一軸圧縮強度、ヤング係数、ポアソン比 

一軸-20-3 20℃ 一軸圧縮試験 一軸圧縮強度、ヤング係数、ポアソン比 

一軸-500-1 500℃ 一軸圧縮試験 一軸圧縮強度、ヤング係数、ポアソン比 

一軸-500-2 500℃ 一軸圧縮試験 一軸圧縮強度、ヤング係数、ポアソン比 

一軸-500-3 500℃ 一軸圧縮試験 一軸圧縮強度、ヤング係数、ポアソン比 

一軸-1000-1 1000℃ 一軸圧縮試験 一軸圧縮強度、ヤング係数、ポアソン比 

一軸-1000-2 1000℃ 一軸圧縮試験 一軸圧縮強度、ヤング係数、ポアソン比 

一軸-1000-3 1000℃ 一軸圧縮試験 一軸圧縮強度、ヤング係数、ポアソン比 

圧密-20-1 20℃ 1 次元圧密試験 膨潤応力 

圧密-20-2 20℃ 1 次元圧密試験 膨潤応力 

圧密-20-3 20℃ 1 次元圧密試験 膨潤応力 

圧密-500-1 500℃ 1 次元圧密試験 膨潤応力 

圧密-500-2 500℃ 1 次元圧密試験 膨潤応力 

圧密-500-3 500℃ 1 次元圧密試験 膨潤応力 

圧密-1000-1 1000℃ 1 次元圧密試験 膨潤応力 

圧密-1000-2 1000℃ 1 次元圧密試験 膨潤応力 

圧密-1000-3 1000℃ 1 次元圧密試験 膨潤応力 

※：試験ケース名は、“試験名-加熱条件-実験体 NO.”の順にて略号を付けた 
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4.3.3 試験体の製作 

 

熱特性の取得に用いる試験体のうち緩衝材は、ベントナイト（クニゲル V1）70wt%とケイ砂

30wt%が含有されたものである。緩衝材の製作は、含水比を調整して混練した試料を、載荷装置

を用いてプレス整型して作製した。使用した材料はベントナイト（クニミネ工業製クニゲル V1）、

ケイ 3 号、ケイ砂 5 号である。 

 

 

図 4.3.3-1 クニゲル V1 （クニミネ工業） 

 

 

図 4.3.3-2 ケイ砂 3 号 
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図 4.3.3-3 ケイ砂 5 号 

 

 

作製手順を図 4.3.3-4 に示す。試験体の成型誤差は飽和度±2％、乾燥密度±0.02Mg/m3 とな

るように製作時の管理をした。 

 

使用材料の含水比測定 

    
混練 

  

 

  
混練試料の含水比測定 

    
プレス成型 

    
試験体の成型・加熱 

 

図 4.3.3-4 試験体の作製手順 

 

(1) 使用材料の含水率測定 

使用する材料（クニゲル、ケイ砂 3 号、ケイ砂 5 号）それぞれの開封時の含水比を測定し

た。 

 

(2) 混練 

クニゲル V1、ケイ砂 3 号、ケイ砂 5 号と水をミキサーに入れ、一分間混練を行った。混練

の際、クニゲル V1、ケイ砂 3 号、ケイ 5 号は、質量比が 7:1.5:1.5 となるように調整して投

入した。水は、成型後に仕様の飽和度、乾燥密度を満たすような含水比を計算し、それに合わ
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せて投入する量を決定した。 

 

(3) 混練試料の含水比測定 

混練を行なった試料の含水比を測定し、適切な含水比を得ていることを確認した。 

 

(4) 試料のプレス成型 

試料成型用の冶具に混練試料を投入した。この際、炭酸ガスを同時に封入し、空気による試

験体の割れを防いだ。規定量の試料を投入し、真空ポンプを用いて余分な空気を抜きつつピス

トンを入れた。 

載荷装置を用いてピストンを押し、プレス成型を行なう。なお、載荷時および除荷時に十分

な時間をかけ、試験体の割れを防いだ。 

 

(5) 試験体の成型・加熱 

[ 圧裂試験 試験体 ] 

20℃ ：φ50mm でプレス成型後に長さ 50mm に成型し、20℃で養生した。 

500,1000℃ ：φ50mm でプレス成型後に長さ 50mm に成型し、110℃で乾燥させた後、

500，1000℃にて加熱をした。 

[ 一軸圧縮試験 試験体 ] 

20℃ ：φ50mm でプレス成型後に高さ 100mm に成型し、20℃で養生した。 

500,1000℃ ：φ50mm でプレス成型後に高さ 100mm に成型し、110℃で乾燥させた後、

500，1000℃にて加熱をした。 

[ 1 次元圧密試験 試験体 ] 

20℃ ：φ50mm でプレス成型後に高さ 20mm およびφ30mm に成型し、20℃で

養生した。 

500,1000℃ ：試験体を加熱するものについては、試験体の収縮があり、圧密容器に収ま

らない事から、φ50mm でプレス成型後に高さ 20mm およびφ31～32mm

に成型した。その後 110℃で乾燥させ、500℃、1000℃で試験体の加熱をし

た。加熱処理後にφ30mm に成型し、圧密容器に収めた。 
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4.3.4 試験結果 

 

(1) 使用した試験体の物理的特性（試験体の製作結果） 

製作した試験体の特性を表 4.3.4-1 に示す。また、試験体の外観を表 4.3.4-2～表 4.3.4-10

に示す。試験体の成型誤差は飽和度±2％、乾燥密度±0.02Mg/m3となるように製作時の管理

を行った。 

表 4.3.4-1 試験体の物理的特性 

試験体

 No. 直径 高さ 質量 乾燥密度 飽和度 直径 高さ 質量 乾燥密度

(mm) (mm) (g) (Mg/m
3
) (％) (mm) (mm) (g) (Mg/m

3
)

圧裂-20-1 20℃ 50.0 50.0 181.54 1.597 59.4 － － － －

圧裂-20-2 20℃ 50.0 50.0 181.74 1.599 59.6 － － － －

圧裂-20-3 20℃ 50.0 50.0 181.64 1.598 59.5 － － － －

圧裂-500-1 500℃ 50.0 50.0 181.53 1.597 59.4 49.6 49.6 154.84 1.616

圧裂-500-2 500℃ 50.0 50.0 181.44 1.596 59.4 49.6 49.6 153.67 1.603

圧裂-500-3 500℃ 50.0 50.0 181.81 1.599 59.6 49.5 49.5 154.31 1.620

圧裂-1000-1 1000℃ 50.0 50.0 181.97 1.601 59.8 49.9 50.7 146.55 1.478

圧裂-1000-2 1000℃ 50.0 50.0 181.96 1.601 59.8 49.8 50.7 145.80 1.476

圧裂-1000-3 1000℃ 50.0 50.0 181.61 1.597 59.4 50.0 50.7 146.67 1.473

一軸20-1 20℃ 50.0 96.7 350.65 1.595 59.3 － － － －

一軸-20-2 20℃ 50.0 97.6 353.61 1.593 59.1 － － － －

一軸-20-3 20℃ 50.0 97.1 352.84 1.598 59.5 － － － －

一軸-500-1 500℃ 50.0 96.8 351.69 1.598 59.5 49.8 96.2 298.77 1.594

一軸-500-2 500℃ 50.0 97.4 351.19 1.586 58.5 49.7 96.6 300.50 1.603

一軸-500-3 500℃ 50.0 97.7 352.00 1.585 58.4 49.6 96.8 300.91 1.609

一軸-1000-1 1000℃ 50.0 97.0 352.27 1.597 59.4 50.6 97.2 282.26 1.444

一軸-1000-2 1000℃ 50.0 97.5 352.76 1.591 58.9 50.8 97.0 284.06 1.445

一軸-1000-3 1000℃ 50.0 97.0 352.90 1.600 59.7 50.7 97.0 279.86 1.429

圧密-20-1 20℃ 30.0 20.0 26.10 1.594 59.2 － － － －

圧密-20-2 20℃ 30.0 20.0 26.07 1.592 59.0 － － － －

圧密-20-3 20℃ 30.0 20.0 26.14 1.597 59.4 － － － －

圧密-500-1 500℃ 31.0 20.0 27.85 1.593 59.1 30.0 19.2 22.23 1.638

圧密-500-2 500℃ 31.0 20.0 27.88 1.595 59.3 30.0 19.2 22.03 1.623

圧密-500-3 500℃ 31.0 20.0 27.93 1.598 59.5 30.0 19.6 22.19 1.602

圧密-1000-1 1000℃ 31.0 20.0 27.88 1.595 59.3 30.0 20.0 21.04 1.488

圧密-1000-2 1000℃ 31.0 20.0 27.95 1.599 59.6 30.0 20.0 20.59 1.456

圧密-1000-3 1000℃ 31.0 20.0 27.83 1.592 59.0 30.0 20.0 20.83 1.473

試験体作製時 (w=15.8％) 加熱後試験体 (w=0％)加熱
条件
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表 4.3.4-2 試験体の外観（圧裂試験-20℃） 

試験体 No.

圧裂-20-1

圧裂-20-2

圧裂-20-3

外観状況
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表 4.3.4-3 試験体の外観（圧裂試験-500℃） 

試験体 No.

圧裂-500-1

圧裂-500-2

圧裂-500-3

外観状況
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表 4.3.4-4 試験体の外観（圧裂試験-1000℃） 

試験体 No.

圧裂-1000-1

圧裂-1000-2

圧裂-1000-3

外観状況
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表 4.3.4-5 試験体の外観（一軸圧縮試験-20℃） 

試験体 No.

一軸-20-1

一軸-20-2

一軸-20-3

外観状況
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表 4.3.4-6 試験体の外観（一軸圧縮試験-500℃） 

試験体 No.

一軸-500-1

一軸-500-2

一軸-500-3

外観状況
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表 4.3.4-7 試験体の外観（一軸圧縮試験-1000℃） 

試験体 No.

一軸-1000-1

一軸-1000-2

一軸-1000-3

外観状況
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表 4.3.4-8 試験体の外観（圧密試験-20℃） 

試験体 No.

圧密-20-1

圧密-20-2

圧密-20-3

外観状況
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表 4.3.4-9 試験体の外観（圧密試験-500℃） 

試験体 No.

圧密-500-1

圧密-500-2

圧密-500-3

外観状況
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表 4.3.4-10 試験体の外観（圧密試験-1000℃） 

試験体 No.

圧密-1000-1

圧密-1000-2

圧密-1000-3

外観状況
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(2) 加熱結果 

加熱実験炉を用いて図 4.3.4-1 および図 4.3.4-2 に示す温度により加熱を行った。 

加熱後の試験体の状況を図 4.3.4-3 および図 4.3.4-4 に示す。加熱時および加熱後の試験体

は、大きく破損するような現象は観察されなかった。 
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図 4.3.4-1 加熱温度（0～10 分） 
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図 4.3.4-2 加熱温度（0～90 分） 
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図 4.3.4-3 加熱後の試験体の状況（加熱条件 500℃） 

 

 

図 4.3.4-4 加熱後の試験体の試験体状況（加熱条件 1000℃） 
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(3) 一軸圧縮試験結果 

 1) 加熱温度：常温ケース（試験体 No. 圧裂-20-1、圧裂-20-2、圧裂-20-3） 

試験ケース：常温に対する試験結果を表 4.3.4-11 および図 4.3.4-5 に示す。また、試験状

況を図 4.3.4-6 に示す。 

表 4.3.4-11 試験結果（試験ケース 常温） 

加熱後

乾燥密度 含水比 飽和度 乾燥密度

No. ρ d w S r ρ d D 0 L 0 F

(Mg/m
3
) (％) (％) (Mg/m

3
) (cm) (cm) (kN) (MPa) (kN/m

2
)

直径 高さ 破壊荷重 引張強度

117

1.598 15.8 5.00 5.00 0.441 0.112 112

0.494 0.126 126

1.599 15.8 5.00 5.00 0.460 0.117

1.597 15.8 5.00 5.0059.4 1.597

1.599

1.598

59.6

59.5

σ t

加熱条件

試験体作成時

20℃

20℃

20℃

試験体

圧裂
20-1

圧裂
20-2

圧裂
20-3
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図 4.3.4-5 試験結果（試験ケース 常温） 

20-1

20-2

20-3

 

図 4.3.4-6 試験状況（試験ケース 常温） 
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 2) 加熱温度 500℃（試験体 No. 圧裂-500-1、圧裂-500-2、圧裂-500-3） 

試験ケース：500℃に対する試験結果を表 4.3.4-12 およびに示す。また、試験状況を図 

4.3.4-8 に示す。 

 

表 4.3.4-12 試験結果（試験ケース 500℃） 

加熱後

乾燥密度 含水比 飽和度 乾燥密度

No. ρ d w S r ρ d D 0 L 0 F

(Mg/m
3
) (％) (％) (Mg/m

3
) (cm) (cm) (kN) (MPa) (kN/m

2
)

直径 高さ 破壊荷重 引張強度

0.211 211

1.596 15.8 4.96 4.96 0.551 0.143 143

1.597 15.8 4.96 4.96 0.8141.616

1.603

59.4

0.174 1741.599 15.8 4.95 4.95 0.6711620

σ t

59.4

59.6

加熱条件

試験体作成時

500℃

500℃

500℃

試験体

圧裂
500-1

圧裂
500-2

圧裂
500-3
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図 4.3.4-7 試験結果（試験ケース 500℃） 

500-1

500-2

500-3

 

図 4.3.4-8 試験状況（試験ケース 500℃） 
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 3) 加熱温度 1000℃（試験体 No. 圧裂-1000-1、圧裂-1000-2、圧裂-1000-3） 

試験ケース：1000℃に対する試験結果を表 4.3.4-13 および図 4.3.4-9 に示す。また、試

験状況を図 4.3.4-10 に示す。 

 

表 4.3.4-13 試験結果（試験ケース 1000℃） 

加熱後

乾燥密度 含水比 飽和度 乾燥密度

No. ρ d w S r ρ d D 0 L 0 F

(Mg/m
3
) (％) (％) (Mg/m

3
) (cm) (cm) (kN) (MPa) (kN/m

2
)

直径 高さ 破壊荷重 引張強度

1.601 15.8 4.99 5.07 4.980 1.253 12531.478

圧裂
1000-2

1.817 1817

1.597 15.8 5.00 5.07 4.607 1.157 1157

1.601 15.8 4.98 5.07 7.20859.8

59.4

1.476

1.473

σ t

59.8

加熱条件

試験体作成時

圧裂
1000-3

1000℃

1000℃

1000℃

試験体

圧裂
1000-1
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図 4.3.4-9 試験結果（試験ケース 1000℃） 

1000-1

1000-2

1000-3

 

図 4.3.4-10 試験状況（試験ケース 1000℃） 



 4-121 

(4) 一軸圧縮試験結果 

 1) 加熱温度：常温ケース（試験体 No. 一軸-20-1、一軸-20-2、一軸-20-3） 

試験ケース：常温に対する試験結果を表 4.3.4-14 および図 4.3.4-11 に示す。また、試験

状況を図 4.3.4-12 に示す。 

表 4.3.4-14 試験結果（試験ケース 常温） 

加熱後

乾燥密度 含水比 飽和度 乾燥密度

No. ρ d w S r ρ d D 0 L 0 E 50 v

(Mg/m
3
) (％) (％) (Mg/m

3
) (cm) (cm) (MPa) (kN/m

2
) (MN/m

2
)

一軸
20-3

20℃ 1.598 15.8 59.5 － 5.00

一軸圧縮強度

一軸
20-2

20℃ 1.593 15.8 59.1 － 5.00 9.76

試験体

加熱条件

試験体作成時
直径 高さ

1.59520℃
一軸
20-1

0.7939.675.00－59.315.8

9.71 0.665 665 91

0.654 654 80

793 82

弾性係数 ﾎﾟｱｿﾝ比

q u

0.214

0.234

0.237
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図 4.3.4-11 試験結果（試験ケース 常温） 

20-1

20-2

20-3

 

図 4.3.4-12 試験状況（試験ケース 常温） 
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 2) 加熱温度 500℃（試験体 No. 一軸-500-1、一軸-500-2、一軸-500-3） 

試験ケース：500℃に対する試験結果を表 4.3.4-15 および図 4.3.4-13 に示す。また、試

験状況を図 4.3.4-14 に示す。 

 

表 4.3.4-15 試験結果（試験ケース 500℃） 

加熱後

乾燥密度 含水比 飽和度 乾燥密度

No. ρ d w S r ρ d D 0 L 0 E 50 v

(Mg/m
3
) (％) (％) (Mg/m

3
) (cm) (cm) (MPa) (kN/m

2
) (MN/m

2
)

4.98 9.62 5.352 5352

一軸
500-2

500℃ 1.586 15.8 58.5

一軸
500-1

500℃ 1.598 15.8 59.5 1.594

4339

1.603 9.66 4.141 4141

一軸
500-3

500℃ 1.585 15.8

446

430

1.609 4.96 9.68 4.339 377
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0.270

ﾎﾟｱｿﾝ比弾性係数

q u

4.97
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図 4.3.4-13 試験結果（試験ケース 500℃） 
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図 4.3.4-14 試験状況（試験ケース 500℃） 
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 3) 加熱温度 1000℃（試験体 No. 一軸-1000-1、一軸-1000-2、一軸-1000-3） 

試験ケース：1000℃に対する試験結果を表 4.3.4-16 および図 4.3.4-15 に示す。また、試

験状況を図 4.3.4-16 に示す。 

 

表 4.3.4-16 試験結果（試験ケース 1000℃） 

加熱後

乾燥密度 含水比 飽和度 乾燥密度

No. ρ d w S r ρ d D 0 L 0 E 50 v

(Mg/m
3
) (％) (％) (Mg/m

3
) (cm) (cm) (MPa) (kN/m

2
) (MN/m

2
)

9.72

試験体

加熱条件

試験体作成時
高さ 一軸圧縮強度

一軸
1000-1

1000℃ 1.597 15.8 59.4 1.444 5.06

直径

9.70 17.407

一軸
1000-3

1000℃ 1.600 15.8 59.7 1.429 5.07 9.70 21.857

一軸
1000-2

1000℃ 1.591 15.8 58.9 1.445 5.08

弾性係数 ﾎﾟｱｿﾝ比

q u

17147 2165 0.092

17407 4307 0.152

17.147

21857 5895 0.166
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図 4.3.4-15 試験結果（試験ケース 1000℃） 

1000-1
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図 4.3.4-16 試験状況（試験ケース 1000℃） 
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(5) 一次元圧密試験結果 

 1) 加熱温度：常温ケース（試験体 No. 圧密-20-1、圧密-20-2、圧密-20-3） 

試験ケース：常温に対する試験結果を表 4.3.4-17 および図 4.3.4-17 に示す。また、試験

状況を図 4.3.4-18 に示す。 

 

表 4.3.4-17 試験結果［膨潤過程］（試験ケース 常温） 

加熱後

乾燥密度 含水比 飽和度 乾燥密度

No. ρ d w S r ρ d D 0 L 0

(Mg/m
3
) (％) (％) (Mg/m

3
) (cm) (cm)

膨潤過程

膨潤応力

MPa

0.53

0.53

0.57

59.2 － 3.00 2.00

圧密
20-3

20℃ 1.597 15.8 59.4 － 3.00 2.00

圧密
20-2

20℃ 1.592 15.8 59.0 － 3.00 2.00

圧密
20-1

20℃ 1.594 15.8

試験体

加熱条件

試験体作成時
直径 高さ
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図 4.3.4-17 試験結果［膨潤過程］（試験ケース 常温） 

 

図 4.3.4-18 試験状況（試験ケース 常温） 
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 2) 加熱温度 500℃（試験体 No. 圧密-500-1、圧密-500-2、圧密-500-3） 

試験ケース：500℃に対する試験結果を表 4.3.4-18 および図 4.3.4-19 に示す。また、試

験状況を図 4.3.4-20 に示す。 

 

表 4.3.4-18 試験結果［膨潤過程］（試験ケース 500℃） 

加熱後

乾燥密度 含水比 飽和度 乾燥密度

No. ρ d w S r ρ d D 0 L 0

(Mg/m
3
) (％) (％) (Mg/m

3
) (cm) (cm)

膨潤過程

膨潤応力

MPa

59.5 16.02 3.00 1.96 0.06
圧密
500-3

500℃ 1.598 15.8

15.8 59.3 1.623 3.00 1.92
圧密
500-2

500℃ 1.595

0.04

0.17

圧密
500-1

500℃ 1.593 15.8 59.1 1.638 3.00 1.92

試験体

加熱条件

試験体作成時
直径 高さ
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図 4.3.4-19 試験結果［膨潤過程］（試験ケース 500℃） 

 

図 4.3.4-20 試験状況（試験ケース 500℃） 
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 3) 加熱温度 1000℃（試験体 No. 圧密-1000-1、圧密-1000-2、圧密-1000-3） 

試験ケース：1000℃に対する試験結果を表 4.3.4-19 およびに図 4.3.4-21 示す。また、試

験状況をに図 4.3.4-22 示す。 

 

表 4.3.4-19 試験結果［膨潤過程］（試験ケース 1000℃） 

加熱後

乾燥密度 含水比 飽和度 乾燥密度

No. ρ d w S r ρ d D 0 L 0

(Mg/m
3
) (％) (％) (Mg/m

3
) (cm) (cm)

膨潤過程

膨潤応力

MPa

高さ試験体

加熱条件

試験体作成時
直径

圧密
1000-3

1000℃ 1.592 15.8 59 0.031.473 3.00 2.00

59.6 1.456 3.00 2.00
圧密

1000-2
1000℃ 1.599 15.8

59.3 1.488 3.00 2.00 0.00

0.01

15.8
圧密

1000-1
1000℃ 1.595
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図 4.3.4-21 試験結果［膨潤過程］（試験ケース 1000℃） 

 

図 4.3.4-22 試験状況（試験ケース 1000℃） 
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(6) 力学的性質取得結果まとめ 

力学的性質について取得した結果を表 4.3.4-20 にまとめる。また、各力学的性質と加熱温

度との関係を図 4.3.4-23～図 4.3.4-27 に示す。 

試験結果より、緩衝材の力学的性質は、加熱により変化する傾向が見られた。特に 500℃か

ら 1000℃に間において、ベントナイト（粘土）の特徴的な性質である膨潤応力や弾性係数の

変化が大きくなっている。このことから、加熱（焼成）によりベントナイト（粘土）の組成が

変化した影響によるものと考えられる。 

 

表 4.3.4-20 力学的性質取得結果まとめ 

加熱温度 

（℃） 

引張強度（MPa） 

1 2 3 平均 

20 0.126 0.117 0.112 0.118 

500 0.211 0.143 0.174 0.176 

1,000 1.253 0.817 1.157 1.076 

加熱温度 

（℃） 

一軸圧縮強度（MPa） 

1 2 3 平均 

20 0.793 0.654 0.665 0.704 

500 5.352 4.141 4.339 4.611 

1,000 17.147 17.407 21.857 18.804 

加熱温度 

（℃） 

弾性係数（MN/m2） 

1 2 3 平均 

20 82 80 91 84.333 

500 446 430 377 417.667 

1,000 2164 4307 5895 4122.000 

加熱温度 

（℃） 

ポアソン比 

1 2 3 平均 

20 0.214 0.234 0.237 0.228 

500 0.27 0.328 0.302 0.300 

1,000 0.092 0.152 0.166 0.137 

加熱温度 

（℃） 

膨潤応力（MPa） 

1 2 3 平均 

20 0.53 0.53 0.57 0.543 

500 0.04 0.17 0.06 0.090 

1,000 0 0.01 0.03 0.013 
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図 4.3.4-23 引張強度と加熱温度との関係 
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図 4.3.4-24 一軸圧縮強度と加熱温度との関係 
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図 4.3.4-25 弾性係数と加熱温度との関係 
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図 4.3.4-26 ポアソン比と加熱温度との関係 
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図 4.3.4-27 膨潤応力と加熱温度との関係 
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4.4 地上施設で火災発生を想定したガラス固化体キャニスタの特性データの取得 

 

平成 25 年度の地上施設の火災解析結果より、条件によってガラス固化体キャニスタの温度が

700℃を超えることがわかった。平成 26 年度は、地下処分施の火災発生における解析を行うとと

もに、解析精度を向上させるため SUS304L を対象とした高温の機械的特性データを実験により

取得する。 

 

4.4.1 試験目的 

 

平成 25 年度の火災解析結果[2]より、条件によってガラス固化体キャニスタの温度が 700℃を

超えることがわかった。ガラス固化体キャニスタの材料は SUS304L である。日本機械学会の規

格 JSME（2012 年版）等で SUS304 の 650℃までの物性値は示されているが、それ以上の高温

データが示されていないことから、平成 25 年度は 650℃までは SUS304 を流用し、650℃以上の

物性値はそれを外挿して解析を実施した。 

 解析精度を向上させるには、SUS304L を対象とした高温の機械的特性データが必要であるた

め、試験により応力－ひずみデータ（引張試験データ）、線膨張係数、ヤング率およびポアソン比

を取得する。各種データ取得にあたっては、常温から 800℃までの温度条件で 100℃刻みにデー

タを取得することとしたが、SUS304 の Ac3 変態温度を下記の数式から 600℃前後と推測し、

600℃近辺を 50℃刻みで採取することとした。 

 

（Ac3 温度計算式） 

  Ac3 = 937.2 - 436.5C + 56Si - 19.7Mn - 16.3Cu - 26.6Ni - 4.9Cr + 38.1Mo 

          + 124.8V + 136.3Ti - 19.1Nb + 198.4Al + 3315B 

 

 

4.4.2 試験条件及び試験方法 

 

(1) 引張試験 

・試験温度：常温, 400, 500, 550, 600, 650, 700, 800℃の８温度条件 

・試験体数=3 

・引張速度を以下に示す。 

  常温：ひずみ 5%まで，0.00007/s， その後引張強さまで 0.0014/s 

  高温：ひずみ 5%まで，0.00025/s， その後引張強さまで 0.0067/s 

・引張試験に供した試験体形状を、図 4.4.2-1 に示す。 
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図 4.4.2-1 引張試験体形状（丸棒） 

 

(2) 線膨張係数測定（TMA 法） 

・試験温度：常温, 400, 500, 550, 600, 650, 700, 800℃の８温度条件 

・試験体数=3 

 

(3) ヤング率・ポアソン比測定（共振法） 

・試験温度：常温, 400, 500, 550, 600, 650, 700, 800℃の８温度条件 

・試験体数=3 

 

4.4.3 試験結果 

 

(1) 引張試験 

 引張試験の結果得られた、0.2%耐力、引張強さ、破断伸び、絞りのデータを図 4.4.3-1

に示す。また、各試験温度における引張試験チャート（応力－ひずみ曲線）を図 4.4.3-2～図 

4.4.3-25 に示す。 

     

図 4.4.3-1 引張試験結果のまとめ 
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図 4.4.3-2 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：23℃、N=1） 

 

 

図 4.4.3-3 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：23℃、N=2） 

 

 

図 4.4.3-4 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：23℃、N=3） 
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図 4.4.3-5 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：400℃、N=1） 

 

 

図 4.4.3-6 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：400℃、N=2） 

 

 

図 4.4.3-7 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：400℃、N=3） 
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図 4.4.3-8 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：500℃、N=1） 

 

 

図 4.4.3-9 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：500℃、N=2） 

 

 

図 4.4.3-10 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：500℃、N=3） 
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図 4.4.3-11 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：550℃、N=1） 

 

 

図 4.4.3-12 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：550℃、N=2） 

 

 

図 4.4.3-13 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：550℃、N=3） 
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図 4.4.3-14 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：600℃、N=1） 

 

 

図 4.4.3-15 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：600℃、N=2） 

 

 

図 4.4.3-16 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：600℃、N=3） 
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図 4.4.3-17 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：650℃、N=1） 

 

 

図 4.4.3-18 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：650℃、N=2） 

 

 

図 4.4.3-19 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：650℃、N=3） 
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図 4.4.3-20 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：700℃、N=1） 

 

 

図 4.4.3-21 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：700℃、N=2） 

 

 

図 4.4.3-22 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：700℃、N=3） 
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図 4.4.3-23 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：800℃、N=1） 

 

 

図 4.4.3-24 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：800℃、N=2） 

 

 

図 4.4.3-25 公称応力－公称ひずみ線図（試験温度：800℃、N=3） 
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(2) 線膨張係数測定（TMA 法） 

 試験の結果得られた、線膨張係数のデータを図 4.4.3-26 に示す。 

 

図 4.4.3-26 線膨張係数計測結果 

 

(3) ヤング率・ポアソン比測定（共振法） 

 試験の結果得られた、ヤング率およびポアソン比のデータを図 4.4.3-27 に示す。 

 

 

図 4.4.3-27 ヤング率およびポアソン比計測結果 

 



 4-142 

4.4.4 考察と今後の課題 

 

 今年度計測した SUS304L の降伏応力（0.2%耐力）、ヤング率、および線膨張係数のデータを

平成 25 年度の火災解析[20][21]に使用した SUS304L の材料データと比較した結果を、図 4.4.4-1

～図 4.4.4-3 に示す。これらの図より、ヤング率と線膨張係数は、平成 25 年度の解析に使用した

値、およびその線形外挿値に近いが、降伏応力については本年度の計測値の方が解析に用いた降

伏応力（規格値：設計降伏点[30]）よりも高いという結果であった。 

 今回材料試験に供した SUS304L の試験材は、キャニスタに用いる鋼材から採取したわけでは

なく、一般的に入手可能な材料から試験体加工して試験材として供したものである（鋼材検査証

明書を図 4.4.4-4 に示す）。今後、キャニスタの応力解析および強度評価を行う際には、キャニス

タに供する材料の機械的特性値（降伏応力、応力－ひずみデータ）を適正に把握し、解析を行う

必要があると思われる。また、平成 25 年度のガラス固化体キャニスタの応力解析の再解析も課

題であると思われる。 

 

 

図 4.4.4-1 SUS304L 材料データの比較：降伏応力 
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図 4.4.4-2 SUS304L 材料データの比較：ヤング率 

 

 

 

 

図 4.4.4-3 SUS304L 材料データの比較：線膨張係数 
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図 4.4.4-4 材料試験に供した SUS304L の検査証明書 
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4.5 地上施設に津波が流入した場合のガラス固化体キャニスタの腐食環境（温度）条件設定に関

する情報収集・整理 

 

操業中に津波により地層処分施設に海水が流入することを想定した場合、ステンレス鋼製のガ

ラス固化体キャニスタが塩分の影響を強く受ける環境に曝される状況が考えられる。 

ステンレス鋼に対する一般的な海洋環境下における腐食性については既往の研究例があり、知

見も得られている。しかし、本開発のように放射性廃棄物を扱う施設における津波被害を想定し

た過酷な塩分環境条件における腐食性については、さらに調査・検討の必要性があると考えられ

る。 

津波によるガラス固化体キャニスタ（SUS304L 等）の腐食性に関して、平成 25 年度の文献調

査により、腐食を促進させる可能性があることが分かっている。 

 

① 海水に対する腐食性     すきま腐食・微生物腐食・加工履歴による SCC 発生 

② 放射線環境下での腐食性   水の放射線分解による酸化性の高まりによる SCC 発生 

 

また、ガラス固化体の崩壊熱による温度上昇は海水に浸漬したガラス固化体キャニスタ表面の

気液界面での海塩析出による高温・高濃度塩化物溶液環境をもたらす可能性があり、このような

条件での温度分布を解析によって求め、SCC が発生する腐食環境の成立性を評価することを優先

課題として挙げた。 

今年度は、崩壊熱による腐食環境（温度）条件について解析的に評価し、ガラス固化体キャニ

スタが津波に被災し、海水に半浸漬状態になったときの海水水没部、気液界面、および、気相部

での環境での SCC 感受性の評価、特に、SCC 発生寿命の材料、環境、応力依存性の評価を行う。

特に、材料：強鋭敏化、環境：80℃、海水相当塩化物濃度、応力：高い溶接残留応力、の 3 条件

が重畳すると、数百時間以下で SCC が発生することが見込まれるため、これら加速因子をパラ

メータとして、より、ガラス固化体キャニスタの津波の被災の実態に合わせた SCC 発生の予測

を行う。 
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4.5.1 ガラス固化体キャニスタの仕様 

 

わが国の地層処分施設で扱うガラス固化体キャニスタの仕様は、国内製造品と海外再処理委託

に伴って仏国、英国から返還されるガラス固化体の２種類がある。これらは、形状、ガラス固化

体キャニスタの材質が異なっている。それぞれの外観・寸法を図 4.5.1-1 に示す[3]。 

ガラス固化体キャニスタの材料は、国内ガラス固化体は SUS304L、海外返還ガラス固化体は

SUH309/SUS309S が用いられている。 

 

   

図 4.5.1-1 ガラス固化体キャニスタの仕様[3] 

（左：国内ガラス固化体（日本原燃(株)）、右：海外返還ガラス固化体(AREVA NC, ｾﾗﾌｨｰﾙﾄﾞ社)） 

 

 

4.5.2 津波腐食評価方針の検討 

 

津波の流入を受け、ガラス固化体キャニスタが海水に浸漬することを想定した場合、海水に水

没したケース/部位と、海水成分の飛沫が付着した湿潤大気環境のケースが考えられる。それぞれ、

以下の因子が単独、もしくは重畳して腐食が発生することが想定される。 

 

(1) 材料因子 

対象とするガラス固化体キャニスタ材は SUH309、SUS309S、および、SUS304L であるが、こ

れらの材料の使用実績、および、データが少ないため、SUS304 などの汎用オーステナイト系ス

テンレス鋼の知見を合わせて評価する。SUS304/309 系材料の公称組成と特徴を 

 

表 4.5.2-1 に、SUS304/309 系材料の化学組成、材料特性規格、および、P.I. (Pitting Index、孔

食指数)を 

表 4.5.2-2 に示す。SUH309 は耐熱ステンレス鋼の規格であるため、高クロム（Cr）なが

ら炭素量（C）が多いことから、鋭敏化する熱履歴を受けると鋭敏化は進行する。炭素の含有
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率は、SUS304 などの汎用ステンレス鋼の上限が 0.08％以下であるのに対して、耐熱ステン

レス鋼の上限は 0.20％以下である。さらに、高クロム材のため、800℃域で加熱されるとσ相

が生成し、じん性が低下する。また、ガラス固化体キャニスタに付随する建屋などの構成材料

についても、接触などの観点から必要に応じて評価する。 

したがって、SUH309/SUS309S 製ガラス固化体キャニスタは溶接により鋭敏化している可

能性がある。一方、SUS304L 製ガラス固化体キャニスタは、炭素の含有率を 0.030%以下に低

下させることによって鋭敏化対策が施されているため、通常の溶接などの熱履歴で鋭敏化する

危惧はない。ただし、冷間加工と溶接との複合寄与、表面仕上げを受ければ、鋭敏化を考慮し

評価する必要がある。 

 

 

表 4.5.2-1  SUS304/309 系材料の公称組成と特徴 

公称組成 主要用途

SUS304 18Cr-8Ni
ステンレス鋼・耐熱鋼として最も広く使用。
食品設備、一般化学設備、原子力用

SUS304L 18Cr-9Ni-低C
304の極低炭素鋼、耐粒界腐食性に優れ、
溶接後熱処理できない部品類

SUS309S 22Cr-12Ni
耐食性が304より優れているが、実際は耐
熱鋼として使われることが多い

SUH309 22Cr-12Ni-0.2C
980℃までの繰り返し加熱に耐える耐酸化
鋼。加熱炉部品、重油バーナ

合金種名
JIS解説

 

 

 

 

 

表 4.5.2-2  SUS304/309 系材料の化学組成、材料特性規格、および、P.I. 

C Si Mn P S Ni Cr

SUS304 ≦0.08 ≦1.00 ≦2.00 ≦0.045 ≦0.030 8.00～13.00 18.00～20.00

SUS304L ≦0.030 ≦1.00 ≦2.00 ≦0.045 ≦0.030 9.00～13.00 18.00～20.00

SUS309S ≦0.08 ≦1.00 ≦2.00 ≦0.045 ≦0.030 12.00～15.00 22.00～24.00

SUH309 ≦0.20 ≦1.00 ≦2.00 ≦0.040 ≦0.030 12.00～15.00 22.00～24.00

耐力 引張強さ 伸び

N/m2 N/m2 %

SUS304 ≧205 ≧520 ≧40 18

SUS304L ≧175 ≧480 ≧40 18

SUS309S ≧205 ≧520 ≧40 22

SUH309 ≧205 ≧560 ≧40 22

P.I.=[%Cr]+3.3
[%Mo]+10[%N]

合金種名
化学組成(%)

合金種名 公称組成

18Cr-8Ni

18Cr-9Ni-低C

22Cr-12Ni

22Cr-12Ni-0.2C

P.I.
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(2) 環境因子 

環境は、a)定常運用時、b)地震･火災時、および、c)津波時の 3 つに大別できる。本調査･検

討はリスクの抽出が目的の 1 つであるから、環境因子は、第一義的には上限の環境(温度、湿

度、塩化物濃度など、それぞれ想定される最も厳しい環境の重畳)とする。ただし、それらを

単純に重畳すると、現実とかけ離れた過度に保守的で現実には成立しない条件となりえるため、

具体的な評価条件の設定に際しては、そのバランスを考慮する必要がある。 

  a. 定常運用時 

定常運用時は、空調建屋で、15～25℃程度の室温、および、除湿された環境で、結露な

どの高温多湿の腐食環境にならないよう制御されていることを前提とする。一般に自然対

流エリア(自然対流による空気の循環供給で冷却などを図る系統の建屋、機器などの表面)

は、海塩などが持ち込まれ蓄積する環境にあるが、地層処分施設内では、付着海塩などの

腐食性物質の持ち込みがなく、ガラス固化体キャニスタの表面は清浄であることを前提と

する。。 

  b. 地震・火災時 

地震そのもので腐食環境が変化することは前提としない。しかしながら、配管の破損、

火災時の消火栓からの放水などによって、工業用水レベルの水質の水によって浸漬する。

なお、これらの浸水は、時間の経過とともに、建屋からの若干の汚染の影響を受ける。ま

た、空調設備のある建屋においても、その環境維持機能が絶たれ、海洋性湿潤大気環境に

置かれる。また、消火栓から消火剤として化学物質が放散される場合には、化学種が持ち

込まれる。 

  c. 津波時 

津波時には、地震・火災時の条件に加え、海水、および、海底の土が持ち込まれる。さ

らに、近隣に河川がある場合、河川からの栄養物質が豊富に含まれることから、生物活性

が高くなることが見込まれる。生物活性は時間的な因子(繁殖までの時間)、および、温度

依存性があり、特に、50℃程度を超えるとその活性が低下するが、完全に死滅する訳では

ないため、温度が低下すると生物活性が高まる。さらに、瓦礫などによって、その一部が

埋没する。すなわち、構造上のすきまが形成され、水質への悪影響もある。 

ガラス固化体は発熱体であり、放水や海水により浸漬され、温度と水量によって局部沸

騰や蒸発･濃縮の環境変化が起きるため、平衡に達するまでの温度履歴が重要となる。 

海水などによる一般的な水環境では塩化物濃度で評価するが、海洋性湿潤大気環境では

ステンレス表面の付着海塩量によって評価する。 

塩化物の存在によって、これらステンレス鋼は孔食、すきま腐食、SCC などの局部腐食

感受性を有し、材料因子：P.I.(Pitting Index、孔食指数)、もしくは、PRI (Pitting Resistance 

Index、耐孔食指数)=[%Cr]+3.3[%Mo]+16[%N]、鋭敏化の程度、環境因子：温度、塩化物

濃度、酸化/還元性、応力因子：溶接残留応力、作用応力などに依存する。 
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ガラス固化体キャニスタは、ガラス固化体に含まれる放射性核種の崩壊熱によって内面

側から加熱されており、ガラス固化体キャニスタの表面温度は常に水溶液温度、および、

大気温度と同等以上に高くなっている。環境の酸化性は、通常は水溶液、もしくは薄い水

膜中の溶存酸素濃度であるが、放射線分解によって OH ラジカルや H2O2 が生成すること

によっても酸化性が高まる。また、海生生物や微生物の繁殖によって、いわゆる微生物腐

食(MIC、Microbially Induced Corrosion)を起こすことがある。環境の腐食性は、一般的

に温度の上昇とともに高くなっていくが、50℃を超えると生物活性が低下する。また、70℃

を超えると溶存酸素が大気中に逃げられる開放系となり、海水中の溶存酸素濃度が低下し

てカソード反応が抑制され、こ、腐食性は抑制されることが知られている。したがって、

解析から得られる最高到達温度と、溶存酸素飽和の環境でのそれぞれの腐食性を、単純に

重畳させると過度に保守的な評価となる。さらに、砂礫に埋もれることによって、すきま

腐食の条件が整う。また、海水の蒸発に伴い、気液界面では海塩が濃縮していく。 

表面温度が大気温度より高ければ、水蒸気飽和大気環境であっても金属表面は結露しな

いため、腐食環境が整わない。実際、湿潤大気環境を考慮した厳しい条件として､30℃、

90%R.H.に制御した恒温恒湿槽に入れ U 字曲げ試験片の温度を 60℃にコントロールし、

試験片の逆Ｕ字型の頂部に苦汁塩滴を付与した状態で 500 時間の試験を実施後、発銹、お

よび SCC の有無を確認した結果、SUS316 は若干の変色が認められるが、除塩後は発銹

も無く、き裂も発生していない[31]。一方、公表データの多くは、表面温度と大気温度が

同じ状態の恒温恒湿槽での実験室試験に基づくもので、SUS316 の 60℃/35%RH における

苦汁塩滴試験では SCC が発生している[31]。したがって、過度に保守的な評価となる可能

性がある。 

 

(3) 応力因子 

ガラス固化体キャニスタはその製造時の冷間加工、および、溶接による（降伏応力に達する

レベルの）残留応力がある。 

作用応力（プラントにおける内圧などによるもの）は生じないが、加熱されたガラス固化体

キャニスタが放水などによって急冷されると、ガラス固化体キャニスタが縮む一方で、内部の

ガラス固化体が急冷による割れで体積膨張をすれば、ガラス固化体キャニスタ表面に引張り応

力が生じる可能性がある。普通ガラスでは 35(薄い場合)～65(比較的厚い場合)℃、テンパック

スなどの耐熱ガラスでは 100～180℃が耐熱衝撃温度(0℃まで急冷して割れない温度、JIS 

S2030 では所与の温度に調整した恒温槽中に 30 分保持した後、冷水中に 1 分間浸漬し、ひび

及び割れの有無を確認)とされている。 
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4.5.3 津波によるガラス固化体キャニスタ浸漬シナリオの整理 

 

地層処分施設は、わが国では候補地が決まっておらず海岸近くに立地される可能性もある。こ

のような立地における過酷なシナリオとして、地震による津波が発生し地層処分場の地上施設を

直撃することが考えられる。 

先行事例として、原子力発電所については、九州電力株式会社が具体的な被災条件等を設定し

て川内原子力発電所 1、2 号炉の耐津波設計方針の施設評価を行っている[32]。地層処分施場につ

いては、候補地が未定のため具体的な被災条件を設定することができない。ここでは安全側で評

価を行うことにより、腐食に対して厳しい条件を選出することとする。 

廃棄体が腐食による影響を最も受けやすいのは、ガラス固化体がオーバーパックに格納されず

単体の状態で扱われる工程、具体的には、輸送キャスクから取り出し、ガラス固化体検査、仮置

き、オーバーパックへの封入までの工程である。 

地層処分場の地上施設は、津波の被害を想定した立地・施設設計が成されるが、上記の工程は

放射線安全上、地上施設の地下階で行われることとし、津波が地上施設を直撃してガラス固化体

を取り扱う地下階に浸入するシナリオを想定する。 

本解析の津波シナリオ設定にあたっては、第２次取りまとめ[9]で検討された地上施設レイアウ

トを参考とし、ガラス固化体検査室内に津波が浸漬するケースを想定する。さらに、電源喪失・

換気設備の閉塞等による換気が停止した場合の温度影響を評価する。 

これ以外に、地震・津波による電源喪失等によって換気が停止し、一定時間経過後に海水が浸

漬するケースが考えられる。換気停止の影響については、原子力環境整備機構（NUMO）により

検討が行われている。それによると、換気停止した 5 日後にガラス固化体表面の温度が 200℃程

度まで上がるものの、その後は温度の上昇が鈍化し、ガラス固化体キャニスタへの影響は小さい、

との知見が得られている[33]。また、200℃まで上昇したガラス固化体キャニスタが、海水（20

～30℃）によって急冷される海水腐食等の影響が考えられるが、200℃までに 5 日程度の猶予が

あることから、ここでは扱わないこととする。 

以上のシナリオに基づき、津波浸漬の概念モデルを以下のように整理した。 

 

(1) 施設レイアウト・評価範囲 

第２次取りまとめ[9]の地上施設配置図と評価範囲としたガラス固化体検査室を図 4.5.3-1

に示す。また、既存類似施設を参考に、地下一階にピット状の仮置き場が設置されているもの

とする。 



 4-151 

 

 

図 4.5.3-1 地上施設配置図（[9]に加筆） 

 

 

 

(2) 津波浸漬前（Case 0） 

津波浸漬前の概念モデルを図 4.5.3-2 に示す。施設内に仮置きしたガラス固化体の崩壊熱、

施設内の輻射、強制換気・自然対流を考慮する。安全側で想定するとして、しゃへい蓋は全開

とする。気相部は乱流モデルによりモデル化する。 
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図 4.5.3-2 浸漬前モデルの概念図（Case 0） 

 

(3) 津波浸漬後（Case 1、2） 

津波浸漬後の概念モデルを 

図 4.5.3-3 に示す。浸漬前のモデルに加えて、海水の温度による自然対流、海水表面の輻射

等を考慮する。海水部は層流モデルとする。 

室内換気について、浸漬前（Case 0）と同じ換気状態を設定する Case 1 に対して、海水等

により換気機能が停止した場合の Case 2 を設定する。 

海水浸漬の深さについては、高温、湿度、塩化物濃度の影響を受ける海水と気相の界面に位

置するガラス固化体キャニスタ表面が最も腐食すると懸念される。このため、ガラス固化体キ

ャニスタの高さの半分まで海水が浸漬した条件とし、輻射、熱伝導等の影響を受けた温度履歴

を解析する。 
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図 4.5.3-3 浸漬後モデルの概念図（Case1, 2） 

 

 

 

 

4.5.4 解析手法及び解析コードの選定 

 

設定した解析ケースを表 4.5.4-1 に示す。また、図 4.5.4-1 に示す手順に従い、各ケースの解

析を実施する。 

 

表 4.5.4-1 解析ケース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 解析ケース 換気状態 海水浸漬 

津波被災前 Case 0 正常 無 

津波被災後 
Case 1 正常 有 

Case 2 停止 有 
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図 4.5.4-1 人工バリアの腐食環境解析 検討フロー 

 

 図 4.5.3-2、 

図 4.5.3-3 に示すように、以下の現象を考慮した温度評価が必要となる。 

③ ガラス固化体検査室内の熱伝達 

ガラス固化体の崩壊熱、施設内気相流動、-浸漬水内の流動、施設内壁の輻射、 

海水表面の輻射、熱伝達 

④ ガラス固化体検査室外壁の熱伝達（断熱） 

 

 このうち、海水の熱伝達形態としては対流が支配的となる。ガラス固化体キャニスタ及び壁面

と海水間の熱伝達は、両者の温度及び海水の自然対流に応じて変化するので一律に設定すること

はできない。さらに海水は上部が加熱されることにより、垂直方向に温度分布を持つと考えられ

る。その温度分布を求めるためには自然対流を計算する必要がある。そこで流動、伝導及び輻射

をリンクして計算することができる熱流動解析プログラムを選定する。これより気中の空気の流

れを計算できることで室内換気の考慮も容易となる。 

 以上から熱流動解析プログラムの中からは使用済燃料貯蔵キャスクの冷却計算等で実績を有す

る ANSYS Fluent ver 15.0 を選定した。 

 

 

 
津波浸漬シナリオ設定 

① 熱流動解析 浸漬前 
Case0 換気：正常 

施設内温度分布 
（浸漬前） 

②熱流動解析 浸漬後 
Case1 換気：正常 
Case2 換気：停止 

 

腐食環境条件のまとめ 

施設内温度分布 
（浸漬後） 
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4.5.5 解析モデルの作成 

 

第 2 次取りまとめ[9]の地上施設配置図を図 4.5.5-1 に示す。このうち評価範囲としたガラス固

化体検査室について、既存類似施設を参考に地下一階にピット状の仮置き場が設置されているも

のとし、次のようにモデル化した。 

 

 

  

図 4.5.5-1 地上施設におけるモデル化範囲 

（[9]に加筆） 



 4-156 

(1) 躯体モデル 

処分場地上施設のうちガラス固化体検査室を図 4.5.5-2、図 4.5.5-3 のように左右対称の躯

体としてモデル化した。室内換気システムとして、躯体下部に給気口、躯体上部に排気口が設

置されると考えられるが、津波浸漬の場合は給気口が閉塞すると仮定し、モデル上は仮想的な

給気口・排気口を側壁上部に設置した。具体的には側壁上部に 1,000mm×1,000mm の排気

口を設定し、解析安定性のためパイプ状の追加領域を設けた。 

 

 

図 4.5.5-2 ガラス固化体検査室躯体のモデル 

 

 

 

図 4.5.5-3 躯体のモデルの寸法 

 

空気の流れ 
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(2) ガラス固化体モデル 

ガラス固化体について、腐食環境の影響をより強くうける返還固化体の形状をもとに、解析

負荷低減のため円筒形でモデル化した（図 4.5.5-4）。ガラス固化体仮置架台はモデル化しな

いものとした。 

 

 
 

a ガラス固化体キャニスタ b モデル化したガラス固化体キャニスタ 

図 4.5.5-4 ガラス固化体のモデル化 

 

 

(3) 全体モデル 

躯体にガラス固化体を加えた浸漬前のモデル、それに海水面を加えた浸漬後のモデルを作成

後、それぞれ解析メッシュを設定して解析に用いる全体モデルとした。モデルのジオメトリ・

メッシュ図を図 4.5.5-5、図 4.5.5-6 に示す。メッシュ数は浸漬前モデルで 708,049、浸漬後

モデルで 714,108 となった。 
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浸漬前モデル 浸漬後モデル 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図 4.5.5-5 解析モデルのジオメトリ 

 

浸漬前モデル 浸漬後モデル 

  

  

図 4.5.5-6 解析モデルのメッシュ 

海水面 



 4-159 

4.5.6 解析条件の設定 

 

各部位の解析条件を以下のように設定した。 

 

(1) ガラス固化体 

1 本あたりの発熱量を 350W/本[9]とし、28 本のガラス固化体が仮置きされているとして総

発熱量を 9800W とした。 

 

(2) 室内換気 

Case 0、1 で設定する室内換気風量について以下のように設定した。 

既存類似施設において、ガラス固化体からの発熱量がすべて換気によって持ち出されるとし

て、流入空気温度 29℃に対し排気温度 46℃と見積もられている[34]。地上施設においては中

間貯蔵期間を経て放熱量が低下するため、上昇温度を 12℃程度と見積もり、表 4.5.6-1 のよ

うに設定した。 

Case 2 について、換気系停止条件として給排気量を 0 に設定した。 

 

表 4.5.6-1 室内換気の設定（Case 0、Case 1） 

項目 記号 数値 単位 設定根拠 

発熱量 Q 9,800 W [9] 

定圧比熱 Cp 1,007 J/kgK 300K での値[35] 

流入温度 Tin 29 ℃ 既存類似施設を参考に設定[33] 

排気温度 Tout 41 ℃ 既存類似施設を参考に設定 

給排気量 M 0.833 kg/s M・Cp・(Tout-Tin)=Q 

 

(3) 境界条件 

保守的な条件としてガラス固化体温度が高くなるように、コンクリート壁の境界条件は全て

断熱とした。 

 

(4) モニタ点 

Case 0 （定常解析）の結果から、最高温度・最低温度となる固化体を選択して代表的な固

化体とし、Case 1、Case 2 の非定常解析でキャニスタ表面とその近傍領域に温度モニタ点を

設定することとした。 
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4.5.7 構成要素の物性値の設定 

 

(1) 固化ガラス 

固化ガラスの物性値を以下のように設定した。 

・密度[kg/m3]：2700[34] 

・比熱[J/kg･K]：表 4.5.7-1 に示す値 

・熱伝導率[W/m･K]： 

表 4.5.7-2 に示す値 

・輻射率[-]：0.9 [33] 

表 4.5.7-1 固化ガラスの比熱[36] 

温度 
比熱 

℃ K J/kgK 

20 293.15 593 

50 323.15 664 

70 343.15 704 

100 373.15 755 

150 423.15 825 

200 473.15 881 

300 573.15 972 

400 673.15 1046 

500 773.15 1113 

 

表 4.5.7-2  固化ガラスの熱伝導率[34] 

温度 熱伝導率 

℃ K W/mK 

20 293.15 0.795 

500 773.15 1.275 

 

(2) ガラス固化体キャニスタ 

ガラス固化体キャニスタをステンレス鋼とし、物性値を表 4.5.7-3 のように設定した

[34][35]。 

表 4.5.7-3  ガラス固化体キャニスタ 比熱[35]・熱伝導率[34] 

温度 比熱 熱伝導率 

℃ K J/kgK W/mK 

26.85 300 499 15.1 

126.85 400 511  

326.85 600 556  
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526.85 800 620 21.3 
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(3) コンクリート 

検査室躯体材料をコンクリートとし、物性値を以下のように[35][37]に基づき設定した。 

・密度：2300 [kg/m3][20] 

・比熱：表 4.5.7-4 に示す値 

・熱伝導率：表 4.5.7-5 に示す値 

・輻射率：0.9[35] 

 

表 4.5.7-4  コンクリート比熱[37]  

温度 
密度 比熱 密度(換算値) 比熱(換算値) 

K ℃ kg/m3 J/kgK kg/m3 J/kgK 

293.15  20  2300  900  2300  900 

373.15  100  2300  900  2300  900 

373.15  100  2300  2020  2300  2020 

388.15  115  2300  2020  2300  2020 

473.15  200  2254  1000  2300  980 

673.15  400  2185  1100  2300  1045 

1473.15  1200  2024  1100  2300  968 

 

 

 

表 4.5.7-5 コンクリートの熱伝導率[37]  

温度 
熱伝導率(上限) 熱伝導率(下限) 平均 

K ℃ W/mK W/mK W/mK 

293.15 20 1.95 1.33 1.64 

373.15 100 1.77 1.23 1.50 

473.15 200 1.55 1.11 1.33 

573.15 300 1.36 1.00 1.18 

673.15 400 1.19 0.91 1.05 

773.15 500 1.04 0.82 0.93 
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(4) 空気 

領域内空気の物性値を表 4.5.7-6 のように設定した。 

 

表 4.5.7-6 空気物性値[35] 

温度 密度 比熱 熱伝導率 分子粘性 

K ℃ kg/m3 J/kgK W/mK Pa・s 

280  6.85  1.2606  1007  0.02461  1.760E-05 

300  26.85  1.1763  1007  0.02614  1.862E-05 

320  46.85  1.1026  1008  0.02759  1.969E-05 

340  66.85  1.0376  1009  0.02900  2.063E-05 

360  86.85  0.9799  1011  0.03039  2.154E-05 

380  106.85  0.9282  1012  0.03173  2.242E-05 

400  126.85  0.8818  1015  0.03305  2.327E-05 

420  146.85  0.8398  1017  0.03437  2.410E-05 

440  166.85  0.8016  1020  0.03568  2.490E-05 

460  186.85  0.7667  1023  0.03697  2.569E-05 

480  206.85  0.7347  1027  0.03825  2.646E-05 

500  226.85  0.7053  1031  0.03951  2.721E-05 

550  276.85  0.6412  1041  0.0426  2.903E-05 

600  326.85  0.5878  1052  0.0456  3.078E-05 

650  376.85  0.5425  1064  0.0484  3.247E-05 

700  426.85  0.5038  1076  0.0513  3.410E-05 

800  526.85  0.4408  1099  0.0569  3.723E-05 

 

 

 

(5) 海水 

海水の物性値を以下のように設定した。 

・密度[kg/m3]：996.66[35] 

・比熱[J/kg･K]：表 4.5.7-7 に示す値 

・熱伝導率[W/m･K]：表 4.5.7-8 に示す値 

・分子粘性[Pa・s]： 表 4.5.7-9 に示す値 

・輻射率[-]：0.97[35] 
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表 4.5.7-7 海水の比熱[35] 

温度 比熱 

℃ K J/kgK 

0 273.15 4001  

10 283.15 4005  

20 293.15 4009  

30 303.15 4013  

40 313.15 4017  

50 323.15 4021  

60 333.15 4025  

70 343.15 4029  

80 353.15 4033  

 

表 4.5.7-8 海水の熱伝導率[35] 

温度 熱伝導率 

℃ K W/mK 

25 298.15  0.583  

50 323.15  0.594  

75 348.15  0.583  

100 373.15  0.549  

125 398.15  0.493  

150 423.15  0.414  

 

表 4.5.7-9  海水の粘性率[35]  

温度 
粘性率 

℃ K Pa s 

26.85 300 854.4E-6 

46.85 320 577.2E-6 

66.85 340 422.5E-6 

 

4.5.8 解析結果 

 

(1) 海水浸漬前（Case 0） 

海水浸漬前の定常解析（Case 0）で得られた結果の流速分布、温度分布を図 4.5.8-1、図 

4.5.8-2 に示す。 

主要な空気流動としては、吸気口から検査室内より低温の外気を取り込むことによる下降流

と仮置き場内でのガラス固化体の発熱による上昇流があり、両者が合流して仮置き場上部に上

昇流を形成している（図 4.5.8-1）。ガラス固化体の表面温度は、、ガラス固化体の位置によっ

て 50～80℃程度となり、ガラス固化体間で温度差が生じた（図 4.5.8-2c）。また、仮置き場

のガラス固化体付近の壁面温度は 50℃～60℃程度であった（図 4.5.8-2b）。 
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a. 検査室全体図 

風速(m/s) 

 

 

 

b. 仮置き場拡大図 

図 4.5.8-1 風速分布（Case 0）

下降流 

上昇流 

←給気 ←排気 
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a. 検査室全体図 

温度（℃） 

 

 

b. 仮置き場拡大図 

図 4.5.8-2 温度分布（Case 0） 

←給気 ←排気 



 4-167 

 

 

 

c. ガラス固化体キャニスタ表面温度 

温度（℃） 

 

図 4.5.8-2 温度分布（Case0） 

 

 

(2) モニタ点の設定 

津波浸漬前の定常解析（図 4.5.8-2）から、ガラス固化体のうち以下の２点に着目し選出し

た（ 
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図 4.5.8-3）。 

ガラス固化体 A：最も表面温度が低い固化体 

ガラス固化体 B：最も表面温度が高い固化体 

 

各固化体表面及び周辺のモニタ点の高さを以下のように３つ設定した。 

a：海水中（固化体下端と液面高さの中間） 

b：液面高さ 

c：固化体上端高さ 

ガラス固化体 A は、ガラス固化体キャニスタ表面の 4 箇所と隣接するガラス固化体との中

間点の 4 箇所の計 8 箇所をモニタ点とし、それぞれの高さ（a,b,c）に設定した（図 4.5.8-4）。

また、固化体 B については、左右対称のため、ガラス固化体キャニスタ表面の 3 箇所と隣接

するガラス固化体との中間点の 3 箇所の計 6 箇所をモニタ点とし、それぞれの高さ（a,b,c）

に設定した（図 4.5.8-4）。



 4-169 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.8-3 着目したガラス固化体配置図 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.8-4 モニタ点の設定 

 

 

ガラス固化体 B： 

最も表面温度が高

い固化体 

ガラス固化体 A： 

最も表面温度が

低い固化体 

【水平方向】 【鉛直方向】 

A 

・ 6 
・ 2 

 
3 7 

・・ 

・ 4 
・ 8 

 

B 

5 1 

・・ 

11 14 

・・ 

・13 
・10 

 
9 12 

・・ 
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(3) 非定常解析結果（Case 1、2） 

 1) 温度分布・流速分布 

非定常解析で得られた室内の平均温度を表 4.5.8-1 に、流速分布を図 4.5.8-5、図 4.5.8-6

に、温度分布を図 4.5.8-7、図 4.5.8-8、図 4.5.8-9 に示す。 

換気が正常な状態（Case 1）では、海水浸漬前（Case 0）と検査室全体の空気流動に大き

な変化は見られず（図 4.5.8-1a、 図 4.5.8-5 a）、室内温度が 2℃程度降下した（表 4.5.8-1）。 

換気が停止した状態（Case 2）では、仮置き場からの上昇流により室内全体が撹拌され（図 

4.5.8-5 b）、室内温度は海水浸漬前に比べ 2℃程度上昇した。 

海水浸漬した 30 日後の海水温度は、換気状態に関わらず同程度（表 4.5.8-1）で、海水領

域内の温度もほぼ均一で同程度となった（図 4.5.8-8）。 

ガラス固化体 A,B のキャニスタ表面の温度（図 4.5.8-9）は、30 日経過後も 28 本すべて

のガラス固化体の中で順位が変わることなく最高（ガラス固化体 B）・最低（ガラス固化体 A）

であることを確認した。 

 

 

表 4.5.8-1 津波浸漬前後の温度変化 

ケース Case 0 Case 1 Case2 

条件 海水浸漬前 海水浸漬後 

換気状態 正常 停止 

給気平均温度 
29℃ 

（初期設定値） 
32.9℃ 

排気平均温度 40.7℃ 38.1℃ 32.2℃ 

平均空気温度 40.2℃ 37.5℃ 42.2℃ 

平均海水温度 ― 68.4℃ 69.4℃ 
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a. Case-1 換気あり 

流速 

[m/s] 

 

 

b. Case-2 換気なし 

図 4.5.8-5 海水浸漬 30 日後の流速分布（検査室全体、Case 1, 2） 

←給気 ←排気 
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a. Case-1 換気あり 

流速 

[m/s] 

 

 

b. Case-2 換気なし 

図 4.5.8-6 海水浸漬 30 日後の流速分布（仮置き場、Case 1, 2） 
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a. Case-1 換気あり 

温度 

[℃] 

 

 

b. Case-2 換気なし 

図 4.5.8-7 海水浸漬 30 日後の温度分布（検査室全体、Case 1, 2） 
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a. Case-1 換気あり 

温度 

[℃] 

 

 

b. Case-2 換気なし 

図 4.5.8-8 海水浸漬 30 日後の温度分布（仮置き場拡大図、Case 1, 2） 
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a. Case-1 換気あり 

温度 

[℃] 

 

 

b. Case-2 換気なし 

図 4.5.8-9 海水浸漬 30 日後の温度分布（ガラス固化体キャニスタ表面、Case 1, 2） 
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 2) モニタ点の温度変化 

非定常解析において得られた固化体 A の温度変化を 

図 4.5.8-10～ 

図 4.5.8-12 に、着目固化体 B の温度変化を 

図 4.5.8-13～ 

図 4.5.8-15 に示す。 

海水中のモニタ点では、海水（25℃）浸漬時に一旦海水温度まで降した後、温度の上昇が

始まり、30 日経過後においても上昇傾向であった。 

空気に接するモニタ点 c では、ガラス固化体表面の温度は、気相温度よりも 10℃以上高い状態を

維持していたが（ 

図 4.5.8-12、 

図 4.5.8-15）、析出した塩類等固化体表面付着物が予想されることから腐食に関する検討が

必要と考えらえる。 

また、最終到達温度を確認するために Case 1 の条件で定常解析を行ったところ、海水領

域の温度が 100℃を超えたため（図 4.5.8-16）、最終的に海水はすべて蒸発し、Case 0 に近

い状態に戻ると予想される。 

解析結果において、Case 1、Case 2 の温度差は 5℃以内となったが、この温度差は通常換

気時の換気量に依存する。また本検討では保守的評価を行うため蒸発に伴う潜熱と壁面から

の熱逃げを考慮していないため、最適評価を行う場合にはより具体的な施設検討（壁面熱逃

げ・給排気量等）に基づいた評価を行う必要がある。 
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case-1 換気有り 

 

case-2 換気無し 

 

 

図 4.5.8-10 固化体 A モニタ点（海水中高さ）の温度変化 

（実線：固化体表面温度、一点鎖線：海水中温度） 
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case-1 換気有り 

 

case-2 換気無し 

 

 

図 4.5.8-11 着目固化体 A モニタ点（液面高さ）の温度変化 

（実線：固化体表面温度、一点鎖線：海水表面温度） 
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case-1 換気有り 

 

case-2 換気無し 

 

 

図 4.5.8-12 着目固化体 A モニタ点（固化体上端高さ）の温度変化 

（実線：固化体表面温度、破線：気相温度） 
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case-1 換気有り 

 

case-2 換気無し 

 

 

図 4.5.8-13 着目固化体 B モニタ点（海水中高さ）の温度変化 

（実線：固化体表面、一点鎖線：海水温度） 
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case-1 換気有り 

 

case-2 換気無し 

 

 

図 4.5.8-14 着目固化体 B モニタ点（液面高さ）の温度変化 

（実線：固化体表面温度、一点鎖線：海水表面温度） 
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case-1 換気有り 

 

case-2 換気無し 

 

 

図 4.5.8-15 着目固化体 B （固化体上端高さ）の温度変化 

（実線：固化体表面温度、破線：気相温度） 
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温度（℃） 

 

 

図 4.5.8-16 Case 1 の定常解析による仮置き場内温度分布（参考） 
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4.5.9 腐食環境条件のまとめ 

 

(1) 従来の知見 

平成 25 年度の調査[21]で抽出した環境因子を表 4.5.9-1 に示す。環境因子として、隙間、

塩化物、温・湿度、放射線分解を抽出し、定常時の特徴、津波影響とその因子、損傷を軸に調

査結果を踏まえ、課題を抽出した。 

 

表 4.5.9-1 環境因子のまとめ 

 

 

 

定常時特徴 津波影響 影響因子 損傷 調査結果 課題

すきま 重ね、接触
砂礫などに

埋没
すきま構造

すきま腐食
→MIC
→SCC

・水溶液中では、自由表面で起きる孔
食よりすきま腐食のほうが起こしや空
く、構造上のすきまは回避すべき
・砂礫、微生物などの付着下がすきま
構造になる

・すきまは不可避であるから、原則とし
てすきまを前提として評価する必要が
ある

海水
塩化物(Cl-)

水溶液

すきま腐食
SCC

・SUS304は海水中で、基本的にすき
ま腐食感受性を示し、高温(>50℃)で
はSCC感受性も出現する
・電気防食などの、何らかの防食対策
が望ましい

・SUS304クラスは、もともと耐海水性に
難があることは周知されているが、
SUH309/SUS309Sは、海水環境での
使用が前提とされていないこともあっ
て、難があるとの知見が揃っていない

生物活性
微生物、
貝類など

MIC
すきま腐食

・生物活性によって電位が貴化する
・硫酸塩還元細菌の代謝生成物のチ
オ硫酸などによってすきま腐食臨界
電位が低下する
・相互作用によって腐食感受性が高
まり、より低Cl環境でも腐食する
・50℃以上では生物活性を失う
・溜まり水になると水や生物が腐り、
生物活性が高まる

・生物活性を前提としていない用途/設
計(未対策)が生物活性環境下で使用
すると、腐食損傷を起こすことが多く報
告されている

付着海塩
濃厚塩化物

水膜

・外洋、内湾、内陸、海岸からの距離
などに依存した付着海塩量の平衡値
で整理できる

・強鋭敏化材は>0.1g/m2[NaCl]で
ASCC感受性を示す

・ステンレス鋼の可使用は第一義的に
は”発銹”であり、”孔食”深さのデータ
が少ない
・ASCC生起領域は強鋭敏化材に対す
るデータが中心で、低鋭敏化材のデー
タが少ない

結露
湿潤大気+

塩化物

・金属表面温度>>環境(大気)温度で
は結露しない(海塩付着下でも乾燥塩
では腐食しない)
・薄い水膜下は溶存酸素などが解け
やすく環境の酸化性の影響を受けや
すい
・湿潤大気環境下では室温で強鋭敏
化材はASCC感受性

・実際に結露環境が整うか否か、不明
である
・ただし、海水の半浸漬状態になれ
ば、気液界面は結露環境が整うと判断
できる

水没
温度上昇

高温塩化物
水溶液

すきま腐食
ASCC

･水没部は海水相当塩化物濃度水溶
液、気液界面は塩分濃縮、気相部は
海洋性湿潤大気環境
・加熱の程度によって状況が異なる
・>70℃では付着海塩が乾き、ASCC
感受性を示さない(ただし、気液界面
は濡れているため、ASCCに注意)
・高温-高濃度塩化物環境(ex：苦汁
塩滴、60℃、35%R.H.)が整えば、非鋭
敏化SUS304は粒内型SCC感受性が
ある

・高温-高濃度塩化物環境(ex：苦汁塩
滴、60℃、35%R.H.)が整えば、非鋭敏
化SUS304は粒内型SCC感受性があ
ることは事実であるが、どのような環境
になり得るか、明確ではない
・・高温-高濃度塩化物環境(ex：苦汁
塩滴、60℃、35%R.H.)におけるSUH
309/SUS309Sの耐局部腐食感受性
データが揃っていない

水の放射線
分解

酸化性

(H2O2など)
酸化性の

加速

・H2Oの放射線分解でH2O2、OH:など

の酸化性物質が生成し、電位が貴化
する(電位が貴化するとすきま腐食、
SCC感受性が増す)

・H2Oの放射線分解で電位が貴化する

ことは事実であるが、局部腐食感受性
の危惧の程度が明確ではない

崩壊熱 高温化

海塩濃縮
すきま腐食

SCC/
ASCC
乾燥

・収納管１本に収納されるガラス固化
体（最大9本）の総発熱量を、18kW以
下に管理されており、金属表面温度
が高くなっている

・金属表面の温度の時系列データが明
確ではない

発銹
孔食
SCC/
ASCC

(湿潤大気
SCC)

放射線分解
-

(低線量で
無視)

環境因子

塩化物

温・湿度

供給なし
(管理下)

-
(乾式保管

状況)
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SUH309 ステンレス鋼の代表的な湿潤大気 SCC 領域[38]を図 4.5.9-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)70℃、R.H.60%での SCC 試験結果                 (b) 温度-湿度依存性 

図 4.5.9-1 強鋭敏化 SUH309 ステンレス鋼の湿潤大気 SCC 感受性領域[38] 

 

 

 

ステンレス鋼が強く鋭敏化され、耐力の 1.5～2 倍相当の残留応力が存在すれば、内湾に面した

海岸近くの環境相当（NaCl が数十 mg/m2 以上）で湿潤大気 SCC 感受性がある。ただし、表面

が乾いた状態が持続されれば腐食環境(結露、水膜の生成)が整わないため、湿潤大気 SCC を起こ

さない。また、低及び非鋭敏化材（SUS304L）では、図 4.5.9-1 に示したように試験した全ての

範囲（応力：>27kgf/mm2、初期表面塩素濃度：6～1000mg/m2、温度：50℃、湿度：80% R.H.、

試験時間：2000 時間）で SCC が発生していない。 

鋭敏化に基づく粒界応力腐食割れ（IGSCC）は、Ra≧5％で SCC 感受性を示し始め、Ra≧20％

では、かなりの高い確率で SCC を起こす[39]。炭素含有率 0.04～0.05％の SUS304 系材料(規格

上≦0.08%C)の通常の溶接では Ra≧20％となることはほとんど無いが、規格上限の炭素含有率

0.07～0.08％では、厚板に対する多層・多パスの溶接、溶接補修、冷間加工などが重畳すれば、

Ra≧20％となることがある。一方、電気炉などを用いた試験片に対する鋭敏化熱処理(650℃を継

続するなど)では、20％を超える強鋭敏化材が得られる。 
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SUS304 ステンレス鋼の SCC 感受性領域[40]を図 4.5.9-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.9-2 SUS304 ステンレス鋼の SCC 感受性領域[40] 

 

鋭敏化した SUS304 ステンレス鋼は、50℃で河川水や工業用水程度の塩化物イオン濃度が

100ppm[Cl-]以上(水道法の上限は 200ppm)で粒界応力腐食割れ(IGSCC)感受性が出現する。一方、

鋭敏化していなくても、海水相当の塩化物濃度で 60℃以上、100ppm[Cl-]で 80℃以上の高温域で

粒内応力腐食割れ(TGSCC)感受性が出現する。さらに、気液界面では海水の蒸発に伴い海塩が付

着、濃縮して、高温･高濃度塩化物環境が出現するため、さらに、SCC のリスクが高まる。 

ガラス固化体キャニスタの SCC 感受性におよぼすγ線照射の影響[41]を図 4.5.9-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.9-3 SCC 感受性におよぼすγ線照射の影響試験[41] 

 

 

ガラス固化体程度の線量では、照射誘起応力腐食割れ(IASCC)の可能性は無いが、SUS304

が SCC 感受性を示さない条件でも、γ線照射(1.1×105R/時間)による放射線分解によって環

境の酸化性が増すと SCC 感受性が出現し、時間の経過とともに SCC き裂深さが深くなって

いる。 
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孔食、すきま腐食、SCC 感受性領域およびリスク[42]を図 4.5.9-4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温度：50℃、濃度：10 倍の枠内に孔食、すきま腐

食、SCC の領域線が入った場合の劣化レベルを 1 と

し、1 枠離れる毎に劣化レベルが 1 つ増減 

図 4.5.9-4 SUS304 ステンレス鋼の孔食、SCC 感受性領域図、リスクなど[42] 

 

孔食、すきま腐食の感受性領域は、SCC 感受性領域より低温、低塩化物濃度側に拡がる。

津波によって海水とともに持ち込まれる砂礫などは、すきま形成材として機能するほか、微生

物の繁殖の温床になる。 

微生物の寄与[43]を図 4.5.9-5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.9-5 すきま腐食食発生におよぼす微生物の寄与[43] 

 

微生物の繁殖系では、すきま腐食の領域が低塩化物濃度側に拡がるが、おおむね 50℃以上

で活性を失い、その影響は無くなる。しかし、完全に死滅する訳ではなく、再度 50℃以下に

なった段階で影響が出現する。完全に死滅したとしても、新たに大気側から菌類が持ち込まれ

る可能性がある。 

したがって、津波によって海水相当の塩化物濃度の水と接した場合、あるいは、海洋性湿潤

大気と接した場合には、50～80℃に加熱された条件下では SCC が出現する可能性があり、放
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射線影響によって、さらに SCC 感受性が高まる。 

 

(2) 熱解析結果に基づく津波被災時の腐食環境の想定 

津波による浸漬前の試解析結果を図 4.5.9-6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 検査室全体温度分布     (b) 仮置き場温度分布[℃]   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      (c) ガラス固化体キャニスタ外表面温度[℃] 

図 4.5.9-6 津波浸漬後、換気なしの温度解析結果の例 

 

試解析の結果では、ガラス固化体内部の最高温度は 108℃、ガラス固化体キャニスタ表面の

温度は 50～80℃程度で、時間とともに上昇していく。 

津波による海水が検査室内に入った直後のガラス固化体キャニスタ表面の温度は、海水に浸

漬する部分が海水温度近くまで低下するが、時間の経過とともに上昇に転じて数百時間経過後

には 50～80℃、さらに時間が経過すれば沸点に達すると考えられる。熱容量が空気中よりも

小さく加熱されやすい海水浸漬部では、海水の蒸発が起きる。換気停止により水蒸気と熱の放

出がない場合には、温度上昇とともに海水の蒸発による湿度の上昇が見込まれる。 

したがって、a) ガラス固化体キャニスタが津波に被災して、海水に半浸漬状態になったケ

ースでは、海水浸漬部のほうが気相部よりも温度が高く、かつ、気液界面では海水の蒸発に伴

い塩分が濃縮し、高温・高湿度の高塩化物濃度環境が成立する。気相部、および、b)キャニス

タ部まで海水が来なかったケースでは、海水による塩化物の供給が比較的抑制された高温、高
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湿度～低湿度の環境となる。 

一方、平成 25 年度の調査で抽出した 材料、環境、応力因子から、 

①30～80℃の、海水相当濃度である 3.5％[NaCl]、および、その 1/10 希釈濃度の塩化物水

溶液環境で、鋭敏化した SUS304 の設計応力の 1.5～2 倍の応力を付与した定荷重試験

において数～数百時間で IGSCC が発生する。 

②海洋性湿潤大気環境、すなわち、日射を除いて積極的な加温がなく、1g/m2 オーダーの

海塩が付着した環境で、鋭敏化した SUS304 は数十～数千時間で IGSCC を起こす。 

③海塩が濃縮した苦汁塩滴環境で、60℃、35％R.H.のような高温･低湿度環境(高湿度環境

よりも塩が濃縮して、より厳しい腐食環境が成立)で、鋭敏化していない SUS304 が

TGSCC(鋭敏化に基づかない粒内割れ)を起こす。 

などの知見が得られている。 

以上のことから、ガラス固化体キャニスタが津波を被災し、海水に半浸漬状態になったとき

の海水水没部、および、気液界面での環境での SCC 感受性の評価では、SCC 発生寿命の材料、

環境、応力依存性が重要となる。特に、材料：強鋭敏化(高%C 材の鋭敏化熱処理材)、環境：

80℃、3.5%[NaCl](海水相当濃度)、応力：350～400MPa(高い溶接残留応力を想定した、設計

応力の 1.75～2倍)の 3条件が重畳すると、数百時間以内でSCCが発生することが見込まれる。

これら加速因子をパラメータとして、ガラス固化体キャニスタの津波の被災の実態に合わせた

SCC 発生の予測を行なった。 

 

(3) 海水浸漬状態での SCC 発生寿命解析 

 1) 中性塩化物環境中の鋭敏化ステンレス鋼の SCC 発生寿命 

SCC の発生と進展の状況[44]を模式的に図 4.5.9-7 に示すように、不動態･局部腐食型の

SCC は、横軸に時間（t）、縦軸に損傷深さ（a）を取り、SCC が発生するまでの期間を発

生寿命と、その後の進展過程に分けて評価される。 
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図 4.5.9-7 SCC の発生と進展(模式図) 

 

 鋭敏化ステンレス鋼の中性塩化物環境における SCC の発生過程は確率過程であって、

同一条件であっても個々の発生寿命はばらつきがあるものの、それらの発生の累積確率 F(t)

の時間 t 依存性は指数分布モデル[44]で近似できる。同一条件で 6 本(以上)の SCC 試験を実

施し、各試験片の破断時間を小さい順に並べて指数分布モデルで解析して寿命分布下限界値

(最小寿命)を求める。鋭敏化ステンレス鋼の定荷重 SCC 試験条件および SCC 発生寿命[45]

を表 4.5.9-2 に示す。 
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表 4.5.9-2 鋭敏化ステンレス鋼の定荷重 SCC 試験による SCC 発生寿命[45] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  F(t) = 1 – exp [ - (t – )/ ],            

   (数式 4.5.9-1). 

 

ここでは寿命分布下限界値(最小寿命)を表し､は分布の標準偏差(ばらつき)を表す。条

件によらずとの比は一定(/=1.2)に保たれている。すなわち､最小発生寿命が長くなるほ

ど個々の寿命のばらつきも大きくなる。任意の損傷確率を前提とした寿命、tiは、数式 4.5.9-2)

で示される。 

                        ti =  – In[1 – F(t)]                 

    (数式 4.5.9-2). 

 

ステンレス鋼の中性塩化物環境での SCC 発生寿命、predict(h)を予測する数式の例として

数式 4.5.9-3 を示す。 

標準条件 
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predict(h) = a0 x [fc x (E-ER,SCC)]-1 x (ST/Sy-0.5)-2 x ([Cl-])-0.5  

x Ra-4.1 x exp(6.8x102/T)    

   (数式 4.5.9-3). 

a0：定数 

fc：すきま構造の有無による因子 

E：電位、ER,SCC：SCC 臨界電位 

ST：応力､Sy：設計応力(207MPa) 

Cl-：環境中の塩化物濃度 

Ra：材料の鋭敏化度(JIS G0580 に規定する再活性化率) 

T：使用温度 

 

 鋭敏化ステンレス鋼の定荷重SCC試験によるSCC発生寿命の見積を表 4.5.9-3に示す。 

 

表 4.5.9-3 鋭敏化ステンレス鋼の定荷重 SCC 試験による SCC 発生寿命の見積 

 

 

 

 

 

 

 

 

標準条件(表 4.5.9-2 に→で示した No.5 条件)として、以下の場合の定荷重 SCC 試験にお

ける SCC 発生寿命：678 時間を用いた。 

・すきま：なし 

・電位：自然浸漬(電位付与無し) 

・応力：363MPa(SUS304 の設計応力) 

※設計応力とは、その部材が破壊や降伏を起こす限界応力に対して、安全率を考慮した設計上の部材

に作用してよい応力の大きさの上限値である。 

・Sy の 1.75 倍、溶接残留応力模擬) 

・塩化物濃度：0.35％(海水の 1/10 相当塩化物濃度) 

・鋭敏化度：Ra=38％(JIS G0580 ステンレス鋼の電気化学的再活性化率の測定方法にお

ける再活性化率、Ra、強鋭敏化に相当) 

・温度：30℃(室温) 

SCC 発生寿命におよぼす塩化物濃度の依存性は[Cl-]-0.5 であることから、[Cl-]をパラメー

タとして、標準条件が 0.35％に対して、濃度が、1％、3.5％(海水相当濃度)、10％の場合、

それぞれ、0.59 倍、0.32 倍、0.19 倍となる。したがって、塩化物濃度が 3.5％以外は標準条

件と同一の場合は、SCC 発生寿命は 678 時間の 0.59 倍の 214 時間となる。 

海水相当濃度

因子 モデル 標準 条件 加速倍率 条件 加速倍率 条件 加速倍率

すきま fc-1 free → 1 → 1 → 1

電位 (E-ER,CREV)-1 free → 1 → 1 → 1

応力 (ST/Sy-0.5)-2 362MPa → 1 → 1 → 1

塩化物 [Cl-]-0.5 0.35% 1% 0.59 3.50% 0.32 10% 0.19

鋭敏化度 Ra-4.1 0.38 → 1 → 1 → 1

温度 exp(Q/T) 30℃ → 1 → 1 → 1

小計 678hrs 0.59 0.32 0.19

SCC 発生寿命 hrs/yrs 401 0.05 214 0.02 127 0.01

モデル 塩化物濃度依存性

積分
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同様に解析した海水浸漬状態でのSCC発生寿命解析を表 4.5.9-4に示す。温度は30～90℃、

鋭敏化度は Ra：5～38％(0.05～0.38)とした。 

 

表 4.5.9-4 海水浸漬状態での SCC 発生寿命解析 

(a) 標準モデルに対する塩化物濃度依存性の解析例 

因子 モデル 標準 条件 加速倍率 条件 加速倍率 条件 加速倍率

すきま fc-1 free → 1 → 1 → 1

電位 (E-ER,CREV)-1 free → 1 → 1 → 1

応力 (ST/Sy-0.5)-2 362MPa → 1 → 1 → 1

塩化物 [Cl-]-0.5 0.35% 1% 0.59 3.5% 0.32 10% 0.19

鋭敏化度 Ra-4.1 0.38 → 1.00 → 1 → 1

温度 exp(Q/T) 30℃ → 1.00 → 1 → 1

小計 積分(Σ 各加速倍率) 678hrs 0.59 0.32 0.19

hrs 401.1 214.4 126.8

yrs 0.05 0.02 0.01

塩化物濃度依存性モデル

SCC 発生寿命 1%
3.5%

(海水相当)
10%[NaCl]濃度

 

 

(b) 強鋭敏化材(Ra=0.38)における SCC 発生寿命の塩化物濃度、および温度依存性解析例 

1% 3.5% 10%

- 0.59 0.32 0.19

30℃ 1.00 401.1 214.4 126.8

強鋭敏化 40℃ 0.49 195.8 104.7 61.9

(実験室加速 50℃ 0.25 99.9 53.4 31.6

　SCC試験) 60℃ 0.13 53.1 28.4 16.8

70℃ 0.07 29.3 15.7 9.3

80℃ 0.04 16.7 8.9 5.3

90℃ 0.02 9.8 5.3 3.1

SCC発生寿命 (hrs)温度加速倍率↓    

塩化物濃度加速倍率→

温度
依存性

塩化物濃度、温度：
　パラメータ
応力：
　362MPa

鋭敏化度：
　Ra=0.38

塩化物濃度

 

 

(c) IGSCC 生起下限界鋭敏化度材(Ra=0.05)における SCC 発生寿命の塩化物濃度、および温度依

存性解析例 

hrs yrs hrs yrs hrs yrs

塩化物濃度

IGSCC 30℃ 1638936 187.1 876048 100.0 518277 59.2

生起 40℃ 800149 91.3 427698 48.8 253029 28.9

下限界 50℃ 408377 46.6 218287 24.9 129140 14.7

鋭敏化 60℃ 217018 24.8 116001 13.2 68627 7.8

70℃ 119657 13.7 63959 7.3 37839 4.3

80℃ 68239 7.8 36475 4.2 21579 2.5

90℃ 40139 4.6 21455 2.4 12693 1.4

SCC発生寿命

3.5% 10%塩化物濃度、温度：
　パラメータ
応力：
　362MPa

鋭敏化度：
　Ra=0.05

鋭敏化度加速倍率：
　4085

温度
依存性

1%
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 2) 温度解析に基づくガラス固化体キャニスタの SCC 発生予測 

4.5.8(3)2)に示した代表点の温度解析結果に対して、各温度帯での時間を SCC 発生寿命で

除した値を SCC 発生寿命消費率として累積し、累積消費率、L が 1 に達した時点で SCC 発

生とした。高い SCC 感受性を示す強鋭敏化として、Ra=20%(0.2)、10%(0.1)の場合の海水浸

漬部の SCC 発生寿命解析予測を図 4.5.9-8 に示す。ガラス固化体 B（最も高い温度部）の場

合、約 400 時間で SCC が発生すると推算される。一方、ガラス固化体 A の低温部では、キ

ャニスタ上面で実際には海水に水没しない部分での参考値であるが、同じく約 400 時間で

SCC が発生すると推算される。さらに、SCC 発生寿命の鋭敏化度依存性を推算するため、

解析した温度-時間関係を累乗則で高温-長時間側に外挿した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)固化体 B（液面、高温部）       (b)固化体 A（上端、低温部) 

図 4.5.9-8 代表点での海水浸漬部の SCC 発生寿命解析予測 

 

Ra=10%(0.1)、5%(0.05)の場合の海水浸漬部の SCC 発生寿命(温度変化外挿、低鋭敏化度

予測)を図 4.5.9-9 に示す。 

ガラス固化体 B の場合、通常の溶接継手部での高めの鋭敏化度である Ra：0.1 で 2,000 時

間であり、SCC を起こし得る下限界の鋭敏化度である Ra：0.05 で 14,000 時間であった。

すなわち、鋭敏化していなければ、SCC 発生までに 1 年半の猶予がある。同様に、ガラス固

化体 A では、5 年程度の余裕がある。 
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(a)固化体 B（液面、高温部）         (b)固化体 A（上端、低温部) 

図 4.5.9-9 代表点での海水浸漬部の SCC 発生寿命解析予測 

(温度変化外挿、低鋭敏化度) 

 

 

代表点での海水浸漬部の SCC 発生寿命解析予測の鋭敏化度依存性を表 4.5.9-5 に示す。 

 

表 4.5.9-5 代表点での海水浸漬部の SCC 発生寿命解析予測の鋭敏化度依存性 

 

 

 

 

 

 

 3) ガラス固化体キャニスタの SCC 発生寿命におよぼす各種影響因子の寄与 

SCC 発生寿命におよぼす化学組成(クロムや炭素の含有率)の影響を表 4.5.9-6 に示す。ス

テンレス鋼の SCC 感受性は、孔食、すきま腐食感受性と同様に以下の数式で表わされる。 

 

P.I.=[%Cr]+3.3[%Mo]+16[%N] 

 

SUS304(18Cr)系と 309(22Cr)系材料との比較は、60℃、35％R.H.の恒温恒湿中における

苦汁塩滴での SCC 発生寿命[47]をベースに推算した。炭素依存性は、650℃における鋭敏化

時間[48]をベースに、実測の炭素含有率 0.01～0.09％での関係を高炭素含有率側に外挿して

推算した。SUS304(炭素 0.05%)に対して、SCC 対策を施した SUS304L は寿命改善率が約 5

倍(数字が大きいほど SCC 発生までの寿命が長い)、クロムを高めた SUS309S は 2 倍、高ク

ロム・高炭素の SUH309 は半分以下と見込まれる。 

 

hr 月/年 hr 月/年

0.2 400 0.5ヶ月 400 0.5ヶ月 溶接強鋭敏化

0.1 2000 3ヶ月 4000 0.5年 高めの鋭敏化

0.05 14000 1.5年 43000 5年 鋭敏化SCC下限界

備考

鋭敏化度
Ra

SCC発生寿命

固化体B

液面高さ

換気なし

固化体A

上面高さ

換気なし
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表 4.5.9-6 SCC 発生寿命におよぼす化学組成(％Cr、%C)の影響 

 

 

 

 

 

 

 

SCC 発生寿命におよぼす鋭敏化、および、応力の影響を 

表 4.5.9-7 に示す。炭素含有率 0.05％の SUS304 を熱処理(650℃を継続するなど)によっ

て強鋭敏化させた場合の鋭敏化度（Ra）は、ロットなどによって 35～46％までの範囲の値

を示していたが、実際に溶接施工した際の鋭敏化は、最大で 20%(Ra=0.2)程度である。なお、

以下の解析では、強鋭敏化した材料の鋭敏化度として、38%(Ra=0.38)で代表させる。一方、

SCC 感受性を示さなくなる下限界 Ra は 5％(Ra=0.05)程度とされており、Ra=5％の時の

Ra=20％に対する寿命改善率は約 300 倍になると算出した。SUS304 の設計応力、Sy の

207MPa に対して、溶接残留応力は、350～400MPa が見込まれ、Sy の 1.75 倍の 362MPa

を基準として Sy レベルの寿命改善率は 5 倍を超える。したがって、SCC の発生は鋭敏化と

溶接残留応力が重畳する溶接継手部に集中すると考えられる。 

 

表 4.5.9-7 SCC 発生寿命におよぼす鋭敏化、および、応力の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.I. 寿命改善率 備考 %C 寿命改善度 備考 寿命改善度 備考

12 0.13 鋭敏化304 0.03 4.63 304L(≦0.03％C) 8.66

14 0.42 0.05 1.00 1.87 SUS309S

16 0.71 0.07 0.36 0.68

18 1.00 SUS304 0.09 0.17 0.32

20 1.29 0.11 0.09 0.18

22 1.58 0.13 0.06 0.11

24 1.87 SUS309, SUS316 0.15 0.04 0.07 SHU309

26 2.15 0.17 0.03 0.05

SUS304通常材
(≦0.08%C)

SUH材
(≦0.2%C)

合金種 %C(SUS304ベース) %C(SUS309ベース)

Ra(%) 寿命改善率 備考 σ (MPa) 寿命改善率 備考

0.4 0.06 450 0.56

0.38 0.07 強鋭敏化(熱処理) 400 0.76

0.3 0.19 362 1.00

0.2 1.00 強鋭敏化(溶接) 350 1.10

0.1 17 高めの鋭敏化 300 1.73

0.05 294 SCC生起下限 250 3.12

0.01 215885 非鋭敏化 207 6.25 設計応力

溶接残留
応力レベル

鋭敏化度 応力
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SCC 発生寿命におよぼす電位、pH および塩化物濃度の影響を表 4.5.9-8 に示す。ステンレ

ス鋼の浸漬電位、ECORRの経時変化、および、自然腐食電位、ESP[49]を図 4.5.9-10 に示す。 

ステンレス鋼の水溶液中における浸漬電位（ECORR）は、pH および環境の酸化･還元性に

依存し、合金種、温度などの依存性は小さい。生物活性がない海水相当の塩化物濃度

（3.5%[NaCl]、pH=8.2 の 8ppm の溶存酸素(DO)）である大気平衡水溶液の浸漬電位は、

+0.25V vs. SHE 程度である。一方、天然海水など生物活性が高い場合の浸漬電位は+0.6V vs. 

SHE まで貴化し、寿命改善率は 0.5 倍になる。しかしながら 50℃を超えると生物活性を失

うとされている。 

 

表 4.5.9-8 SCC 発生寿命におよぼす電位、pH、および、塩化物濃度の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.9-10  ステンレス鋼の浸漬電位（ECORR）の経時変化および自然腐食電位（ESP） 

E（V) 寿命改善率 備考 pH 寿命改善率 備考 [NaCl] (%) [Cl] (ppm) 寿命改善率 備考

0.1 2.50 3 0.45 10 48570 0.59

0.2 1.25 4 0.50 3.5 17000 1.00 海水相当

0.25 1.00 生物非活性 5 0.57 1.0 4857 1.87

0.3 0.83 6 0.66 0.35 1700 3.16

0.4 0.63 7 0.78 中性 0.1 486 5.92

0.5 0.50 8 0.96 0.035 170 10.01 工水(上限)

0.6 0.42 生物活性 8.2 1.00 海水 0.01 49 18.72

9 1.23 0.0035 17 31.65 工水(標準)

0.9 0.28 過酸化水素 10 1.74 0.001 5 59.20

電位/生物活性、酸化剤 ｐH 塩化物
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固化体キャニスタの海水半浸漬状態での温度および電位の経過時変化を 

図 4.5.9-11 に示す。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)固化体キャニスタの温度上昇挙動       (b) ステンレス鋼の室温海水中の 

電位上昇挙動 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)  温度上昇と電位上昇挙動の重書き    (d) 温度上昇と電位上昇の重畳加速(模式図) 

 

図 4.5.9-11 固化体キャニスタの海水半浸漬状態での温度および電位の経過時変化 

 

 

 

固化体 B（液面高さ）の温度解析では海水流入直後の 40℃から温度上昇を続け、約 100

時間で 50℃に達する。一方、浸漬電位は、当初の+0.25V vs. SHE から+0.5V vs. SHE に達

するが、100 時間以降は生物活性を失うため、電位は+0.25V vs. SHE に低下することが見込

まれる。したがって、全体としては、SCC 発生寿命におよぼす生物活性の影響は限定的であ

る。ただし、ガラス固化体キャニスタから離れていて温度が 50℃まで上昇しない機器･配管
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部などは、溜まり水部で生物活性が起こり、腐食性が高まる可能性があるため注意が必要で

ある。 

 

浸漬電位のうち、局部腐食を起こしていない場合の最も高い電位を特別に自然腐食電位、

ESPの pH 依存性が認められ、以下の数式で定式化[50]されていることから、pH の影響は電

位で代替できる。 

ESP = +0.733 – 0.059pH 

    (数式 4.5.9-4). 

 

中性(pH=7)の ESP が+0.32V で在るのに対して、海水の代表的な pH である pH=8.2 では

ESP＝+0.25V となる。 

過酸化水素(H2O2)、オゾン(O3)、次亜塩素酸ナトリウム(NaHClO)などの酸化剤があれば、

さらに電位が貴化する。これら酸化剤は浄水の殺菌などに用いられるほか、過酸化水素はγ

線などによる水の放射線分解によって生じたラジカルの寄与に対する代替試験としても用い

られている。第一義的には放射線の寄与は電位（の上昇）で評価出来て、+0.5V まで貴化し

た場合、寿命改善率は 0.5 倍になる。 

塩化物濃度は、海水相当の 3.5％[NaCl](～17,000ppm[Cl-])に対して、河川水、工業用水は

～200ppm[Cl-]と 2～3 桁低下し、それに伴って寿命改善率も 10～30 倍となる。すなわち、

津波に加えて、火災が発生して放水され、河川水、工業用水が持ち込まれれば、塩化物濃度

は低減する。また、河川水や工業用水などの方が海水よりも pH が低く、さらに、消火剤な

どの化学薬品が用いられると pH が低下することにより、生物活性が上昇する可能性がある

が、ステンレス鋼は 3 ヶ月程度では腐食しない[51]との報告もある。 

以上のことから、解析上の最高温部である固化体 B（液面高さ、換気無し）の場合は、標

準的な SUS304(0.05％C)が、溶接によって Ra=20%に強く鋭敏化していれば約 400 時間で

SCC が発生すると推算される。通常の溶接継手部での高めの鋭敏化度である Ra＝10％で

2,000 時間、鋭敏化型の SCC を起こし得る下限界鋭敏化度程度の Ra＝5％で 14,000 時間で

あった。 

SUH309 の場合 0.5 倍、SUS309S では 2 倍、SCC 対策材の SUS304L で 5 倍の寿命尤度

が見込まれる。すなわち、鋭敏化していなければ、SCC 発生までに 1 年半～数年の猶予があ

るが、鋭敏化の程度に応じて SCC 発生までの寿命が縮まり、SUH309 が強鋭敏化していれ

ば数十～200 時間で SCC が発生する可能性がある。 
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(4) 気相部での湿潤大気 SCC 発生寿命解析 

これまでに湿潤大気 SCC 感受性に関する多くの研究が行われてきたが、その中には湿潤大

気応力腐食割れ(ASCC)感受性を評価するために実験的に ASCC を起こさせるための(過度の)

加速温度-湿度条件で試験が行われることも多い。湿潤大気応力腐食割れ加速試験における温

度-湿度条件と SCC 発生の有無、および、35℃および 40℃での相対湿度 100％の空気の温度

上昇における湿度変化を図 4.5.9-12 に、湿潤大気環境を比較してに図 4.5.9-13 示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.9-12 湿潤大気応力腐食割れ加速試験における温度-湿度条件と SCC 発生の有無、 

および、35 および 40℃での相対湿度 100％の空気の温度上昇における湿度変化 

([38][52] をもとに作成) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.9-13 湿潤大気環境の比較(海洋性湿潤大気環境、保温材下腐食環境、 

ガラス固化体キャニスタの自然空冷保管環境、地上施設が津波被災した環境) 
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通常の海洋性湿潤大気環境は、潮風によって運ばれた飛来海塩が構造体金属表面に付着し、

大気中の湿度の低下によって乾燥塩となり、吸湿によって濃厚塩化物水溶液環境となる。した

がって、海洋性湿潤大気環境においては塩分濃度(g/m3)の定義が困難であり、一般に単位面積

あたりの付着海塩量(g/m2)で評価を行い、水分量は温度-湿度によって決まる。シェルターな

どの防雨構造があれば、降雨による付着海塩の洗い流しが起きず、海塩が蓄積されやすい。そ

れでも、一般には、付着海塩が無限に蓄積することはなく、平衡状態に達する。外洋に面した

海岸近傍では数 g/m2[NaCl]、内湾で 0.1g/m2[NaCl]程度の海塩が付着する。日射およびプロ

セス温度によって加熱されるが、基本は室温もしくは室温＋αであり、温度および付随して決

る湿度はパラメータにならない。しかしながら、温度－湿度の変化によって塩分濃度が濃縮を

繰り返すことが SCC の発生に大きな影響を与えると考えられる。湿潤大気応力腐食割れ

(ASCC) 発生寿命の鋭敏化度、応力、付着塩分量依存性[52]を図 4.5.9-14 に示す。大気曝露

試験に加え、実験室加速試験では、塩水噴霧－乾燥－湿潤の複合サイクルを繰り返し付与する

方法や、塩滴もしくは塩を噴霧して予め海塩を付与した試験体を恒温恒湿漕に静置する方法が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.9-14 湿潤大気応力腐食割れ発生寿命の鋭敏化度、 

応力、付着塩分量依存性 

 

保温材下腐食(CUI)環境は、プロセス温度によって加熱される金属表面を保温材が覆う構造

で、雨水の染み込みによって水分が供給され蒸発も抑制されるため、持ち込まれた塩類が濃縮

して炭素鋼配管･機器の腐食やステンレス配管･機器の外面応力腐食割れ(ESCC)を起こす条件

が整う。 

保温材下腐食の実例から、概ね 140℃を超えると金属表面が乾燥して、保温材下腐食を起こ

さなくなることが知られている。塩分濃度が濃縮して高濃度塩化物となって高温に曝されるこ

とから、ESCC は鋭敏化によらず粒内型の応力腐食割れ(IGSCC)となる。実験室加速試験では、

加熱した試験片表面と下部に設けた塩水との間にろ紙によって液絡を確保し、試験片表面に海

塩が濃縮する Wick 試験と塩水を含ませた保温材を被せた試験体を恒温槽で加熱保持し必要

に応じて適宜水分を供給する方法がある。 

本検討で対象としている海塩付着影響のある環境に曝された内部発熱のある金属の腐食影響
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評価の類似例として、使用済燃料のコンクリートキャスク方式による自然空冷保管を対象とし

た腐食影響検討が行われている。これは、キャスク下方の取り込み口から入った空気を使用済

み燃料の崩壊熱を駆動力とする自然対流によって上部から排気する空冷方式で、外気が直接使

用済み燃料の収納管に接触し、かつキャスクの設置場所として想定される原子力発電所が海岸

付近に位置することが多いことから、コンクリートキャスク内に置かれたステンレス鋼製の内

部加熱体（キャニスタ）が潮風に曝される環境に置かれる。 

したがって、海塩を含む室温の湿潤大気を過熱しながら常に供給されるため、一定量の海塩

を付与した試験体を恒温恒湿環境に置いて SCC 感受性を評価する。SCC の加速試験としては、

任意に温度－湿度の組み合わせを選択できるが、実際には 100％ R.H.の室温外気に含まれる飽

和水分量以上の水分は供給されないため、図 4.5.9-12 に例示した 35℃もしくは 40℃における

相対湿度曲線を超えるような環境にはならない（たとえば、80℃、60％R.H.など）。一方、実

験室試験としては、これら高温･高湿度条件に制御することによる環境加速を行い、より厳しい

加速環境下で SCC 感受性の評価を行なっている。 

図 4.5.9-12 中の○/●(ASCC が発生)は、SUH309 製キャニスタの ASCC 感受性を評価する

ために電力中央研究所において精力的に実施された条件[38]で、鋭敏化熱処理を施した供試材を

用いて、塩水噴霧によって NaCl を付与した後にばね式荷重付与機構で所与の荷重を付与し、

恒温恒湿槽中で 2,000 時間の曝露を行い、ASCC の有無を判定した。試験した範囲の中では○

で示した比較的マイルドな設定の 40℃、60% R.H.では ASCC を起こしていない。すなわち、

海洋性湿潤大気環境で出現する ASCC 感受性は、材料、環境、応力の条件が重畳した場合に限

定されると考えられる。一方、太平洋、東シナ海から 3～4km の丘陵にシェルター部で実施し

た鋭敏化ステンレス鋼の 100R の定ひずみ曲げ試験片の曝露試験[53]では 1～3 ヶ月で ASCC が

発生しており、付着海塩量の多さに加え、日々の温度･湿度の変化が ASCC の発生に大きな影

響を与えることを示唆している。 

■は、U 字曲げ試験片に対して苦汁塩滴(4.5%[NaCl]+5.2%[CaCl2]+ 16.2% [MgCl2]  

+8.6%[KCl])を付与し、60℃/35%R.H.の恒温恒湿槽中に最大 500 時間静置したもので、鋭敏

化していない SUS304 は粒内型の SCC[54]を起こしていた。苦汁は天然海水から塩化ナトリウ

ム(NaCl)を採取する際の代表的な残渣液であり、天然海水中の CaCl2、MgCl2 などが濃縮して

いる。これら化学種は NaCl よりも低濃度まで吸湿性を示すため、試験した 60℃、35% R.H.

では NaCl が析出する一方、この湿度では液中に残存し、CaCl2、MgCl2が少量残存した濃厚塩

化物溶液となる。試験した 60℃、35% R.H.は 40℃、100％ R.H.の空気が 60℃に加熱されたと

きの温度-平衡 R.H.上であるため、成立し得る条件に近い。 

ガラス固化体処分場地上施設の津波被災状況の例では、周りが断熱壁、上方が熱容量の大き

な非加熱の空気に囲まれ、下部に海水がある状況下で金属表面が内部加熱される。したがって、

湿分の供給は無限であるから、高温･高湿度環境に曝されることになる。ガラス固化体 B（液面

高さ、換気停止）の気液面は、海水からの海塩の供給も十分であることから、高温･高湿度で数

g/m2[NaCl]が付着した厳しい環境が出現する。さらに、海水の加熱による蒸発に伴い、気液界

面では海水成分の濃縮も起きる。 

以上のことから、気相部での湿潤大気 SCC 発生寿命は海水水没環境よりも低いが、気液界面
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の高濃度塩化物が高温・中湿度状態でさらに濃縮して SCC 感受性が高まることが危惧される。

一方、解析に資する十分なバックデータが整っている訳ではない。したがって、現時点では、

図 4.5.9-8(a)、図 4.5.9-9(a)の解析を準用することで対応する。 
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4.5.10 まとめと今後の課題 

 

(1) まとめ 

津波の被害を受けることにより、ガラス固化体キャニスタ下部で海水の浸漬、ガラス固化体

キャニスタ上部で海洋性湿潤大気環境になる一方、放射線分解によって 50～80℃程度まで加

熱されるとともに酸化性が高まる可能性がある。海水および海洋性湿潤大気環境下でステンレ

ス鋼は、孔食、すきま腐食感受性を示す。さらに、材料、環境、応力の 3 条件が整った場合

に SCC が発生･進展する。30℃(室温)～80℃の温度域で海水相当濃度の塩化物の水溶液環境お

よび海塩付着があれば、SCC を起こし得ることが文献などで報告されている。また、海水の

方が空気よりも熱伝導性が良いため、海水に浸漬しているほうが温度の上昇が大きく、温度解

析の結果より没水部(海水中)では 300 時間後に 60℃、600 時間後に 70℃に到達するが、非没

水部(大気中)では 700 時間後に 60℃に到達し、その後の温度上昇も遅い。気相部での湿潤大

気 SCC 発生寿命は海水水没環境よりも低いが、気液界面の高濃度塩化物が高温・中湿度状態

でさらに濃縮して SCC 感受性が高まることが危惧される。一方、解析に資する十分なバック

データが整っている訳ではないことから、第一義的には、海水水没部での SCC 発生寿命で評

価することとする。 

これら文献で示された塩化物水溶液中の鋭敏化ステンレス鋼の SCC 発生寿命におよぼす各

種加速因子依存性と、今回の温度解析で得られた代表点の到達温度の経時変化から、解析上の

最高温部である固化体 B（液面高さ、換気無し）の場合、標準的な SUS304(0.05％C)が、溶

接によって Ra=20%に強く鋭敏化していれば約 400 時間で SCC が発生すると推算される。通

常の溶接継手部での高めの鋭敏化度である Ra＝10％で 2,000 時間、鋭敏化型の SCC を起こ

し得る下限界鋭敏化度程度の Ra＝5％で 14,000 時間程度であった。 

SUH309 の場合 0.5 倍、SUS309S では 2 倍、SCC 対策材の SUS304L で 5 倍の寿命改善

が見込まれる。すなわち、鋭敏化していなければ SCC 発生までに 1 年半～数年の猶予がある

が、鋭敏化の程度に応じて SCC 発生までの寿命が縮まり、SUH309 が強鋭敏化していれば数

十～200 時間で SCC が発生する可能性がある。 
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(2) 今後の課題 

30～80℃の温度域で海水相当濃度の塩化物の水溶液環境および相応の海塩付着があれば、

SCC を起こし得ることが文献などで報告されているが、これら文献のデータは、特定の 1 因

子をパラメータとする一方、残りの因子はそれぞれ何らかの加速条件で試験された結果である

ことが多い。また、通常の実験室試験では環境の温度試験片の表面温度が同一であるが、実機

環境においては機器の表面温度とそれに接する環境の温度が異なることが普通で、機器表面の

乾燥状態が維持されれば腐食環境が整わないため、SCC 感受性を示さない場合がある。した

がって、津波腐食へ展開するためには、実機環境の解析結果に基づき、環境と試験片の温度差

などを考慮した塩水 SCC 感受性評価試験計画、放射線影響 SCC 感受性評価試験計画を立案

し、試験を実施した上で評価する必要がある。 

 

 1) 材料、冷間加工と溶接、および、鋭敏化 

ガラス固化体キャニスタ材は、SUH309、SUS309S および SUS304L を対象とする。汎用

オーステナイトステンレス鋼 SUS304 に対して、耐熱鋼の規格である SUH309 および

SUS304 よりも耐食性が高いが主として耐熱鋼として用いられる SUS309S は非腐食性環境

で用いられることが多く、耐食性や耐 SCC 感受性のデータはほとんど報告されていない。

すなわち、これら SUH309、SUS309S の腐食･SCC データは、返還廃棄物の貯蔵時に想定

されるリスク回避のために調査･検討されたものが大部分であり、乾式貯蔵を念頭に置いた海

塩付着環境における定常的な恒温恒湿度環境および湿式貯蔵を念頭に置いた極低濃度塩化物

に制御された水溶液(使用済燃料貯蔵プールレベル)環境でのすきま腐食、SCC 感受性の評価

がなされ、その一部が公開されているに過ぎない。一方、SUS304L は SCC 対策材としての

用途であることから多くの研究がなされているが、それでも、報告例は SUS304 と比較して

格段に少ない。津波影響で想定される環境での実験データに基づく評価はなされていないこ

とから、当該材料の試験が必要である。 

化学組成、特に、分析例を 

 

 

表 4.5.10-1 に示す。導入当時の 1990 年代前後の化学組成.38]を前提とした％Cr、およ

び、%C を規定した、もしくはパラメータとした供試材を用いることが望ましい。しかしな

がら、SUH309、SUS309S は市場での流通も少なく、要求に合致する材料が入手できない

可能性がある。その場合は、成分を規定した実験室溶解鋼の手配を選択肢に加える必要があ

る。 

 

 

表 4.5.10-1 SUH309/SUS309S、および SUS304L の化学組成(分析例) 

  C Si Mn P S Ni Cr 

SUH309 0.147 0.49 1.39 0.005 0.003 12.54 22.87 
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SUS309S 0.06 0.66 1.68 0.027 0.003 14.03 22.35 

SUS304L 0.023 0.25 1.17 0.032 0.001 9.21 18.33 

 

 

ガラス固化体キャニスタ製造時の冷間加工と溶接部を模式的に図 4.5.10-1 に示す。 

 

 

 

 

図 4.5.10-1 ガラス固化体キャニスタ製造時の冷間加工と溶接部(模式図) 

 

ガラス固化体キャニスタ（板厚：5～6mm、直径：430mm）は、円筒の胴に底部および蓋

を設けた構造であるから、多くの冷間加工を受け、縦・横のシーム溶接部などがある。冷間

加工を受けた部分は溶接入熱による鋭敏化を受けやすい。板厚が 5～6mm と比較的薄いため

パス数も少ないため、鋭敏化している可能性は低いが、目違い、溶け込み不良などの解消の

ための補修溶接を受けている可能性は否定できず、局所的に鋭敏化している危惧がある。な

お、SUS304 の SCC 試験では熱処理(例えば、650℃を継続するなど)による鋭敏化を加速し

た供試材を用いた評価が併用されていることから、SUH309/SUS309S に対しても鋭敏化熱

処理条件の最適化が望ましい。一方、低炭素ステンレス鋼（SUS304L）に対しては、硫酸･

硫酸銅試験などの複数の粒界腐食、SCC 試験などで鋭敏化熱処理をした上で、試験を実施す

ることが規定されている。 

さらに、通常の溶接によって、材料の降伏応力オーダーの溶接残留応力が生じるが、さら

に溶接補修によって、溶接残留応力の板厚内分布が全て(正)となり、板厚全断面に対して

200MPa 程度以上の引張り残留応力場となる可能性がある。したがって、溶接補修を前提と

して、溶接条件(入熱)をパラメータとした溶接を付与する必要がある。なお、溶接後に SCC

試験片を採取する際に溶接ひずみが開放されることから、SCC 試験に際して、改めてひずみ

を付与する必要がある。 

また、高含有率クロムの 309 系材料は 800℃前後の温度域の加熱でσぜい化感受性を示す

ことが知られていることから、ガラス固化時の熱履歴によっては、800℃での熱時効を付与

する。 
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ただし、溶接継手部に対しては、鋭敏化度の測定範囲と実際に溶接で鋭敏化する範囲を特

定することなどが難しいため、その範囲が視覚的に確認できる硫酸･硫酸銅試験などとの併用

が考えられる。 

SCC 感受性評価試験に供する供試材、冷間加工、溶接、および材料評価マトリックス(案)

を表 4.5.10-2 に例示する。 

 

表 4.5.10-2 SCC 感受性評価試験に供する材料、冷間加工、材料評価等のマトリックス(案) 

材料 合金種 代表組成 位置付け

M1 SUH309 22Cr-12Ni-0.2C 返還廃棄物

M2 SUS309S 22Cr-12Ni 返還廃棄物

M3 SUS304L 18Cr-9Ni-低C 国内処理

M4 SUS304 18Cr-8Ni 比較材

冷間加工 加工度 加工度の例 備考

C1 受入材 0%（AR)

C2 加工模擬 10% 通常の加工部

C3 過大加工 30%

溶接/熱処理 溶接 溶接状況 備考

W1 母材 母材受け入れまま

W2 通常溶接 標準的なTIG溶接条件 溶接部模擬

W3 過大入熱 はつり→補修など 補修溶接部模擬

W4 鋭敏化 650℃/X hr, X=9,24など 鋭敏化度をパラメータ

W5 σ ぜい化 800℃/Xｈｒ σ ぜい化感受性

材料評価 評価 試験方法 規格

T1 組織 エッチング後のミクロ組織 JIS G0571

T2 鋭敏化度 再活性化率、Ra JIS G0580

T3 粒界腐食 硫酸･硫酸銅試験 JIS G0575  
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 2) 塩水 SCC 感受性評価試験 

温度解析の結果、固化体 B が 1/2 の高さまで海水に浸漬した時の気液界面での温度は 100

時間後に 50℃、300 時間後に 60℃、600 時間後に 70℃と上昇し、文献などで示された SCC

発生寿命予測モデルに基づいた解析をした結果、各温度での鋭敏化 SUS304 ステンレス鋼の

海水相当の 3.5％[NaCl]環境における SCC 発生寿命は鋭敏化の程度に依存して、数十時間～

数千時間の範囲になることが推算された。 

一方、海水に浸からない気相部の温度上昇は緩やかであるが、付着海塩と結露水によって

濃厚塩化物環境(数 g/m2[NaCl]もしくは塩滴/飽和塩化物溶液)が成立する可能性があり、同じ

程度の SCC 発生寿命を有すると予見される。特に、気液界面では塩が濃縮しやすいため、

厳しい環境が成立する可能性がある。特に、海洋性湿潤大気環境では、MgCl2、CaCl2 など

の非 Na 塩が吸湿して低湿度まで腐食環境が維持されるため、海水に少量含まれるこれらの

Mg 塩や Ca 塩の寄与が大きいことが知られており、実際に人工海水や苦汁（MgCl2 溶液）

などを用いた試験･評価が主流となっている。しかしながら、SUH309/SUS309S に対しては、

これらの想定環境での公表ベースの SCC 感受性を評価したデータがない。 

したがって、塩水 SCC 感受性評価試験を実施する必要がある。試験･評価環境は、a) 海水

(水没)環境、および、b) 海塩が付着・濃縮した湿潤環境の 2 つに大別される。なお、a) の

試験片の一部に気液界面を設けることで b) の環境･条件を代替･模擬することも可能である。

また、b’) 金属表面温度と環境温度に差を生ずる環境が想定される。 

多数の試験片の SCC を実施し、SCC 発生/感受性を評価するための試験方法として、U 字

曲げ試験片の浸漬試験が合理的である。U 字曲げ試験(JIS G0576)は、75×15×2mm t の短

冊状試験片を内側半径 8mm のポンチを用いて U 字型に曲げ、両脚が並行になるまでボルト

/ナットで締め付けた試験片を用い、所与の条件に調整した大型の腐食セル内に浸漬をして、

適宜、取り出して目視で SCC の有無を確認する。SCC が発生していない試験片は腐食セル

に戻し、SCC 発生までの累積時間を求め、2,000 時間(目標)で浸漬を終了する。苦汁塩滴試

験の場合には、U 字曲げ試験片を 60℃/35％R.H.の恒温恒湿槽内に天地逆に置いて、頂部に

苦汁塩滴を付与する。60℃/35％R.H.の恒温恒湿環境は、に示したように、40℃/100％R.H.

の空気の温度上昇時の温度-湿度関係線上に位置することから、実現され得る温度-湿度条件

の範囲にある。金属表面温度と環境温度に差を生ずる環境を想定した試験では、U 字曲げ試

験片の脚部にヒータを取り付け所与の温度(例えば、80℃)に加熱したものを、所与の温・湿

度(例えば 40℃、90％R.H.)に制御した恒温恒湿槽内に設置して、試験を実施する。U 字曲げ

試験片を用いた湿潤大気 SCC 加速試験要領[31]を模式的に図 4.5.10-2 に示す。
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(a)通常の湿潤大気加速暴露試験    (b) 試験片表面と環境に温度差 

を設けた加速試験 

図 4.5.10-2  U 字曲げ試験片を用いた湿潤大気 SCC 加速試験(模式図) 

 

なお、U 字曲げ試験片の、それぞれの試験片に付与するひずみ量は一定であるが、硬度が

異なる各材料の、各位置での応力/ひずみは明確にならないため、力学的な側面での定量性に

劣る。 

 

SCC 発生寿命の応力依存性を定量的に取り扱う際には、丸棒試験片を採取し、定荷重試験

を実施する。定荷重試験は定量的ではあるが、試験装置律速となり、実施数に制約が加わる

ことが多い。通常の定荷重･浸漬試験では、試験片並行部が全て没水して同一環境にあること

が原則であるが、試験片並行部に気液界面が出来るように水位を制御した試験を実施すれば、

水分蒸発による気液界面での塩の濃縮が起きて、厳しい腐食環境になる。なお、60℃/35％

R.H.の恒温恒湿環境では、塩の化学種によって 60℃/35％R.H.中で析出するもの(NaCl など)

と、溶液中にあるもの(CaCl2 など)があることで、濃厚塩化物溶液環境を実現するため塩の

構成化学種が重要であるが、気液界面に生成する析出塩には水面側から十分な湿気が供給さ

れ続けていることから、塩の構成化学種の重要度は低下し NaCl 水溶液でも可能である。 

SCC 感受性評価試験に供する供試材、冷間加工、溶接、および材料評価マトリックスを表 

4.5.10-2 に示したように、材料：4、冷間加工：3、溶接/熱処理：5 の、4×3×5 の 60 通り

の組み合わせが例示されているが、これらの中から優先度を設けて供試材を絞り込み、表 

4.5.10-3 に示した塩水 SCC 感受性試験マトリックスの中から試験するものを選定する。 
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表 4.5.10-3 塩水 SCC 感受性試験マトリックス(案) 

(a) 材料マトリックス(案) 

W1 W2 W3 W4 W5

母材 溶接 過大 鋭敏化 σ ぜい化

M1 SUH309 ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ △ ○ △

M2 SUS309S ○ ○ △

M3 SUS304L ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ △ △

M4 SUS304(比較材) ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

W2 W3 W4 W5

C1(受入材) C2(加工模擬/10% C.W.) C3(過大加工/30% C.W.)

W1 W2 W3 W4 W5 W1

 

 

(b) 試験法、試験条件マトリックス(案) 

U字曲げ*2

塩 設置
SCC発生

時間
2Sy

(414MPa)
1.75Sy

(362MPa)
1.5Sy

(311MPa)
1.0Sy

(207MPa)

3.5%[NaCl] 浸漬 60/- △

(人工海水) 70/- ○

80/- ◎ ○ ◎ △ △

半浸漬*1 80/- ○

60/35 ◎

TP 80

環境 40/90

*1：定荷重試験片の試験片並行部の上部側に気液界面が来るように水位を調整

2：～2000hrの浸漬試験中に適宜、目視でSCCの発生の有無を確認

3：破断寿命で評価、～2000hrを目標として試験を打ち切り、表面き裂観察など

定荷重試験*3試験環境

苦汁塩滴 恒温恒湿

温度(℃)/湿度(R.H.)

TP/
環境

○

 

 

 

 

 3) 放射線影響 SCC 感受性評価試験 

SCC 感受性におよぼす放射線影響は環境因子に限定できる。さらに、環境因子の中では水

の放射線分解によって生じるラジカルなどの酸化性物質が主体である。したがって、本来で

あれば、放射線源を用いた環境系での試験･評価することが望ましいが、第一義的には、酸化

剤の添加、もしくは外部電源を用いて電位を付与した SCC 試験で代替できる。 

しかしながら、照射線量とステンレス鋼の電位との関係は必ずしも定量的な知見が得られ

ていない。すなわち、炭素鋼の中性自然水中の電位が浸漬直後から安定して、多くの測定者

でも測定値が一致しているのに対して、ステンレス鋼の電位は直前研磨などを施した新生面

では電位が低く、数百時間かけて上昇して平衡電位に達するが、局部腐食の発生によって電

位は低下する、などの複雑な挙動を示す。したがって、放射線影響によるステンレス鋼の電

位の上昇は、実験上の制約条件と合わせて、試験要領をより詳細に検討する必要がある。。 

さらに、気相中の電位を計測することは可能[55]であるが、気相部では外部電源による電

位の付与が不可能で、環境側を制御した SCC 試験を実施する必要がある。 

以上のことから、放射線影響 SCC 感受性評価試験は、a. 放射線影響によるステンレス鋼

の電位の上昇試験、b. 放射線影響を模擬した酸化性環境における浸漬 SCC 試験、および、

c. 放射線影響を模擬した酸化性環境における気相部 SCC 試験、の 3 つに大別され、優先度

に応じて実施を検討する。 
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  a. 放射線影響によるステンレス鋼の電位の上昇試験 

大阪府大の照射炉を用いた炭素鋼の腐食におよぼす放射線の影響試験[56]は、直径 1mm、

長さ 146mm の鉄線を直径 6mm のコイル状に巻いた電極(接液面積：4.6cm2)などを照合

電極とともに外径φ30mmのステンレス鋼製照射容器に挿入し、水深5m、液温が22～32℃

のプール底に設置した 60Co 線源に差し込み、32～35kG/h のガンマ線照射を 3 日間実施し

ている。したがって、ステンレス鋼の照射下の電位の測定に際しても、同様の制約下で実

施することが前提となるであろう。今後、実施に向けて詳細な検討と調整が必要である。 

 

  b. 放射線影響を模擬した酸化性環境における浸漬 SCC 試験 

放射線影響を模擬した酸化性環境における浸漬 SCC 試験は、塩水 SCC 感受性試験に際

して、試験溶液中に過酸化水素(H2O2)、オゾン(O3)などの酸化剤を添加するか、もしくは

外部電源を持ちいて、上で求めた放射線影響によって上昇するステンレス鋼の電位になる

ように調整すればよい。これら酸化剤は温度による分解が激しく、開放系の高温下で高酸

化性を維持することは難しい。逆に言えば、照射による水の放射線分解の影響も、高温･

開放下では、寄与が少ないと推測される。なお、放射線影響を模擬した酸化性環境におけ

る気相部 SCC 試験にあわせて実施する必要がある。 

 

  c. 放射線影響を模擬した酸化性環境における気相部 SCC 試験 

放射線影響を模擬した酸化性環境における気相部は、密閉容器の下に張った水溶液中に

オゾン(O3)を吹き込み、もしくは、気相中を通気させることによって、気中、もしくは、

気液界面に設置した試験片の表面に生じた結露水に気中の O3 を溶存させて、高酸化性を

実現する。気中の電位は計測可能であるが、気中の O3 濃度、電位の安定性は良くない。

さらに、吹き込むオゾン濃度、量との対応性に乏しいため、フィードバック制御にはなら

ないと見込まれる。なお、O3はアルカリ性の溶液には溶存し難いため、下に張る水溶液を

アルカリ性にしたほうが気相部の O3 濃度が高い試験ができる。ここで、十分に電位が上

昇して過不働態域に到達すると、粒界腐食感受性を示し脱粒を起こすため、過度な試験条

件にならないよう留意する必要がある。 
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(3) 添付資料 

付録 A:  オーバーパック定置装置の設計例[57]  
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第5章 平成 26 年度のまとめと今後の課題  

 

5.1 はじめに  

 

本開発は、東北地方太平洋沖地震を受け、事業主体が実施する地層処分施設の設計

に反映すべく、主に処分事業操業中の処分システムに対する大規模な自然災害の影響

を検討し、安全確保のための対策技術を開発・提示することを目的とするものである。  

平成２６年度は下記（1）～（3）について調査・検討を行った。  

（1）操業安全を考慮した技術要件の調査・検討  

（2）火災事象に対する安全確保対策の検討  

（3）人工バリアの限界性能等の調査・試験  

本章では、上記の各実施項目についての検討成果と今後の方針について述べる。  

 

5.2 平成 26 年度のまとめ  

  

5.2.1 操業安全を考慮した技術要件の調査・検討  

 

 本調査・検討では、事業継続性の確保も考慮したうえで、地層処分施設における安

全対策に対して、自然災害全般に対する安全対策（技術要件）について整理を行い、

昨年度までに整理した技術開発課題、対策技術がどこに該当するのか整理し、新たな

安全対策（技術要件）について検討を行った。  

 

(1) 操業期間中の安全確保と技術要件  

操業期間中の安全確保に対する実施主体（NUMO）の考え方を整理した上で、

放射線安全と一般労働安全の確保に向けた安全対策および各安全対策を確保する

上での対象となる構成要素の整理を図った。さらに、事業中の安全の確保に対する

技術要件を整理した。  

 

(2) 放射線安全の確保に向けた安全対策の動向  

技術要件の整理を受け、地層処分施設と同様にガラス固化体を扱う施設である

再処理施設・廃棄物管理施設、また、取り扱う廃棄物の種類がガラス固化体とは異

なるが地下の施設を有する原子力関連施設として第二種廃棄物埋設施設の関係法

令法、および最新の情報として福島第一原子力発電所の事故以降に施行された再処

理施設、廃棄物管理施設、第二種廃棄物埋設施設の新規制基準における放射線安全

に関する考え方について調査・整理した。  

地層処分施設の操業中の放射線安全対策は、地上及び地下施設での閉じ込め・

遮へい・放射線管理対策、地上施設を介した周辺監視区域外への気体・液体放出管

理方法、およびこれらの通常時・事故時の安全評価手法については、今回調査した
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類似施設の法令・指針に定められた既設の方法により対応可能と考えられる。一方、

操業中の地下施設での放射性物質の漏洩や移行の管理・監視あるいは放出管理につ

いては、地下処分場に特有のものであり先行類似施設である第二種廃棄物埋設施設

での検討事例等を参考に、今後開発すべき課題と考えられる。  

 

(3) 災害発生に着目した安全対策の必要技術  

地層処分施設の事業期間中の一般労働安全確保に関わる構成要素と技術要件と

の関係性について考察を加え、安全に係る必要技術を例示した。さらに、一般労働

安全に係る必要技術の検討にあたり、日常的に把握しておくべき事項と災害時の対

応事項の双方の技術検討が必要であると考えられることから、平常時と災害時の区

分で検討の流れを模式図に示した。また、災害の発生・拡大の防止の「防火対策」

に着目し、まず地下坑道における火災等の状況を検討の出発点に、安全確保までの

流れを、模式図に示した。  

また、東北地方太平洋沖地震とそれに伴う津波による甚大な被害発生を契機に、

原子力災害からの公衆安全に係る防災計画が原子力発電所を抱える自治体におい

て策定されつつある。このことから、一般労働安全確保に資する情報として、原子

力防災の現状として、原子力防災に係る法令等を整理するとともに、原子力災害特

有の対策や事業者から行政に対する対応と初期対応段階における緊急防護措置に

ついて調査・整理を図った。  

 

(4) 安全対策技術の考え方と評価方法に対する考察  

最新の知見などを踏まえて、はじめに安全対策技術の枠組みを構築している。

構築した安全対策技術の枠組みは、処分システムを物理的なスケールで区分して、

整理したものである。さらに、安全対策技術を選択する際に必要となる評価方法に

ついて、一般的な施設における安全性の捉え方を踏まえ、安全性を客観的に判断す

る方法について検討を加えている。また、これらの検討により構築した枠組みに対

して、自然災害に対する安全対策技術の抽出と整理を図った。  

 

5.2.2 火災事象に対する安全確保対策の検討のまとめ  

  

 本章では、平成 25 年度の事前解析の結果を踏まえて、立坑・処分坑道等を含めた

地下処分施設を対象とした三次元解析実施時の計算負荷の低減や、換気設備の特性お

よび坑道の形状を考慮した風量等を検討した。また、気流解析と避難シミュレーショ

ンの本解析を実施し、火災事象等に対する作業員の安全性確保に向けた検討を行った。 

本年度の調査・検討項目は以下３項目である。  

①  通気解析に関る数値解析技術の検討  

②  地層処分施設の解析条件の設定  

③  解析の実施  
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以下に、それぞれの実施項目に関するまとめを述べる。  

 

(1) 通気解析に関る数値解析技術の検討  

流体の力学特性に着目し、その運動を司る物質の運動を表現する式を整理し、

地層処分施設で活用する数値解析技術（支配方程式、離散化法）について整理・検

討を行った。  

本検討の気流解析では、地下施設の風量、風速、温度、圧力の変化を定常流・

非定常流（火災時）で検討することを考慮し、支配方程式については、オイラーの

微分方程式もしくはナビエ・ストークスの式が壁面付近の渦を表現でき、坑道内の

空気の流れを表現するのに適していると判断した。オイラーの微分方程式とナビ

エ・ストークスの式を比較した場合、式の特性上、ナビエ・ストークスの式は壁面

付近の流れの表現も可能であり、分流・合流地点や切羽が存在する地下処分パネル

の局所的な検討にはナビエ・ストークスの式が適していると考えた。  

離散化法では、以下の利点を考え有限体積法を用いることとした。  

a. 形状の制約が少なく粗いメッシュでも各種の保存則が成り立つ  

b. 積分形であるため特性が大きく変化する様な領域でも矛盾のない解が得ら

れる  

c. 流れを力学的に扱う  

以上を踏まえ、支配方程式がナビエ・ストークスで、かつ有限体積法を用いる

ことができる解析ソフトとして「VENTMINE」を選定した。  

 

(2) 地層処分施設の解析条件の設定  

地層処分施設の形状については、既往の資料から形状、寸法を設定し、形状等

から通気用の立坑が各パネルに整備が予定されているため、パネル毎に通気が独立

していると仮定し、解析の対象とするパネルを建設中パネル、定置中パネル、埋戻

しパネルから 1 つに絞り込むこととした。解析の対象となるパネルについては、

掘削中の坑道があり、作業員がいる建設中パネルを対象とした。通気解析及び火災

影響評価を行うにあたって必要な風量（風速）、坑内温度、酸素濃度、二酸化炭素

濃度の閾値を導き出すため、労働安全衛生規則、新版・ずい道等建設工事における

換気技術指針などを参考に整理した。また、換気技術指針による風速 0.5m/s を確

保することにより、処分坑道にいると仮定した作業員の必要呼気量を確保できるこ

とを確認し、建設中パネルに必要な風量を算出した。  

平成 25 年度の検討結果より、3 次元解析の膨大な計算格子数が影響して計算時

間が 2 週間程度／1 ケースと長時間を必要とした。これを受けて、1 次元モデル化

が可能な部分について検討を行い、気流の乱れが小さい個所を 1 次元モデルとし、

分合流部などの気流の乱れが大きい個所を 3 次元モデルとし、モデル化を行った。  

 

(3) 解析の実施  

解析の実施にあたっては、建設中パネルに必要な風量を送った場合の連絡坑道、
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主要坑道、処分坑道の通気状態を確認し、強制的に通気する必要がある箇所を確認

した。  

その結果、分岐部において検討した風速が確保できないこと、また処分坑道内

へ空気がほとんど流れないことが分かった。そこで分岐部等において局所ファンの

設置を想定し、通気を強制的に誘導することた。たとえば、建設完了の処分坑道で

は、全てダクトで繋いで“一筆書き”の方法で通気すると仮定して解析することに

より、必要な風量を抑えることとした。また、建設途中の処分坑道では、入気口か

らダクトを繋いで通気を確保すると仮定し、解析した。  

建設途中の処分坑道 13 本の真ん中にあたる 7 本目の処分坑道の切羽付近で、

CETu 標準火災曲線に則った火災を発生させ、火災時の熱・煙の拡散状況を確認し

た。一酸化炭素濃度、二酸化炭素濃度、酸素濃度の拡散分布では、比重の違いによ

り、比重が軽い一酸化炭素が最も坑道上面で拡散しやすいことを確認することが出

来た。熱の拡散については、発火直後から坑道上面に熱が拡がるという熱影響を確

認した。  

処分坑道の切羽付近で火災が発生したと想定し、隣接する処分坑道の作業員が

順次避難を開始するという避難シミュレーションを実施し、確認した。また、搬送

装置などの障害物を想定した狭い通路を通過する場合を再現するため、扉を設けて

解析したところ、単位時間に通過する作業員の数が低下することに伴う避難速度の

低下や避難完了率の低下を解析で確認した。  

 

5.2.3 人工バリアの限界性能等の調査・試験のまとめ  

 

 地層処分事業操業中の異常状態や事故の影響を緩和するためには、その時の人工バ

リアの状況を適格に評価し、人工バリアの状況に応じたより適切な対策を施す必要が

ある。このような観点から、人工バリアの限界性能等の調査・試験として、平成 26

年度は以下の 3 項目について検討を行った。  

（1）地下施設で火災発生を想定した人工バリアの影響解析  

（2）緩衝材の加熱試験による高温時熱特性の把握  

（3）津波被害を想定したガラス固化体キャニスタの腐食特性に関する調査  

それぞれの実施項目に関するまとめと今後の課題は以下の通りである。  

 

(1) 人工バリアの熱応力解析による火災影響の検討  

燃焼解析では、バッテリーパックの表面からエチレンが放出されると仮定し、

発熱曲線を設定した。しかしながら、解析結果による発熱量は、風速 2.0m/s と設

定した場合でも 20MW ほど下回った。原因は、昨年度のプールファイヤー（可燃

性液体が流出し、平面上に燃え広がること）でも見られたように、多量な燃料に対

して局所的に酸素濃度が足りず、燃料が燃焼することなく計算領域から流出したこ

とによるものと考えられる。また、燃焼が一時的に収まり換気によって十分な酸素

が供給されると燃焼が活発化し、発熱量が目標曲線に近づいてくることが確認でき
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た。  

風速が速いと炎が坑道の全断面に広がっており、風速が大きくなることにより

坑道内の気流が大きく乱れるためである。また、風速が遅いと可燃ガスが上流に流

れ込んで燃えてしまうため、定置装置の前でもガスの温度が上がる原因となる。し

たがって、今回の解析では、流速が遅い場合は燃焼ガスが浮力によって天井に上が

り、そこから広がっていく。また、流速が速ければ、燃焼ガスが気流によって下流

に流されることを確認した。  

伝熱解析分では、火災によるオーバーパックへの入熱は蓋上面からが主である

ため、伝熱解析ではオーバーパック蓋上部の温度上昇が顕著である解析結果となっ

た。特に、蓋上部が局所的に 1,000℃超となる部位が見られた。また、1,000℃超

の最高温度到達時におけるオーバーパックの胴部の温度は、上部近傍の領域を除く

と 200℃以下であり、ガラスの温度上昇は約 1.5℃にとどまった。  

応力解析では、温度分布に伴って生じる熱応力が胴部にもみられるが、火災後

に初期温度分布に戻ると、蓋部近傍を除いて初期応力分布に近い状態に戻ることが

わかる。初期状態と比べて最も応力分布に変化が見られた蓋部近傍は、火災前は溶

接部近傍だけが溶接収縮していることで蓋外周部が圧縮応力場になっていたもの

が、火災の入熱による蓋部の温度上昇が胴部に比べて著しく大きく、蓋部全体に周

方向圧縮塑性ひずみが入ることで、蓋部の圧縮応力が大きく緩和されたことが主因

と思われる。  

また、本年度の検討では溶接部に溶接残留応力を初期応力として導入している

ため、溶接のルート部において 422MPa 程度の等価応力が生じている。これは、

溶接金属部の収縮ひずみが蓋外周部に拘束され、大きな周方向引張応力が生じてい

ることが主たる原因となっているが、蓋外周部は火災の入熱により熱膨張するため、

溶接ルート部の周方向引張応力が大きくなり、等価応力は 438MPa 程度まで上昇

することがわかった。  

 

 

(2) 地上施設で火災発生を想定したガラス固化体キャニスタの特性データの取得  

今年度計測した SUS304L の降伏応力（0.2%耐力）、ヤング率、および線膨張係

数のデータを平成 25 年度の火災解析に使用した SUS304L の材料データと比較し

た結果、ヤング率と線膨張係数は、平成 25 年度の解析に使用した値、およびその

線形外挿値に近いが、降伏応力については本年度の計測値の方が解析に用いた降伏

応力よりも高いという結果であった。  

  

 

(3) 地上施設に津波が流入した場合のガラス固化体キャニスタの腐食環境（温度）条

件設定に関する情報収集・整理  

津波の被害を受けることにより、ガラス固化体キャニスタ下部で海水の浸漬、

ガラス固化体キャニスタ上部で海洋性湿潤大気環境になる一方、放射線分解によっ
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て 50～80℃程度まで加熱されるとともに酸化性が高まる可能性がある。海水およ

び海洋性湿潤大気環境下でステンレス鋼は、孔食、すきま腐食感受性を示す。さら

に、材料、環境、応力の 3 条件が整った場合に SCC が発生･進展する。30℃ (室温 )

～80℃の温度域で海水相当濃度の塩化物の水溶液環境および海塩付着があれば、

SCC を起こし得ることが文献などで報告されている。また、海水の方が空気より

も熱伝導性が良いため、海水に浸漬しているほうが温度の上昇が大きく、温度解析

の結果より没水部 (海水中 )では 300 時間後に 60℃、600 時間後に 70℃に到達する

が、非没水部 (大気中 )では 700 時間後に 60℃に到達し、その後の温度上昇も遅い。

気相部での湿潤大気 SCC 発生寿命は海水水没環境よりも低いが、気液界面の高濃

度塩化物が高温・中湿度状態でさらに濃縮して SCC 感受性が高まることが危惧さ

れる。  

これら文献で示された塩化物水溶液中の鋭敏化ステンレス鋼の SCC 発生寿命に

およぼす各種加速因子依存性と、今回の温度解析で得られた代表点の到達温度の経

時変化から、解析上の最高温部である固化体 B（液面高さ、換気無し）の場合、標

準的な SUS304(0.05％C)が、溶接によって Ra=20%に強く鋭敏化していれば約 400

時間で SCC が発生すると推算される。通常の溶接継手部での高めの鋭敏化度であ

る Ra＝10％で 2、000 時間、鋭敏化型の SCC を起こし得る下限界鋭敏化度程度の

Ra＝5％で 14、000 時間程度であった。  

SUH309 の場合 0.5 倍、SUS309S では 2 倍、SCC 対策材の SUS304L で 5 倍の

寿命改善が見込まれる。すなわち、鋭敏化していなければ SCC 発生までに 1 年半

～数年の猶予があるが、鋭敏化の程度に応じて SCC 発生までの寿命が縮まり、

SUH309 が強鋭敏化していれば数十～200 時間で SCC が発生する可能性がある。  

 

 

5.3 今後の課題  

 

5.3.1 操業安全を考慮した技術要件の調査・検討  

 

 今後、事業期間中の操業安全の確保に向けた安全対策技術について、先行類似施設

での検討事例などを参考にしつつ、客観的な判断を加えることにより、技術調査や研

究開発を効率的かつ効果的に進めていく一助になるものと考えらえる。  

 

5.3.2 火災事象に対する安全確保対策の検討  

 

 有限体積法は、数値拡散（発散）を生じやすく、本解析的検討においても解を算出

するのに多大な時間・労力を要した。今後、コンピュータの処理速度の向上に伴い計

算速度は速くなっていくことになるが、地下処分施設の規模は大きく、精度を良くす

るためには、格子数を緻密に整備する必要がる。また、地下処分施設は日々建設をす

すめているため、形状が変わるとともに火災の発生場所も特定できるものでないため、
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多くのパターンの解析をする必要が出てくる。したがって、求める結果により支配方

程式や離散化などの組み合わせを適切に判断し、計算速度の負担軽減を図る必要があ

る。  

 今回の解析では、鉱山等を参考に坑道換気を前提に 13 本の切羽に適切な風量を送

るため、主要坑道、連絡坑道等の風速が大きくなる結果となった。火災等により風上

側に作業員が退避する場合は、風速が大きくなると障害となるため、安全確保の観点

からは課題が残る結果となった。また、多くの風量を送るため設備や維持するための

電力等については、考慮していないため検討が必要と考える。  

 

 

5.3.3 人工バリアの限界性能等の調査・試験  

 

(1) 人工バリアの熱応力解析による火災影響の検討  

地下施設での搬送・定置作業は電動機械の検討が進んでいるため、電池による

火災を検討した。但し、本解析は適用した仮定が小規模で行われた燃焼実験結果か

ら概算した条件に基づいた。燃焼実験は容量 100Wh の電池で行われ、その結果を

自動車用 10kWh のバッテリーパックへの概算としている。但し、ここでは定置装

置用の電池容量が 1300kWh の規模であり、自動車の 130 倍、実験で使われた電池

の容量を 4 桁ほど超えてしまう。したがって、電池火災における発熱量は予測精

度に疑問が残る。より大規模の試験で取得されたデータを用いて、本解析に用いた

条件の妥当性を確認する必要がある。  

ディーゼルエンジンを原動力とする機械によるトンネル火災が研究されている。

Hansen らによれば、ディーゼルエンジン機械の発熱量は 100MJ 程度である。今

回の電池火災は発熱量が 100GJ と概算され、ディーゼルエンジン機械を 3 桁ほど

上回った。  

したがって、定置装置を設計するにあたっては、電動式及びディーゼルエンジ

ン式の火災による発熱量について、より精度の高い調査・検討が必要と考える。  

また、昨年度の検討結果を踏まえて、以下の項目が課題と考えられる。  

①  ガラス固化体キャニスタ内のガス圧を考慮した応力解析  

②溶接残留応力低減処理を施したオーバーパックが火災に遭った時の応力解析  

③ガラス固化体キャニスタおよびオーバーパックの健全性評価手法の検討  

 

(2) 地上施設で火災発生を想定したガラス固化体キャニスタの特性データの取得  

今回材料試験に供した SUS304L の試験材は、キャニスタに用いる鋼材から採取

したわけではなく、一般的に入手可能な材料から試験体加工して試験材として供し

たものである。今後、キャニスタの応力解析および強度評価を行う際には、キャニ

スタに供する材料の機械的特性値（降伏応力、応力－ひずみデータ）を適正に把握

し、解析を行う必要があると思われる。また、平成 25 年度のガラス固化体キャニ

スタの応力解析の再解析も課題であると思われる。  
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(3) 地上施設に津波が流入した場合のガラス固化体キャニスタの腐食環境（温度）条

件設定に関する情報収集・整理  

30～80℃の温度域で海水相当濃度の塩化物の水溶液環境および相応の海塩付着

があれば、SCC を起こし得ることが文献などで報告されているが、これら文献の

データは、特定の 1 因子をパラメータとする一方、残りの因子はそれぞれ何らか

の加速条件で試験された結果であることが多い。また、通常の実験室試験では環境

の温度試験片の表面温度が同一であるが、実機環境においては機器の表面温度とそ

れに接する環境の温度が異なることが普通で、機器表面の乾燥状態が維持されれば

腐食環境が整わないため、SCC 感受性を示さない場合がある。したがって、津波

腐食へ展開するためには、実機環境の解析結果に基づき、環境と試験片の温度差な

どを考慮した塩水 SCC 感受性評価試験計画、放射線影響 SCC 感受性評価試験計

画を立案し、試験を実施した上で評価する必要がある。  

 

 1) 材料、冷間加工と溶接、および、鋭敏化  

ガラス固化体キャニスタ材は、SUH309、SUS309S および SUS304L を対象と

する。汎用オーステナイトステンレス鋼 SUS304 に対して、耐熱鋼の規格である

SUH309 および SUS304 よりも耐食性が高いが主として耐熱鋼として用いられる

SUS309S は非腐食性環境で用いられることが多く、耐食性や耐 SCC 感受性のデ

ータはほとんど報告されていない。すなわち、これら SUH309、SUS309S の腐

食･SCC データは、返還廃棄物の貯蔵時に想定されるリスク回避のために調査･

検討されたものが大部分であり、乾式貯蔵を念頭に置いた海塩付着環境における

定常的な恒温恒湿度環境および湿式貯蔵を念頭に置いた極低濃度塩化物に制御さ

れた水溶液 (使用済燃料貯蔵プールレベル )環境でのすきま腐食、SCC 感受性の評

価がなされ、その一部が公開されているに過ぎない。一方、SUS304L は SCC 対

策材としての用途であることから多くの研究がなされているが、それでも、報告

例は SUS304 と比較して格段に少ない。津波影響で想定される環境での実験デー

タに基づく評価はなされていないことから、当該材料の試験が必要である。  

 

 2) 塩水 SCC 感受性評価試験  

温度解析の結果、固化体 B が 1/2 の高さまで海水に浸漬した時の気液界面での

温度は 100 時間後に 50℃、300 時間後に 60℃、600 時間後に 70℃と上昇し、文

献などで示された SCC 発生寿命予測モデルに基づいた解析をした結果、各温度

での鋭敏化 SUS304 ステンレス鋼の海水相当の 3.5％ [NaCl]環境における SCC 発

生寿命は鋭敏化の程度に依存して、数十時間～数千時間の範囲になることが推算

された。  

一方、海水に浸からない気相部の温度上昇は緩やかであるが、付着海塩と結露

水によって濃厚塩化物環境 (数 g/m2[NaCl]もしくは塩滴 /飽和塩化物溶液 )が成立

する可能性があり、同じ程度の SCC 発生寿命を有すると予見される。特に、気

液界面では塩が濃縮しやすいため、厳しい環境が成立する可能性がある。特に、
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海洋性湿潤大気環境では、MgCl2、CaCl2 などの非 Na 塩が吸湿して低湿度まで

腐食環境が維持されるため、海水に少量含まれるこれらの Mg 塩や Ca 塩の寄与

が大きいことが知られており、実際に人工海水や苦汁などを用いた試験･評価が主

流となっている。しかしながら、SUH309/SUS309S に対しては、これらの想定

環境での公表ベースの SCC 感受性を評価したデータがない。したがって、塩水

SCC 感受性評価試験を実施する必要がある。  

 

 3) 影響 SCC 感受性評価試験  

SCC 感受性におよぼす放射線影響は環境因子に限定できる。さらに、環境因子

の中では水の放射線分解によって生じるラジカルなどの酸化性物質が主体である。

したがって、本来であれば、放射線源を用いた環境系での試験･評価することが望

ましいが、第一義的には、酸化剤の添加、もしくは外部電源を用いて電位を付与

した SCC 試験で代替できる。  

しかしながら、照射線量とステンレス鋼の電位との関係は必ずしも定量的な知

見が得られていない。すなわち、炭素鋼の中性自然水中の電位が浸漬直後から安

定して、多くの測定者でも測定値が一致しているのに対して、ステンレス鋼の電

位は直前研磨などを施した新生面では電位が低く、数百時間かけて上昇して平衡

電位に達するが、局部腐食の発生によって電位は低下する、などの複雑な挙動を

示す。したがって、放射線影響によるステンレス鋼の電位の上昇は、実験上の制

約条件と合わせて、試験要領をより詳細に検討する必要がある。  

さらに、気相中の電位を計測することは可能であるが、気相部では外部電源に

よる電位の付与が不可能で、環境側を制御した SCC 試験を実施する必要がある。  

以上のことから、放射線影響 SCC 感受性評価試験は、以下の 3 つに分類され、

優先度に応じて実施を検討する。  

 

a. 放射線影響によるステンレス鋼の電位の上昇試験  

b. 放射線影響を模擬した酸化性環境における浸漬 SCC 試験  

c. 放射線影響を模擬した酸化性環境における気相部 SCC 試験、  
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